
 

 

 

 

 

令和２年度 福井工業高等専門学校 

 

自 己 点 検 ・ 評 価 報 告 書 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

令和３年７月 

独立行政法人国立高等専門学校機構 

福井工業高等専門学校 



ま え が き 
 

令和元年 11 月に始まり歴史的なパンデミックとなった新型コロナウイルス感染症は、令和

2年半ばには欧米でワクチンが開発され、令和 3年度には日本でも接種が始まった。 

本校でも、今日まで社会情勢を把握しつつ、危機対策本部会議を中心にガイドラインを準備

するなどして対応してきた。この令和2年度の自己点検評価報告書は、授業はもちろんのこと、

本校の日常のほとんど全てが、コロナとの戦いの中にあった事を物語っている。特に V-1.では、

「新型コロナウイルスへの対応に関する事項」を項立てして、本校の各部署がとってきた対応

を纏めている。ここでは、本校が多くの学生や寮生を抱える中で「学びを止めない、学習機会

の格差を生まない、誹謗中傷などトラブルを起こさない」という方針のもと、感染予防対策は

もとより、感染者が出た場合の対応から事後処理までシュミレーションするなどして、緊張し

た毎日を過ごしてきたことを記録している。学校行事では、令和2年度4月の入学式は中止し、

9 月に「新入生を祝う会」を実施した。卒業式については無観客で実施した。教務関係では、

前期の授業はオンライン授業に切り替え、9 月から感染予防対策を講じることが出来る範囲で

段階的に対面授業を行い、10 月からは全校的な対面授業を再開した。オンライン授業のための

学校側のインフラはほぼ整っており、以前からいくつかの教科ではオンライン環境を活用した

教育も実施していた。しかし、オンライン授業によって学生からは「家庭における通信料の負

担が大きくなった」いった声も聞こえてきた。そうした学生の状況を把握するためにアンケー

トを実施し、また、教職員の対応を支援するために研修会を繰り返し実施した。困窮学生を支

援するということでは、学校独自で福井県のふるさと納税を活用した「福井高専新型コロナウ

イルス対策学生支援事業」を立ち上げ、学内外から約 150 万円の寄付を得た。これらの取組や

各部署や教職員の献身的な対応もあって、令和 2年度の留年者退学者については、前年度のほ

ぼ半数であった。 

令和 2年度の「達成度評価一覧」の各部署等の達成度では、「教務」、「入学試験」、「学

生指導」、「学寮」、「地域・社会貢献活動」、「学生相談室・保健室」などは、これまで当

たり前のように行っていた活動がコロナによって思うように実施できず、学生に対するサービ

スが低下したことを反省して評価を「Ｂ」としている。また、国際交流関係がコロナの影響を

受けて充分な活動ができなかったとして「Ｃ」判定とした。高度情報化社会の急速な進化に伴

い、着実にグローバル化が進む中で、これまで取り組んできたほとんどの国際交流活動が中断

した。今後、ウィズコロナ、ポストコロナ期において、どのような国際交流活動をすればよい

のか、今なお関係者の模索が続いている。一方で、コロナ禍にあっても「研究活動」、「施設

整備」、「財務」、「創造教育開発センター」、「地域連携テクノセンター」、といった学校

を支える分野での評価は「Ａ」とした。学校の基盤やドライビングフォースとなるところでは、

コロナ禍にあっても着実に成果を出していることを報告している。 

今後もウィズコロナの時代は続く。今回の評価で「Ｂ」判定や「Ｃ」判定となったところは、

まさに本校のＢＣＰ（Business Continuity Plan:事業継続計画）の策定を急ぐなどして改善

する。教職員一丸となってこの難局を乗り越え、むしろ、この令和 2 年度の経験を活かして、

今後再び訪れるかもしれない危機に対しても充分な備えをする。また、今回、開発した新たな

教育手法や得られた知見を活かして、本校の教育の高度化やさらなる発展を目指す所存である。 
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自己点検・評価について 

 

 

 本自己点検・評価報告書中の「点検・評価」は、文部科学省独立行政

法人評価委員会の項目別評価基準を準用し、本校の「達成度評価」とし

て、以下のとおり用いました。 

 

 

Ｓ：計画をはるかに上回る実績を残した 

Ａ：達成度１００％ 

Ｂ：達成度７０％以上～１００％未満 

Ｃ：達成度７０％未満 



区　分 達成度評価 左記評価の理由(概要)
参　照
ページ

Ｂ

本年度の原級留置者数は、全学年で26名（内2名休学
者）であった。原級留置率や不進級率は昨年度と比較し
て低い数字となったが、年度末の退学者に進級出来た者
が3名含まれている、ここに本校が抱える本質的問題が
隠れていると考える。教育の質の保証の一環として、今
年度は、ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリ
シーを改定し、コロナ禍にあって遠隔授業を積極的に展
開した。その他、様々なことに取り組んだが、ポート
フォリオ教育を見直すこと、教員のＦＤを体系化するこ
となどが実施出来ず、課題を残した。このため、達成度
評価はＢと判断する。

64

Ｂ

学校全体の入試倍率が1.33倍であり、昨年度の1.36倍を
若干下回った。さらに機械工学科と電気電子工学科の2
学科で定員割れとなった。コロナ禍のために、オープン
キャンパスを年1回としたにも関わらず、入試倍率への
直接の影響は少なかったと考えられる。また、私立高校
専願合格が原因で6名の受検辞退者があるなど、私立高
校対策に工夫が必要なこと、学科への応募人数の凸凹を
出来るだけなくすような中学生に対する説明が必要であ
り、今後に大きな課題を残している。このため、達成度
評価はＢと判断する。

66

Ｂ

課外活動における教職員の負担軽減を図る制度を運用し
た。また、ボランティアやキャンパスプロジェクト等学
生の自主的な活動の機会を作り活発な活動を行えるよう
環境整備を継続して行った。学習障害のある学生へのケ
アを行う第2学生相談室も活用を続けている。財政面で
不安を抱える学生に向け奨学金・授業料減免・修学支援
制度等に関する情報伝達をきめ細かく行った。
ロボコンやプロコン、デザコンについては、オンライン
で開催され、出場することができた。
しかしながら、高専体育大会や高体連関連の大会など、
コロナ禍の影響で中止となった大会やコンテストも多
く、また救急救命講習会も実施できなかった。学生の活
動において不十分な面があったことは否めない。
このため、達成度評価はＢと判断する。

69

Ｂ

今年度主要年度計画に基づく総括の概要は以下の通りで
ある。
①新型コロナ感染症対策に基づく学寮環境構築を行っ
た。
②コロナ禍ではあるが、感染症予防に最大限留意した学
寮自治（「寮生会」）活動の活性化のための支援や、寮
生の「自立と自律」を促す教育機会の提供を慎重に行っ
た。
③グローバル環境構築に資する混住型学生寮（通称「国
際寮」）事業が認可された。
④定年退職した元（含再雇用）教員による学寮日直業務
の従事が実施され定着している。
⑤短期留学生受け入れや他高専寮生との交流会等の通例
行事が中止となった。
このため、達成度評価はＢと判断する。

82

達成度評価一覧

教務関係

学生指導関係

学寮関係

項　目

全学的に
関する事
項

入学試験関係

1/6



区　分 達成度評価 左記評価の理由(概要)
参　照
ページ

項　目

Ａ

今年度年度計画に上げた、㋐低学年から学年進行に応じ
たキャリア形成のための講座、㋑「全国高専共通利用型
進路支援システム」、校内ネットワークの「進路情報
フォルダ」の周知と利用促進、㋒進路指導担当者とキャ
リア支援室の連携、㋓キャリア教育セミナー（合同企業
説明会）と専攻科・大学・大学院合同説明会について、
コロナ禍に対応しつつ実施することができた。
このため、達成評価はＡと判断する。

86

Ａ

研究活動は学内的には安定的な状況ではあるが、著書・
論文等の件数としては51高専の平均には僅かに達してい
ない。しかしながら、昨年度の科研費獲得に向けた有効
な取り組みにより、今年度の採択件数及び採択額は目標
である51高専の平均値となった。
従って、総合的には、達成度評価はＡと判断する

100

Ｂ

第４期中期計画の2年目となった今年度は、公開講座5
件、出前授業15件を実施するなど地域社会へ本校の教
育・研究資源を発信し、本校の認知度向上に資すること
ができたと評価されるが、新型コロナウイルスへの対応
により、前年に比べ、公開講座が-14件、出前授業が-4
件であった。このため、達成度評価はＢと判断する。

103

Ｃ

今年度は新型ウイルスの影響により物理的な交流はほぼ
不可能に近い事態となった。そのような状況下において
学生のモチベーションを維持し海外へ飛び出す興味を失
わないよう何ができるのかを模索する１年であった。し
かしながら実際に現地渡航して行う交流は著しく制限さ
れた一方、オンラインにより気軽にまた緊密に繋がれる
手段が急速に発展を遂げた側面もある。今年度は本校に
おいてもリアルタイムで現地と日本をつなぐという意欲
的な試みを行うことができた。オンラインでの国際交流
の可能性に開かれることで、学生の今後の英語への学習
意欲や海外との交流のモチベーションの向上を促すこと
ができたと考える。オンライン交流の可能性の模索、ま
た派遣や受け入れ再開に備えた英語版ホームページの充
実など着実に進めることができたが、ほぼ全ての予定さ
れていた国際交流事業が延期・中止を余儀なくされたこ
とはやはり大きな痛手であった。
よって、達成度評価はＣと判断する。

105

Ａ

コロナ禍であっても、5年生の留学生は、進路先も決定
し、無事卒業した。3年生、4年生の留学生も全員進級し
た。
このため、達成度評価はＡと判断する。

108

Ａ

令和2年度において、修学・就業上の環境整備や教育研
究の高度化対応等を目的としたキャンパスマスタープラ
ンに基づき、運営費交付金が年々削減される中、学生・
教職員の安全・安心を最優先にして修学・就業における
環境整備を計画的に行った。
このため、達成度評価はＡと判断する。

110

Ａ
管理運営関係は、全般的に組織は効果的な活動を行って
おり、適正な業務が行われていた。
このため、達成度評価はＡと判断する。

117

キャリア支援関係

全学的に
関する事
項

管理運営関係

研究活動関係

地域・社会貢献活動
関係

国際交流関係

国際交流(留学生)関
係

施設整備関係

2/6



区　分 達成度評価 左記評価の理由(概要)
参　照
ページ

項　目

Ａ

財務関係は、全般的に適正な業務が行われている。平成
24年度の補正予算措置によって教育研究の基盤となる教
育研究設備等の充実が図られて、計画どおりの成果を上
げてきたが、今年度久々に措置された設備整備予算は、
次年度以降の更なる成果が期待される。また、外部資金
獲得や業務の効率化にあっては一層の取組・推進が行わ
れている状況であった。このため、達成度評価はＡと判
断する。

123

Ｂ

実験・実習におけるモデルコアカリキュラムに基づいた
教育の実践・実質化は、1学年から3学年までの実習に導
入して実施した。また、グループワークやアクティブ
ラーニングを取り入れた授業を推進し、複数教員による
担当を積極的に取り入れ、優れた教育方法の伝達や教育
スキルの向上に役立てるファカルティ・ディベロップメ
ントを着実に実行した。オンラインツールを利用した授
業方法の改善にも取り組んだ。このため、達成度評価は
Ｂと判断する。

128

Ｂ

入学志願者の確保については、昨年度に比べて大幅に志
願者が減少したが、女子学生の入学者は増加した。専門
科目の充実では、コロナ禍により実施した遠隔授業にお
いてTeamsやLMSを活用した取り組みを行い、今年度から
開講した情報通信工学Ⅱでは最先端のDX技術に関する教
育を実施した。地域連携、地域貢献の充実については、
コロナ禍の影響により地域と連携した活動をほとんど実
施できていない。放射線教育の充実については、従前通
りの活動を実施できている。
このため、達成度評価はＢと判断する。

135

Ａ

入学志願者の確保については、昨年度に比べ若干志願者
が減少したが、女子学生の入学者は増加した。コロナ対
策でもあるがオープンキャンパスにおける学科紹介方法
の変更し中学生にアピールを行った。専門科目の充実と
いう点で、ＢＹＯＤを利用し、遠隔授業、演習、実験を
準備し対応した。地域連携、地域貢献の充実に関して
は、各教員による企業との共同研究や大学との共同研
究、技術援助など行った。
従って、達成度評価はＡと判断する。

141

Ａ

中学校に対する物質工学科のイメージアンケート調査を
実施したところ、医薬、遺伝子操作などのバイオ系分野
への希望が高いこと、学科名称の理解度がやや低いこと
が判明したので、オープンキャンパスの実施内容の全面
的見直しを行い、ホームページの学科教員紹介ページの
修正を行った。積極的なPR活動が功を奏し入試倍率のV
字回復（一位）に繋がった。各教員による企業との共同
研究（県内企業2社、県外企業1社）や大学との共同研究
（福井大学、福井県立大学、金沢大学）も推進中であ
る。
従って、達成度評価はＡと判断する。

147

Ｂ

入学者選抜では昨年度と同等数の志願者を確保し、卒業
生は全員が就職，進学の道へと進んだ。コロナ禍で様々
な制約があるなか、複数のコンテストに学生が参加して
優秀な成績を収め、また、複数の事業で学生が実務的な
経験を積む行事を開催することができた。一方、ＢＹＯ
Ｄに向けた教育方法の検討については作業が滞ってし
まった。このため、全体の達成度評価はＢと判断する。

154

各学科・
教室等に
関する事
項

環境都市工学科

財務関係

機械工学科

電気電子工学科

電子情報工学科

物質工学科
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区　分 達成度評価 左記評価の理由(概要)
参　照
ページ

項　目

Ａ

人文社会科学系科目（国語・社会・英語）および自然科
学系（物理・地学系、化学・生物系、数学系、保健体
育）の科目において、特色ある教育・研究取り組みに等
に関する点検が行われた結果、各科目が判断した到達度
評価はいずれもＡであった。
このため、総合的な達成度評価はＡと判断する。

160

Ａ

遠隔就業体験の実施、入学者選抜倍率2.4倍、合格者定
員比1.25倍、デザインパテントコンテスト受賞、地域企
業との遠隔共同ＰＢＬ演習実施、特許検索研修および特
許検索サテライト競技会開催、修了生の就職希望者内定
率100％、進学希望者合格率100%など、コロナ禍中にお
いても、入試、特色ある教育、進路の点で目標を達成し
た。このため、達成度評価はＡと判断する。

172

Ｂ

今年度前半はコロナ対応のため、相談室業務が大幅に制
限され、外部機関での研修参加や、校内の教職員向け研
修会に大きな制約がかかってしまった。一方で、後期以
降相談室と保健室の利用者数、第２学生相談室の活動は
は例年並みとなり、学生の高いニーズにこたえることが
できたと考えられる。学生向けアンケート調査、メンタ
ルヘルス研修会も前年並みの活動を維持することができ
た。
　一方で、外部研修参加数、教職員向け研修会開催数
は、大幅に減少した、コロナ禍が理由ではあるが、目標
が達成できなかったことは残念である。
このため、達成度評価はＢと判断する。

179

Ａ

新型コロナウイルス対策で始まった今年度、感染予防に
十分考慮しながら、利用者に安心して利用してもらえる
空間を提供し、学生が本と関わる機会を確保した。また
総合情報処理センターの閉室時間を図書館で補ったり、
キャリア支援室と連携してアクティビティルームで学生
が会社のWeb説明会・面接等を受けられるようにするな
ど、校内連携を図り高専図書館として十分な役割を果た
せていることから、達成度評価はＡと判断する。

185

Ａ

今年度はコロナ渦の中、前期は遠隔授業を進めるにあ
たって、非常勤講師を含む教員への遠隔授業実施に関す
る支援を行うことができた。その中で、授業アンケート
の項目を見直し、精選した。ＰＲＯＧテストも継続し、
学生向けの解説会も実施できた。公開授業週間への参加
は少なかったものの、FD講演会、FD研修会も実施し、学
習支援室（仮）に関する検討も始まった。継続的な検討
課題はあるが、達成度評価はＡと判断する。

192

Ａ

教育用電子計算機システム（以下、「教育用システ
ム」）を令和2年2月末に更新後、大きなトラブルもなく
運用できている。これにあわせ旧基幹システムにて稼働
していた機能を教育用システムに収容したが、これらも
安定して運用ができた。一方、新型コロナウィルス感染
症の対策として、遠隔教育環境としてのMicrosoft 365
の利用環境の整備に加え、演習室への飛沫防止パネルや
アルコール除菌などの対策に加え、授業時間割の変更に
よる放課後の時間外利用の対応などを実施できた。
このため、達成度評価はＡと判断する。

198

センター
等に関す
る事項

各学科・
教室等に
関する事
項

専攻科

学生相談室・保健室

図書館

創造教育開発セン
ター

総合情報処理セン
ター

一般科目教室
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区　分 達成度評価 左記評価の理由(概要)
参　照
ページ

項　目

Ａ

今年度の計画に掲げていた(1)共同研究、受託試験、技
術相談　(2)教員の研究分野と成果並びにテクノセン
ター活動の広報と交流　(3)コンテストを通じた地域貢
献　(4)地域社会への技術支援　(5) コーディネーター
の任用と起業家育成、事業創出の支援　(6) 地域連携ア
カデミアとの連携　(7)連携研究　などについてほぼ当
初の計画通り実施することができた。このため、達成度
評価はＡと判断する。

204

Ａ

2グループ体制をとる教育研究支援センターの組織にお
いて、引き続き技術職員間の連携強化と専門分野の裾野
拡大を図る努力を展開した。しかし年度当初から新型コ
ロナウイルス感染拡大が影響して当初計画していた、出
張・研修等報告会や内部研修等の活動、さらには公開講
座開講などほとんどの活動を中止せざるを得ない状況と
なった。とは言え、可能な限り教育・研究・技術等の各
支援業務にセンタースタッフが一致団結して取り組ん
だ。
以上のことより、達成度評価はＡと判断する。

211

Ａ

ＰＤＣＡサイクルは各委員会とも実施されており、アン
ケート等により確認されている。このため、本校の教育
システム改善のためのＰＤＣＡサイクルは、機能してい
ると考えられるため、達成度評価はＡと判断する。

214

Ａ

今年度は、情報セキュリティ管理規程・情報セキュリ
ティ推進規程などの見直しを行う一方で、Microsoft
365の不正利用防止対策として学生への多要素認証導入
を決めるなどの対応を行った。講演会などを通して教職
員への情報セキュリティへの啓蒙も行う中で、不正アク
セスや情報漏洩などの情報セキュリティインシデントな
ども発生していない。
このため、達成度評価はＡと判断する。

215

Ａ

昨年度教員会議にて決定した、令和3年度以降の認定に
係る一般社団法人日本技術者教育認定機構（以下
「JABEE」という）受審不継続に係る本校JABEE関連規則
の廃止等について当委員会にて審議し、決定した。
　このため、達成度評価はＡと判断する。

217

Ａ
今年度の実施・活動状況については例年同様の実績と成
果が見込まれる。このため、達成度評価はＡと判断す
る。

218

Ａ

今年度計画に掲げた(1)講習会等の開催、(2)知的財産の
資産化に関する情報収集と他機関との連携、(3)知的財
産教育のカリキュラムへの導入、(4)特許権及び意匠権
の審議についてほぼ当初の計画通り実施することができ
た。
このため、全体の達成度評価はＡと判断する。

220

Ａ

対外接続ネットワークや校内基幹ネットワークについて
は、感染症対策による遠隔授業の導入が飛躍的に進む中
でも、大きな問題もなく安定して運用された。これに伴
い、今後のネットワーク帯域の確保について検討も行わ
れた。また(株)KDDIとの共同プロジェクトによる第５世
代移動通信システム(5G)の導入にも協力し、今後の活用
が期待される。
このため、達成度評価はＡと判断する。

222

委員会に
関する事
項

センター
等に関す
る事項

地域連携テクノセン
ター

教育研究支援セン
ター

教育システム推進委
員会

情報セキュリティ推
進委員会

ＪＡＢＥＥ委員会

遺伝子組換え実験安
全委員会

知的財産教育委員会

ネットワーク委員会
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区　分 達成度評価 左記評価の理由(概要)
参　照
ページ

項　目

Ａ

健全な就労環境の維持に関しては、適切に運営され、支
障のない環境が維持されているといえる。また、健康の
維持管理において、特にメンタル部分については絶対評
価が難しい側面はあるが、サポート体制において十分な
体制を整えていると考える。
このため、達成度評価はＡと判断する。

224安全衛生委員会
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Ⅰ．本校の沿革・現況及び特徴 

 

１ 沿革・現況 

 

高等専門学校は、「深く専門の学芸を教授し、職業に必要な能力を育成する」ことを目

的として、昭和３７年の国立学校設置法の一部改正により発足した。福井工業高等専門学

校（以下「本校」という。）は、昭和４０年４月２４日に武生市緑町（現越前市）の仮校

舎で第 1 回入学式が挙行され、昭和４１年に鯖江市下司町に本校舎を移転し、現在に至っ

ている。発足時の学科構成は、機械工学科、電気工学科、工業化学科であった。これは、

工学の基礎となる機械・電気・化学となる学科が構成されたものであるが、工業化学につ

いては福井県が繊維及び染色関係の企業が多いことにより設置されたものである。 

昭和４５年度には「土木工学科」が増設されたが、これは、福井県が大手の土木業者を

多く出している土木県であるとともに、当時の土木技術者不足に対応するためである。さ

らに、昭和６３年度には情報社会の到来を受けて、「電子情報工学科」が増設された。そ

の後、平成５年度に土木工学科を時代の要請に沿うべく「環境都市工学科」として改組し

た。平成７年度には工業化学科を「物質工学科」として改組し、材料工学コースと生物工

学コースの二つのコース制とした。さらに、高専５年間の教育課程の上に、創造的な研究

開発や先端技術に対応できる人材を育成するため、平成１０年度には、専攻科（生産シス

テム工学専攻、環境システム工学専攻）が設置された。また、平成１６年度より独立行政

法人国立高等専門学校機構として運営形態がかわった。平成１７年度には、電気工学科を

「電気電子工学科」とした。現在では、５学科・２専攻、学生定員１，０４０名の教育・

研究機関に発展してきており、本校の基本理念に基づき、教育・研究の質の向上に積極的

に取り組んでおり、平成２７年度に創立５０周年を迎えた。現況は下記のとおりである。 

 

（１）所在地  福井県鯖江市下司町 

（２）学科等構成 

   ①本科 

機械工学科、電気電子工学科、電子情報工学科、物質工学科、環境都市工学科 

   ②専攻科 

生産システム工学専攻、環境システム工学専攻 

（３）学生数及び教職員数 

   ①学生数（令和２年５月１日現在） 

     学科学生   ９９１名（定員１，０００名） 

     専攻科学生    ６０名（定員４０名） 

   ②教職員数（常勤）（令和２年５月１日現在） 

教員数  ７２名   職員数  ４３名 
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２ 特徴 

 

教育の特徴としては、優れた実践力と豊かな人間性、創造性を備え、社会の多様な発

展に寄与できる技術者を育成するため、「ものづくり、環境づくり教育」を推進し、各

学科で実験実習等の体験型の授業やデザインマインドを育む創成科目を導入している。

ものづくり関連のコンテスト等にも積極的に参加し、全国高専ロボットコンテストでは、

２度にわたってロボコン大賞を獲得するとともに、１１年連続して全国大会出場を果た

している。全国高専プログラミングコンテストやデザインコンペティションにも毎年参

加し健闘している。語学教育にも力を注ぎ、平成２８年度全国高専英語プレゼンテーシ

ョンコンテストにおいては、文部科学大臣賞に輝くなど優れた成果を示している。 

  本校を目指す中学生に対しては、アドミッションポリシーを示すとともに、平成１７

年度には、入学時に学科を決められない中学生のために、２年次より転科可能な「工学

基礎コース」を設置した。平成２７年度にはこれまでの成果を基に入試制度を改正し、

平成２８年度より学力選抜入学者全員を転科対象者にする学科再選択制度を開始した。 

  福井高専は、地元に立脚し開かれた学校を目指し、産官学共同研究を進めている。福

井県における産官学共同研究ネットワークの中心の一つである「地域連携テクノセンタ

ー」では、地元に密着した活動に取り組んでおり、福井県の伝統産業である和紙の生産

者組合、福井県和紙工業協同組合と地元町の依頼により、平成１６年度に「伝統産業支

援室」を設置し、和紙に関する共同研究を行っている。平成１７年度には、本校の立地

する鯖江市が世界最大の眼鏡枠生産地でもあることから、福井県眼鏡工業組合とも新し

い産官学共同研究事業を開始し、「地場産業支援室」を設置して眼鏡枠材料に関する共

同研究を行っている。また、同年５月には、これら地域社会との連携をさらに深めるた

め、近隣２市１町と包括的な連携である「地域連携協定」を結び、共同研究・出前授業・

リカレント教育に取り組んでいる。平成１９年度には、アントレプレナーサポートセン

ターを設置し、起業を志す地域の社会人や本校学生の支援を行っている。 

平成２５年度には地域連携テクノセンターを、平成３１年（令和元年）度には「地場

産業支援室」「伝統産業支援室」「アントレブレナーサポートセンター」が改修され、

高度な分析機器やデジタル造形機などの研究設備を新たに導入した。平成２６年度には、

コーディネーターの新規任用、学内設備・機器見学会「オープンラボ」の開催、本校所

有研究設備のガイドブック（ラボガイド）の作成など、地域企業との共同研究や連携事

業を行う体制を強化した。平成２７年度には、地域連携アカデミア会員企業へのメール

ニュースの配信を開始するなど地域企業との交流が活発化した。平成２８年度には、エ

ネルギー環境教育に力を入れる美浜町との「地域連携協定」を締結し、新たに嶺南地域

との連携を開始している。 

  国際交流としては、海外学生派遣制度の他、平成１７年度からオーストラリアのバラ

ラット大学と提携し、学生の相互交換留学制度を行っている。フェデレーション大学に
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改称後も継続し、平成２８年度は３月に学生３１名が、平成３０年３月にはスウィンバ

ーン工科大学に３２名が渡豪し、７回目となる海外研修を行った。平成２５年度からは、

タイ国プリンスオブソンクラ大学（ＰＳＵ）工学部との国際交流が開始され、８月に専

攻科生２名が同大学で研修した。翌年度からはＰＳＵからの留学生の受け入れを始め、

交流はその後も継続している。平成２６年度より開始した東南アジアの日系企業での海

外インターンシップは、平成２９年度には専攻科生１名と本科生１名がドイツで、本科

生１名がマレーシアの企業で研修を行った。なお、平成２８年度には国際交流委員会が

「国際交流室」と改称され、本校の国際交流がさらに活性化すると期待されている。な

お、令和２年度においては、新型コロナウイルス感染拡大防止のため専攻科生の海外イ

ンターンシップや短期留学生の受け入れは見合わせた。 

キャリア教育については、以前より、本科２年で校外研修（１日）、３年で研修旅行（４

日間）、４年でインターンシップ（１～２週間）など企業等での見学や体験を経て進路の

選択を行ってきた。専攻科では２０日間のインターンシップを課している。しかし、早

い段階から職業意識を育み、主体的に企業研究を行う環境を整えるため、平成２２年度

より、１～３年には、教員、企業経営者によるキャリアガイダンスや職業研究セミナー、

本科５年と専攻科生が講師となる先輩フォーラムを開始した。４年や専攻科１年には、

就職対策講座を実施し、３年を含めてキャリア教育セミナー（合同企業説明会）を開催

するようにした。平成２６年度からは進路指導を行う部署を「キャリア支援室」と名称

変更して支援体制を強化し、卒業生と連携した先輩講座を開始した。なお、本校独自の

求人サイトでパソコンや携帯電話から就職情報を入手できるようにしていたが、平成２

８年度から全国高専共通利用型進路支援システムに切り替え、利便性を向上させた。な

お、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、平成３１年（令和元年）度に計画されて

いたオーストラリアへの語学研修旅行や「キャリア教育セミナー」は中止となり、令和

２年度には、校外研修、研修旅行、インターンシップなどのキャリア教育関連行事が見

送られた。 

本科の全学科の４、５年と専攻科の２専攻(生産システム工学専攻、環境システム工学

専攻)の１、２年の教育課程を融合複合した「環境生産システム工学」教育プログラムは、

平成１６年度日本技術者教育認定機構（JABEE）から、社会の要求を満たしている技術者

教育プログラムであると、福井県内の高等教育機関では最初に認定を受けた。認定期間

の満了に伴い平成２１年１０月に継続審査を受審し、認定継続が認められた。さらに、

平成２４年１１月に中間審査を受審後、平成２７年９月に継続審査を受審し、翌年３月

には再度認定継続が認められ、平成３０年１０月に中間審査を受審し、さらに３年間の

認定が認められた。なお、認定は令和３年３月までで、令和２年度までが JABEE 認定修

了生となる。 

平成１７年１１月には(独)大学評価・学位授与機構による「高等専門学校機関別認証

評価」を受審し、平成１８年３月に「改善事項なし」との評価結果であった。平成２４
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年１１月には２回目、令和元年１０月には３回目の「高等専門学校機関別認証評価」を

受審し、平成２５年３月、令和２年３月にはそれぞれ「高等専門学校設置基準をはじめ

関係法令に適合し、(独)大学評価（大学改革支援）・学位授与機構が定める高等専門学

校評価基準を満たしている」との評価結果が同機構から公表された。 

本校では、毎年自己点検・評価を行っている。その外部評価として、平成１４年度か

ら校外の有識者による外部評価委員会（平成１６年度から「評議員会」、平成２１年度

から「外部有識者会議」に改称）を開催し、平成３１年（令和元年）９月にも開催され、

その都度結果を開示しており、高等教育機関として自律的に教育・研究、組織運営等の

質の改善のサイクルを機能させている。さらに、短期・中期・長期的な本校の将来構想

の立案のために未来戦略会議を設置した。 

また、平成２６年度からの第３期中期計画が平成３０年度に終了し、平成３１年（令

和元年）度から第４期中期計画が始まっている。また、平成２７年度には本校が創立５

０周年を迎え記念事業を行った。次の半世紀の最初となる平成２８年度には、高度化に

向けて第３学年から学際科目を導入した新教育課程を学ぶ新入生が入学し、平成３０年

度から新たな歩みを踏み出した。設備面では、平成３１年（令和元年）度から上下水道

の大規模な改修、令和２年度には一般教育棟（１年生教室、一般科目教員室、大講義室）

の改修が行われた。 

なお、令和２年度は、新型コロナウイルス感染防止対策の観点から、遠隔授業の実施、

大幅な学事日程の見直し、各種行事・イベントの中止やオンライン化などの実施方法の

変更、感染者・濃厚接触者が出た場合の対応方針策定など、様々な対応がなされた。Ｖ

－１の「新型コロナウイルスへの対応に関する事項」に各部署における対応内容が記し

てある。 
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Ⅱ.目的 

 

基本理念 

優れた実践力と豊かな人間性、創造性を備え、社会の多様な発展に寄与できる技術者を

育成する。 

 

養成すべき人材像 

(1) 地球環境に配慮できる社会的責任感と倫理観を持った技術者 (人間性) 

(2) 科学技術の進歩を的確に見通す工学的素養を持った技術者 (専門性) 

(3) 調和と協調を意識して、国際的に活躍できる技術者 (国際性) 

(4) 幅広い知識を応用・統合し、豊かな発想力と実践力で問題解決できる技術者 (創造性) 

 

教育方針 

(1) 技術者として必要かつ十分な基礎力と専門技術を習得させる。 

(2) 個性を伸長し、独創的能力の開発に努力する。 

(3) 教養の向上に努め、良識ある国際人としての成長を期する。 

(4) 健康の増進に努め、身体的精神的に強靭な耐久力を育成する。 

(5) 規律ある日常生活に徹し、明朗、闊達な資性の涵養を図る。 

 

学習・教育目標 

【本科(準学士課程)】 

RA 多様な文化や価値観を認識できる能力を身に付ける。 

① 人間社会の基本的な仕組みを理解し、様々な地域の言語や歴史・伝統などの文化

を多面的に認識できる。 

② 様々な地域における芸術とそれに根ざした価値観を、認識・理解する意識を持て

る。 

RB 数学とその他の自然科学、及び専門分野におけるものづくり、環境づくりに関する

基礎能力を身に付ける。 

① 数学とその他の自然科学に関する基礎知識を理解できる。 

② 専門分野における基礎知識・技術に基づいて情報を処理し、工学的現象を正しく

理解できる。 

RC 国際社会で活躍するためのコミュニケーション基礎能力を身に付ける。 

① 英語による基礎的な対話や文章が理解でき、自分の意見を表現できる。 

② 日本語の文章や言語作品を的確に理解・鑑賞でき、自分の思いや主張を適切に日

本語の談話や文章で表現できる。 

③ 分かりやすい図表等を作成し、それを用いて日本語により効果的な説明ができる。 
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RD 技術者に必要なデザインマインドを身に付ける。 

① 課題に対して自主的に問題を発見し、解決方法を探求して問題解決能力の重要性

を認識できる。 

RE 実践的能力と論理的思考能力を身に付ける。 

① 実験・調査などの経験を通してデータの解析法を学び、理論との比較や考察など

ができる。 

② 課題の背景を理解し、習得した知識を生かして適切な方法を選んで実験・調査な

どを遂行し、データを解析・考察することにより、結果を客観的に説明できる。 

③ 身体・健康・スポーツに関する知識と実践力を獲得するために各自の能力に応じ

て目標を設定し、個人あるいはグループで課題を達成できる。 

【専攻科課程】 

JA 地球的視点から多様な文化や価値観を認識できる能力を身に付ける。 

① 異なる地域に属する人々がもつ文化や、それに根ざした価値観などを多面的に認

識できる。 

② 持続可能な地球社会を構築するという目的意識のもと、種々の分野における人間

の活動や文明が地球環境に与える影響について理解できる。 

③ 技術者が社会に対して負うべき責任を明確に自覚したうえで、工学に関する学術

団体が規定している倫理綱領を理解し、説明できる。 

JB 数学とその他の自然科学、情報処理、及び異なる技術分野を含む問題にも対処でき

る、ものづくり・環境づくりに関する能力を身に付ける。 

① 工学的諸問題に対処する際に必要な、数学とその他の自然科学に関する知識を理

解できる。 

② 工学的諸問題に対処する際に必要な、情報処理に関する基礎知識を理解できる。 

③ 得意とする専門技術分野を持つことに加え、他の技術分野を積極的に吸収して、

持続可能な社会の構築を意識したものづくりのプロセスに対応できる。 

JC 国際社会で活躍する技術者に必要なコミュニケーション基礎能力を身に付ける。 

① 英語による日常的な内容の文章や対話を理解でき、 英語により自分の意見を適切

に表現できる。 

② 得意とする専門技術分野に関わる英語論文等の内容を日本語で説明できる。 

③ 自分の意見・主張などを、相手を意識した規範的な表現を用いて日本語の談話や

文章で表現できる。 

④ 日本語による口頭発表や討議において、 自らの報告・聴衆への対応・他者への質

疑などを行える。 

⑤ 正確で分かりやすいグラフや図表を、必要に応じて用意できる。 

JD 技術者に求められる基礎的なデザイン能力を身に付ける。 

① 構造物または製品を設計する際に、複数の技術分野についても意識しながら、つ
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くる目的を理解し、機能性・安全性及び経済性に加えて、環境負荷の低減・快適性

などを考慮できる。 

② 新しく出会った課題について、自ら問題点を発見しようとする意識を持ち、既知

の事柄と未知の事柄とを識別したうえで、それらを蓄積・整理できる。 

③ 既成概念にとらわれない創造性豊かな発想のもと、自分の専門分野以外の技術分

野を含む課題について、多様な観点から検討・考察し、その結果を具体的に示せる。 

④ 異なる分野の人を含んだグループでの協議及び共同作業を通して、解決方法につ

いて複数の候補を見いだし、その中から最も適切なものを選択できる。 

JE 実践的能力及び論理的思考能力を総合的に身に付ける。 

① 与えられた実験・演習課題の工学的意義を理解し、提示された方法を計画・実行

することにより、定められた期限までに妥当な結果を導ける。 

② 数学や情報処理の知識・技術を用いて、実験または数値シミュレーションの結果

を統計的に処理し、その結果を評価して、対象としている工学的現象の成り立ち・

仕組み等を理解し、説明できる。 

③ 技術者が経験する実務上の工学的な諸問題を認識し、それらを具体的に示せる。 

④ 自ら明確に設定した目標を達成するため、詳細な計画を立て、それに沿って継続

して努力できる。 

⑤ 考察対象に関する見解を論理的に構築し、それに基づいた問題解決のための仮説

を立て、適切な実験・解析方法を選択できる。 

 

ディプロマ・ポリシー（卒業の認定に関する方針） 

【本科(準学士課程)】 

 ・全学科共通 

   卒業時に学生が身に付けるべき能力を下記のように定め、これらの能力の獲得と高

専機構が定めた「モデルコアカリキュラム」に基づいた各学科の教育課程表に規定

する所定単位の修得をもって人材像の達成とみなし、卒業を認定し、準学士（工学）

と称することを認めます。 

RA 多様な文化や価値観を認識できる能力を身に付ける。 

RB 数学とその他の自然科学、及び専門分野におけるものづくり、環境づくりに 

関する基礎能力を身に付ける。 

RC 国際社会で活躍するためのコミュニケーション基礎能力を身に付ける。 

RD 技術者に必要なデザインマインドを身に付ける。 

RE 実践的能力と論理的思考能力を身に付ける。 

・機械工学科 

ものづくりのための基礎的知識や技術を身に付けた創造性豊かな機械技術者となる

ために、機械技術者として必要な基礎学力、技術革新・高度情報化社会に対応でき
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る能力、実践的能力および論理的思考能力を身に付ける。 

・電気電子工学科 

ものづくりのための基礎的知識や技術を身につけた創造性豊かな電気電子技術者と

なるために、電気電子技術者に必要な専門的かつ総合的な基礎力、幅広い専門分野

に適応できる応用力、独創力およびコミュニケーション能力を身につける。 

・電子情報工学科 

情報化社会の基盤となるハードウェア、ソフトウェア、ネットワーク及びコンピュ

ータ制御技術で、種々の問題を解決できる有能な技術者となるために、電気電子工

学及び情報工学の技術者として必要な基礎的な学力と能力、変化するＩＴ社会に対

応できる応用力、実験実習や卒業研究をとおした実践的能力や創造能力、及びコミ

ュニケーション能力を身に付ける。 

・物質工学科 

論理的思考能力を備えた実践的で創造性豊かな化学技術者となるために、必要な知

識と技術に加えて、材料工学または生物工学の分野における専門的能力を身に付け

る。 

・環境都市工学科 

社会資本を持続可能にする土木技術者と建築技術者となるために、それらの技術者

に必要な基礎的な学力と能力、幅広い専門分野の理論に関する応用力、実験実習や

卒業研究を通した実践力と創造力を身に付ける。 

 ・学際領域科目群 

   自分の専門分野の幅を広げ融合複合型の考え方を持った技術者となるため、他の工

学分野の基礎的な学力と能力を身に付ける。さらに、自ら問題を発見し、問題解決

のアイデアを提供することで、創造性、コミュニケーション能力、プレゼンテーシ

ョン能力等の分野横断的な能力の基礎を身に付ける。 

【専攻科課程】 

・専攻科共通 

   得意とする専門分野を持つことに加え、関連する他の技術分野の知識と能力を積極

的に吸収し、自然環境との調和を図りながら持続可能な社会を有機的にデザインす

ることのできる知識と能力を身に付けた、国際社会で活躍できる実践的技術者とな

るような人材を育成することを目的とする。 

・専攻科生産システム工学専攻 

専攻科生産システム工学専攻は、高等専門学校等で習得した基礎学力の基盤の上に、

機械・設計関連、システム制御関連、電子・物性関連および情報・通信関連分野の

知識を広く学び、これらを有機的に統合した生産システムの設計並びに開発研究等

を行うことのできる創造力を持った実践的技術者となるような人材を育成すること

を目的とし、専攻科修了時点において学生が身に付けるべき能力（学習教育目標）
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を下記の通り定めます。 これらの能力の獲得と学則の定める所定の授業科目等を履

修し、基準となる単位取得をもって人材像の達成とみなし、本校専攻科を修了した

者が、大学改革支援・学位授与機構の審査に合格することによって学位を授与しま

す。 

・専攻科環境システム工学専攻 

専攻科環境システム工学専攻は、高等専門学校等で習得した基礎学力の基盤の上に、

構造・材料関連、生物・化学関連、環境・分析関連および防災・都市システム関連

分野の知識を広く学び、これらを有機的に統合した環境システムの設計並びに開発

研究等を行うことのできる創造力を持った実践的技術者となるような人材を育成す

ることを目的とし、専攻科修了時点において学生が身に付けるべき能力（学習教育

目標）を下記の通り定めます。 これらの能力の獲得と学則の定める所定の授業科目

等を履修し、基準となる単位取得をもって人材像の達成とみなし、本校専攻科を修

了した者が、大学改革支援・学位授与機構の審査に合格することによって学位を授

与します。 

・専攻科の学生が修了時点において身に付けるべき能力（学習教育目標）：専攻科共通 

JA  地球的視点から多様な文化や価値観を認識できる能力を身に付ける。 

JB  数学とその他の自然科学、情報処理、および異なる技術分野を含む問題にも対

処できる、ものづくり・環境づくりに関する能力を身に付ける。 

JC  国際社会で活躍する技術者に必要なコミュニケーション基礎能力を身に付ける。 

JD  技術者に求められる基礎的なデザイン能力を身に付ける。 

JE  実践的能力および論理的思考能力を総合的に身に付ける。 

 

カリキュラム・ポリシー（教育課程の編成及び実施に関する方針） 

【本科(準学士課程)】 

・全学科共通 

   高専機構が定めたモデルコアカリキュラムを学科毎に適正に配置し、「ものづく

り」と「環境づくり」ができる技術者として生涯にわたる自己研鑽能力を身に付け

た卒業生を社会に輩出すべく、本校の教育理念で求める人材の育成を行う。 

（教育課程編成の考え方） 

① 学年進行とともに専門科目が多くなる「くさび形」カリキュラムであり、人

間性と専門性を養成するために、専門科目と一般科目を連携させた科目配置

とする。 

② 創造性を引き出し、コミュニケーション能力、プレゼンテーション能力を養

成するための演習科目及び実験科目を多く配置する。 

③ 多様化する現代社会に対応できる技術者を養成するために、他学科の科目も

履修可能な学際領域科目群を３学年から配置する。 
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④ 国際的な視点を持った技術者を養成するために、コミュニケーション基礎能

力を培うための科目を配置する。 

⑤ 実践的能力と論理的思考能力を養成するための総合的な科目を最終学年に配

置する。 

（学際領域科目群について） 

  学際領域科目群は、環境・エネルギー群、情報・制御群、材料科学群の３群か

らなり、学生は、これら３群から１群を選択して自分の専門分野の幅を広げるこ

とができます。具体的には、以下の方針のもとに各群の教育課程を編成し、教育

を実践しています。 

① 融合複合された各群専門分野の基礎能力を育成するために、学際領域科目群

に分野横断型科目として配置する。 

② 創造性、コミュニケーション能力、プレゼンテーション能力、チームワーク

力等、分野横断的な能力に基礎を育成するために、ＰＢＬ型・学科横断型グ

ループ学習の科目を必修科目として配置する。 

   （評価方法） 

     各学科の教育課程における科目毎の単位認定は、定期試験、レポート、口頭発

表等、多様な方法を用いて評価する。合否判定は 60 点と設定しており、合格した

者には所定の単位が与えられる。 

・機械工学科 

   上記の方針に則り、ものづくりのための基礎的知識や技術を身に付けた創造性豊

かな機械技術者を養成するために、具体的には以下を教育方針として教育課程を編

成し、教育を実践しています。 

① １学年では、機械工学の導入レベルの能力を育成するために、力学、情報処理お

よびものづくりに関する科目を配置する。 

② ２、３学年では、機械工学の基礎的な能力を育成するために、工作法、材料学、

材料力学、流体力学及び情報・制御などに関する科目を配置する。 

③ ４、５学年では、機械工学の応用的な能力を育成するために、材料力学、熱・流

体力学、機械システム、計測制御および機械系情報処理などに関する科目を配置

する。 

④ １～５学年を通して、デザインマインド、実践的能力、論理的思考力、コミュニ

ケーション能力を養成するために、設計製図、工作実習および機械工学実験など

の科目を配置する。さらに、問題解決能力・プレゼンテーション能力を育成する

ために、５学年に卒業研究を配置する。 

・電気電子工学科 

   上記の方針に則り、ものづくりのための基礎的知識や技術を身に付けた創造性豊

かな電気電子技術者を養成するために、具体的には以下を教育方針として教育課程
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を編成し、教育を実践しています。 

① １学年では、電気電子工学の導入レベルの能力を育成するために、電気基礎、情

報処理、ものづくりの科目を配置する。 

② ２、３学年では、電気電子工学の基礎的な能力を育成するために、電気回路、電

気磁気学、電子回路、情報処理などに関する科目を配置する。 

③ ４、５学年では、電気電子工学の応用的な能力を育成するために、電気回路、電

気磁気学、電気機器、発変電工学、情報処理システムなどに関する科目を配置す

る。 

④ １～５学年を通じて、実践的能力、論理的思考力、コミュニケーション能力を育

成するために、電気電子工学実験などの科目を配置する。さらに、問題解決能力・

プレゼンテーション能力を育成するために、５学年に卒業研究を配置する。 

・電子情報工学科 

   上記の方針に則り、ものづくりのための基礎的知識や技術を身に付けた創造性豊

かな電子情報技術者を養成するために、具体的には以下を教育方針として教育課程

を編成し、教育を実践しています。 

① １学年では、電気電子工学と情報工学の導入レベルの能力を育成するために、電

気基礎、情報基礎、リテラシーおよびものづくりに関する科目を配置する。 

② ２、３学年では、電気電子工学と情報工学の基礎的な能力を育成するために、電

気電子回路やハードウェア、ソフトウェア、ネットワークに関する基礎的な科目

を配置する。 

③ ４、５学年では、電気電子工学と情報工学の応用的な能力を育成するために、電

磁気などの電気電子工学系科目と、情報理論、システム構築、人工知能などに関

する科目を配置する。 

④ １～５学年を通じて、実践的能力、論理的思考力、コミュニケーション能力を育

成するために、電子情報実験、創造工学演習などの科目を配置する。さらに、問

題解決能力・プレゼンテーション能力を育成するために、５学年に卒業研究を配

置する。 

・物質工学科 

   上記の方針に則り、化学的視点から材料工学あるいは生物工学を学び、より良い

社会を実現するために貢献できる化学技術者を養成します。具体的には以下を教育

方針として教育課程を編成し、教育を実践しています。 

① １学年では、ものづくりや情報処理の導入レベルの能力を育成するために、専門

基礎等に関する科目を配置する。 

② ２，３学年では、物質工学の基礎的な能力を育成するために、無機化学、有機化

学、物理化学、化学工学、分析化学、生化学、情報化学等に関する科目を配置す

る。 
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③ ４、５学年では、物質工学の専門性を深化させて材料工学あるいは生物工学の応

用的な能力を育成するために、無機化学、有機化学、物理化学、分析化学、化学

工学、生化学、情報化学等に関する科目に加え、材料工学コースでは材料に関す

る科目を、生物工学コースでは生物に関する科目を配置する。 

④ １～５学年を通じて、実践的能力、論理的思考力、コミュニケーション能力を育

成するために、実験などの科目を配置する。さらに、問題解決能力・プレゼンテ

ーション能力を育成するために、５学年に卒業研究を配置する。 

・環境都市工学科 

   上記の方針に則り、社会資本を持続可能にする土木技術者と建築技術者を養成す

るために、具体的には以下を教育方針として教育課程を編成し、教育を実践してい

ます。 

① １学年では、環境都市工学の導入レベルの能力を育成するために、測量、情報処

理、製図などの科目を配置する。 

② ２，３学年では、環境都市工学の基礎的な能力を育成するために、構造・水・土

の力学、計画、材料、衛生、測量、プログラミングなどに関する科目を配置する。 

③ ４、５学年では、環境都市工学の応用的な能力を育成するために、鋼およびコン

クリート構造、河川、交通、施工管理、法規、建築の環境・設備・計画、数値解

析などに関する科目を配置する。 

④ １～５学年を通じて、実践的能力、論理的思考力、コミュニケーション能力を育

成するために、設計製図と実験実習などの科目を配置する。さらに、問題解決能

力・プレゼンテーション能力を育成するために、５学年に卒業研究を配置する。 

・一般科目教室（自然科学系） 

   幅広い教養と専門科目に必要となる数学、理科（物理、化学、生物）の基礎的な

知識、技能の習得に加え、生涯にわたって活力あふれる生活を営める人材を育成し

ます。具体的には以下を教育方針に基づいて教育課程を編成し、教育を実践してい

ます。 

［低学年（１年～２年）］ 

   数学科では、数学の基礎的な知識と計算技能を身に付け、数学的論理を通して

思考力、表現力を育成するために、解析および代数分野の基礎的な科目を配置す

る。 

  物理科では、力学、波動、電気現象を抽象的に記述できる能力を育成するため

に、物理基礎、物理の科目を配置する。化学では、自然や生活環境における化学

の基本的な概念や原理・法則を理解できる能力を、生物では、生命科学の基本概

念を理解できる能力を育成するための科目を配置する。 

 保健体育科では、種々のスポーツを各自の体力やスキルに応じて実施できる能

力を育成するための科目を配置する。 
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［高学年（３～５年）］ 

    数学科では、現象を数学的にとらえ、問題を解決する能力を育成するために、

解析および代数分野の応用的な科目と確率統計の基礎的な科目を配置する。 

 物理科では、物理現象への理解をさらに深め、工学への応用力を育成するため

に、応用物理の科目を配置する。 

 保健体育科では、自己の体力を的確にとらえ、生涯にわたって主体的に運動を

継続するための能力と、健康管理の一環として生活習慣病の予防について理解で

きる能力を育成するための科目を配置する。 

・一般科目教室（人文社会科学系） 

   豊かな教養とコミュニケーション能力を身に付けた人材を育成します。具体的に

は以下を教育方針として教育課程を編成し、教育を実践しています。 

［低学年（１年～２年）］ 

 国語科では、小説・随筆といった、日常的ないし過去の時代から受け継がれて

いる言語作品に触れ、その読解および鑑賞に習熟し、さらにその題材の選び方や

技法を自らの表現法として会得できる能力を育成するための、国語の分野に関す

る基礎的な科目を配置する。 

社会科では、社会の地域的特色と歴史的背景を理解し、人間の在り方や生き方

について把握する能力を育成するために、歴史や倫理などを学ぶ科目を配置する。 

英語科では、４技能の調和に基づく実践的なコミュニケーションの基礎能力を

育成するための科目を配置する。 

［高学年（３～５年）］ 

 国語科では、優れた現代文を読み味わうとともに、手紙から意見文に至る実用

的かつ社会と繋がる文章の作法や読解法を習得するといった、国語分野に関する

実践的な科目を配置する。さらに、意欲に応じて日本語学・国文学の所産とその

方法論に触れ、学術的な見識を高めるための科目や、これまで学んできた基礎を

応用した文章作成能力、口頭能力を育成するための科目を配置する。 

社会科では、現代の政治や経済、国際関係などを理解し、社会の変化の本質を

批判的に認識できる能力を育成するために、政治や法、経済などを学ぶ科目を配

置する。 

英語科では、より深い読解能力、聴解能力の養成を中心に、総合的なコミュニ

ケーション能力を育成するための科目を配置する。 

【専攻科課程】 

・専攻科共通 

専攻科は、高専５年間の教育課程の上に、より高度な専門知識と技術を教授し、創

造的な研究開発や先端技術に対応でき、かつ国際的にも通用する実践的技術者を養
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成すべく、以下の教育を実施します。 

１.地球的視点から多様な文化や価値観を認識できるような教養教育を実施します。 

２.国際社会で活躍する技術者に必要なコミュニケーション基礎能力、プレゼンテー

ション基礎能力を養成するための実践的コミュニケーション教育を実施します。 

３.技術者に求められるデザイン能力を養成するためのＰＢＬ教育を実施します。 

４.実社会に通用する実践的能力および論理的思考能力を養うために実験科目、演習

科目、インターンシップ等の実践的な体験型教育を実施します。 

・専攻科生産システム工学専攻 

専攻科生産システム工学専攻は、技術の高度化、複雑化に対応できる総合化の能力

と先進技術開発のための創造性を身に付け、機械工学の分野、電気電子工学の分野、

情報工学の分野に通じた人材を養成すべく、以下を教育方針として教育課程を編成

しています。 

１.専門工学の基礎として、数学、自然科学、情報関連の科目を配置します。 

２.得意とする専門工学（機械工学の分野、電気電子工学の分野、情報工学の分野）

をさらに充実させるための科目を配置します。 

３.得意とする専門以外の関連する技術分野の科目も単位取得可能な仕組みにしま

す。 

４.専門工学を修めた実践的技術者としての総合力を磨くため、生産システム工学特

別研究を２年間行います。 

・専攻科環境システム工学専攻 

専攻科環境システム工学専攻は、環境にやさしい製品や再資源化を前提とした製品

の製造プロセスの開発等、あるいは地球環境、地域の環境を保全しつつ、自然災害

に強い、より安全で快適な都市づくりに通じた人材を養成すべく、以下を教育方針

として教育課程を編成しています。 

１.専門工学の基礎として、数学、自然科学、情報関連の科目を配置します。 

２.得意とする専門工学（応用化学の分野、土木工学の分野）をさらに充実させるた

めの科目を配置します。 

３.得意とする専門以外の関連する技術分野の科目も単位取得可能な仕組みにしま

す。 

４.専門工学を修めた実践的技術者としての総合力を磨くため、環境システム工学特

別研究を２年間行います。 

〇上述した科目群に係る単位修得の認定は、定期試験、レポート、口頭発表など多

様な方法を用いて評価します。 

 

アドミッション・ポリシー（入学者の受入れに関する方針） 

【本科(準学士課程)】 
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・求める学生像（全学科共通） 

福井高専では、基礎学力が備わっていて、本校が目指すものづくり及び環境づく

りに関する学習に興味があり、技術者としてグローバルな視野を持って産業の発展

に貢献したいという気持ちを強く持ち、 そのために新しい目標に向かっていつもチ

ャレンジをし、仲間と共同して課題を考え解決する能力を身に着けようと積極的に

行動できる人を求めます。 

・機械工学科では、さらに次のような人を求めています。 

１．自動車、飛行機、ロボットなどの機械システムや、環境、福祉、宇宙工学などの

分野に興味がある人  

２．サイエンスを学び、ものづくりに創造性を発揮して、人間社会に貢献したい人  

３．機械を創る材料、動かすエネルギー、制御する情報など幅広い技術を身に付けた 

  い人 

・電気電子工学科では、さらに次のような人を求めています。 

１．電気自動車や太陽光発電などに使われる環境にやさしいクリーンエネルギーや新 

素材技術を学びたい人 

２．ロボット、システム、コンピュータなどを動かすための電子制御やプログラミン 

グ技術を学びたい人 

３．情報家電や光通信などに使用する電子回路や情報通信技術を学びたい人  

・電子情報工学科では、さらに次のような人を求めています。 

１．コンピュータの構造や仕組みに興味があり、高度なプログラミング技術を習得し 

たい人  

２．ネットワークを活用したり、知能ロボットを動かすプログラムを作りたい人  

３．未来のＩＴ機器の開発をやってみたい人 

・物質工学科では、さらに次のような人を求めています。 

１．化学と生物の力により人々の健やかな生活に貢献したい人 

２．化学的手法を用いて有用物質や新しい材料を生み出すことに興味がある人 

３．微生物や遺伝子組換え技術等の生物機能を活用した物質生産や環境浄化に興味が 

ある人 

・環境都市工学科では、さらに次のような人を求めています。 

１．自然と共生したくらしを営む環境づくりに興味がある人  

２．快適なくらしを共有するための建物とまちづくりに興味がある人  

３．災害から人々のくらしを守るシステムづくりに興味がある人 

【編入学者へのアドミッション・ポリシー】 

  本校準学士課程への編入学者に関しては、上記の他に以下のポリシーを設けます。 

  １．高等学校において理数系または工学の基礎を習得した人、または教育機関等にお

いて同等の学力を獲得したと認められる人 
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  ２．希望する学科の教育目標・教育課程をを十分に理解し、自主的・積極的に学業に

取り組む姿勢を有する人 

【専攻科課程】 

・専攻科共通 

 福井高専専攻科では、次のような資質と意欲を持つ人を広く求めています。 

１．得意とする工学分野の基礎能力（数学的素養を含む）を身に付けている人 

２．何事にも自主的・能動的に臨む姿勢を持つ人 

３．ものづくり・環境づくりに意欲のある人 

４．多様なシステムを理解し、創造的にデザインする能力を身に付けたい人 

５．国際社会で活躍できる実践的技術者を目指す人 

６．学士（工学）の学位を取得したい人 
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Ⅲ．第４期中期計画 

令和元年度から令和５年度までの第４期中期目標に対して、高専機構本部が策定した第４

期中期計画、及びこれを踏まえて本校が策定した第４期中期計画は以下のとおりである。 

(独)国立高等専門学校機構 第４期中期計画 福井工業高等専門学校 第４期中期計画 

（序文） 

独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 30 条の規

定により、独立行政法人国立高等専門学校機構（以下「機構」

という。）の平成 31 年（2019 年）４月１日から平成 36 年（2024

年）３月 31 日までの５年間における中期目標を達成するた

めの中期計画を次のとおり定める。 

(序文) 

 福井工業高等専門学校(以下「本校」という。）は，

技術者の卵である学生に対して全人教育とともに、工

学基礎教育、体験重視型の創造教育を行って創造力と

実践力を養成し、社会・産業界及び技術のグローバル

化に対応できる開発研究型の技術者を育成するため

の中期計画を次のように定める。 

（基本方針） 

機構が設置する国立高等専門学校は、我が国の産業界を支え

る技術者を育成するという使命に基づき、15 歳人口の減少と

いう状況の下で、アドミッションポリシーを踏まえた多様か

つ優れた入学者を確保し、５年一貫のゆとりある教育環境や

寮生活を含めた豊かな人間関係の構築などを基礎として、専

門的かつ実践的な知識と世界水準の技術を有し、自律的、協

働的、創造的な姿勢でグローバルな視野を持ち、科学的思考

を身につけた実践的・創造的技術者を育成することにより、

国立高等専門学校の本来の魅力を一層高めていかなければ

ならない。 

加えて、これまで蓄積してきた知的資産や技術的成果をもと

に、生産現場における技術相談や共同研究など地域や産業界

との連携に引き続き取り組む必要がある。また、Society 5.0

で実現する、社会・経済構造の変化、技術の高度化、社会・

産業・地域ニーズの変化等を踏まえ、法人本部がイニシアテ

ィブを取って高等専門学校教育の高度化・国際化を進め、社

会の諸課題に自律的に立ち向かう人材育成に取り組む必要

がある。 

こうした認識のもと、各国立高等専門学校が有する強み・特

色をいかしつつ、法人本部がガバナンスの強化を図ることに

より、我が国が誇る高等教育機関としての国立高等専門学校

固有の機能を充実強化することを基本方針とし、中期目標を

達成するための中期計画を以下のとおりとする。 

（基本方針） 

本校は、我が国の産業界を支える技術者を育成すると

いう使命に基づき、15 歳人口の減少という状況の下

で、アドミッションポリシーを踏まえた多様かつ優れ

た入学者を確保し、５年一貫のゆとりある教育環境や

寮生活を含めた豊かな人間関係の構築などを基礎と

して、専門的かつ実践的な知識と世界水準の技術を有

し、自律的、協働的、創造的な姿勢でグローバルな視

野を持ち、科学的思考を身につけた実践的・創造的技

術者を育成することにより、国立高等専門学校の本来

の魅力を一層高めていかなければならない。 

加えて、これまで蓄積してきた知的資産や技術的成果

をもとに、生産現場における技術相談や共同研究など

地域や産業界との連携に引き続き取り組む必要があ

る。また、Society 5.0 で実現する、社会・経済構造

の変化、技術の高度化、社会・産業・地域ニーズの変

化等を踏まえ、高等専門学校教育の高度化・国際化を

進め、社会の諸課題に自律的に立ち向かう人材育成に

取り組む必要がある。 

こうした認識のもと、本校が有する強み・特色を生か

しつつ、我が国が誇る高等教育機関としての国立高等

専門学校固有の機能を充実強化することを基本方針

とし、中期目標を達成するための中期計画を以下のと

おりとする。 
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【基本理念】 

優れた実践力と豊かな人間性、創造性を備え、社会の

多様な発展に寄与できる技術者を育成する。 

 

【養成すべき人材像】 

(1) 地球環境に配慮できる社会的責任感と倫理観を

持った技術者 (人間性) 

(2) 科学技術の進歩を的確に見通す工学的素養を持

った技術者 (専門性) 

(3) 調和と協調を意識して、国際的に活躍できる技術

者 (国際性) 

(4) 幅広い知識を応用・統合し、豊かな発想力と実践

力で問題解決できる技術者 (創造性) 

 

【教育方針】 

(1) 技術者として必要かつ十分な基礎力と専門技術

を習得させる。 

(2) 個性を伸長し、独創的能力の開発に努力する。 

(3) 教養の向上に努め、良識ある国際人としての成長

を期する。 

(4) 健康の増進に努め、身体的精神的に強靭な耐久力

を育成する。 

(5) 規律ある日常生活に徹し、明朗、闊達な資性の涵

養を図る。 

 

【学習・教育目標】 

≪本科(準学士課程)≫ 

RA 多様な文化や価値観を認識できる能力を身に付

ける。 

RB 数学とその他の自然科学、及び専門分野における

ものづくり、環境づくりに関する基礎能力を身に付け

る。  

RC 国際社会で活躍するためのコミュニケーション

基礎能力を身に付ける。 

RD 技術者に必要なデザインマインドを身に付ける。

RE 実践的能力と論理的思考能力を身に付ける。 
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【専攻科課程】 

JA 地球的視点から多様な文化や価値観を認識でき

る能力を身に付ける。 

JB 数学とその他の自然科学、情報処理、及び異なる

技術分野を含む問題にも対処できる、ものづくり・環

境づくりに関する能力を身に付ける。 

JC 国際社会で活躍する技術者に必要なコミュニケ

ーション基礎能力を身に付ける。 

JD 技術者に求められる基礎的なデザイン能力を身

に付ける。 

JE 実践的能力及び論理的思考能力を総合的に身に

付ける。 

 

１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上

に関する目標を達成するために取るべき措置 

１．１ 教育に関する事項 

機構が設置する国立高等専門学校において、別表に掲げる学

科を設け、所定の収容定員の学生を対象として、実験・実習・

実技を通じ、早くから技術に触れさせ、技術に興味・関心を

高めた学生に科学的知識を教え、さらに高い技術を理解させ

るという特色ある教育課程を通し、製造業をはじめとする

様々な分野において創造力ある技術者として将来活躍する

ための基礎となる知識と技術、リベラルアーツ、さらには生

涯にわたって学ぶ力を確実に身に付けさせることができる

ように、以下の観点に基づき国立高等専門学校の教育実施体

制を整備し、実践的・創造的な技術者を育成する。 

 

１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質

の向上に関する目標を達成するために取るべき措置 

１．１ 教育に関する事項 

（１）入学者の確保 

① ホームページのコンテンツの充実、中学校や教育委員会

等に対する広報活動、複数の国立高等専門学校が共同して中

学生及びその保護者等を対象に実施する合同入試説明会な

どを組織的・戦略的に展開することにより、国立高等専門学

校の特性や魅力について広く社会に発信しつつ、入学者確保

に取り組む。 

（１）入学者の確保 

① 福井県下の中学校はもちろん、近県の中学校を積

極的に訪問し、中学校の先生方に説明をする、また各

中学校で行われる高校説明会（進路説明会）に参加し、

中学生・保護者に直接説明するなど、本校の説明を丁

寧に繰り返し、優秀な入学者を確保するとともに、入

学後のミスマッチングを少なくする。 
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② 女子中学生向け広報資料の作成、オープンキャンパス等

の機会を活用した女子在学生による広報活動並びに諸外国

の在日本大使館等への広報活動、ホームページの英語版コン

テンツの充実などを通じ、女子学生、留学生等の確保に向け

た取組を推進する。 

 

 

② 本校のオープンキャンパスでは、説明役として女

子学生を積極的に登用する。また、オープンキャンパ

スにおける保護者向けの説明には、本校 OG を登用し、

女性の本校及び社会での活躍をアピールさせる。 

③ 国立高等専門学校の教育にふさわしい充分な資質、意欲

と能力を持った多様な入学者を確保するため、中学校におけ

る学習内容等を踏まえたより適切な入試問題や入学者選抜

方法、将来に向けた人材育成の在り方など、社会の変化を踏

まえた高等専門学校入試の在り方を調査・研究し、平成 33

年度（2021 年度）を目途に入試改革に取り組む。 

③・入学生の質向上を目的に、入学時の成績、入学後

の成績、卒業時の動向を総合的に調査し、本校に相応

しい人材を見出し、入試方法について検討する。 ・

専攻科の教育にふさわしい充分な資質、意欲と能力を

持った多様な入学者を確保するため、本科における学

習内容等を踏まえた、より適切な入試問題や入学者選

抜方法、将来に向けた人材育成の在り方など、社会の

変化を踏まえた専攻科入試の在り方を調査・研究し、

令和 3年度（2021 年度）を目途に入試改革に取り組む。

 

 

（２）教育課程の編成等 

① Society 5.0 で実現する、社会・経済構造の変化や技術の

高度化、社会・産業・地域のニーズに応じた高等専門学校教

育の高度化・国際化がより一層進展するよう、モデルコアカ

リキュラムによる教育の質保証の取組を基盤に、各国立高等

専門学校にその強み・特色をいかした学科再編、専攻科の充

実等を促すため、法人本部がイニシアティブを取って、効果

的な相談・指導助言の体制を整備し、各国立高等専門学校に

おいて教育に関する社会ニーズ等を踏まえた教育指導の改

善、教育課程の編成、組織改組を促進する。 

特に、特定の専門領域におけるより高度な知識・素養を身に

つけた実践的技術者の育成を行っている専攻科においては、

社会ニーズを踏まえた高度な人材育成に取り組むため、工

学・商船分野以外の分野との連携を視野に入れつつ、産業界

等との連携によるインターンシップ等の共同教育、各国立高

等専門学校の強み・特色をいかした共同研究等、大学との連

携教育プログラムの構築などを図 

 

（２）教育課程の編成等 

① 

・新教育課程を導入している平成 28 年度入学生につ

いて追跡調査をしながら、新教育課程導入の効果につ

いて調査し、新教育課程の内容充実に努める。 

・専攻科の教育にふさわしい充分な資質、意欲と能力

を持った多様な入学者を確保するため、入学選抜に関

する状況に応じた改善を行う。更に、専攻科の充実等

を促すため、教育に関する社会ニーズ等を踏まえた教

育指導の改善、教育課程の編成、組織改組をについて

検討する。 

・福井大学や他大学と、本校専攻科との連携教育プロ

グラムの構築について検討する。 

・本科 4年生及び専攻科 1 年生を対象に、産業界等と

連携してインターンシップの推進と充実を図る。 
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② 海外で活躍できる技術者としての能力の伸長に取り組む

ため、単位認定制度や単位互換協定に基づく海外留学や海外

インターンシップなど学生が海外で活動する機会を後押し

する体制を充実するとともに、学生の英語力、国際コミュニ

ケーション力の向上や海外に積極的に飛び出すマインドを

育成する取組を実施する国立高等専門学校への重点的な支

援を行う。 

 

② 

・国内外の国際会議に出席する学生を支援する。 

・学生が主体的かつ気軽に海外留学やインターンシッ

プ、国際会議に参加できるような学校の雰囲気づくり

を行い、経済的支援体制を制度化する。 

③ 学生の様々な体験活動の参加機会の充実に資するため、

以下の取組を実施する。 

・一般社団法人全国高等専門学校連合会等が主催する全国高

等専門学校ロボットコンテストなどの全国的なコンテスト

の活動を支援する。 

・学生へのボランティア活動の意義の啓発や災害時における

ボランティア活動への参加の奨励、顕著なボランティア活動

を行った学生の顕彰、学生評価への反映などによりボランテ

ィア活動の参加を推奨する。 

・学生に対して、国際交流に資する情報の提供を充実させ、

学生の国際会議や「トビタテ！留学 JAPAN」プログラムへの

参加、海外留学等の機会の拡充を図る。 

③ 

・各種コンテスト及び高専体育大会はもとより、地域

と連携したプロジェクトなど対外的なイベントへの

参加を積極的に奨励する。 

・学生の多様な活動を円滑に進めるため、学校全体で

支援体制の抜本的な見直しを図るとともに、校内環境

の整備を進める。 

・ボランティアなどの学生の自発的な活動を支援する

ため、学校行事などに自発的な活動意欲を醸成する要

素を盛り込むとともに、対外的なボランティア活動な

どへの参加も積極的に奨励する。加えて、顕著なボラ

ンティア活動を行った学生を表彰する既存制度を、複

数の手段を用いて周知を徹底する。 

・学生が主体的かつ気軽に海外留学やインターンシッ

プ、国際会議に参加できるような学校の雰囲気づくり

を行い、経済的支援体制を制度化する。 

 

（３）多様かつ優れた教員の確保 

以下に掲げる方策をそれぞれ又は組み合わせて実施するこ

とにより、多様かつ優れた教員を確保するとともに、教員の

教育研究力の向上を図る。 

① 専門科目担当教員の公募において、応募資格の一つとし

て、博士の学位を有する者を掲げることを原則とする。 

（３）多様かつ優れた教員の確保 

以下に掲げる方策をそれぞれ又は組み合わせて実施

することにより、多様かつ優れた教員を確保するとと

もに、教員の教育研究力の向上を図る。 

① 専門科目担当教員の公募において、応募資格の一

つとして、博士の学位を有する者を掲げることを原則

とする。ただし、教員の募集にあたっては組織的な配

慮を行った上で、募集要項の適正化を図る。また、教

員採用選考に際しては多角的に人物選考ができる体

制とする。 
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② 企業や大学に在職する人材など多様な教員の配置を可能

とするため、新たにクロスアポイントメント制度を導入す

る。 

② 企業や大学に在職する人材など多様な教員の配置

を可能とするため、新たにクロスアポイントメント制

度の導入を検討・推進する。 

 

 

③ ライフステージに応じた柔軟な勤務時間制度や同居支援

プログラム（育児等のライフイベントにある教員が他の国立

高等専門学校で勤務できる制度）等の取組を実施する。 

③ ライフステージに応じた柔軟な勤務時間制度導入

の検討や機構本部が実施する同居支援プログラム（育

児等のライフイベントにある教員が他の国立高等専

門学校で勤務できる制度）等の取得を促すとともに、

教員が安心して継続的に勤務できる体制づくりを推

進する。 

 

 

④ 外国人教員の採用を進めるため、外国人教員の積極的な

採用を行った国立高等専門学校への支援を充実する。 

④ 外国人教員の採用も視野に入れて、教員の公募を

実施する。 

 

 

⑤ 多様な経験ができるよう、採用された学校以外の高等専

門学校や大学などに１年以上の長期にわたって勤務し、また

元の勤務校に戻ることのできる人事制度を活用する。 

⑤ 機構本部が実施する人事交流制度を活用し、本校

以外の高等専門学校や大学などに１年以上の長期に

わたって勤務するなど、教員に多様な経験を積ませる

機会を拡大する。 

 

⑥ 教員の学生指導などに関する能力の向上を図るため、法

人本部による研修及び各国立高等専門学校におけるファカ

ルティ・ディベロップメントを実施するとともに、学校の枠

を超えた自主的な研修グループ等の活動を推奨する。また、

独立行政法人日本学生支援機構等の関係機関と連携した研

修等への教員の参加を促す。 

⑥ 

・学内でのＦＤ講演会及びＦＤ研修会を企画・開催す

る。 

・全国高専フォーラム及び福井県大学間連携事業（Ｆ

レックス）などの、学外のＦＤ活動への積極的な参加

を促す。 

 

⑦ 教育活動や生活指導などにおいて顕著な功績が認められ

る教員や教員グループの顕彰を実施する。 

⑦ 機構本部の教員顕彰制度などを活用し、教育活動

や生活指導などにおいて顕著な功績が認められる教

員や教員グループの顕彰を実施する。 
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（４）教育の質の向上及び改善 

① 国立高等専門学校の特性を踏まえた教育方法や教材など

の共有化を進め、モデルコアカリキュラムに基づく教育を実

践・実質化するとともに、PDCA サイクルによるモデルコアカ

リキュラムの不断の見直しを図り、国立高等専門学校におけ

る教育の質保証を実現するため、以下の取組を実施する。 

・［PLAN］各国立高等専門学校における教育課程の編成、WEB

シラバスの作成、到達目標の具体化（ルーブリック）。 

・［DO］ アクティブラーニングなど教育方法の改善を含め

た教育の実施。 

・［CHECK］CBT（Computer-Based Testing）などを活用した

学生の学習到達度の把握や学生の学習時間調査、卒業時の満

足度調査の実施等による教育効果の検証。 

・［ACTION］ファカルティ・ディベロップメントの実施等を

通じた教育の改善。 

（４）教育の質の向上及び改善 

・モデルコアカリキュラムをベースにした教育を実施

し、見直しを常に図り、学生の質保証を努力する。以

下、学科および教科ごとに示す。 

【機械工学科】 

・実験・実習において、モデルコアカリキュラムに基

づいた教育の実践・実質化を進め、改善をしながら定

着を図る。 

・従来から積極的に実施しているグループワークや課

題解決型学習、アクティブラーニングを取り入れた授

業方法の改善を継続して行い、充実を図る。 

・主に実習・演習などの科目において、複数教員によ

る担当を積極的に取り入れ、優れた教育方法の伝達や

教育スキルの向上に役立てるなど、ファカルティ・デ

ィベロップメントを継続的に実施する。 

  【電気電子工学科】 

・モデルコアカリキュラムへの対応を継続的に検討

し、ルーブリック等による到達度評価方法を含めて

Web シラバスに教育内容を明記したので、これに沿っ

て教育実践を行う。・モデルコア・カリキュラムを反

映させた教育プログラムを実践した科目の評価を行

い、必要に応じ内容を再検討し、更なる教育の質の向

上を図る。また、モデルコアカリキュラムにおける電

気系分野の実験・実習能力の実質化についての検討を

行う。・従来より取り組んできた学年毎にレベルアッ

プするコンテスト形式のものづくりと、アクティブラ

ーニングとの整合性について議論し、学生の主体的な

学びによる問題解決能力育成環境の構築を目指した

ものづくり教育を推進する。・従来から取り組んでき

た放射線・原子力に関する学生教育について福井大学

などの外部機関と連携し、継続的に実施する。・BYOD

導入に向けて、授業教材の改善を行い、IoT を利用し

た教育改善を図る。具体的には学習管理システム

（Moodle）の利用促進、すでに活用している教員の情

報共有を主としたＦＤに取り組むと共に、Moodle を用

いた演習課題等の実施により学生の学習到達度の把
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握を試みる。 

 

  【電子情報工学科】 

・モデルコアカリキュラム(MCC)及び専攻科の授業科

目を実践し、ディプロマポリシーの３つの能力に適合

しているか確認する。低学年における基礎能力の向上

のための仕組みを、高学年においては、PBL 型カリキ

ュラム等、応用分野を充実できるよう検討する。全体

として社会のニーズ、学生のレベルアップのため必要

に応じて、科目の新規設置や統廃合を検討していく。

 

  【物質工学科】 

・令和2年度で改訂が完了する現在のカリキュラム（シ

ラバス）のモデルコアカリキュラムへの適応度合いを

精査し、科目の統廃合を行う。それにより、新規科目

を創生し、アクティブラーニング等の教育方法の効果

を検証する。 

・企業や大学等との共同研究を促進して、本科卒業研

究や専攻科特別研究の活性化を図る。 

 

【環境都市工学科】 

・MCC（モデルコアカリキュラム）を基本に、BYOD（学

生自身による情報端末の持ち込み）の導入を前提とし

た“実効あるアクティブラーニングの展開手法”を構

築し、学年進行にて漸次実施に移す。それによる教育

効果を確かめる手立てに、専門科目の CBT 評価点や原

級留置率、資格取得者数を充当する。 

・環境都市工学科の特長は土木や環境の学問分野を基

軸に、これに建築学の科目を融合したカリキュラム編

成にある。これを前面に留めるには、とりわけ、一級

建築士の受験資格を維持していく上には、外部審査で

ある「建築技術教育普及センターによる建築士指定科

目の認定」に適わなければならない。在校生の要望や

満足度のほか、卒業生の業務実態の把握に努めるとと

もに、関連する FD に積極的に参加して趨勢に違わぬ

教育方針を逐次定める。 
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  【一般科目(自然系)】 

・MMC に対応した学習内容を考慮し、数学・理科では、

教科間で連携をとりながら、自然現象の基本的法則 

や概念を理解させ、思考力・表現力・創造力の育成を

図るとともに、問題解決能力の向上を目指する。特に

低学年では補講等の措置をとり、基礎学力の習得を志

向する。 

・体育では、調和のとれた全人的発達を遂げた 社会

人として、身体・健康に関する知識の習得や身体運動

実践能力の獲得を目指した教育をする。CBT（到達度）

試験に対しては、各教科において試験前の模擬テスト

や課題等を課すなのど対応をしているが、結果のフィ

ードバック、授業とのリンク等、拡充を図っていく。

 

 

 

  【一般科目(人文系)】 

・国語科では、学校行事やキャリア教育的取り組みへ

の支援も含めた国語教育を行う。教員は、実践的な言

語運用能力、論理的な思考力を養成すること、及び言

語文化への理解の深化を図ることを目標とする。定期

的に教科会議を開いて、教育方法・教材を共有してい

きながら、学生の主体的な学びにつながる授業を行

う。 

・社会科では、モデルコアカリキュラムに基づき策定

された新カリキュラム（完成年度は令和 5年度）の準

備・実施を推進するとともに、その改善点について随

時点検を図る。 

・英語科では、実践的な英語の運用能力、幅広い国際

的視野、異文化への深い理解、国際コミュニケーショ

ン能力の向上など高専教育の更なる高度化・国際化の

一環としてのグローバルエンジニア育成を目標とし

た英語教育を行う。  
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  【専攻科長】PDCA サイクルによる専攻科カリキュラム

の不断の見直しを図り、専攻科における教育の質保証

を実現するため、以下の取組を実施する。 

・［PLAN］到達目標の具体化（ルーブリック）。 

・［DO］ 教育方法の改善を含めた教育の実施。 

・［CHECK］学生の学習到達度の把握、授業に関する

満足度調査の実施等による教育効果の検証。 

・［ACTION］教員能力向上を目指した取り組み等を通

じた教育の改善。 

 

 

 

  【創造教育開発センター長】 

・Web シラバス、ルーブリックの有効的な活用に関し

て、教員への情報提供を継続的に行う。 

・アクティブラーニングなどの教育実践や学際領域カ

リキュラムの実施を通して、学生の能力向上の見える

化を検討。 

・「授業評価アンケート」のフィードバックのあり方

を検討する。 

・「授業評価アンケート」、「卒業生・修了生アンケ

ート」を含むセンターが行うアンケートの総合的な見

直し。 

・学習支援の在り方の検討。 

 

 

 

② 学校教育法第 123 条において準用する第 109 条第 1 項に

基づく自己点検・評価や同条第２項に基づく文部科学大臣の

認証を受けた者による評価など通じて教育の質の向上を図

る。そのため、各国立高等専門学校の評価結果について、優

れた取組や課題・改善点を共有することにより、評価を受け

た学校以外の国立高等専門学校の教育の質の向上に努める。

② 機関別認証評価の自己評価書や JABEE の自己点検

書を参考に、良い取り組みや課題・改善点などが分か

り易くなるように、現在の自己点検・評価報告書の記

載方法（体裁）を再検討し、的確な自己点検・評価を

行い、外部有識者会議等の外部評価や機関別認証評価

等の第三者評価への対応を円滑にする。 
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③ 地域や産業界が直面する課題解決を目指した実践的教育

に向けて、課題解決型学習（PBL（Project-Based Learning)）

を推進するとともに、産業界等との連携による教育プログラ

ム・教材開発やインターンシップ等の共同教育を実施する。

特にセキュリティを含む情報教育については、独立行政法人

情報処理推進機構等の関係機関と連携し、最新の動向を把握

しながら教育内容の高度化に努めるとともに、その成果を全

国立高等専門学校に展開する。 

③ 

・４年生全学生が取り組む PBL 型の授業「プロジェク

ト演習」において、地元企業の現役エンジニアに発表

時に参加していただき、実社会でどのようなことが課

題となっているか等、学生との交流を図る。 

・実践的技術者を育成する上での学習の動機付けを強

めるため、地域や産業界等が直面する課題の解決を目

指した実践的な、課題解決型学習の導入を検討し、実

施する。産業界等との連携によるインターンシップ等

の共同教育を実施する。 

・本校の教育研究振興のための外部組織「地域連携ア

カデミア」の会員企業に依頼して企業現場における課

題のうち初歩的なものを本校のPBL課題として提供し

ていただき、同企業の担当者と連携しながら学生の教

育に取り組む新しいコンテンツの構築を図る。 

④ 高等専門学校教育の高度化に向けて、技術科学大学との

間で定期的な連携・協議の場を設け、ビデオ教材を活用した

教育、教員の研修、教育課程の改善、国立高等専門学校と技

術科学大学との間の教育の接続、人事交流などの分野で有機

的な連携を推進する。 

④ 

・長岡技術科学大学「アドバンスコース」を活用し、

広い視野持った人材育成に取り組む。また三機関連携

事業に積極的に参加し、教員のレベルアップを図る。

・専攻科教育の高度化に向けて、技術科学大学との有

機的な連携に関し、検討を行う。 

 

（５）学生支援・生活支援等 

① 中学校卒業直後の若年層の学生を受入れ、かつ、約４割

の学生が寄宿舎生活を送っている特性を踏まえ、カウンセラ

ーやソーシャルワーカー等の外部専門職を活用するととも

に、障害を有する学生への配慮に資する取組の支援等によ

り、学生支援体制の充実を図る。また、国公私立の各高等専

門学校の学生支援担当教職員を対象とした研修を実施する。

 

（５）学生支援・生活支援等 

① 外部カウンセラーの人員と来校時間を確保・拡充

するとともに、地域の支援機関・ソーシャルワーカ

ー・専門医などと連携し、学生相談並びに学生支援体

制をさらに充実させる。さらに、学生支援に繋がる教

職員向け講演会を毎年企画・実施する。 

② 独立行政法人日本学生支援機構などと緊密に連携し、高

等教育の教育費負担軽減に係る奨学金制度などの学生の修

学支援に係る各国立高等専門学校や学生への情報提供体制

を充実させるとともに、税制上の優遇措置を適切に情報提供

すること等により、産業界などの支援による奨学金制度の充

実を図る。 

② 高等教育の教育費負担軽減に係る奨学金制度など

の学生の修学支援に係る学生への情報提供体制を充

実させる。とくに、多様な情報共有方法を用いて周知

機会を冗長化させ、伝達漏れを極力軽減する対策を講

じる。 
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③ 学生の適性や希望に応じた多様な進路選択のため、低学

年からのキャリア教育を推進するとともに、企業情報、就

職・進学情報の提供や相談体制を含めたキャリア形成に資す

る体制の充実を図る。また、卒業時に満足度調査を実施する

とともに、同窓会との連携を図るなど卒業生とのネットワー

ク形成を充実させ、次年度以降のキャリア支援体制の充実に

活用すること等により、国立高等専門学校全体の就職率につ

いては、第３期中期目標期間と同様の高い水準を維持する。

 

 

③ 学生の適性や希望に応じた多様な進路選択に向け

て、低学年から各学年でのキャリア教育を推進すると

ともに、企業情報、就職・進学情報の提供や先輩講座

などを含めたキャリア形成支援体制の充実を図る。 

１．２ 社会連携に関する事項 

① 国立高等専門学校において開発した実践的技術等のシー

ズを広く企業や地域社会の課題解決に役立てることができ

るよう、教員の研究分野や共同研究・受託研究の成果などの

情報を印刷物、ホームページなど多様な媒体を用いて発信す

る。 

１．２ 社会連携に関する事項 

① 本校主催の産学連携イベント「JOINT フォーラム」

やホームページ、さらには外部メディアなどを通じ

て、本校が有する教育や研究のシーズを積極的に学外

に発信する。また、それらのシーズは第３ブロック内

で他の高専のテクノセンターとも連携を密にして、研

究者情報や研修設備などについて情報共有を図る。加

えて、本県が構築したコンソーシアム「福井オープン

イノベーション推進機構（FOIP）」を通じて、県内高

等教育機関同士で各種シーズの相互利用が促進され

るよう配慮する。 

 

 

② 地域社会のニーズの把握や各国立高等専門学校の枠を超

えた連携などを図りつつ、社会連携のコーディネートや教員

の研究分野の活動をサポートする高専リサーチアドミニス

トレータ（KRA）や地域共同テクノセンター等を活用して、

産業界や地方公共団体との共同研究、受託研究の受入れを促

進するとともに、その成果の社会発信や知的資産化に努め

る。 

②本校の教育研究振興のための外部組織「地域連携ア

カデミア」を活用して企業との共同研究の掘り起こし

に努める。同時に、地域連携アカデミアの組織拡大を

目指す。 また、毎年１２月に開催している本校主催

の産学連携イベント「JOINT フォーラム」において共

同研究の事例紹介を行い、積極的に学外に発信する。

さらには、地元の鯖江市や越前市が中心となって催す

産業フェアにおいて、本校が行っている活動の一端を

紹介する。さらには高専リサーチアドミニストレータ

（KRA）や福井オープンイノベーション推進機構

（FOIP）などを活用して各種外部予算の獲得を目指

す。 
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③ 各国立高等専門学校における強み・特色・地域の特性を

踏まえた取組や学生活動等の様々な情報を広く社会に発信

することを促進するため、以下の取組を実施する。・法人本

部は、各国立高等専門学校の情報発信機能を強化するため、

報道機関等との関係構築に取り組むとともに、社会への情報

発信に積極的に取り組む国立高等専門学校のインセンティ

ブとなるよう、アクティビティに応じて、校長裁量経費を配

分する措置を講じる。・各国立高等専門学校は、地域連携の

取組や学生活動等の様々な情報をホームページや報道機関

への情報提供等を通じて、社会に発信するとともに、報道内

容及び報道状況を法人本部に随時報告する。 

③本校の強み・特色・地域の特性を踏まえた取組や学

生活動等の様々な情報を広く社会に発信するため、以

下の取組を実施する。・情報発信機能を強化するため、

報道機関等との関係構築に取り組む。・地域連携の取

組や学生活動等の様々な情報を、ホームページや報道

機関への情報提供等を通じて、積極的に社会に発信す

るとともに、報道内容及び報道状況を法人本部に随時

報告する。・本校が進めているさまざまな地域連携の

取り組みの状況についてホームページなどで発信す

るとともに、新聞など学外のメディアなどにも積極的

に情報提供するよう心掛ける。 

 

１．３ 国際交流に関する事項 

① 諸外国に「日本型高等専門学校教育制度（KOSEN）」の導

入支援にあたっては、以下の取組を実施する。 

・各国の日本国大使館や独立行政法人国際協力機構（JICA）

等の関係機関と組織的・戦略的に連携し、諸外国の政府関係

者の視察受入及び法人本部との意見交換を通じて、「KOSEN」

についての正しい理解の浸透を図る。 

・我が国と当該国の政府間合意の内容に基づいた体制整備を

図る。 

・それとともに、諸外国の要請や教育制度との接続等を踏ま

え、「KOSEN」導入に向けた教育課程の編成を支援するとと

もに、当該国の教員を我が国に招き、国立高等専門学校での

実践的な研修等を実施する。 

・既にリエゾンオフィスを設置し、「KOSEN」の導入支援に

取り組んでいる、モンゴル、タイ、ベトナムの３か国につい

ては、各国政府と連携・協議しつつ、その要請等に応じた支

援に取り組む。 

・これらの進捗状況を踏まえつつ、必要に応じ、リエゾンオ

フィスの機能を見直す。 

１．３ 国際交流に関する事項 

① 

・機構本部が推進する「日本型高等専門学校教育制度

(KOSEN)」の導入支援の取組について、積極的に協力

し、本校の国際化を推進する。  

・本校の国際交流活動を円滑化するため、国際交流室

と管轄事務組織の機能強化を図る。 

② 「KOSEN」の導入支援に係る取組は、各国立高等専門学校

の協力のもと、学生及び教職員が参画する機会を得て、国際

交流の機会としても活用し、「KOSEN」の海外展開と国立高

等専門学校の国際化を一体的に推進する。 

② 「KOSEN」の導入支援に係る取組において、学生及

び教職員が参画する機会を得て、国際交流の機会とし

ても活用し、また、海外「KOSEN」、機構本部の海外

協力校を国際交流の相手先として活用し、本校の国際

化に取り組む。 
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③ 国立高等専門学校の国際化のため、以下の取組を実施す

る。 

・海外で活躍できる技術者としての能力の伸長に取り組むた

め、単位認定制度や単位互換協定に基づく海外留学や海外イ

ンターンシップなど学生が海外で活動する機会を後押しす

る体制を充実するとともに、学生の英語力、国際コミュニケ

ーション力の向上や海外に積極的に飛び出すマインドを育

成する取組を実施する国立高等専門学校への重点的な支援

を行う。【再掲】 

・学生に対して、国際交流に資する情報の提供を充実させ、

学生の国際会議や「トビタテ！留学 JAPAN」プログラムへの

参加、海外留学等の機会の拡充を図る。【再掲】 

 

 

 

③ 本校の国際化のため、以下の取組を推進する。 

・海外で活躍できる技術者としての能力の伸長に取り

組むため、単位認定制度に基づく海外留学や海外イン

ターンシップなど学生が海外で活動する機会を後押

しする体制を充実するとともに、学生の英語力、国際

コミュニケーション力の向上や海外に積極的に飛び

出すマインドを育成する取組を実施する。 

・学生に対して、国際交流に資する情報の提供を充実

させ、学生の国際会議や「トビタテ！留学 JAPAN」プ

ログラムへの参加、海外留学等の機会の拡充を図る。

④ リエゾンオフィスを活用した海外への情報発信機能を強

化するとともに、従来の本科３年次への外国人留学生の受入

れや本科１年次や専攻科への受入れを推進することにより、

外国人留学生の受入れを推進する。 

④ 

・海外への情報発信機能を強化するとともに、従来の

本科３年次への外国人留学生の受入れの他に、本科１

年次や専攻科への受入れへの対応を図り、外国人留学

生の受入れを推進する。 

・本校への入学を志願する優秀な留学生を確保するた

めに、本校や地域の魅力を情報発信する英語版ホーム

ページを整備する。 

 

 

 

⑤ 法人本部は、教員や学生の国際交流の際には、文部科学

省が定める「大学における海外留学に関する危機管理ガイド

ライン」に準じた危機管理措置を講じて安全面への配慮を行

う。 

各国立高等専門学校においては、外国人留学生の学業成績や

資格外活動の状況等の的確な把握や適切な指導等の在籍管

理に取り組むとともに、法人本部において定期的に在籍管理

状況の確認を行う。 

 

 

⑤ 外国人留学生の学業成績と資格外活動等について

把握及び指導等を行う。 
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２．業務運営の効率化に関する事項 

２．１ 一般管理費等の効率化 

高等専門学校設置基準により必要とされる最低限の教員の

給与費相当額及び各年度特別に措置しなければならない経

費を除き、運営費交付金を充当して行う業務については、中

期目標の期間中、毎事業年度につき一般管理費（人件費相当

額を除く。）については３％、その他は１％の業務の効率化

を図る。 

なお、毎年の運営費交付金額の算定については、運営費交付

金債務残高の発生状況にも留意する。 

 

 

 

 

２．業務運営の効率化に関する事項 

２．１ 一般管理費等の効率

化                                             

                                 ・業務の効率的

な運営を図る観点から、一般管理業務の外部委託の導

入や複数年契約の実施等により、コスト削減を図る。

契約にあたっては、原則として一般競争入札等とし、

競争性は透明性を図る。 

２．２ 給与水準の適正化 

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し、

当該給与水準について検証を行い、適正化に取り組むととも

に、その検証結果や取組状況を公表する。 

 

 

 

 

２．２ 給与水準の適正化 

２．３ 契約の適正化 

業務運営の効率性及び国民の信頼性の確保の観点から、随意

契約の適正化を推進し、契約は原則として一般競争入札等に

よることとする。 

さらに、引き続き「独立行政法人における調達等合理化の取

組の推進について（平成 27 年５月 25 日総務大臣決定）」に

基づく取組を着実に実施することとし、「調達等合理化計画」

の実施状況を含む入札及び契約の適正な実施については、監

事による監査を受けるとともに、財務諸表等に関する監査の

中で会計監査人によるチェックを要請する。また、「調達等

合理化計画」の実施状況をホームページにより公表する。 

 

 

 

２．３ 契約の適正化  

 ・契約に当たっては、原則として一般競争入札等と

し、企画競争や公募を行う場合においても競争性、透

明性の確保を図る。 

・契約に当たっては、原則として一般競争入札等によ

るものとし、競争性、透明性の確保を図る。 

・入札契約後は、結果をホームページ等で公表し、透

明性・公共性の確保を図る。 
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３．予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金

計画３．１ 戦略的な予算執行・適切な予算管理理事長のリ

ーダーシップのもと、各国立高等専門学校における教育上の

自主性や強み・特色の機能強化を後押しするため、予算配分

方針をあらかじめ定め、各国立高等専門学校に周知する等、

透明性・公平性を確保した予算配分に努める。また、各国立

高等専門学校のアクティビティに応じた戦略的な予算配分

にあたっては、以下の取組等を実施する。・法人本部は、各

国立高等専門学校の情報発信機能を強化するため、報道機関

等との関係構築に取り組むとともに、社会への情報発信に積

極的に取り組む国立高等専門学校のインセンティブとなる

よう、アクティビティに応じて、校長裁量経費を配分する措

置を講じる。【再掲】独立行政法人会計基準の改訂等により、

運営費交付金の会計処理として、業務達成基準による収益化

が原則とされたことを踏まえ、引き続き、収益化単位の業務

ごとに予算と実績を管理する。 

 

 

 

３．予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及

び資金計画３．１ 戦略的な予算執行・適切な予算管

理・校長リーダーシップのもと、戦略的かつ計画的な

資源配分を行う。 

３．２ 外部資金、寄附金その他自己収入の増加 

社会連携に関する取組を踏まえ、地域等の産学官との連携強

化により、共同研究、受託研究等を促進し、外部資金の獲得

に努める。 

また、教育研究環境の維持・向上を図るため、卒業生、同窓

会等との連携を強化した広報活動を行い、寄附金の獲得に努

める。 

３．３ 予算 

別紙１ 

３．４ 収支計画 

別紙２ 

３．５ 資金計画 

別紙３ 

 

 

 

 

３．２ 外部資金、寄附金その他自己収入の増加   

・本校の外部組織である「地域連携アカデミア」の会

員企業数の増加に引き続き努力し、寄附金のさらなる

獲得につなげる。 

・産学連携コーディネーター等を活用し共同研究等を

推進するとともに、公募型の競争的資金に挑戦する。

・教員の研究内容・研究水準・研究環境の質的向上と

学生教育の充実の観点から、科研費等外部資金の有用

性に対する意識啓発・意識向上、特に科研費採択率・

獲得額向上に向けたプロジェクト推進を図り、本校の

教育研究活動の活性化と外部資金獲得に繋げる。 
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４．短期借入金の限度額 

４．１ 短期借入金の限度額 

156 億円 

４．２ 想定される理由 

運営費交付金の受入れの遅延及び事故の発生等により緊急

に必要となる対策費として借入することが想定される。 

 

 

 

 

 

 

５．不要財産の処分に関する計画 

以下の不要財産について、速やかに現物を国庫に納付する。

①苫小牧工業高等専門学校 

錦岡宿舎団地（北海道苫小牧市明徳町四丁目 327 番 236）

4,492.10 ㎡ 

②八戸工業高等専門学校 

中村団地（青森県八戸市大字田面木字中村 60 番）5,889.43

㎡ 

③福島工業高等専門学校 

下平窪団地（福島県いわき市平下平窪字鍛冶内 30 番 2、30

番 7）1,502.99 ㎡ 

桜町団地（福島県いわき市平字桜町 4番 1）480.69 ㎡ 

④長岡工業高等専門学校 

若草町1丁目団地（新潟県長岡市若草町一丁目5番12）276.36

㎡ 

⑤沼津工業高等専門学校 

香貫宿舎団地（静岡県沼津市南本郷町 569 番、570 番）287.59

㎡ 

⑥香川高等専門学校 

勅使町団地（香川県高松市勅使町字小山 398 番 20）5,975.18

㎡ 

⑩呉工業高等専門学校 

広団地（広島県呉市広中新開三丁目 18160 番 1、18160 番 2、

18161 番、 

18169 番 1）3,990.22 ㎡ 

⑪徳山工業高等専門学校 

御弓町団地（山口県周南市大字徳山字上御弓丁 4197 番 1）

1,321.37 ㎡ 

周南住宅団地（山口県周南市周陽三丁目 21 番 2）1,310.32

㎡ 
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⑫熊本高等専門学校 

平山宿舎団地（熊本県八代市平山新町字西新開 3142 番 1）

2,773.00 ㎡ 

新開宿舎団地（熊本県八代市新開町参号 3番 94）1,210.26

㎡ 

⑬都城工業高等専門学校 

年見団地（宮崎県都城市年見町 34 号 7番）2,249.79 ㎡ 

⑭鹿児島工業高等専門学校 

東真孝団地（鹿児島県霧島市隼人町眞孝字東眞孝 169 番 3）

8,466.59 ㎡ 

６．重要な財産の譲渡に関する計画 

以下の重要な財産について、公共の用に供するため、売却に

より譲渡し、その売却収入を整備費用の財源とする。 

①鹿児島工業高等専門学校 

国見団地（鹿児島県霧島市隼人町眞孝字国見1460番1）200.54

㎡ 

 

 

７．剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合には、教育研究活動の充

実、学生の福利厚生の充実、産学連携の推進などの地域貢献

の充実及び組織運営の改善のために充てる。 

７．剰余金の使途 

・決算において剰余金が発生した場合には、教育研究

活動の充実、学生の福利厚生の充実、産学連携の推進

などの地域貢献の充実及び組織運営の改善のために

充てる。 

８．その他主務省令で定める業務運営に関する事項８．１ 施

設及び設備に関する計画① 老朽化した施設の改善において

は、「国立高専機構施設整備５か年計画」及び「国立高専機

構インフラ長寿命化計画（個別施設計画）」に基づき、非構

造部材の耐震化やライフラインの更新など安全安心な教育

研究環境の確保を図る。合わせて、社会の変化に対応した高

等専門学校教育の高度化・国際化への対応等に必要な整備を

計画的に推進する。また、老朽化したインフラ設備を計画的

に更新し、学修環境の整備、省エネや維持管理コストの削減

などの戦略的な施設マネジメントに取り組む。② 中期目標

の期間中に専門科目の指導に当たる全ての教員・技術職員が

受講できるように、安全管理のための講習会を実施する。③ 

科学技術分野への男女共同参画を推進するため、修学・就業

上の環境整備に関する方策を講じる。 

８．その他主務省令で定める業務運営に関する事項

８．１ 施設及び設備に関する計画① 老朽化した施設

の改善においては、「国立高専機構施設整備５か年計

画」及び「国立高専機構インフラ長寿命化計画（個別

施設計画）」に基づき、優先度の高いものから予算要

求し、老朽狭隘化解消、非構造部材の耐震化対策及び

ライフラインの更新等を計画的実施し、安全安心な教

育研究環境の確保を図る。② 老朽化したインフラ設

備を計画的に更新し、学修環境の整備、省エネや維持

管理コストの削減などの戦略的な施設マネジメント

に取り組む。③ 科学技術分野への男女共同参画を推

進するため、女子学生・女性教職員が使用するトイレ

において和式の箇所を計画的に洋式に改修し、修学・

就業上の環境整備を推進する。 
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８．２ 人事に関する計画 

（１）方針 

教職員ともに積極的に人事交流を進め多様な人材の育成を

図るとともに、各種研修を計画的に実施し資質の向上を図る

ため、以下の取組等を実施する。 

① 課外活動、寮務等の業務の見直しを行い、教職員の働き

方改革に取り組む。 

② 理事長が法人全体の教員人員枠の再配分や各国立高等専

門学校の特色形成、高度化のための教員の戦略的配置を行う

枠組み作りに取り組むとともに、国立高等専門学校幹部人材

育成のために、計画的な人事交流制度を導入する。 

③ 若手教員の人員確保及び教育研究力向上のために、各国

立高等専門学校の教員人員枠管理の弾力化を行う。 

④ 以下に掲げる方策をそれぞれ又は組み合わせて実施する

ことにより、多様かつ優れた教員を確保するとともに、教員

の教育研究力の向上を図る。 

・専門科目担当教員の公募において、応募資格の一つとして、

博士の学位を有する者を掲げることを原則とする。【再掲】

・企業や大学に在職する人材など多様な教員の配置を可能と

するため、新たにクロスアポイントメント制度を導入する。

【再掲】 

・ライフステージに応じた柔軟な勤務時間制度や同居支援プ

ログラム（育児等のライフイベントにある教員が他の国立高

等専門学校で勤務できる制度）等の取組を実施する。【再掲】

・外国人教員の採用を進めるため、外国人教員の積極的な採

用を行った国立高等専門学校への支援を充実する。【再掲】

⑤ 教職員について、積極的に人事交流を進め多様な人材の

活用を図るとともに、各種研修を計画的に実施し資質の向上

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

８．２ 人事に関する計画 

（１）方針 

・課外活動業務の見直しを行い、地域（外部）の支援

も受けながら、学校全体で負担軽減を図るよう制度改

革を進める。 

・再雇用教員を中心とした定年退職者による学寮宿日

直業務の希望制嘱託制度の一層の促進。これにより、

現職教員の学寮宿日直業務効率化のみならず、現在ま

で蓄積されてきた寮運営や寮生指導の実践方法論を

教職員世代間で確実に継承できるように工夫するこ

とを目指す。また、業務の外部委託（指導員他）等に

よる業務改善効率化の実施可能性について各種調査

を実施する。 

・学寮運営や寮生指導におけるキャリアアップ（「学

寮マイスター」）を希望する教員の積極的支援とその

機会の提供。具体的には宿日直業務の従事回数を増や

す等の方法により、寮務主事を中心とした寮務組織所

属教職員だけに止まらない全校的な学寮運営や寮生

指導を目指す。 

・学寮生の自治（「寮生会」）活動活性化の取り組み

を強力に支援する。これにより寮生の気づきと自律を

促す教育機会をこれまで以上に設定する。寮内だけで

なく、他高専学寮との寮生間交流活動の推進等も活用

し、寮生会活動の質的向上を図る。また、留学生の寮

生との交流活動の活性化により学寮グローバル化の

促進にも取り組む。これらの結果、寮生指導等に関す

る教職員の業務効率化を目指す。 

・男女共同参画の趣旨を踏まえた寮宿日直業務環境の

更なる改善に取り組む。特に女性教員への積極的支援

策を検討し、必要な制度や支援策についての各種調査

に着手することで、働きやすい学寮宿日直業務環境の

整備を目指す。 

・校長の力強いリーダーシップのもと、全教職員が学

寮運営に積極的に関与できるような高専学寮の未来

像を検討する。その積極的足掛かりとして、『全国高

専フォーラム』での OS 企画等を通し、他高続的な情
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 報交換やネットワーク構築を目指す。 

・多様かつ優れた教員を確保するとともに、教員の教

育研究力の向上を図る。 

・教職員ともに積極的に人事交流を進め多様な人材の

育成を図るとともに、各種研修に参加させ資質の向上

を図る。 

 

（２）人員に関する指標 

常勤職員について、その職務能力を向上させつつ業務の効率

化を図り、適切な人員配置に取り組むとともに、事務の IT

化等により中期目標期間中の常勤職員の抑制に努める。 

（２）人員に関する指標 

・常勤職員について、その職務能力を向上させるとと

もに、中期目標期間中に全体として効率化を図りつ

つ、事務の IT 化等により事務の合理化を進める。 

 

 

８．３ 情報セキュリティについて 

「政府機関等の情報セキュリティ対策のための統一基準群」

に基づき、法人が定めた情報セキュリティ対策の基本方針及

び対策基準等に従って、情報セキュリティ対策を推進する。

さらに、サイバーセキュリティ戦略本部が実施する監査の結

果等を踏まえ、リスクを評価し、必要となる情報セキュリテ

ィ対策を講じる。 

加えて、情報セキュリティインシデントに対して、インシデ

ント内容並びにインシデント対応の情報共有を速やかに行

い、再発防止を行うとともに、初期対応徹底のための「すぐ

やる３箇条」を継続する。情報セキュリティインシデント予

防及び被害拡大を防ぐための啓発を行う。 

８．３ 情報セキュリティについて 

• 「政府機関等の情報セキュリティ対策のための統一

基準群」に基づき、法人が定めた情報セキュリティ対

策の基本方針及び対策基準等に従って、情報セキュリ

ティに関する学内の規程や手続きの見直しを行い、情

報セキュリティ対策を推進する。さらに、サイバーセ

キュリティ戦略本部が実施する監査の結果等を踏ま

え、リスクを評価し、必要となる情報セキュリティ対

策を講じる。 

• 情報セキュリティインシデントの予防策として、学

内の情報システム及び端末の管理・運用の状況を把握

し、OS やアプリケーション等の更新やマルウェア対策

ソフトの適切な運用を行う。さらに学外や学内のイン

シデントに関連する情報共有を速やかに行いインシ

デント予防や被害拡大を防ぐとともに、再発防止に務

める。インシデントの際の初期対応徹底として「すぐ

やる３箇条」を継続するとともに、情報担当者が中心

となりつつ全利用者が協力しながら学内全体の情報

セキュリティインシデントの予防及び被害拡大を防

ぐための啓発を行う。 

• さらに、情報セキュリティインシデントの予防策と

して、学生に情報セキュリティや情報リテラシーに関

する教育や、全教職員には情報セキュリティに関する
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教育に加え具体的な攻撃を想定した訓練などへの参

加を徹底する。さらに管理職や情報担当者向けの情報

セキュリティに関するトップセミナーや講習会に積

極的に参加する。情報担当者を対象とした情報セキュ

リティの講習にも積極的に参加し、情報システムの管

理運用業務を担える担当者の拡大を目指す。 

 

８．４ 内部統制の充実・強化① 理事長のリーダーシップの

もと、機構としての迅速かつ責任ある意思決定を実現するた

め、役員懇談会や校長・事務部長会議その他の主要な会議や

各種研修等を通じ、法人としての課題や方針の共有化を図る

とともに、学校運営及び教育活動の自主性・自律性や各国立

高等専門学校の特徴を尊重するため、各種会議を通じ、各国

立高等専門学校の意見等を聞く。また、必要に応じ機動的に、

WEB 会議システムを活用した役員会の開催を行う。② 法人全

体の共通課題に対する機構のマネジメント機能を強化する

ため、理事長と各国立高等専門学校校長との面談等を毎年度

実施するとともに、リスクマネジメントを徹底するため、事

案に応じ、法人本部及び国立高等専門学校が十分な連携を図

りつつ対応する。③ これらが有効に機能していること等に

ついて、内部監査等によりモニタリング・検証するとともに、

公正かつ独立の立場から評価するために、監事への内部監査

等の結果の報告、監事を支援する職員の配置などにより、監

事による監査機能を強化する。④ 平成 23 年度に策定した

「公的研究費等に関する不正使用の再発防止策」の確実な実

施を各国立高等専門学校に徹底させるとともに、必要に応じ

本再発防止策を見直す。加えて、全国立高等専門学校の研究

推進担当責任者を対象としたWEB会議の開催や各国立高等専

門学校において研究費の適切な取扱いに関する注意喚起等

を行う。⑤ 各国立高等専門学校において、機構の中期計画

及び年度計画を踏まえ、個別の年度計画を定めることとす

る。なお、その際には、各国立高等専門学校及び各学科の特

性に応じた具体的な成果指標を設定する。 

 

 

８．４ 内部統制の充実・強化・講演会・講習会など

を行い、教職員のコンプライアンス意識涵養に努め

る。・高専相互会計内部監査を実施し、他高専と情報

を共有して必要なことは速やかに改善する。また、学

内定期監査も実施し、適正な執行状況の維持に努め

る。・平成 24 年 3月の理事長通知「公的研究費等に

関する不正使用の再発防止策の徹底について」及び

「公的研究費の管理・監査のガイドライン（平成 26

年 2月 18 日改正）」の実施を徹底し、不適正経理を

防止する。 
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Ⅳ．令和２年度年度計画 

 

１． 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため 

に取るべき措置 

１．１ 教育に関する事項 

（１）入学者の確保 

〇 福井県下の中学校、滋賀県・石川県の入試実績のある中学校には、在学生及び卒業

生の近況報告をし、本校の現状を説明することで、中学校教員の高専に対する理解度

とプレゼンスの向上に努める。 

〇 中学生（女子中学生を含む）及び保護者、中学校教員等を対象としたオープンキャ

ンパスを 8 月および 10 月の 2 度開催する。さらに 10 月～11 月に中学生（女子中学生

を含む）及び保護者、中学校教員等を対象とした入試説明会を開催する。各中学校の

高校説明会等に積極的に参加する。 

〇 本校カレッジガイド及び学校紹介リーフレットを福井県・滋賀県の全中学校に配布、

さらに、石川県及び京都府の一部の中学校にも配布し、加えて地元メディア、新聞等

を通じての広報活動を行う。 

〇 本校オープンキャンパス、学生会主催のわくわく実験体験などで、説明役の学生に

女子学生を積極的に登用し、中学生（女子中学生を含む）や小学生、その保護者に優

秀な女子学生の存在を知らしめ、広報する。 

〇 オープンキャンパスや入試説明会の折りに、本校に在学している留学生の活躍の様

子を説明する。 

〇 留学生のための環境整備を図る。 

〇 国際寮の新設を検討する。 

〇 本校の優れた点を理解してもらうと共に、適切な資質を持った多様な学生を確保で

きるように入試制度を見直す。 

 

（２）教育課程の編成等 

 〇 ディプロマポリシーの見直しを行う際、本校の強み・特色について議論し、本校の

特色を活かしたディプロマポリシーを策定する。 

 〇 法人本部の関係部署と連携をとり、指導助言を受け専攻科の充実を図る。 

 〇 専攻科及び大学との「連携教育プログラム」構築の前提となる双方のニーズや、「連

携教育プログラム」によってもたらされる双方のメリット等について検討を行う。ま

た、社会ニーズを踏まえた高度な人材育成に取り組むための、地元企業を中心とした

産業界と連携した国内インターンシップおよび海外インターンシップ等の共同教育を

継続して行う。地元企業との協働 PBL を実施する。 

 〇 本科では、４年生全員参加を前提としてインターンシップの受け入れ先の確保を目
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指す。専攻科では１年生全員をインターンシップに参加させるが、特別研究指導教員

が研修先を斡旋することで、より研究に関連した内容や、キャリア形成に繋がる内容

の研修を目指す。 

〇 インターンシップ中は、研修先で研修日誌のチェックや、コメントをしていただく

ことにより、研修先と連携した共同教育を行う。 

〇 インターンシップ後は、報告書の作成、報告会を実施する。また、専攻科生の報告

書は研修先にもチェックしていただく。 

〇 海外の企業・大学における海外インターンシップに学生を参加させる。 

〇 海外研修プログラムの充実を図る。 

〇 イングリッシュカフェ（英語科と共同開催）や報告会などを実施する。 

〇 高専体育大会やロボコン、プロコン、デザコンなど各種競技・コンテスト、地域と

連携したプロジェクトなどへの積極的な参加を奨励する。 

〇 今年度主管となる北陸地区高専体育大会を円滑に運営する。 

〇 様々な体験活動の推奨の一環として、「福井高専キャンパスプロジェクト」を実施

することで、企画立案と実践ならびに報告に至る一連の能力の継続的な涵養に努める。 

〇 地域性の高いマグネットコンテストを継続的に開催する。 

〇 学生のボランティア活動を推奨するため、活動機会の情報を提供する。毎年実施し

ているクリーン大作戦や保育ボランティアなどの活動を継続的に奨励する。 

〇 学生による顕著なボランティア活動に対する表彰制度を積極的に周知する。 

〇 トビタテ！留学 JAPAN に学生を応募させる。 

〇 ISTS2020（未定）に学生を応募させる。 

 

（３）多様かつ優れた教員の確保 

 〇 専門科目担当教員の公募において、豊富な経験や高度な力量を有し、かつ、多様な

人材を確保できるように応募資格の一つとして、博士の学位を有する者を掲げる。 

 〇 企業や大学に在職する人材など多様な教員の配置を可能とするため、新たにクロス

アポイントメント制度の利用を働きかける。 

 〇 ライフステージに応じた柔軟な勤務時間制度や同居支援プログラム等の取得を促す。

また、相談しやすい環境の維持に努めると共に、女性教職員からの要望に基づき、計

画的に和式トイレを洋式に改修するなど、女性教職員の就業環境改善に努める。 

 〇 外国語の授業では、ネイティブな教員を配置するように努める。 

 〇 高専・技科大間の教員交流や三機関連携事業の経験者による報告会等を通して、人

事交流情報について周知するとともに、積極参加を促し幅広い知見の習得とキャリア

アップの機会を提供する。 

 〇 他の教員の模範となるような成果をあげている教職員によるＦＤ講演会を開催し、

教職員の資質能力向上に対するモチベーションの涵養を図る。 
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 〇 外部講師を招へいしたＦＤ講演会、ＦＤ研修会を企画開催する。 

 〇 全国高専フォーラムへの積極的な参加を促す。 

 〇 アクティブラーニング等に関する講習会へ参加するとともに、ブロックや地区の高

専との情報共有を図る。 

 〇 教員の勤務意欲の高揚及び本校の活性化を図ることを目的に、職務に精励し、その

功績が顕著な者を教員表彰対象者として推薦する。また、非常勤職員を含めた全教職

員を対象とした校長表彰を継続して実施する。 

 

（４）教育の質の向上及び改善 

 〇 ディプロマポリシーの見直しを行う。ＭＣＣに則しているかどうか、本校の強みが

生かされているかどうかを改善のポイントとする。 

 〇 教員の質の向上を意識したＦＤの体系化を試みる。 

 〇 キャリア教育の一環として、初年次教育を整理整頓し、実施する。 

 〇 以下、学科、教科、専攻科等ごとに取組を示す。 

【機械工学科】 

・低学年の実習における達成度の自己スキル評価の実施を継続し、学生の学習に対す

る目的意識の向上を図るとともに、必要に応じて改善を検討する。 

・機械工学実験の実質的な成果の向上のため、令和元年度に内容と実施方法を変更し

たが、さらに改善を進めて実施する。 

・グループワークや課題解決型学習、アクティブラーニングを取り入れた授業を積極

的に実施し、効果的な科目配置や実施内容についての検討を重ね、改善を図ってき

た。引き続き、学生が主体的に取り組むものづくり教育を推進する。 

・CAD/CAE およびシステム工学などの授業において、実務上の経験に基づいた内容を取

り入れて実施する。 

【電気電子工学科】 

・ディプロマポリシー、カリキュラムポリシーの確認を行う。 

・モデルコアカリキュラムへの対応を継続的に検討し、Web シラバスへ記載したルーブ

リックの確認および評価方法の検討 

・実験スキル評価シートを用いてモデルコアカリキュラムにおける電気系分野の実

験・実習能力の到達度評価を行う。 

・アクティブラーニングの実施状況の確認および情報共有。 

・ＣＢＴ（Computer-Based Testing）を用いた学習到達度の把握、学習状況調査及び

卒業時の満足度調査の実施。 

・学科内における教育改善に資するファカルティ・ディベロップメント活動の推進及

びそれらの活動内容の収集と情報共有。" 
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【電子情報工学科】 

 ・モデルコアカリキュラム(ＭＣＣ)及び専攻科の授業科目の充実に対応したカリキュ

ラムを構成しており、そのシラバスの到達目標がディプロマポリシーの３つの能力

に適合しているか確認するとともに、カリキュラムポリシーから科目名を外し、分

野名に変更することにより、より分かりやすいものになるよう検討する。 

 ・学外のＩＣＴ関連企業の技術者と協力し、地域や産業界が直面する課題解決を目指

したＰＢＬ型カリキュラムの取組みを目指す。また、その成果を様々なコンテスト

や発表会で発表していく。 

 ・低学年における基礎能力（ライティング、リーディング、計算）の向上のための仕

組みの検討、及びソフトウェア教育への比重を大きくすることの検討とともに、BYOD

の活用と授業改善、低学年での活用に関する検討など利用機会の増加及び PC 利用環

境の整備を行っていく。 

 ・入試広報に関連して、学科パンフレット及び入試説明会資料の変更を行うとともに

オープンキャンパスの学科紹介の方法を刷新する。 

【物質工学科】 

 ・物質工学科 1～5学年並びに中学生へのアンケート調査を実施し、物質工学科在校生

の学科に対する満足度や中学生の学科名称に対する理解度（イメージ）調査を行い、

各教科担当者による授業方法、ホームページ、配布用パンフレットの改善を進める。 

・中学生向けの公開講座や出前授業を促進し物質工学科のＰＲを行う。 

・学科各教員による企業との連携による PBL 導入や技術科学大学並びに近隣大学との

共同研究を推進する。 

【環境都市工学科】 

・現行のカリキュラムポリシーでもディプロマポリシーの達成に必要な教育課程の編

成を示してはいるものの、系統立てた授業科目の紹介に重きを置いていることから、

学年ごとの教育方法と達成目標との関連をより簡潔明瞭に表したポリシーの策定に

取り組む予定にある。 

・ＢＹＯＤの 3 年後の導入を控えて、学科内に組織した作業部会を中心にすでに無線

ＬＡＮシステムの整備や機種の選定を終えており、引き続きＢＹＯＤを適用する授

業科目のＷＥＢシラバスの作成に着手する。 

【数学】 

・既に導入した、ＩＣＴ活用やグループ学習などの授業形態を継続し、基礎学力の定

着と学生による主体的な学びを促す。 

・ＷＥＢ教材や授業動画などによる学習環境を整えることにより、授業時間外におけ

る、自学自習による学習習慣を身に着けさせるよう努める。 

【物理】・【地学】 

・2 年生物理、3・4 年生工学基礎物理 I、II のシラバスは、一部に実際の授業と乖離
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が見られたため、実態に合わせて修正し、もって学生の理解促進を図る。 

・1年生補習は、同様継続する。 

・3年生の夏季総復習課題と、夏季休業明け確認テストを継続する。ＫＰＩをＣＢＴに

とる。 

・4年生の実験レポートについて、随時採点を継続する。 

・授業期間中に発生した災害の原因となる現象を、特に取り上げる。 

【化学・生物】 

・化学では昨年度同様に今年度も授業中、演習問題を出題し、その日の授業内容を理

解させるようにする。また、試験終了後および長期休み中には課題提出を実施して

いき、学力レベルを維持する努力をする。 

・生物についてはライフサイエンスのコアカリキュラムを中心とした講義内容に変え

ており、今後は映像などを取り入れ興味も持たせるように努力する。 

【体育】 

・1～3 学年の体育実技では、個人運動や団体運動において、自己のデータまたはチー

ムの戦績を活用してスポーツに関する知識や科学的理解を深める授業をアクティブ

ラーニングの手法を取り入れながら継続して実践する。 

・１学年の保健では新たに副教材を活用して実践（行動）につながる理解を深めると

ともに、4学年ではショートレクチャーを踏まえて自己のデータを活用した健康・体

力課題の抽出とその対策を考察するレポートを継続して実施する。 

【国語】 

・2 年生の「手紙書き方体験授業」、4 年生の「自己 PR 文」、「志望動機文」作成の

授業を継続し、キャリア教育的取り組みの一環とする。 

・弁論大会などの学校行事、校友会誌の編集・発行にあたって、学生への指導を含め

た支援を継続する。 

・学生が主体となって発表や議論を行う環境をつくり、その活動を通して語彙力・表

現力の涵養、文章作成能力の育成をする授業を行う。 

・5 年生の選択必修科目の授業においては、日本文学と日本語表現を重点的に学ばせ、

社会での教養となる授業を行う。 

【社会】 

・社会科内各科目について、到達目標や学習事項、レベル設定の妥当性を教員間で議

論し、改善を図るとともに、本年度の新規開講科目である「公共社会Ⅱ」及び「公

共社会Ⅲ」を実際に運用したうえでの改善点を検討し、その解決策を立案する。 

・2022 年度に開講される「工学倫理」の授業実施方法や内容を、校内各所と協議のう

え、決定する。 

【英語】 

・英語にかかわる基本的な知識の習得と実践的な運用能力の育成を目標とした授業実
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践を行う。低学年においては、基礎的な文法・表現学習と工業英語、身近な話題を

中心としたコミュニケーション活動をバランスよく取り入れた授業を実践する。高

学年、専攻科においては、より発展的・実践的な英語運用の機会を設けた授業実践

を行う。また、英語や海外に対する興味を喚起するための支援を行う。 

【専攻科】 

・本科と連携し、専攻科教育の質の向上及び改善を行う。 

【創造教育開発センター】 

・ＷＥＢシラバス、ルーブリックの有効的な活用およびアクティブラーニングなどの

教育実践に関して、教員への情報提供を行う。 

・学際領域カリキュラムの実施と充実を図る。 

・ＣＢＴの実施。 

・授業評価アンケートのフィードバックと、高評価の教員等による講演会の実施。 

・ＦＤ研修会の実施。 

・授業評価アンケートの項目の見直し。 

・「卒業生・修了生アンケート」の項目及び実施方法の見直しを行う。 

・学校全体として、学習支援の在り方の検討。 

・ＰＲＯＧテストを二つの学年で実施することにより、学生に特性を理解させる共に、

キャリア支援に繋げる。 

 〇 達成度評価及びその理由を冒頭に記載した自己点検・評価報告書を作成する。 

 〇 昨年受審した機関別認証評価の結果に対して適切に対応する。 

 〇 4 年生の学際科目のひとつである「プロジェクト演習」の内容を充実させる。 

 〇 既に実績のある、地域や産業界が直面する課題解決を目指した課題解決型学習（Ｐ

ＢＬ（Project-Based Learning)）である「創造デザイン演習」を継続して実施する。

これは複数の地元企業との協働ＰＢＬであり、課題に対する専攻科生のアイデアを企

業にフィードバックし、企業アドバイザからの意見を基に専攻科生がアイデアを再構

築する。 

  〇 本校の教育研究振興のための外部組織である「地域連携アカデミア」の会員となっ

ている地元の企業に依頼して企業現場における課題を本校のＰＢＬ課題として取り上

げ、企業の担当者と連携しながら学生の教育に取り組む新しいコンテンツを開発する。 

  〇 地域連携アカデミアの会員企業に学生のインターンシップの国内外での受け入れを

依頼する。 

  〇 高専機構主催の情報担当者研修会に積極的に参加し、インターネットを活用した教

育方法などを学内展開するための検討を行う。また同主催によるサイバーセキュリテ

ィ人財育成事業による研修会にも積極的に参加し、学生の情報セキュリティにおける

課題解決型学習を推進するとともに、それらの教育手法の学内での活用を検討する。 

  〇 長岡技術科学大学「アドバンストコース」の推進に継続的に協力するとともに、有
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機的な連携を推進していく。 

 

（５）学生支援・生活支援等 

 〇 カウンセラーの来校時間等を確保するとともに、拡充を図る。 

 〇 第 2 学生相談室について、支援の教員を増員し、多様な問題を抱えた学生に対応し

やすい環境を整備する。 

 〇 学外の学生支援施設やソーシャルワーカー等と連携し、障害を有する学生への支援

に効果的に活用する。 

 〇 学外におけるメンタルヘルスや自殺予防、いじめ対策、学生の障害などに関する研

修会等へ教職員を積極的に派遣する。また、学内においては、教職員向け講演会を企

画するなどして、学生指導支援方法に関する情報共有を図り、教職員の資質向上を図

る。 

 〇 新たな奨学金制度の開始に伴い、学校全体の情報共有を図るとともに、学生や保護

者に向けた適切な情報公開に努め、より円滑に運用をする。 

 〇 各種奨学金制度等の学生支援に係る情報を、ホームページや掲示板などのメディア

を活用して、学生により効率的に提供する。 

 〇 低学年から高学年まで、学年毎にキャリアガイダンスなどを実施し、学年進行に応

じたキャリア形成を行う。（卒業生による先輩講座の実施による進路決定までの道筋

を例示など。） 

 〇 「全国高専共通利用型進路支援システム」による就職、進学の情報、さらに校内ネ

ットワークの「進路情報フォルダ」内に求人票や帰校届などの情報が提供されている

ことを周知し、利用を促す。特に「進路情報フォルダ」の内容はキャリア支援室で随

時更新を行う。 

 〇 就職、進学の主な相談先である本科学級担任、専攻科専攻主任間、さらにキャリア

支援室の連携を図るため、キャリア支援委員会、各学年会会議などを活用する。 

 〇 キャリア教育セミナー（合同企業説明会）、専攻科・大学・大学院合同説明会を開

催する。 

 〇 本科 4 年生、専攻科 1 年生向けにインターンシップ事前講座、就職対策講座を実施

する。 

 〇 女子学生向けのキャリア形成講習会を実施する。 

 〇 卒業生による先輩講座や、在校生による先輩フォーラムを実施のため、本校同窓会

（進和会）との連携の体勢を整備する。 

 

１．２ 社会連携に関する事項 

 〇 企業等との共同研究の成果などについて、本校主催の産学連携イベント「JOINT フォ

ーラム」をはじめ、本校ホームページや外部メディアなどに積極的に発信する。 



 

46 

 〇 第３ブロックに属する他高専のテクノセンターと連携し、研究者情報や研究設備な

どについて情報共有を進める。 

 〇 本校の教育研究振興のための外部組織である「地域連携アカデミア」を活用して地

元の企業との共同研究の掘り起こしに努める。 

 〇 毎年 12 月に行っている本校主催の産学連携イベント「JOINT フォーラム」において

その成果の一部を積極的に学外発信する。 

 〇 越前市・鯖江市が催す産業フェアにおいて、本校活動の広報に努める。 

 〇 報道関係者との懇談の機会を設けるなど、報道関係者との良好な関係構築に取り組

む。 

 〇 地域コミュミティーＦＭでの高専独自番組を活用し、学生自らが地域社会へ情報発

信する取り組みを続ける。また、地方雑誌の紙面等を通じて継続的に情報を提供して

いく。 

 〇 イベントやニュースを、高専として窓口を総務課に一本化しながら、記者クラブな

ど報道機関に積極的に伝達する。 

 〇 本校主催の産学連携イベント「JOINT フォーラム」を年末に開催し、地域連携の取り

組みや地元企業との共同研究成果の一部を積極的に学外発信する。 

 〇 地域連携の取組や学生活動等の様々な情報をホームページや報道機関への情報提供

等を通じて社会に発信する。 

 

１．３ 国際交流等に関する事項 

〇 従来の国際連携や留学生等の受け入れを発展させる形で、校長のリーダーシップの

下、支援・協力を進める。 

〇 モンゴル高専との連携・支援策を模索する。 

〇 タイ高専との連携・支援を継続して行う。 

〇 タイ高専へ２年間教員を派遣する。 

〇 ベトナム高専との連携・支援策を模索する。 

〇 高専の海外展開等に関する講演会やパンフレット配布を行い、啓発に努める。 

〇 「ＫＯＳＥＮ」の導入支援に関しては、タイ高専に教員を派遣すると共に本校のグ

ローバル化への取り組みにも関連付けて取り組む。 

〇 ISATE2020 への教員の積極的な参加を働きかける。 

〇 本校の国際化を推し進めるために、高専機構本部の事業に参加する体制を整える。 

〇 海外の企業・大学における海外インターンシップに学生を参加させる。 

〇 海外研修プログラムの充実を図る。 

〇 ＴＯＥＩＣや英検へのチャレンジを支援すると共に、海外研修の機会を提供する。 

〇 イングリッシュカフェ（英語科と共同開催）や報告会などを実施する。 

〇 トビタテ！留学 JAPAN に学生を応募させる。 



 

47 

〇 ISTS2020（未定）に学生を応募させる。 

〇 外国人留学生の受入れを推進するため、本校ホームページの英語版の作成を進め、

国際的な広報活動に努める。 

〇 本科１年や専攻科における外国人留学生の受け入れについて、協力できるように学

内の調整を図っていく。  

〇 派遣の際には、適切な保険に加入させると共に、交流学生との連絡を密にし、危機

管理に際し迅速な対応できるように体制を整える。 

 

２． 業務運営の効率化に関する事項 

２．１ 一般管理費等の効率化 

 〇 運営費交付金を充当して行う業務については、業務の効率化を進め、当年度特別に

措置しなければならない経費を除き、一般管理費については３％、その他は１％の業

務の効率化を行う。 

 

２．２ 契約の適正化 

〇 契約に当たっては、原則として一般競争入札等によるものとし、競争性、透明性の

確保を図る。 

〇 業務運営において、一層のコスト削減、効率化を図る。 

〇 2019 年度施設整備事業 2 件の設計業務は、透明性・公共性を確保するため、講義棟

改修設計は簡易公募型プロポーザル方式(拡大)で公募した。また、ライフライン再生

(排水設備等)2 期設計業務は、一般競争入札で公募する予定である。" 

 

３． 予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

３．１ 戦略的な予算執行・適切な予算管理 

〇 福井高専がそれぞれの特色を活かした運営を行うことができるよう戦略的かつ計画

的な経費配分を行う。 

 

３．２ 外部資金、寄附金その他自己収入の増加 

〇 本校の外部組織である「地域連携アカデミア」の会員企業数の増加に引き続き努力

し、寄附金のさらなる獲得につなげる。 

〇 産学連携コーディネーター等を活用し共同研究等を推進するとともに、公募型の競

争的資金に挑戦する。 

〇 福井県ふるさと納税を活用する。 

〇 全教員対象の「研究活動評価調査」を継続実施する（4月）。 

〇 「令和 3 年度科学研究費助成事業（科研費）公募要領等説明会」へ研究推進委員会

委員を派遣する（9月）。 
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〇 教員の科研費申請率・採択率・獲得額向上のために、「令和 3 年度科研費申請事前

調査」を実施すると共に（6月）、科研費獲得のための講習会等を開催する（7月-9 月）。 

〇 全教職員に科研費等外部資金公募に関する情報提供（メール配信・学内 Web サイト

公開・説明会等開催）を継続実施する（随時）。 

〇 教員の研究力の質的向上と科研費等外部資金獲得に向けた産学官連携共同研究プロ

ジェクト推進及び研究計画調書査読体制の構築・整備と円滑運用を図る。 

 

４． 剰余金の使途 

 〇 決算において剰余金が発生した場合には、教育研究活動の充実、学生の福利厚生の

充実、産学連携の推進などの地域貢献の充実及び組織運営の改善のために充てる。 

 

５． その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

５．１ 施設及び設備に関する計画 

 〇 「 国立高等専門学校機構施設整備５か年計画」（平成 28 年 6 月決定）及び「国立

高等専門学校機構インフラ長寿命化計画（個別施設計画）2018」（平成 31 年 3 月決定）

に基づき、福井高専における高度化、国際化への対応に必要な施設の改修や老朽施設

の改修について、計画的に予算要求を行う。 

 〇 建物外壁及び工作物の非構造部材等で落下等の危険がある場合又は危険が予測され

る場合は、立入禁止等の処置を行い、早期に補修を実施し、学生・教職員の安全・安

心を確保する。 

 〇 実験・実習開始当初に安全教育を行うことを徹底する。 

 〇 各実験・実習の現場でのヒヤリ・ハット事例を収集する等、「実験実習安全必携」

に代わる本校独自の安全教育を周知する。 

 〇 科学技術分野への男女共同参加を推進するため、女子学生・女性教職員が使用する

トイレにおいて和式の箇所を計画的に洋式に改修し、修学・就業上の環境整備を推進

する。 

 

５．２ 人事に関する計画 

（１）方針 

 〇 今年度から開始する新しい課外活動指導員の制度と従来の外部コーチの制度を併用

し活用することで、指導教員の負担を効率的に軽減させ、部活動の円滑な運用を支援

する。 

 〇 昨年度策定された学寮改修案の主軸である「国際寮」新築構想に基づき、長短期留

学生受け入れ数増加につながる学寮体制構築を目指し、国際交流室や留学生委員会と

の連携協議を行なう（今年度はコロナウイルスの影響があるので、来年度以降も含め

た長期的検討課題とする）。 
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 〇 前年度までの事業の継続として、定年退職した再雇用教員による学寮日直業務の従

事を中心とした方策により、現職教員の寮業務見直し（働き方改革）を図る。 

 〇 学寮自治（「寮生会」）活動の活性化を一層支援することで、寮生の自立と自律を

促す機会をこれまで以上に設定する。具体的には自立と自律を意識した寮生育成のた

め参加行事の精選等を行なう。この結果、寮生指導他に関する、教員日常業務の効率

化（働き方改革）を目指す。 

 〇 校長裁量枠を設定し活用することで、戦略的かつ弾力的な教員配置を行う。 

 〇 高専・両技科大間の教員交流制度を活用し、教育研究活動の活性化と連携を深める

と共に、教育の改善と質の向上に努める。 

 〇 専門科目担当教員の公募において、応募資格の一つとして、博士の学位を有する者

を掲げることを原則とする。 

 〇 機構本部から送られてくる、シンポジウム、研修会、ニューズレターを学内に配付

等して、男女共同参画やダイバーシティに関する意識啓発を継続的に図る。 

 〇 高専・両技科大間の教員交流制度を活用し、教育研究活動の活性化と連携を深める

と共に、教育の改善と質の向上に努める。また、教員及び事務・技術職員を対象とし

た各研修会等に参加させ、一層の資質向上を図る。 

 

（２）人員に関する指標 

 〇 常勤教職員について、各種研修などを利用し、その職務能力を向上させると共に、 

全体として効率化を図り、適切な人員配置に取り組む。 

 

５．３ 情報セキュリティについて 

 〇 「政府機関等の情報セキュリティ対策のための統一基準群」に基づき制定する法人

の情報セキュリティポリシーを踏まえて、情報セキュリティに関する監査などの結果

に基づき、ＰＤＣＡを交えながら学内のリスク分析を通してセキュリティ対策の維

持・向上を図る。 

 〇 学内のパソコンやネットワーク機器のネットワークへの接続状況や、ＯＳの更新や

ファームウェアの更新などの状況をネットワーク管理者間で情報共有する体制を整え、

ネットワークを経由した攻撃に備える。 

 〇 全教職員の情報セキュリティに関する意識向上を図るために、情報セキュリティ教

育や標的型攻撃メール対応訓練等に積極的に参加する。さらに管理職や情報担当者向

けの情報セキュリティに関するトップセミナーや講習会に積極的に参加する。情報担

当者を対象とした情報セキュリティの講習にも積極的に参加し、情報システムの管理

運用業務を担える担当者の拡大を目指す。 

 〇 高専機構のＣＳＩＲＴなどの発信するインシデントの予兆やインシデント対応の情

報を、タイムリーに学内で情報共有し、インシデント発生時の初期対応である「すぐ
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やる 3 箇条」の徹底を継続して行い、情報セキュリティインシデントの予防や被害拡

大を防ぐ。 

５．４ 内部統制の充実・強化 

 〇 校長のリーダーシップのもと、学校としての迅速かつ責任ある意思決定を実現する

ため、必要に応じ機動的な会議開催を行う。 

 〇 学校運営会議その他の主要な会議や各種研修等を通じ、学校としての課題や方針の

共有化を図る。 

 〇 学校運営及び教育活動等の学校の特徴を、各種会議を通じて共有化を図る。 

 〇 法人全体の共通課題に対する学校としてのマネジメント対応に努める。 

 〇 コンプライアンス・マニュアル及びコンプライアンスに関するセルフチェックリス

トの活用や、教職員を対象とした階層別研修等により教職員のコンプライアンスの向

上に努める。 

 〇 法人本部と学校との十分な連携を図り、速やかな情報の伝達・対策などを行う。 

 〇 内部監査等で発見した課題については情報を共有し、速やかに対応を行う。 

 〇 高専相互会計内部監査を実施し、他高専と情報を共有して必要なことは速やかに改

善する。また、学内定期監査も実施し、適正な執行状況の維持に努める。 

 〇 講演会・講習会などを行い、教職員のコンプライアンス意識涵養に努める。 

 〇 平成 24 年 3 月の理事長通知「公的研究費等に関する不正使用の再発防止策の徹底に

ついて」及び「公的研究費の管理・監査のガイドライン（平成 26 年 2 月 18 日改正）」

の実施を徹底し、不適正経理を防止する。 

〇 機構の中期計画及び年度計画を踏まえて本校の年度計画を定め、本校の管理運営、

教育研究を実施する。 
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Ⅴ．自己点検評価 

Ⅴ-１．新型コロナウイルスへの対応に関する事項 

 

区分 項 目 対  応 

 

 

 

 

全 

 

学 

 

的 

 

に 

 

関 

 

す 

 

る 

 

事 

 

項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教務関係 

・学生へのメッセージを数回にわたり発信した。 

・遠隔授業について、教員向けに、説明会を 4月に、講習会を 4

月に、ＦＤを兼ねた講演会を 12 月に創造教育開発センターと

協力して開催した。 

・6月に保護者懇談会を開催し、担任の面談だけでなく、各主事

補の先生方と個人面談に対応した。 

・遠隔授業について、Teams を利用して実施したので、Teams の

整備を情報処理センターと協力して実施した。 

・学事日程を組みなおした。 

・前期終了科目に関して、後期も指導できるように本年度のみ変

更した。 

入学試験関係 

・オープンキャンパスは、9月の 1回とし、2日間に渡って開催

することで 3密を避け、マスク着用、手指の消毒等の感染症対

策をした実施となった。 

・入試説明会も 3密を避けることができるよう、ひとつの会場で

参加できる中学校に制限を設けた。 

・入試会場を、本校会場と滋賀会場の 2か所とした。入試の試験

会場の 1部屋の受検生数を 21 名までとした。 

・追試験を設定し、学力選抜の追試験を実施した。 

学生指導関係 

年度当初から、構内の手洗い場に固形石鹸を新たに設置した。

4 月に予定されていた新入生オリエンテーション合宿研修は中

止となった。また、同じく 4月に予定されていた球技大会は、一

旦延期となり、代替企画も検討されたが、結局中止となった。5

月に予定されていた舞鶴高専との交歓試合についても中止とな

った。 

学校は 6月より対面授業を一部再開したが、それに伴い、中断

していた部・同好会などの課外活動も制限付きで再開した。この

制限については、当時の情勢に合わせて年度末までに延べ 5回変

更をした。またトレーニングセンターに換気扇を設置した。 

6 月に予定されていた春季高校総体予選は中止になった。7月に

予定されていた北陸地区高専体育大会は中止となり、8月に予定
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されていた全国高専体育大会も中止となった。このように多くの

大会が中止に追い込まれていく中、代替大会や特別大会に参加す

る部活動もあった。 

9 月より対面授業が本格的に再開した。学生食堂の利用に関し

ては、学年で時間帯を区切り、また遮蔽用のアクリル板を設置し

た。学生会総会は、オンラインでの実施となった。また各種講演

会も規模を縮小し、オンラインで開催した。キャンパスプロジェ

クトは時期をずらして実施した。9月末に予定されていた体育祭

は中止となり、その代替企画として演舞披露会が 11 月に開催さ

れた。弁論大会は中止となったが、クリーン大作戦は規模を縮小

して実施された。高専祭は中止となり、その代替企画として活動

披露会が 11 月に開催された。ロボコンやプロコンなどの各種コ

ンテストはオンラインで開催された。 

学生表彰は、従来は年度内で 3回実施していたが、今年度は 2

回だけ実施し、代表者のみが表彰状を授与される形式とした。 

学寮関係 

本年度は新型コロナのため、開寮がほぼ半年遅れた（8月末開

寮）。以下の施設改善に加えて、寮生会との協働を重視し、新型

コロナ感染症予防に対応した学寮環境構築作業に従事した。な

お、これら一連の取り組みは、国立高専機構本部主催のセミナー

での発表や日本高専学会刊行の一般誌掲載を通して、全国高専に

広く情報公開した。 

 感染症対策のために実施した学寮施設改善点（主要点のみ） 

①宿日直業務従事教職員の増員（休業日等を含めて寮監は常時複

数体制） 

②食堂における各種設備（保温器具等）の増設。座席数を大幅に

減らす。供食方法の抜本的変更（バイキング形式の中止等）。 

③各棟廊下の十分な換気実施のため、窓枠等の工事を実施し、網

戸を設置  

④寮生全員に携帯パーティション（食堂や補食室等で使用）を支

給 

⑤寮監所持の携帯電話を性能の良い機種に変更（昨年度と電話番

号が変わっています） 

⑥学寮公共スペース（トイレ等）について業者定期清掃の際、消

毒も実施。 

⑦寮監室に防護服、フェイスガード、使い捨て手袋等の基本的衛

生用具の設置。 
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⑧公共スペースにおける消毒液の設置場所を大幅に増やす（洗面

所やトイレ等）。 

⑨緊急時の寮生送迎用等に使用可能な公用車を準備する。 

⑩居室を全て個室とする。 

⑪体調不良の寮生が使用する「休養室」の設定 

⑫南寮 1 階寮監室奥の和室を製図作業ルーム（図書室設置の 1

台を移動）として新設置 

キャリア支援関

係 

新型コロナウイルス感染拡大予防のため、一部行事を中止とし

たが、ほとんどの行事は実施方法を変更し実施した。 

１．現地に赴いての校外実習・インターンシップの就業体験中止

と内容変更 

 本科 4年生、専攻科 1年生対象の、現地に赴いての就業体験と

しての校外実習・インターンシップを原則中止とした。本科 4

年生は代替として企業研究を夏季休暇中実施した。専攻科 1年生

に対しては、課題解決型のオンラインインターンシップを実施し

た。受け入れ企業と保護者の同意を得られれば（保護者の承諾書

を提出）現地に赴いての就業体験としての校外実習に参加可とし

たが、希望者は 1名のみで、実施直前に企業からの希望でオンラ

インインターンシップに変更された。 

２．就職活動、大学編入試験、内定式などによる県外へ赴く場合

の注意喚起 

 感染拡大状況に合わせて、就職活動、大学編入試験、内定式な

どに赴く場合の注意喚起を行った。また、感染拡大地域へ赴く場

合は保護者等の承諾書の提出を必須とした。 

これらの情報は、キャリア支援室より学生へ直接発信した。また、

本校ホームページのキャリア教育支援関連ページにも掲載する

ことにより、特に本校の対応について企業へ周知を図った。 

３．キャリア教育関連行事のオンライン実施 

 インターンシップ事前ガイダンス（企業研究、コロナ禍におけ

る就職活動の状況について、進学対策講座）、女子学生向けの就

活マナーとメイク講習会、専攻科説明会をオンデマンド動画配信

で実施した。また、先輩講座の一部、専攻科・大学・大学院合同

説明会、就職対策講座、キャリア教育セミナー（合同企業説明会）

はオンラインライブで実施した。 

４．Web 面接対応 

 Web 面接の設備や環境を準備できない学生に対し、図書館の学
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習室（個室）、図書館の貸し出し用ＰＣを使用して、Web 面接を

受けられるようにした。数名の学生が利用した。また、就職対策

講座、キャリア教育セミナーの際にも利用された。 

研究活動関係 

例年開催している外部講師による科研費獲得のための講演会

等が中止となり、学内講師への変更や、オンラインでの開催とな

った。また、令和 3年度科研費公募要領等説明会は新型コロナウ

イルス関係で開催されなかったことから、特に新任教員の研修は

来年度以降となった。 

地域・社会貢献活

動関係 

公開講座については8月末日までの前期分15講座については、

対応が未知な部分が多く、広報に関連して 4月中に中止を決定し

たが、9月からの後期分 5講座については、9月から面接授業も

再開されることから、募集人数の制限、受付時の手指消毒、検温、

マスク着用を行い、安全確保と学びの両立を図った。出前授業に

ついては、依頼先と安全面に関して十分な打ち合わせを行い実施

した。安全性を考え、5つの公開講座で 4名、15 件の出前授業で

3名の合計7名のみの学生補助員の動員であった。令和3年度は、

状況を見ながら対応していく。 

国際交流関係 

実際に現地へと渡航して行う交流は著しく制限された一方、オ

ンラインによる交流手段が急速な発展を遂げ、今年度は本校にお

いてもリアルタイムで現地と日本をつなぐという意欲的な試み

を行うことが可能となった。オンラインでの国際交流の可能性に

開かれることで、学生の今後の英語への学習意欲や海外との交流

のモチベーションの向上を促すことができたと考える。オンライ

ン交流の可能性の模索、また派遣や受け入れ再開に備えた英語版

ホームページの充実など着実に進めることができたと考える。 

国際交流（留学

生）関係 

12 月 12 日の秋季留学生研修会について、感染対策を取りなが

ら実施した。 

施設整備関係 

本校において工事等における新型コロナウイルス感染症の感

染拡大防止対策の徹底については、「工事及び業務における新型

コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策の徹底について」（令

和 2年 4月 23 日付け高機施第 33 号）の取扱いにより、建設現場

の立地や工事内容等を十分に踏まえ、工事現場におけるクラスタ

ー感染の発生リスクの状況を回避するとともに、本校教職員等の

感染を防止するように努めた。 

管理運営関係 
令和元年度においては、危機対策本部会議を 4回開催し、新型

コロナウイルス感染症に関する対応を協議した。主な内容は、3
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月末までのイベントに関しては、進路説明会及びオーストアリア

研修旅行の中止、合格者説明会及び卒業式の対応、並びにコロナ

ウイルスによる臨時休校措置への対応。また、4月以降のイベン

ト等については、授業のほか、クラブ活動、入学式などの在り方

について協議を行った。引き続き、令和 2年度においても、危機

対策本部会議を 9回開催し、イベント等の在り方、会議会場の変

更、遠隔授業の実施、面接授業開始のための検討、学寮の対応、

授業再開後に感染者、濃厚接触者が出た場合の対応などについて

協議し、その都度、学生や教職員に対してコロナ対応に関する学

校の方針をメールやＨＰを通じて通知した。 

 また、校長から、令和 2年 6月 24 日開催の学校運営会議にて、

本校の基金が福井高専創立 50 周年記念事業として募金を行い設

けられたものであるが、今般の新型コロナウイルス感染症によ

り、本校学生においても経済的困窮の状況があるため、学生支援

のために受け入れた寄附金についても本基金にて運用が可能に

なるよう基金取扱規則を改正することが提案され了承された。さ

らに、ふるさと納税を活用した「福井高専 新型コロナウイルス

学生支援事業」の事業を実施することについての協力依頼があり

了承された。令和 2年 6月 24 日開催の教員会議においても、校

長から同事業への協力依頼があった。結果、集まった寄付額１，

４９５千円を活用し、本基金と併せて、①経済的困窮学生への奨

学金として 310 千円を 42 名に支給したほか、②学内施設の感染

対策（足踏み式除菌スタンドの設置、換気のための大型工場扇の

設置、総合情報処理センター透明アクリルボードの設置、物質工

学科新棟及び第二体育館のトイレ手洗いの水栓の自動化）に

1,238,490 円を使用した。 

財務関係 特記事項無し 

 

 

 

 

 

 

 

 

機械工学科 

前期の 13 週分は基本的にオンライン授業となったが，オンラ

インでの実施が困難な実習、演習、製図などの科目は、9 月 25

日から 10 月 8 日の集中面接授業期間中に集中して面接授業を実

施した。対象となった科目は、5年の「卒業研究」、「ＣＡＤ・Ｃ

ＡＥ」、4年の「知能機械演習」、「機械設計製図Ⅱ」、3年の「機

械工作実習Ⅱ」、「機械設計製図Ⅰ」、2 年の「機械工作実習Ⅰ」、

「機械製図」、1年の「専門基礎Ⅰ（製図）」である。 

また、5年前期の「機械工学実験Ⅱ」は 1テーマ 3週で実験を行
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うが、そのうちの 2週分は週 1回の登校日も面接授業で実験を実

施し、残りの 1週分はオンラインでの報告書指導とした。 

1 年前期の「専門基礎Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」では、オンライン授業の課

題の未提出が目立ったため、粘り強く何度も繰り返し指導した。

各科目の担当者と学生との間のコミュニケーションや課題の出

題・提出などでは、Teams、Forms および Moodle などのオンライ

ンツールを利用して対応した。 

1 年後期のものづくり科学は対面授業で実施したが、グループ

ワークを行う授業であり、授業時間外に自主的な活動を行うこと

がある。このため、自宅等でもグループワークを継続できるよう

に Teamsｓを導入したところ、授業時間以外でもグループ内の学

生同士の議論や Office の共同編集作業を行っている様子が見受

けられた。オンラインツールの導入によって学生の学習意欲を向

上させる可能性があり、今後、有効な活用方法を検討していきた

い。 

電気電子工学科 

遠隔授業対応のため、4 月に学科内での Teams および Moodle

の勉強会を実施した。併せて、教室会議を Teams 会議にて実施す

ることで学科内の情報共有を図った。 

学生の学習を止めないために 5 月から遠隔授業を実施し、

Teams や Moodle などの ICT 技術を用いたて、教育の高度化を進

めた。 

遠隔授業実施時に、学生に対して Teams や OfficeLens などの

使用方法などの情報を学生に伝えた。 

遠隔授業の実施に伴い、各授業において PowerPoint を用いた

動画教材を作成し、繰り返し学習できる教材を用意した。 

 一部登校可能になった 6月から分散して実験を実施した。その

際、手指の消毒や室内の換気に努めるとともに、実験の説明など

は用意した動画教材を用いることで、短時間での実施が可能とな

るよう工夫した。一方、登校できない遠方の学生に対しては 9

月の集中学習期間に実施した。 

前期の遠隔学習期間における学生の様子を確認するために、学

級担任が中心となりオンラインでのミーティングや登校時の面

談などを行った。 

情報処理Ⅱの授業では、Arduino を用いた組み込みプログラミ

ング学習の内容をWeb上の回路シミュレータTinkerCADを用いて

実施した。 
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計測工学の授業では、学生の理解度を確認するためのオンライ

ン・テストを実施するなど学習状況の把握に努めた。 

卒業研究においても Teams を利用して定期的に指導教員との

ミーティングを行い、一部登校が可能になってからは、必要な実

験装置類を貸し出すことで卒業研究を進められるように配慮し

た。 

今年度から開講した情報通信工学Ⅱでは、講師が東京在住のた

め来校しての講義と遠隔での講義のハイブリッド型の授業を実

施した。 

 ＰＣを所持しない学生に対しては、遠隔授業期間において学科

ＰＣの貸与を行い、新規購入者に対してはＰＣの仕様等について

の説明を担任から行った。 

電子情報工学科 

電子情報工学科の前期講義はオンデマンドまたはライブ配信

にて対応した。実験に関しても前期、後期の分担を見直したり、

家庭でもできるテーマ、実験装置を準備したりして行った。よっ

て、9月の対面授業期間においても、学生の学習に対する理解の

確認と試験前の補修を実施した。前期実験実習に関しては、簡単

な基礎実験については教員が行った実験を録画しオンデマンド

配信した。そして 9月の対面授業期間中に特に重要なテーマに絞

り実施した。 

物質工学科 

 物質工学科の前期講義はオンデマンドまたはライブ配信にて

対応した。なお、9月の対面授業期間を利用して、学生の学習に

対する理解の確認と試験前の補修を実施した。前期実験実習に関

しては、簡単な基礎実験については教員が行った実験を録画しオ

ンデマンド配信した。そして 9月の対面授業期間中に特に重要な

テーマに絞り実施した。 

 キャンパスプログラムに 3C 学生が共同して、京都大学宮沢氏

による「コロナ 100 分の 1作戦」の導入（コロナ予防キャンペー

ン）を実施した。 

環境都市工学科 

遠隔授業の実施が決定した 4月以降，教員と技術職員とで授業

方法に関する勉強会や練習会を実施した。特に実験実習について

は技術職員の支援による動画撮影を行い，オンデマンド学習教材

を作成した． 

一般科目教室 

（物理科） 

・対面での実験が難しくなったため、各担当教員で実験を工夫し

て行った。たとえば、オンラインでも学生が参加可能な実験とし
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て、振り子による重力加速度の測定、音の周波数と可聴範囲の関

係検証を行った。また、教卓実験（回折格子等）の数も例年より

増やした。 

（数学科・応用数学科） 

試験前の学生の不安を軽減するため、オンラインによる学習会

で質疑応答を行った。試験の結果から、対面授業開始直後の 9

月に補習やオンライン学習会を行い、学習習慣の定着に努めた。

10 月以降も基礎学力定着のための補習を実施した。補習には、

数学科・応用数学科教員だけではなく、本科 4、5年生、専攻科

学生のＴＡ（Teaching Assistant）を活用した。令和２年度は、

遠隔授業実施期間中はオンライン学習会を（2回）を、対面授業

開始後はオンライン学習会を 4回、対面式の補習を 12 回実施し

た。 

令和元年度までに蓄積していたＩＣＴ活用教材を活用しつつ、

新たにＩＣＴを活用した授業動画を作成することにより遠隔授

業を実施し、コロナ禍であっても基礎学力の定着と学生による主

体的学びを実行した。 

（保健体育科） 

体育理論（1～3 年生）、武道（1 年生）、保健（1 年生）、生活

習慣病（4 年生）についてオンデマンド型のコンテンツ

（Microsoft Stream）を用意し、それらの受講と理解度を確認す

るための確認テスト（Microsoft Forms）を実施した。さらに、

身体活動量レポート課題についてもオンデマンド型コンテンツ

の視聴によって課題作成方法を理解させ、一週間分の身体活動量

の集計・計算とそれに基づく考察を記述させてオンラインで提出

させた（Forms のファイルアップロード機能）。身体運動や実技

が困難なコロナ禍の状況下で身体運動量レポートは日頃の自己

の運動習慣をふりかえる機会を与えるとともに、運動不足解消の

ために自宅やその周辺でも行える身体活動を意識させた。 

（国語科） 

 前期は新型コロナウイルス感染拡大予防のために遠隔授業と

なったため、全学年とも主にオンデマンド及び Forms にて授業を

実施した。毎回の授業で課題を課し、フィードバックすることに

より各単元についての学生の定着度を確認した。9月の集中授業

では前期の復習を徹底し、前期期末試験に対応できるよう丁寧に

解説、指導した。 
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（社会科） 

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、オンラインで

講義、グループ講読などの授業や、「工学倫理」のワーキンググ

ループをオンラインで行った。授業に関しては、講義形式やグル

ープ講読形式などの授業形態をオンラインで試み、昨年度同様の

成果を上げた。また、ごく小規模で、オンライン会議システムを

利用した他高専の社会科の教員とのＦＤ（本校のケースメソッド

式の班別討議授業への他高専の社会科の教員の参加や、他高専開

催の哲学カフェへの本校教員や学生の参加）を実施した。 

（英語科） 

・オンライン会議システムを利用した海外教育機関との交流の実

施 

本年は現地を行き来する国際交流は著しく制限されたが、それ

を補う試みとしてオンライン会議システムを利用した交流会（オ

ンラインイングリッシュ・カフェ）を実施した。多くの学生、教

職員が参加し、闊達な議論を行う姿が見られた。 

・福井高専の学生の実態に合わせたオンラインＴＯＥＩＣ対策講

座の整備・斡旋。 

（留学生対応） 

 コロナ感染拡大の影響で、入国できなかった留学生もいて、留

学生対象の各科目においては、Teams を用いたオンライン授業も

行なった。チャット機能などを用いて学生とのコミュニケーショ

ンをとり、留学生の不安解消を図った。 

専攻科 

１ 授業 

 遠隔授業、実技を伴う科目を中心とした 6 月からの制限登校

は、専攻科も本科と同じ取り扱いとした。遠隔授業の実施にあた

ってはネットワークを活用し、教育効果を上げるべく個々の教員

が工夫し取り組んだ。前期「創造デザイン演習」の授業では、「デ

ザコンに参加しよう」のテーマのもとアイテムの提案を行った

が、上述の措置により 3D プリンタでのものづくりが必要なデザ

インコンペティションＡＭ部門へのエントリーまでは困難を極

めた。遠隔指導を軸に取り組みを行い、応募の結果 1チームがデ

ザインコンペティションＡＭデザイン部門の予選を通過し、本選

に参加することができた。後期「創造デザイン演習」の授業では、

「地域の課題を解決する」のテーマのもと「農工連携」「防災・

減災」に関して企業・自治体から課題を頂き、あるいは学生自ら
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課題を発見し、関係教員や各企業、自治体の方からのアドバイス

をもとに解決策を提案した。例年であれば企業・自治体での現場

見学からスタートするこの PBL 教育も、今年度はコロナ禍のため

現場見学を見合わせることとなったが、地元企業や自治体のご協

力により、例年通り解決策に関する相互フィードバックを盛り込

むことができた。 

２ インターンシップ 

 専攻科生を対象とした、インターンシップに関する意識調査を

4月に行った。その結果、4分の 3弱の専攻科生が従来型の「企

業へ赴いてのインターンシップ」に不安を抱えていることが分か

った。文部科学省「インターンシップの推進に当たっての基本的

考え方」によれば、大学等におけるインターンシップとは「就業

体験をする制度」とされており、企業や自治体が直接関与しない

課題への取り組みは就業体験とは言い難い。また、1年次に実施

しているインターンシップを 2年次に先送りすることは、特別研

究を圧迫することになり望ましくない。近隣（第 3ブロック）高

専専攻科長と情報交換を行いつつ、本校では「遠隔就業体験」の

実施を決めた。実施方法の策定、インターンシップに関する規則

改正、企業・自治体への協力依頼を経て学生に周知し、遠隔就業

体験を実施することができた。具体的には次の通りである。地元

を中心に 13 の企業・自治体から、企業や自治体で問題となって

いる具体的課題を頂き、学生がそれらに対する第一次解決案を示

し企業・自治体へ提案した。それら全ての提案に対し企業・自治

体から問題点をご指摘頂き、これを専攻科生へフィードバックし

た。専攻科生は指摘を基に、更に案を練り直し最終解決案を企

業・自治体へ報告した。これら全てを直接企業・自治体へ赴くこ

となく遠隔で実施した。実施後に専攻科生を対象に採った授業ア

ンケートでは、総合評価が 85.9 ポイントと概ね好評であった。

３ 外部発表 

 本校専攻科修了要件に係る研究の外部発表は、例年テクノフェ

アでの会場発表としてきたが、今年度は主催者判断によりオンラ

イン開催となった。そこで専攻科生は口頭発表用の動画を作成

し、発表および質疑応答をネットワーク経由で行った。学生の安

全を考え、質疑応答はコメント形式とし、専攻科委員経由でやり

取りを行った。 

４ 海外派遣 
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専攻科生の海外派遣事業については、コロナ禍により実施を見合

わせた。 

５ 大学院訪問 

 福井大学大学院と北陸先端科学技術大学院大学には 6 月に研

究室訪問を継続して実施してきたが、今年度はコロナ禍のため訪

問先都合により中止を余儀なくされた。 
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学生相談室・保健

室 

前期はオンライン学習となり投稿しての授業が行われなかっ

たため、カウンセラー業務の時間帯を短縮した。後期は、相談室、

保健室にアクリル板やビニールカーテンなどを設置し感染防止

に努めた。また、保健室に非接触式体温計を常備するなど学生の

来室に細心の注意を払った。 

 在宅学習期間中の学生ケアとして、前期の 5月に担任宛のクラ

ス状況アンケート調査、6月に全学生向けのメンタルヘルスアン

ケート調査を行い、学生の心理状態の把握に努めた。また、学内

ＳＮＳを活用し、学校内の様子を伝え、飼育小動物の近況の報告

を行った。学内ＳＮＳは試験的な運用であったが、記事ごとに

100 名前後のアクセスがみられ、一定の効果があったものと思わ

れる。 

図書館 

 図書館を利用する際に、入口に設置してある消毒液で手指を消

毒し、マスク着用の上、入館してもらうこととした。マスクを忘

れた人には、入口でチャイムを押してもらい、マスクを渡してい

る。 

 個室となるアクティビティルームやスペースの狭いオーディ

オルームは残念ながら利用制限をかけたが、閲覧席は椅子の数を

減らし利用できるようにした。 

またデスクトップのＰＣコーナーでは隣同士の間隔を開け、向

かい合うＰＣにはアクリルパーティションを設置し、使用できる

台数を確保した。さらにＰＣの使用後には学生に各自備え付けの

ペーパータオルと消毒液でキーボードやマウスを拭いてもらう

ようにした。館内の換気扇を常時作動させるとともに、入口の自

動ドアを開放し換気に気をつけた。 

 返却された資料はカウンターで消毒後、棚に返却することとし

た。 

創造教育開発セ

ンター 

・前期遠隔授業を実施するため、「遠隔授業の説明会」（4 月 23

日）、「Office 365 を使った遠隔授業の講習会」（5月 1日）を実

施した。また後期には「Zoom の使い方講習会」（10 月 8 日）を実
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施した。 

・11 月 25 日（水）にＦＤ講演会として、遠隔授業での教材作成

や動画作成方法などの工夫した点などを 3 名の教員に講演して

頂いた。 

総合情報処理セ

ンター 

遠隔教育環境を提供するためにMicrosoft 365の利用が活発と

なり、前期はセンターでもクラス用 Teams の環境整備や利用講習

会の協力を行った。後期は利用者の感染防止のため、第 1演習室,

第 3演習室に飛沫防止パネルの設置に加え、演習室にアルコール

除菌スプレーなどを設置した。17 時以降の時間外利用を停止し

た。しかし、授業時間が 10 時に変更になり 4限目終了が 17 時に

なったことから、演習室の時間外利用が求められた。この対応と

して月曜、火曜、金曜については 18 時までを開室とし、センタ

ースタッフが輪番で演習室の巡回や閉室などの対応を行った。 

地域連携テクノ

センター 

地域連携アカデミア役員会を書面開催とし、総会は時期をずら

して開催した。北陸技術交流テクノフェア 2020、ふくいＩＴフ

ォーラム 2020、ふくい知財フォーラムについては Web 開催とな

ったが、例年通り担当部署と連携して Web 出展し、越前市ロボッ

トコンテストは規模を縮小して開催した。防災グッズ工作教室、

越前ものづくりフェスタ、さばえものづくり博覧会については中

止となった。広報誌 JOINT の発行、高専カフェ、マグネットコン

テスト、JOINT フォーラムについては、関係者の尽力により予定

通り実施した。 

教育研究支援セ

ンター 

今年度は新型コロナウイルスの感染が拡大した。特に年度前半

は講義がすべてオンラインとなるなど学生が登校できない日々

が続き、これに伴い当センターとしても大きな影響を受けた。特

に学生の実験実習関連ではスケジュール調整や実施のフォロー

が日々必要となった。また、当センター職員にかかる学外研修や

公開講座などの実施も極めて制限の多い状況とならざるを得な

かった。とは申せ、当センターとしては技術職員全員の安全・安

心を最優先にしながら関係業務の遂行に全力を注いだ。 

 

 

 

 

 

 

教育システム推

進委員会 
特記事項無し 

情報セキュリテ

ィ推進委員会 
特記事項無し 

ＪＡＢＥＥ委員

会 

本年度の専攻科修了生は JABEE 修了生となるため、「環境生産

システム工学」プログラムの全ての達成を満たすことに関し新型
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委 

 

員 

 

会 

 

に 

 

関 

 

す 

 

る 

 

事 

 

項 

 

コロナウイルスの影響が出ないよう配慮されたしと専攻科委員

会委員長に依頼した。 

遺伝子組換え実

験安全委員会 

三密を避けるべく委員会は全てメール審議で行ったが、支障は

生じなかった。 

知的財産教育委

員会 

本科 5年必修科目である「法学」１コマ（90 分）での特許法・

著作権法等についての講義について、前期に実施予定であった機

械工学科、物質工学科、環境都市工学科については中止とした。

「JOINT フォーラム」における知的財産関連のポスター発表（試

作品展示）、専攻科１年生を対象とした特許検索競技大会スチュ

ーデントコースについては、関係者の尽力により予定通り実施し

た。 

ネットワーク委

員会 
特記事項無し 

安全衛生委員会 

コロナ対策に関しては、大綱は危機対策本部が決定し、各所管

に役割を振り分けている。安全衛生委員会としては、テレワーク、

時差出勤等を適宜実施し、密を避ける工夫を行うと同時に、消毒

薬が不足した時期にはテレワークの教職員に２回の無償配布を

行った。また、マスク等についても職場に常備し、購入できなか

った場合の対策を行った。 

 健康に異常が生じた場合の連絡体制を人事に一本化し、危機管

理本部にフィードバックを行う事で、情報の混乱が起こらないよ

うな措置を講じた。また、出張命令書などを受理する際はその妥

当性を統一して判断できるようにした。 

 これらの対策を行ってきたが、幸いなことに学生を含め本校教

職員に罹患者は発生していない。 
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Ⅴ-２．全学的に関する事項 

 

○ 教務・入学試験関係 

 

１．教務関係について 

１－１ 達成度評価 

今年度の達成度評価：Ｂ 

（達成度評価の理由） 

本年度の原級留置者数は、全学年で 26 名（内 2 名休学者）であった。原級留置率や不

進級率は昨年度と比較して低い数字となったが、年度末の退学者に進級出来た者が 3名含

まれている、ここに本校が抱える本質的問題が隠れていると考える。教育の質の保証の一

環として、今年度は、ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーを改定し、コロナ

禍にあって遠隔授業を積極的に展開した。その他、様々なことに取り組んだが、ポートフ

ォリオ教育を見直すこと、教員のＦＤを体系化することなどが実施出来ず、課題を残した。

このため、達成度評価はＢと判断する。 

 

１－２ 現状 

 近年、社会から、高専教育の質の保証が求められている。このことは、本校においても

例外ではなく、高専教育の質の保証について、教務関係方面からどのような方策に努めて

いるのかを重要なものについてだけ説明する。 

 

〇令和２年進級認定の状況 

 令和２年度の原級留置者の人数は、１学年：6 名、２学年：6 名、３学年：6 名、４学年：

6名、５年生 1名である。表１は、6年間の進級認定の際の総括表である。表より、今年度

は、１～４学年全体で原級留置率は 2.9％、休学者 2名であり、不進級率は 3.1％となって

いることがわかる。今年度は、進級出来ていたにもかかわらず、退学をする学生が低学年

において３名見られた。理由は「進路変更のため」であり、高専の授業に興味が持てない、

専門科目が思った以上に難しい、レポートや課題が提出できない、などという理由で、高

専の学びから逃走する学生が存在していることが伺え、本校の本質的な問題であると考え

ている。 

 

〇仮進級について 

 表２に仮進級者数と仮進級解除者数を過去 5 年間について示す。休退学者数を除いた仮

進級解除率は、H28:85.5%、H29:81.7%、H30:82.6%、R1:88.6%、R2:88.7％と推移しており、

本年度、表１で示したように原級留置率がこの 6 年で一番低い数字となったのは、仮進級

者が少なくなったことと仮進級解除率が高くなったためと思われる。 
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表１ 進級認定の総括表 

年度 現員 休学 原級留置 仮進級 進級（含仮） 原級留置率 不進級率 

R2 801 2 23 48 776 2.9% 3.1% 

R1 815 18 33 69 764 4.0% 6.3% 

H30 829   6 62 124 761 7.5% 8.2% 

H29 836 17 46 105 773 5.5% 7.5% 

H28 822 10 45 113 767 5.5% 6.7% 

H27 814   2 40 107 772 4.9% 5.2% 

 

            表２ 仮進級者数について 

年度 仮進級者数 仮進級解除者数 休退学者数  

（仮進級者内）

R2  74  63  3 

R1 133 109 10 

H30 113 90    4 

H29 125 94 10 

H28 116 94    6 

 

 これらのことを踏まえて、物理科、数学科では、成績不振の学生への補習を行った。数

学では学生ＴＡを参加させた補習である。また、課題が自宅では出来ない学生を集めて学

習会を開催した学年、学科があった。これらの教員による努力が、原級留置者数と仮進級

者数の減少に繋がっていると考えられる。 

３主事と各学年主任の先生との懇談会も継続的に開催し、教員間の情報交換を頻繁に行

った。また、授業点検シートに授業アンケート結果を反映した項目を設け、成績資料を用

いた授業改善に繋がるような仕組みとし、教員のＦＤ活動を助けるものと考えている。卒

業時アンケートについても、本年度も卒業時に実施した。また、新入生アンケートを例年

通り実施した。 

 学生のリテラシー、コンピテンシーを測定するためのＰＲＯＧテストを３、４年生の学

生に行った。来年度も実施予定である。 

 サイバーセキュリティ教育および工学倫理の計画についてワーキンググループを立ち上

げ、内容の検討を行った。 

 

１－３ 点検・評価 

本年度の原級留置者の人数は、全学年で 26 名（内 2名休学者）であった。原級留置率や

不進級率は昨年度と比較して低い数字となったが、年度末の退学者に進級出来た者が３名
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含まれている、ここに本校が抱える本質的問題が隠れていると考える。教育の質の保証の

一環として、今年度はディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーを改定し、コロナ

禍にあって遠隔授業を積極的に展開した。その他、様々なことに取り組んだが、ポートフ

ォリオ教育を見直すこと、教員のＦＤを体系化することが出来なかったことなど、課題を

多数残した。このため、達成度評価はＢと判断する。 

 

１－４ 改善課題・方策 

 本年度の学生たちは、コロナ禍での学習を強いられているため、次年度以降の授業の実

施や学生指導のやり方に工夫が必要であり、今後も謙虚な姿勢で努力を続けていく必要が

ある。高専教育の質保証のため、次年度は、主として次のことに取り組む。 

〇ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーの改訂を行ったため、次は科目アセス

メントに取り組む。教育の質保証は、教員の質保証であるため、教員ＦＤの体系化を創

造教育開発センターとともに取り組む。 

〇学習支援室を立ち上げ、補習や学習会等に組織的に対応していく。 

〇ポートフォリオ教育について検討し、達成度シートを改善、その内容を発展させ、電子

データ化を検討する。 

〇「学生情報の集約および共有の実施」の検討を行い、ポートフォリオ教育、データに裏

付けされた学生教育に結び付けることを模索する。 

〇情報基礎の共通化の導入の検討と、数理・データサイエンス科目の導入のための教育課

程の検討を行う。 

いずれにしても、教員がこのようなことに取り組むことを評価するという、トップから

の明確なメッセージが必要である。 

 

２．入学試験関係について 

２－１ 達成度評価 

今年度の達成度評価：Ｂ 

（達成度評価の理由） 

学校全体の入試倍率が 1.33 倍であり、昨年度の 1.36 倍を若干下回った。さらに機械工

学科と電気電子工学科の 2学科で定員割れとなった。コロナ禍のためにオープンキャンパ

スを年１回としたにも関わらず、入試倍率への直接の影響は少なかったと考えられる。ま

た、私立高校専願合格が原因で 6名の受検辞退者があるなど、私立高校対策に工夫が必要

なこと、学科への応募人数の凸凹を出来るだけなくすような中学生に対する説明が必要で

あり、今後に大きな課題を残している。このため、達成度評価はＢと判断する。 

  

入学試験および入試広報について取り組んだ主なものについて説明をする。 
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〇入試広報活動 

県下全中学校及び滋賀県・石川県の中学校 115 校を訪問し、現状を説明することによっ

て、中学校教員の高専に対する理解度とプレゼンスの向上に努めた。 

また、本校ＨＰには学校紹介の動画を配信し、カレッジガイドなどの広報を通じて本校

の各種イベントを紹介、社会に向けての広報活動に努めたとともに、福井県内新聞等を通

じての広報活動を行った。 

オープンキャンパスは、コロナ禍のため、各学科の説明を順に見学して回るキャンパス

ツアーを 9 月に 2 日間で開催した。本校学生のプレゼンテーションを通じて、中学生に福

井高専の教育の特長と良さを知ってもらった。キャンパスツアーでは中学生 393 名（男子：

290 名、女子：103 名）が参加した。保護者には、入試相談コーナーを例年よりも充実させ、

対応した。10 月から 11 月にかけて福井県及び滋賀県各地で入試説明会を開催した。休日に

も開催し、中学生 245 名、保護者 264 名、教員 62 名（塾講師数 4 名を含む）が参加した。

さらには中学校で開催される高校説明会に 11 校参加し、本校のＰＲに努めた。 

 

〇入学者志願者の状況 

 令和３年度入学生の選抜試験結果を含めて、過去 5 年間の入学志願者の状況を表３に示

す。なお、合格者には第２希望、第３希望による合格者を含んでいる。また、令和３年度

の場合は、6名の受検辞退者があり、これらの理由は私立専願合格のためであった。 

 表３から、今年度の志願者数は昨年度から 6名減少し倍率が 1.33 倍となった。学科ごと

に増減をみると、物質工学科の志願者が急増している。環境都市工学科は昨年度よりも男

子の志願者が増え、推薦選抜の志願者が増加したことが特徴である。機械工学科と電気電

子工学科は、定員割れをしており、特に機械工学科は女子中学生の応募が少なかった影響

があると考えられる。 

 さらに、今年度は、コロナ禍のために、推薦選抜、学力選抜ともに追試験の実施方法を

考案し、学力選抜の際には、追試験を実施した。 

 また、初年度教育の一環として、新入生に対する推薦図書、学生生活アンケート（入学

前アンケート）を今年度も実施した。 

 

表３ 過去５年間の入試倍率の推移 

年度 学 科 

(募集人

員) 

機 械 

(40) 

電 気 電 子

(40) 

電 子 情 報

(40) 

物 質 

(40) 

環 境 都 市

(40) 

   計 

(200) 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 計 

R3 志願者数 33 1 29 8 55 10 46 24 41 19 204 62 266

合格者数 36 5 32 9 34 7 27 14 28 14 157 49 206

倍率 0.85 0.93 1.63 1.75 1.50 1.33 

R2 志願者数 56 3 35 5 65 14 16 17 48 13 220 52 272
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合格者数 38 2 36 5 32 9 23 17 30 10 159 43 202

倍率 1.48 1.00 1.98 0.83 1.53 1.36 

H31 志願者数 31 2 53 3 67 3 30 20 38 15 219 43 262

合格者数 39 2 39 2 39 2 24 16 28 13 169 35 204

倍率 0.83 1.40 1.75 1.25 1.33 1.31 

H30 志願者数 69 5 51 4 56 7 30 23 52 21 258 60 318

合格者数 38 3 37 4 46 5 21 20 28 13 160 45 205

倍率 1.85 1.38 1.60 1.30 1.83 1.59 

H29 志願者数 44 5 38 4 59 5 22 19 43 22 206 55 261

合格者数 38 3 37 4 38 3 26 15 23 18 162 43 205

倍率 1.23 1.05 1.60 1.03 1.63 1.31 

 

２－３ 点検・評価 

学校全体の入試倍率が 1.33 倍であり、昨年度の 1.36 倍を若干下回った。さらに機械工

学科と電気電子工学科の２学科で定員割れとなった。コロナ禍のために、オープンキャン

パスを年１回としたにも関わらず、入試倍率への直接の影響は少なかったと考えられる。

また、私立高校専願合格を理由に 6 名の受検辞退者があるなど、私立高校対策に工夫が必

要なこと、学科への応募人数の凸凹を出来るだけなくすような中学生への説明が必要であ

り、今後に大きな課題を残している。このため、達成度評価はＢと判断する。 

 

２－４ 改善課題・方策 

 入学生の質を向上させるために、次年度は、以下のことに主として取り組む。 

〇私立専願による受検辞退者数の増加、県立高校入試日の前倒しに対して対応する入試方

法を検討する。 

〇中学校３年生の人口減少（R3:7110 名、R8：6929 名、R13：5831 名）に対応するような多

様な入学生を受け入れる入試方法を考案し、実施する計画を策定する。 

〇入試広報の改善、特に中学生・保護者にとって学科の特徴がわかりやすく説明できるよ

う工夫する。 
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○ 学生指導関係 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ｂ 

（達成度評価の理由） 

２.現状において記載したとおり、課外活動における教職員の負担軽減を図る制度を運

用した。また、ボランティアやキャンパスプロジェクト等学生の自主的な活動の機会を作

り活発な活動を行えるよう環境整備を継続して行った。学習障害のある学生へのケアを行

う第２学生相談室も活用を続けている。財政面で不安を抱える学生に向け奨学金・授業料

減免・修学支援制度等に関する情報伝達をきめ細かく行った。 

ロボコンやプロコン、デザコンについては、オンラインで開催され、出場することがで

きた。 

しかしながら、高専体育大会や高体連関連の大会など、コロナ禍の影響で中止となった

大会やコンテストも多く、また救急救命講習会も実施できなかった。学生の活動において

不十分な面があったことは否めない。 

このため、達成度評価はＢと判断する。 

 

２．現状 

２－１ 基本方針 

福井高専の教育の目的は、個性を尊重しつつ社会にも通用する知育・徳育・体育のバ

ランスのとれた人間になることを学生に教授することにある。この目的を達成するた

めの本校の学生指導に関する基本方針は、 

① 毎日、規則正しい生活を送ること 

② よき学生としてのマナー（社会規範）を身につけること 

③ 自ら考え、自ら進んで学ぶ姿勢を示し、真摯な態度で学業に取り組むこと 

④ 文化・芸術・スポーツに親しみ教養を高めること 

⑤ 自身の将来像を描き、その実現のために計画的に実行すること 

の５つである。これは本校開校以来の学生への指導方針を明文化したものであり、こ

の基本方針に沿って本校の学生指導が行われている。 

 

２－２ 学生支援 

福井高専では、教育システム及び学生指導の根幹となる担任制度を本科 5年間におい

て設けている。本科の 5 年間は 15 歳から 20 歳以上の幅広い年齢の若者が対象となる

が、本校では新入生から学生と呼び、15 歳の１年生であっても自立（自律）した責任

ある行動をとるよう指導している。入学時から卒業に至るまで担任によるきめ細やか

な一貫性のある教育・指導を行い、学生が社会に通用する人間となるよう努めている。
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この担任を中心とした指導体制が、福井高専卒業生が社会から高い評価を受け、高い

求人倍率を誇っている大きな理由の一つであり、今後も継続し充実させていくことが

大切であると考える。 

担任の業務は多岐にわたる。例えば、学生生活全般の指導（友人関係、生活・行動の

把握、欠課・欠席の点検、各種届け出の指導等）、学業成績・悩み・進路・友人関係

等についての個別相談、さらに学年に応じた学校行事の指導・企画・引率等がある。

また、全学年で保護者懇談会（場合によっては三者面談）を実施しており、学生を取

り巻く環境（保護者等）との連携を密に図ることも担任の重要な業務のひとつである。

クラス担任は、1、2年を一般科目教室教員、3～5年を各専門学科の教員が担当し、担

任補佐（3 年の担任補佐は一般科目教室教員、1，2，4，5 年の担任補佐は専門学科教

員）がそれを支援する。危機管理として、常に担任と担任補佐及び学科長・教室主任

が学生に関する情報共有を図るよう努めている。加えて、担任はキャリア支援室及び

第２学生相談室と連携しながらキャリア教育を行っており、各学年の横の連携を強く

するために学年主任を学年会の中に置いている。 

担任のスキルアップを図るため、各種研修会に教員を派遣していたが、令和２年度は

中堅教員研修や東海・北陸・近畿地区高等専門学校学生指導力向上研修会（クラス経

営・担任指導関係）が、コロナ禍の影響で中止となった。 

また、今年度はコロナ禍の影響で、8 月末までオンライン授業を実施し、9 月以降対

面授業を行った。そのため、今年度は学生生活を充実させるための講演会は、すべて

10 月以降に行った。講演会は 3年生以下に対して延べ 5回行った。 

 

表１ 学生を対象とした講演会 

対象学年 講 演 の 内 容 な ど 日 程 

１年生 
ネット利用に関する講演会 12 月 17 日 

ひまわり教室 1 月 28 日 

２年生 ネット利用に関する講演会 10 月 29 日 

３年生 
明るい選挙出前塾 11 月 12 日 

交通講話 1 月 14 日 

 

多感な青年期にあたる学生の人格形成に大きな影響を与えるものが部・同好会を中

心とした課外活動である。将来技術者として健康的に活動し、リーダーシップや協調

性、コミュニケーション能力を習得するためにも課外活動は重要な役割を担う。高専

では、他の教育機関と比べて５年間じっくりと課外活動に打ち込むことができる利点

があり、これを活かして本校では体育系・文化系（ものづくり系も含む）の多数の部・

同好会が活動している。 

一方、学生及び教職員の休日の確保及び活動する学生の技術力向上に資するため、
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指導教員の他に専門的技術指導を行うことができる「コーチ」を任用できる体制を平

成 28 年度に整備し、平成 29 年度から適用している。また、更なる教員負担軽減策と

して「課外活動指導員」及び「指導教員Ｂ」を配置する制度を令和元年度に策定し、

令和 2 年度から運用している。令和 2 年度では、課外活動指導員は 2 名、外部コーチ

が 8名、指導教員Ｂは延べ 11 名であった。 

学生の活動（部・同好会活動、学生会活動等）に関する経費の取り扱いについては、

これらを「預り金」として管理する規則を平成 28 年度に整備し、平成 29 年度から適

用した。この他、より充実した指導体制及び新たな管理体制の整備に向けて、継続的

に議論を進めている。課外活動の安全管理の一環として、クラブ活動の安全管理を主

とした指導マニュアルを再整備した。これまでのマニュアルは体育会系クラブ活動に

限定された内容であったが、平成 29 年度中に文科系クラブ活動にも適用できる内容と

した。同マニュアルの中では、週１回の休養日の設定及び月間に複数日の土日の休養

日を設けることを定めた。 

今年度はコロナ禍の影響で、学生と教職員を対象に救急救命講習会を実施できなか

った。表２に過去 5年間の同講習会参加者学生数を示す。 

 

表２ 救急救命講習会参加学生数（５年間） 

年 度 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ元 

人 数 ５０ ５５ ６０ ５１ 実施せず

 

本校には在学生全員によって構成される学生会があり、学生会役員が中心となり、体

育祭、高専祭、弁論大会、球技大会、結団式、クラブ紹介等の学校行事やクリーン大

作戦、献血等のボランティア活動などを自主的に企画・運営している。ここでは学生

会役員会及び課外活動予算の決定を行う学生総会等が運営機関として設けられ、広報

活動として昼休み時における学生会からの校内放送（平成 25 年度より）や学生会誌「青

塔」の発行を行っている。学生会の活動に参加することにより、協調性、自主性、リ

ーダーシップや企画力などが育成されることから、課外活動と同様に学生会活動も学

生が成長するための重要な役割を果たすと考えている。ただし、今年度においては、

体育祭、高専祭、弁論大会、球技大会は開催されず、結団式も北陸地区高専体育大会

が中止となったために開催されなかった。体育祭と高専祭については、その代替企画

として「演舞披露会」と「活動披露会」がともに 11 月に開催された。またクラブ紹介

も事前に撮影した紹介動画を活用するなどして実施した。さらに今年度は、学生総会

もオンラインで実施した。 

なお、従来高専祭の会計は学生会とは別の通帳で管理しており毎年の決算時に多大な

労力を要していたため、令和元年度からは学生会会計と一本化し学生会役員が学生会

の収支の全体を把握できるようにした。これにより決算作業が効率化し学生会役員の
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負担が軽減した。 

さらに、本校では、実際に体を動かして経験の中から生きた知識を習得する「体験型

ものづくり教育」を推進し、これらに関連するコンテストへの参加を積極的に奨励し

ている。全高専が参加するこができ、全国大会が催されるロボットコンテスト（ロボ

コン）、プログラミングコンテスト（プロコン）、デザインコンペティション（デザ

コン）、英語プレゼンテーションコンテスト（プレコン）のほか、これまでに本校で

は、小水力発電アイデアコンテスト、ＰＬＣ制御コンテスト（旧生産技術コンテスト）、

建築甲子園等にも参加している。今年度はロボコン，プロコン、デザコン、プレコン

はオンライン開催となり、本校からはロボコン、プロコン、デザコンに参加した。ロ

ボコンでは、東海北陸地区大会において 2 チームが参加し、内Ａチームがアイデア賞

と特別賞（本田技研）を受賞した。またプロコンでは、全国大会に 3チームが参加し、

内１チームが NICT 賞を受賞し、起業家甲子園の挑戦権を獲得している。 

このように限られた条件の中で、学外のコンテストにおいて学生達の積極的な活動が

見られた。 

学外でのコンテスト以外では、平成 25 年度より福井高専内において「キャンパスプ

ロジェクト」を実施している。これは、学生のものづくりの意識を高めるとともに、

学生自らが作り、それを自ら利用することで生活しやすい福井高専キャンパスにして

いこうと始められたものである。令和 2年度は 5件のプロジェクトを採択、実施した。 

ボランティア活動に関しては、学生会が主体となり、クリーン大作戦を例年実施して

いる。令和 2 年度は、高専祭の中止に伴い、鯖江駅コースの１コースに絞って清掃作

業を行った。 

また、出前授業や公開講座などでも講師補助として学生たちが積極的に参加している。

令和 2 年度は、15 件の出前授業に延べ 3 名の学生がスタッフとして支援し、計 462 名

の受講者と交流した。公開講座では、予定していた 20 講座の内、5 講座が実施され、

延べ 4名の学生がスタッフとして支援し、計 67 名の参加者と交流した。 

メンタルヘルス関連への対応強化として、3月に全教職員対象のメンタルヘルス講演

会を開催し、国立高専機構本部事務局学生参事補・障害学生支援スーパーバイザーの

舩越高樹氏を講師として招き、「学生支援に関する教職員研修～合理的配慮提供に関

する諸課題を中心に～」と題し講演いただいた。参加者は 51 名であった。 

学生に対しては、今年度も全クラスにハイパーＱＵテストを行い、テストの集計結果

（分析結果）を担任等と情報共有した。担任に限らず、必要に応じて科目担当者等が

集計結果を閲覧できるよう、データ管理に留意しながら情報共有を図った。また、精

神科医との業務委託契約を行い、専門の医師が本年度は計 2 回来校した。いじめ防止

への取組みについては、今年度「いじめ防止等基本計画」を策定した。本基本計画に

従い、いじめ防止等対策委員会を 4 度開催し、情報共有を図った。さらに、学生・保

護者等を配布対象としたいじめに関するパンフレットを作成し、全学生及び新入生保
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護者に配布した。 

令和元年度に設立した第 2学生相談室は、学習面での悩みに起因してメンタルケアが

必要な学生に対し、専門性の高い教員（非常勤職員）を配置し、その対応にあたる場

所である。担任等を経由して支援依頼を受け、依頼内容と教員の専門性をマッチング

させた上で第 2 学生相談室内においてケアを行っており、令和 2 年度は 3 名の学生に

対し、計 38 回（延べ 37.5 時間程度）対応した。 

学生の健康及び学習機会を保障するために、平成 20 年度より麻疹の対策及び調査を

実施している。その結果、現在組織としての麻疹耐性率(十分量の抗体を持つか、ある

いはワクチンを接種したもの)が学生・教職員を含めた学校組織として 9割を超えた（教

職員は 100％）。教職員に対してはインフルエンザの予防接種を推奨し、感染リスク低

減の努力を行っている。学生に対しても予防接種を奨励しているが、残念ながら接種

率は大きく向上していない。 

以上のように、本校では、担任制度の充実を図り、課外活動・学生会活動・ものづ

くり関連コンテスト等の課外活動を奨励し、健康管理・安全管理及びメンタルヘルス

関連の対応強化やボランティア活動への取り組みなどを通して、5年一貫教育の利点を

生かした人格形成の人間教育を実践していると自負する。しかしながら、学生活動に

おいては、コロナ禍の影響により、従来に比べ縮小せざるを得ない１年であった。 

 

２－３ 学生の主な活動状況 

(1) 福井県高等学校野球大会（令和 2年度夏季）  

令和 2年 7月 18 日（土）～8月 3日（月）  

会場：福井県営球場、敦賀市総合運動公園野球場 

  (2) オンライン学生総会 

    令和 2年 7月 22 日～8月 5日 

(3) 令和 2年度福井県高等学校夏季特別大会卓球競技 

令和 2年 8月 1日（土） 

会場：福井県営体育館 

(4) '20 県民スポーツ祭兼県高校夏季特別大会バスケットボール競技 

令和 2年 8月 1日（土）～8月 10 日（月）  

会場：敦賀市総合運動公園体育館、トリムパークかなづ 

(5) ‘20 県民スポーツ祭テニス競技 

令和 2年 8月 8日（土）  

会場：福井運動公園県営テニス場 

(6) ‘20 県民スポーツ祭少林寺拳法競技特別大会 

令和 2年 8月 3日（月）～24 日（月） 

（動画撮影にて参加）  
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(7) 第 47 回鯖江市長旗争奪高等学校野球大会 

令和 2年 8月 21 日（金）～23 日（日）  

会場：丹南総合公園野球場 

(8) 第 143 回北信越地区高等学校野球福井県大会（令和 2年度秋季）  

令和 2年 9月 11 日（金）～27 日（日） 

会場：福井県営球場、敦賀市総合運動公園野球場 

(9) 令和 2年度福井県高等学校総合体育大会第 33 回福井県高等学校選手権 

新人水泳競技大会 

令和 2年 9月 12 日（土）  

会場：福井県営水泳場 

(10) 令和 2年度会長杯争奪ソフトボール大会 

令和 2年 9月 13 日（日）、20 日（日） 

会場：鯖江市御幸公園グラウンド 

(11) '20 県民スポーツ祭兼県高校夏季特別大会兼第 73 回全日本バレーボール高等学校 

選手権大会福井県予選会 

令和 2年 9月 19 日（土）・20 日（月）  

会場：勝山市体育館ジオアリーナ 

(12) 令和 2年度第７３回全国高等学校バスケットボール選手権大会福井県予選会  

令和 2年 9月 21 日(月)、22 日（火）、11 月 3 日(火)  

会場： 敦賀市立体育館、鯖江市総合体育館、福井県営体育館 

(13) 令和 2年度福井県高校新人テニス大会（全国選抜高校テニス大会福井県予選） 

令和 2年 9月 18 日（金）～20 日（日）  

会場：福井運動公園県営テニス場、福井市わかばテニスコート等 

(14) 第 56 回福井県高等学校新人陸上競技大会兼第 25 回北信越高等学校新人 

陸上競技大会福井県予選会 

令和 2年 9月 19 日（土）、20 日（日） 

会場：9.98 スタジアム（福井県営陸上競技場） 

(15) 第 19 回福井県秋季陸上競技記録会 

令和 2年 9月 19 日（土）、20 日（日） 

会場：9.98 スタジアム（福井県営陸上競技場） 

(16) 第 99 回全国高等学校サッカー選手権福井県大会 

令和 2年 9月 21 日（月）､22 日（火）､10 月 25 日（日）､11 月 1 日（日）､8 日（日） 

会場：丸岡高校、丸岡スポーツランド、テクノポート福井スタジアム等 

(17) 第 31 回全国高等学校アマチュア無線コンテストマルチオペレーター7MHz 部門 

令和 2年 9月 27 日（日） 

会場：全国各地 
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(18) 令和 2年度第 44 回福井県高等学校野球 1年生大会  

令和 2年 9月 27 日（日）～11 月 8 日（日） 

会場：敦賀市総合運動公園野球場他 

(19) 臨時学生総会 

   令和 2年 9月 30 日（水） 

(20) 第 31 回全国高等専門学校プログラミングコンテスト 

令和 2年 10 月 10 日（土）、11 日（日） （オンライン開催） 

(21) クリーン大作戦 令和 2年 10 月 31 日（土） 

(22) アイデア対決・全国高等専門学校ロボットコンテスト 2020 東海北陸地区大会 

令和 2年 10 月 25 日（日） （オンライン開催） 

(23) 第 31 回福井県高等学校総合文化祭（兼ふくい県民総合文化祭）将棋部門第 29 回 

全国高等学校文化連盟将棋新人大会福井県大会 

令和 2年 11 月 7 日（土） 

会場：勝山高等学校 

(24) 第 20 回坂井市陸上競技記録会 

 令和 2年 11 月 7 日（土）8日（日） 

会場：三国運動公園陸上競技場 

(25) 令和 2年度福井県高等学校新人大会卓球競技大会 

令和 2年 11 月 13 日（金）～15 日（日） 

会場：福井県営体育館 

(26) 令和 2年度福井県高等学校秋季少林寺拳法大会兼第 24 回全国高等学校少林寺拳法  

選抜大会福井県選考会 

令和 2年 11 月 14 日（土） 

会場：福井工業高等専門学校第一体育館 

(27) 令和 2年度高体連テニス専門部第 13 回福井県高等学校オータムダブルステニス 

大会 

令和 2年 11 月 14 日（土） 

会場：福井県営テニス場 

(28) 令和 2年度福井県高等学校ハンドボール新人大会兼北信越高等学校選抜大会 

（全国高等学校選抜予選会）県予選 

  令和 2年 11 月 13 日（金）～15 日（日） 

会場：北陸電力福井体育館 

(29) パソコン甲子園 2020（第 18 回全国高等学校パソコンコンクール） 

令和 2年 11 月 14 日（土）、15 日（日）（オンライン参加） 

(30) 2020 年度福井県高等学校剣道新人大会 

令和 2年 11 月 14 日（土）、15 日（日） 
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会場：福井県立武道館 

(31) 令和 2年度福井県高等学校サッカー新人大会 

 令和 2年 11 月 14 日（土）～17 日（火） 

会場：丸岡スポーツランド、三国運動公園、福井市藤岡グランド 

(32) 令和 2年度県高校新人バスケットボール大会兼北信越新人大会一次予選会 

令和 2年 11 月 21 日（土）～23 日（月） 

会場：藤島高等学校、福井商業高等学校、美浜町総合運動体育館 

(33) 令和 2年度県高等学校バレーボール新人大会 

令和 2年 11 月 21 日（土）～23 日（月） 

会場：武生東高等学校、福井市体育館 

(34) 活動披露会 

令和 2年 11 月 21 日（土） 

高専祭の代替企画として開催、ビンゴ大会、バンド演奏、ダンス披露等を実施 

(35) 演舞披露会 

令和 2年 11 月 22 日（日） 

体育祭の代替企画として開催、各色対抗で応援合戦を実施 

(36) 第 53 回全国高等専門学校サッカー選手権予選北信越大会 

令和 2年 11 月 28 日（土） 

会場：金沢市民サッカー場 

(37) 第 17 回全国高等専門学校デザインコンペティション デザコン 2020 

令和 2年 12 月 5 日（土）、6日（日）（オンライン開催） 

(38) 全国高等専門学校野球大会（全国高等専門学校体育大会代替大会） 

  令和 2年 12 月 11 日（金）～13 日（日）  

会場：中伊豆ワイナリーヒルズベースボールグランド他 

(39) 第 53 回全国高等専門学校サッカー選手権大会 

令和 2年 12 月 18 日（金）～21 日（月） 

会場：時之栖スポーツセンター 

(40) 第 53 回福井県秋季クラブ対抗バドミントン大会 

令和 2年 12 月 20 日（日） 

会場：福井市美山トレーニングセンター、福井市西体育館 

(41) 全国高等専門学校インフラマネジメントテクノロジーコンテスト 

令和 2年 12 月 25 日（金）～令和 3年１月 12 日（火） 

(42) 第 18 回中高バドミントン強化大会 

令和 2年 12 月 26 日（土）、27 日（日） 

会場：敦賀市総合運動公園体育館 

(43) 2020 年度福井県高等学校冬季剣道選手権大会     
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2021 年 1 月 17 日（日） 

会場：福井県立武道館 

(44) 校長表彰 令和 2年 1月 20 日（水） 

(45) 令和 3年度学生会役員選挙 令和 3年 1月 28 日（木） 

(46) 第 24 回全国高等学校少林寺拳法選抜大会 

令和 3年 3月 26 日（金）～28 日（日）  

会場：善通寺市民体育館 

(47) 学生会誌「青塔」発行 令和 3年 3月 
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２－４ 奨学金受給状況・授業料免除実施状況一覧（令和２年度） 

日本学生支援機構奨学生                （令和３年３月１日現在） 

 日本学生支援機構 
本  科(人) 専攻科(人) 

合 計(人) 
1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 1 年 2 年 

貸 与 2 4 4 6 5 21 

給 付    1 1   2 

その他奨学生                     （令和３年３月１日現在） 

種   類         
貸与(給付)

月額    

本   科(人) 専攻科(人) 
合  計(人) 

1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 1 年 2 年 

福井県 
自宅通学 18,000 円 1   1    2 

自宅外通学 23,000 円  1  1    2 

福井県きぼう応援奨学金 18,000 円   2     2 

滋賀県奨学資金 18,000 円  1      1 

天野工業研究所 20,000 円     1   1 

上田記念財団 30,000 円    2  1 1 4 

ホクコン・フィランソロピー基金 25,000 円    3    3 

あしなが育英会 
70,000 円    1    1 

45,000 円  1      1 

合      計          1 3 2 8 1 1 1 17 

 入学料免除実施状況 

区  分 免除対象額 申請(人) 許可(人) 

免除対象者 84,600 円 0 0 

入学料徴収猶予実施状況 

区  分 免除対象額 申請(人) 許可(人) 

徴収猶予対象者 84,600 円 0 0 

 授業料免除実施状況 

 区  分 免除対象額 前期分(人) 後期分(人) 

全額免除対象者 117,300 円 28 29 

半額免除対象者  58,650 円 30 32 

不許可者 ―― 24 6 

卓越学生対象者 117,300 円   2 

奨学金、授業料免除関係の学生への情報提供は、主として学内の「掲示板」に掲示する

ことで行っている。
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３．点検・評価 

（１） 令和 2 年度は、北陸地区高専体育大会や全国高専体育大会がコロナ禍の影響で相次

いで中止となった。また高体連の大会についても多くが中止となった。そのため、

部・同好会では例年のような活動が残念ながらできなかった。その中において、特

別大会や代替大会などに参加し、結果を残した部活動もある。硬式野球部は代替大

会に出場し、全勝で終えた。また第 44 回福井県高等学校野球 1年生大会では 3位に

入賞した。サッカー部は全国高等専門学校サッカー選手権大会で 3 位に入賞を果た

している。福井県高等学校新人水泳競技大会では、本校 1年学生が男子 100m 平泳ぎ

で、大会新記録で 1位となった。少林寺拳法部は、第 24 回全国高等学校少林寺拳法

選抜大会に出場を果たした。オンラインで開催されたロボコンでは、東海北陸地区

大会においてアイデア賞と特別賞（本田技研）を受賞した。同じくオンラインで開

催された第31回全国高等専門学校プログラミングコンテストではNICT賞を受賞し、

起業家甲子園の挑戦権を獲得した。アマチュア無線研究会は、第 31 回全国高等学校

アマチュア無線コンテストのマルチオペレーター・7MHz 部門で優勝（3連覇）した。

福井県から令和 3 年度高校総体福井大会のためのカウントダウンボードの製作依頼

があり、昨年度から引き続き取り組んでいる。 

学生の指導支援体制の整備に関しては、内部・外部コーチ制度、課外活動指導員制

度を今年度も引き続き運用するとともに、新たに指導教員Ｂ制度の運用を始めるこ

とで、指導教員の負荷分散を図った。 

課外活動に関しては、コロナ禍による厳しい制限の下でありながら、一定の成果を

得ることができたと考えられる。しかしながら、従来の活動と比較すれば、結果と

して不十分であった面があることも否めない。達成度評価はＢと判断する。 

（２） ボランティア活動としては、前年度に引き続きクリーン大作戦を、活動場所を制限

しながら実施した。しかし、保育ボランティアについては、残念ながらコロナ禍の

影響で中止となった。キャンパスプロジェクトについては、例年より開催時期を遅

らせて実施し、5 件のプロジェクトを支援した。プロジェクトの内容は、グローバ

ルなものからコロナ対策まで多岐に亘っていた。このほか、出前授業や公開講座の

講師補助として、例年よりも機会は少ないながら、学生は学外の人と積極的に関わ

った。 

高専祭や体育祭などの学生会主催行事については、その多くがコロナ禍の影響で中

止となった。その中で、学生会が主体となって代替企画を検討し、高専祭の代替企

画として活動披露会が、体育祭の代替企画として演舞披露会がともに 11 月に開催さ

れた。 

以上のように、一定の成果を得られており、達成度評価はＡと判断する。 

（３） 学外で行われる予定だった多くの研修会が中止となり、一部はオンラインで行われ

た。また、表１に示したように、学生の学生生活をサポートするための講演会を 3
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年生以下に対して開催した。特に低学年の学生がネットトラブルに巻き込まれるこ

とを防ぐために、ネットトラブルに関する講演会を２回実施するとともに、地元鯖

江警察署のスクールサポーターのご協力を得ながら本校１年生向けの講演会を行っ

た。また 3 年生対象には、交通関係と選挙に関する講演会を実施した。メンタルヘ

ルスに関しては、合理的配慮に関する教員向け講演会を開催した。いじめ問題に関

しては、機構の「いじめ防止等対策ポリシー」ならびに「いじめ防止等ガイドライ

ン」を基に、本校独自の「いじめ防止等基本計画」を策定した。また、いじめ及び

ハラスメント防止に関するパンフレットを全学生に配付するとともに、校長名で「い

じめ・ハラスメント撲滅宣言」を発出した。平成 30 年度に新設した「第２学生相談

室」においては、利用回数 38 回、利用時間 38.7 時間の実績を残している。 

以上のように、学生生活をサポートする企画を実行できているため、達成度評価は

Ａと判断する。 

なお、「学生相談室」に関する詳細と評価は、「学生相談室・保健室関係」の賞を

参照されたい。 

（４） 令和 2 年度の日本学生支援機構奨学生は 23 名、その他奨学生は 17 名であった。ま

た、入学料徴収猶予許可者は 0 名（申請なし）、授業料免除対象者は、全額免除延

べ 57 名、半額免除延べ 62 名、卓越した学生全額免除は 2 名であった。令和元年度

は、平成 30 年度に引き続き、就学支援金から授業料免除に制度が移行する 3年生を

対象にわかりやすい説明資料を掲示及び配布したほか、令和 2 年度から新たに導入

される高等教育の修学支援制度に関しても積極的に周知することで、情報伝達に不

備がないよう努めた。以上のように、少しずつ改善しながら当初の計画どおり実施

することができたため、達成度評価はＡと判断する。 

 

４．改善課題・方策 

（１）令和 2 年度は、コロナ禍の影響下で非常に制限の多い中、コンテストや大会などに

可能な範囲・形で参加し、学生会関連行事についても代替企画などを実施した。令和 3

年度も制限がなくなることはないと想定されるため、コンテスト・大会などへの参加

や企画の実施について、模索をする必要があると考えられる。また今年度より運用を

開始した指導教員Ｂ及び課外活動指導員について、その効果を検証し、さらなる改善

に繋げたい。 

（２）福井高専キャンパスプロジェクトをより発展させるため、平成 30 年度には企業の支

援を得て規模を拡大した。引き続き、学生のものづくりへの興味を引き出し、学生全

体の活動の活性化につなげたい。学生のボランティア活動や地域の人たちとの交流に

ついては、次年度も継続的な活動を支援していきたい。今年度はクラブハウスの一斉

清掃を行い、不要な物品などを整理することができた。今後も継続的にこの作業を行

うことで校内美化に繋げるとともに、学校全体の大掃除体制の見直しを含め、学生会
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を中心とした同様の活動の推進に努めたい。 

（３）学生の指導力向上等にかかわる教職員のスキルアップのため、次年度以降も研修会

などに積極的に参加するよう努めたい。特にメンタルヘルスやいじめ・ハラスメント

に関する研修については、定期的な研修が必要と捉えている。また、特性を持つ学生

への対応についても研修機会を持ちながら理解ある学校となるよう努めたい。インフ

ルエンザ及び新型コロナウイルス感染症拡大防止等、学生の心身の健康管理に資する

ため、これまで同様医師・看護師・ＳＣと連携することに加え、県教委やＳＳＷ等と

の新たな連携策や支援方法の検討にも努めたい。 

（４）現在、学生に関わる情報は電子掲示板等を利用して発信するとともに、本校のホー

ムページ上の情報を整理し、より効率的な方法を検討していきたい。 
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○ 学寮関係 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ｂ 

（達成度評価の理由） 

今年度主要年度計画に基づく総括の概要は以下の通りである。 

①新型コロナ感染症対策に基づく学寮環境構築を行った。 

②コロナ禍ではあるが、感染症予防に最大限留意した学寮自治（「寮生会」）活動の活性

化のための支援や、寮生の「自立と自律」を促す教育機会の提供を慎重に行った。 

③グローバル環境構築に資する混住型学生寮（通称「国際寮」）事業が認可された。 

④定年退職した元（含再雇用）教員による学寮日直業務の従事が実施され定着している。

⑤短期留学生受け入れや他高専寮生との交流会等の通例行事が中止となった。  

このため、達成度評価はＢと判断する。 

 

２－１．基本方針 

学寮は遠隔地からの入学生に修学の便を与えるのはもちろんのこと、親元を離れて

暮らすことで寮生一人一人が自主的な行動意識を持ち、広い年代の寮生と共同生活を

することで、お互いを敬愛し啓発することをその教育的な意義とする。すなわち学寮

とは、人間形成と成長を促すという教育的指導の施設としての側面も持ち合わせてい

る。そのため、施設・設備面での充実と維持・管理を継続して重視している。また、

安心・安全な寮生活の持続と、青年期を迎える寮生への生活指導面での支援に重点を

おいている。このために、原則として、全教員が交替で寮監等の学寮運営業務に従事

し、寮生と直に触れ合うことにより、教育目標を果たすよう努めている。 

 

２－２．寮生の受け入れ状況 

学寮は通称「青武寮」と称し、収容定員は 248 名(内 16 名は外国人留学生用)である。

男子寮として、東寮・西寮・南寮の 3棟を、女子寮として北寮の 1棟を設けている。  

なお、北寮は女子留学生の受け入れも可能な設備を整えている。令和 3 年度入寮予

定の寮生数は以下のとおりである。 
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令和 3年度在籍寮生数（予定） 

令和 3年 4月 5日現在 

     学年 

学科 
１年 ２年 ３年 ４年 ５年 合 計 

機 械 工 学 科  6(1) 8(1) 14(2)  9(1) 3 35(5) 

電気電子工学科 8(2)  7 3 7  8(2) 29(4) 

電子情報工学科  7(2)  5  9(1) 12(1) 7 36(4) 

物 質 工 学 科 12(3)  9(4) 15(5)  7(4)  7(5) 29(21) 

環境都市工学科 12(4) 14(2)  7(2) 10(2)  5(3) 35(13) 

合  計 45(12) 43(7) 48(10) 45(8) 30(10) 211(48) 

( )は女子内数 留学生：３年生 2名、４年生 4名(2)、５年生３名(1)を含む 

上記と別に専攻科 2年生 1名(1) 

 

２－３．活動状況 

学寮の管理運営は、寮生の安心・安全の確保を的確に図るべく寮関係教職員(学寮運

営委員会、寮務主事団、学寮事務室)と日々の寮監とが緊密に連携を取りながら行なっ

ている。学寮全体の施設・設備面での改善については、毎年優先順位を検討し、それ

に沿って実施している。また図書室のネットワーク環境の整備等を実施することで、

寮生の居住環境の向上を図っている。 

居室についても同様で、今年度も一部の居室においてベッドの営繕（修理作業は教

育研究支援センターのご援助による）を行っている。 

またセキュリティ対策として、寮内に防犯カメラを設置している。 

寮生活の充実、寮生間の交流と親睦の促進のため、寮生会が組織されているが、そ

の自主的な運営と活動の支援を積極的に行なっている。本年度はコロナ禍であったが、

感染症予防策実施の下、寮生会活動として、新入寮生歓迎会、5 年生を送る会、学寮環

境整備活動（清掃ボランティア）などの寮内行事が、寮生会の自主的企画の下で実施

された。 

同じくコロナ禍のため、 今年度は、タイ王国のプリンス・オブ・ソンクラ大学工学 

部やキングモンクット工科大学からの短期留学生について学寮に受け入れ要請がなか 

った。 

また、過年度より継続している他高専学生寮との交流事業についても、コロナ禍の

影響で今年度は実施していない。 

なお、中学生やその保護者に対するオープンキャンパスなどの学寮案内を通して、

積極的に施設等の外部公開を実施している。 
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３．点検・評価 

（１）寮監と関係教職員との連携 

   寮監と寮務主事団・学寮事務室の教職員との連携した寮生管理は、寮監日誌での情

報交換と寮生の点呼簿の引き継ぎを中心に、令和 2 年度も適切かつ密接に行われた。

寮監開始時と翌日の引き継ぎに際しては、文書や口頭による必要事項の連絡も同時に

行われている。 

（２）寮生の安全確保の取り組み 

   寮生防災組織図を元に、寮生会を中心とした防災システムを 4 月に作成している。

これに基づき、防災訓練を 9月に実施（コロナ禍のため本年度の開寮は 8月末）した。

具体的には、1年生寮生と寮生役員を中心とした参加者により、火災を想定した避難訓

練を行った。同時に、屋内消火栓による放水訓練も行った。同時にガス漏れ警報機の

更新も実施した。 

またセキュリティ強化策として、防犯カメラ増設を計画的に実施し、そのシステム

も更新した。 

（３）国際交流の推進 

コロナ禍のため、 今年度は、タイ王国のプリンス・オブ・ソンクラ大学工学部やキ 

ングモンクット工科大学からの短期留学生について学寮に受け入れ要請がなかった。 

（４）施設の改修と設備の充実等 

新型コロナ対策につき、優先順位を決め、学内予算を用いて、以下のとおり改善を

図った。また、毎月行われる寮生会役員・区長会議等での修繕箇所の申し出に基づき、

可能な限り指摘された箇所の修繕を随時行った。また、昨年に引き続き新入寮生居室

の清掃を実施した。通例、北寮入退出管理システムも必要に応じて更新している。 

なお、今年度は、混住型学生寮（通称「国際寮」）事業の認可が確定的となったので、

来年度の着工完成を目指して諸準備に取り掛かっている。 

留学生向け無線ＬＡＮについては、一昨年度の短期留学生来校から正式に運用を開 

始し、留学生の学寮生活環境の改善に継続して努めている。 

（５）寮生会指導 

コロナ禍にもかかわらず、感染予防に留意しつつ、寮生会役員会を中心に、新入寮

生歓迎会、寮生会誌の発行等大きな行事を企画実行し、寮生間の親睦と交流を図るこ

とができた。また、役員・区長会を毎月実施し、寮生活の諸課題について検討し、寮

生が自主的に提案と改善を図る機会を設けている。 

なお、通年実施してきた他高専寮生会間の交流会や寮祭等の一部行事は、コロナ禍

のため本年度について中止とした。 

（６）寮生指導 

生活面・行動面での日常的な個別指導と寮生全体への指導と支援を主事団で分担して

実施している。寮生全体への指導のための寮生総会及び寮生集会を通例で４回程度開催
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し、主事団により積極的に指導を行った。また、例年実施してきたメンタルヘルスを目

的とした講習会（6月）はコロナ禍のため、本年度は中止とした。 

12 月には、寮生生活アンケートを実施して、寮生活の満足度と実態の調査を行った。

この調査は毎年継続実施し、回答を掲示（フィード・バック）しているが、寮生活に関

して概ね(8 割近く)満足しているという結果であった。主要な改善点は後述する。 

昨年度からは全 4回の定期試験前に、約 1週間ずつ上級生が講師を務める低学年学習

指導を行った。指導対象者は 1年生寮生を中心とし、上級生数名がＴＡとして実施全体

の指導を担当した。この低学年学習指導には、毎回、寮務主事補が参加し、指導援助を

行っている。 

（７）その他 

今年度もインフルエンザ予防接種に対する補助を行った。これはインフルエンザの

予防接種率向上を目的として、毎年継続実施している制度である。 

エアコンの管理運営については、寮生保護者会と連携をとりつつ保護者会総会を毎

年 7 月に開催している。その中で、エアコン関係の予算措置に関して、次年度以降の

修理のための積み立てをする方針を今年度も確認し、保有している。 

 

４．改善課題・方策 

（１）寮生生活アンケート（前述。毎年１回実施）の結果から、概ね寮生活には満足して

いるが、ア)食事内容への要望、イ) 入浴設備等の施設の老朽化に、特に弱点があるこ

とが読み取れる。コロナ禍の状況でやむを得ない事情はあるが、食事への要望につい

ては、食堂業者に伝え、改善を求めている。また、入浴設備の保守整備には可能な範

囲で慎重を期している。 

（２）安全な寮生活のための課題として、ア) 男子寮へのカードキーシステムの導入、イ) 

寮生の自主防災組織の毎年の確認、ウ) 定期的な防災訓練とＡＥＤ等の講習会の実施、

エ）防犯システムの拡充などがあげられる。ア）については、男子寮全体の管理シス

テムの再検討が同時に必要となる。イ）とウ）については、5 月に防災訓練を実施し、

寮生の防災に対する意識向上を図っている。エ）については、段階的に防犯カメラの

増設等で拡充を行っているところである。 

（３）寮生会への指導の課題として、4年生中心の寮生会役員を教職員でサポートしながら

も、自主的な寮生会活動をうまく機能させるための継続的な支援が必要である。それ

と同時に、自発的な活動を促すことにより、自立と自律を涵養（本校田村校長策定の

指針）する指導も重要と考えられる。 

（４）寮生への生活指導の課題として、ア) 上級生の低学年への指導の援助、イ) 寮生総 

会を前・後期１回以上開催し、直接全寮生へ指導、ウ) 個別の支援等を行う、などが

挙げられる。特に上記ア)については、入寮間もない１年生へのアドバイザー的生活援

助を重視し、2年生の浴室清掃当番指導他や、寮生会役員区長の指導等を強化する。 
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○ キャリア支援関係 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 
 今年度年度計画に上げた、㋐低学年から学年進行に応じたキャリア形成のための講座、
㋑「全国高専共通利用型進路支援システム」、校内ネットワークの「進路情報フォルダ」
の周知と利用促進、㋒進路指導担当者とキャリア支援室の連携、㋓キャリア教育セミナー
（合同企業説明会）と専攻科・大学・大学院合同説明会について、コロナ禍に対応しつつ
実施することができた。 
 このため、達成評価はＡと判断する。 

 

２．基本方針 

進路は、将来技術者として活躍を期待される学生の重要な決定事項であり、キャリア支

援室と各学科及び専攻科委員会とが綿密な連絡を取りながら学生の指導に当たっている。

また、キャリア教育にも力を入れ、低学年から「生涯設計の意識を持ち、社会において自

立できる力の養成」を目標とし、学年ごとに方針を立てて実施している。図１に、本校の

キャリア教育の学年ごとの方針と内容を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 本校のキャリア教育の学年ごとの方針と内容 

３．本校卒業・修了後の進路 

 本科生及び専攻科生の進路を図２に、進路決定までの流れを図３に示す。 

１年：高専生活への順応、及び職業観の基礎形成
（高専の生活に慣れるとともに、「仕事する」ことの意味を知る。） 

・キャリアガイダンス  ・産業・職業研究セミナー 
 
２年：技術者としての意識形成、及び専門分野の基礎的な認識の形成 
（ものづくりの心を持つとともに、自分の専門分野について知る。） 

・先輩講座    ・校外研修    ・先輩フォーラム 
 
３年：専門分野に関する認識の向上、及び技術者の将来像の展望 
（専門分野の知識を深め、技術者としての未来を描き始める。） 

・研修旅行   ・専攻科・大学・大学院合同説明会  ・各専門分野の先輩講座 
・専攻科説明会   ・キャリア教育セミナー 

 
４年：将来像の明確化、及び進路選択を念頭においた生活 
（自分の将来像を確立し、進路選択に向けて動き始める。） 

・校外実習事前ガイダンス  ・校外実習   ・専攻科･大学･大学院合同説明会 
・各専門分野の先輩講座   ・就職対策講座  ・キャリア教育セミナー 

 
５年：進路の決定、及び社会人としての資質の向上 
（進路を具体的に定め、社会に出るために必要な素養を身につける。） 

・労働法講演会  ・先輩講座 
 
専攻科１年：キャリアの拡充、及びより高度な進路選択の企図 
（キャリアを拡げるため活動し、さらなる進路選択を目指す。） 

・インターンシップ  ・大学院研究室訪問  ・専攻科･大学･大学院合同説明会 
・就職対策講座   ・キャリア教育セミナー   ・先輩講座 

 
専攻科２年：進路の決定、及び責任ある社会人としての意識涵養 
（再び進路を定めるとともに、社会人としての素養を深める。） 

・労働法講演会  ・先輩講座 
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平成 21 年度までは、本科生の場合、専攻科の設置や大学の編入生受け入れ数の増加など

によって、進学を希望する学生数が増え、ほぼ半数が大学編入学若しくは専攻科進学とい

う傾向にあった。しかし、リーマンショック後も、他の高等教育機関に比べて高専卒業生

の就職内定率は高く、徐々に就職希望者が増え続け、平成 24 年度には就職する学生の割合

が 6割以上に達している。 

今年度の就職活動のスケジュールは昨年度と同じで、広報活動の解禁が 3 月、採用活動

の解禁が 6 月であった。しかしながら、新型コロナウイルス感染拡大予防のための緊急事

態宣言発出を受けて、3月～5月中旬は採用活動が一部 Web 面接などに変更されることもあ

ったがほとんどが進まず、例年より 1 カ月ほど内々定が出るのが遅くなった。採用スケジ

ュールの変更に対応するため、学生には学科及び専攻科の進路指導担当者、企業と連絡を

密にとるように指導した。また、就職活動に臨む際の感染拡大予防に関して、文書により

随時注意喚起した。 

本校に対する求人票に関しては、校内ＬＡＮ進路情報フォルダを通して学生に公開して

おり、全国高専共通利用型進路支援システムを利用して学生が自由に検索できるようにし

ている。また、令和元年度は中止となったキャリア教育セミナーを、今年度は 3 月初旬に

オンラインで実施し、企業の説明を直接聞きその後の企業見学や会社説明会を経て、採用

試験の応募に至っている。 

物質系及び環境系では、公務員試験を受ける学生も多い。専攻科 2 年生で受験できる公

務員試験は、国家総合職、国家一般職、国家専門職、福井県Ⅰ種、市町村などである。本

科 5年生で受験できるものは、国家一般職、国家専門職、福井県Ⅱ種、市町村などである。

また消防官、警察官などの職員採用試験がある他、独立行政法人や財団法人と呼ばれる公

務員に準じた進路もある。 

進学に関しては、例年本科では 5 月頃から推薦選抜による編入学試験が、また 6 月頃か

らは学力選抜による編入学試験が始まる。専攻科生に対する大学院の入試は、6月頃から始

まる。しかし、進学についても新型コロナウイルス感染拡大予防のための緊急事態宣言発

出の影響で、試験実施方法の変更、試験スケジュールの変更があった。大学によっては試

験が 10 月に延期された場合もあり、最終的に入学する大学の決定まで 3カ月ほど遅くなっ

た。 
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図２ 卒業及び修了後の進 

 

 

図３ 進路決定までの流れ 

 

４．進路先の状況 

表１に、令和 2年度の進路状況を示す。近年の本校の就職希望者の割合は 6割程度で推

移しており、直近 3 年間の本科卒業者数に対する就職者数の割合は、平成 30 年度は 60％、



89 

令和元年度は 58％、令和 2年度は 65％であった。同様に、専攻科修了生数に対する就職者

数の割合は、平成 30 年度は 83％、令和元年度は 89％、令和 2年度は 76％である。令和 2

年度の本科及び専攻科を合わせた学校全体の就職者数割合は 67％でで、昨年の 61％と比較

して微増となった。 

表２に、求人数及び求人倍率を示す。就職を希望する学生に対する求人倍率は、本科で

は、平成 30 年度と令和元年度は約 36 倍、令和 2年度は約 31 倍となった。専攻科では、平

成 30 年度が約 61 倍、令和元年度が約 90 倍、令和２年度は約 70 倍となっている。また、

本科及び専攻科を合わせた求人数は延べ数で、平成 30 年度は 5,394 人、令和元年度は 5，

483 人、令和 2 年度は 5，345 人と推移してきた。今年度は新型コロナウイルス感染拡大に

よる経済状況への影響がさほどないように見えるが、来年度は減少すること必至であり、

どの程度になるかは不透明である。 

 

表１ 令和２年度進路状況 

 卒業・

修了

者数 

就職

希望

者数

内定者数 
未定

者数

進学

希望

者数

内定者数 
未定

者数 

その

他 県内 県外
大学・

大学院
専攻科

その他

進学 

本

科 

機械工学科 37 25 6 19 0 12 6 6 0 0 0 

電気電子工学科 35 23 2 21 0 11 9 2 0 0 1 

電子情報工学科 33 19 4 15 0 14 8 6 0 0 0 

物質工学科 36 23 10 13 0 13 7 6 0 0 0 

環境都市工学科 44 31 9 22 0 13 8 5 0 0 0 

小  計 185 121 31 90 0 63 38 25 0 0 1 

専

攻

科 

生産システム工学専攻 15 10 3 7 0 5 5   0 0 

環境都市工学専攻 14 12 8 4 0 2 2   0 0 

小  計 29 22 11 11 0 7 7   0 0 

合  計 214 143 42 101 0 70 45 25 0 0 1 

 

 

 

 

 

学 科 

区 分 
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表２ 令和２年度求人数及び求人倍率 

学科・専攻 卒業・修了者数 就職希望者数 就職希望率 求人数 求人倍率 

機械工学科 37 25 67.6% 897 35.9 倍 

電気電子工学科 35 23 65.7% 932 40.5 倍 

電子情報工学科 33 19 57.6% 819 43.1 倍 

物質工学科 36 23 63.9% 529 23.0 倍 

環境都市工学科 44 31 70.5% 630 20.3 倍 

学科 合計 185 121 65.4% 3,807 31.5 倍 

生産システム工学専攻 15 10 66.7% 875 87.5 倍 

環境システム工学専攻 14 12 85.7% 663 55.3 倍 

専攻科 合計 29 22 75.9% 1,538 69.9 倍 

総 合 計 214 143 66.8% 5,345 37.4 倍 

 

一方、第一希望の進路先に合格した本科生の割合は、就職では 81％、進学では 86％であ

った。専攻科生では、就職 21 名のうちの 17 名（81％）、及び進学 7名のうち全員（100％）

が第一希望に合格した。本科及び専攻科を合わせた全体の第一希望合格割合を昨年と比較

すると、就職は若干増加し、進学は若干低下した。就職、進学のいずれにおいても、第一

希望の合格割合が高い状態が続いているが、学生の傾向として堅実な進路先を選択してい

ることも考えられる。 

また、直近 3年間の本科における進学の割合は、平成 30 年度は 38％、令和元年度は 41％、

令和 2 年度は 35％であった。専攻科では、平成 30 年度は 17％、令和元年度は 11％、令和

2 年度は 24％であった。本科及び専攻科を合わせた全体の進学の割合は 33％で、好調な就

職状況の影響もあり進学が 4 割を下回る状況が続いている。近年、学生への進路希望先の

調査では進学希望者よりも就職希望者の割合の方が多い傾向であったが、今年度の進路希

望調査では進学希望と就職希望者が半々で、コロナ禍の影響が出ていると思われる。なお、

今年度は難関大学に合格する学生もいた。コロナ禍で大学編入学試験のスケジュールが大

幅に変更となり長期戦となった一方、受験勉強を堅実に行っていた学生にとっては、準備

を十分にできたと言えるようである。 

 

５．現状 

本校の本科では、伝統的キャリア教育として、2 年生で校外研修（近隣地域企業等見学、

1 日）、3 年生で研修旅行（国内企業等見学、4 日間）、4 年生で夏季休業中の校外実習（国

内企業等での就業体験、1～2 週間）などの行事を経て、進路の選択を行い、5 年生で就職

や進学の試験に臨んでいる。さらに専攻科生は、1 年生で長期のインターンシップ（海外・

国内、4週間）を実施している。 
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企業の人手不足による求人意欲が高まるにつれ、高専からの就職を希望する学生が増加

しており、就職に関するキャリア教育の重要性が増してきている。また、産業や職業の状

況が変化、多様化している中で、適切な職業選択を行えるよう、早い段階から職業意識の

形成を行い、学生が主体的に企業研究を行う環境を整備する必要が生じてきている。その

ため、様々なキャリア教育を各学年に実施している。 

 表３に、令和 2 年度キャリア支援室関連の活動内容をまとめたものを示す。新型コロナ

ウイルス感染拡大予防の観点から、例年とは実施方法を変更するなど対応をしながら実施

した。また、以下に主なキャリア教育活動や取り組みの概要を項目毎に記す。 

 

表３ 令和２年度キャリア支援室関連の活動内容 

実施時期 
 

行 事 
対 象 学 年 
本 科 専攻科

1 2 3 4 5 1 2

7 月下旬 

インターンシップ事前ガイダンス（オンデマンド）

・インターンシップ準備講座・企業研究について 
メディア総研㈱ 

・5 年生進路決定状況と企業研究について 
キャリア支援副室長 

・専攻科入試・大学編入試験準備について 
キャリア支援室長 

   ○    

8 月～9月 校外研修（企業研究）・専攻科インターンシップ    ○  ○  

9 月 2 日(水) ようこそ 1 年生！（教員室訪問・教務共同開催） 〇       

10 月 6 日(火) 専攻科インターンシップ報告会      ○  

10 月 24 日(土) 専攻科･大学･大学院合同説明会（ライブ）  △ △ ○ △ ○ △

10 月～11 月 本科校外実習発表会（学科毎） ○ 

10 月～11 月 
キャリアガイダンス（1 年各教室） 
「高専に入学して」教務主事・キャリア支援室長 

〇
 

11 月 

先輩フォーラム（２年各教室・教務共同開催） 
「就職、進学を決めるまでの体験談、専攻科の説明」

５年生・専攻科生・OB や OG 
 ○   △ △ △

随時 先輩講座（クラスごとに企画）        

12 月下旬 

女子学生対象キャリアガイダンス（オンデマンド）

「女子学生向けの就活マナーとメイク講習会」 
メディア総研㈱ 

   ○  ○  

1 月中旬 
専攻科説明会（オンデマンド） 
「専攻科の紹介」 専攻科長・専攻科生 

  ○   △ △

1月 14 日(木) 先輩講座（国際交流室共同開催・ライブ）    ○    

2 月 23 日(火・祝) 
就職対策講座（ライブ） 
「就職対策講座」Ｆスクエア・キャリアナビセンター

○ ○ 

3 月 5 日(金) 
キャリア教育セミナー（ライブ） 
「合同企業説明会」142 社 

  ○ ○ △ ○  

〇は主対象、△は対象。 

（注意）今年度、新型コロナウイルス感染拡大予防のため中止（代替もなし）となった行事 
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・労働法に関する講演会 ・産業・職業研究セミナー ・研修旅行 

 

（１）キャリアガイダンス及び先輩講座 

本科 1 年生を対象とする取り組みとして、本校教務主事及びキャリア支援室長によるキ

ャリアガイダンスを 10 月〜11 月（例年は 5月）に開催し、技術者になるための心得と、本

校のカリキュラム、中間学力確認週間及びキャリア支援行事について解説した（図４）。 

本科 2 年生には、例年は 7 月に学年全体に対して本校同窓会「進和会」の協力のもと、

先輩講座を実施するが、新型コロナウイルス感染拡大による対応から「進和会」から企業

への派遣要請が出来ず、実施を断念した。また、10 月下旬の校外研修も中止となったため、

教務と連携し、例年は 11 月に学科毎に上級生や専攻科生が講師となり、進路決定までの体

験を紹介してもらう先輩フォーラムに、本校ＯＢ・ＯＧも招き、現在従事する業務内容や

自身の体験を交えて、社会人として求められるスキルや、学生時代にしておくべきことな

どの講演を行った（図５）。 

本科 3 年生には、専攻科の志願者確保の取り組みと、進学した場合のキャリア形成に関

する説明を兼ねた専攻科説明会を 1月に開催した（オンデマンド動画配信）。専攻科長によ

る説明に加えて、専攻科生によるプレゼンテーションを取り入れた。 

本科 4 年生には、新型コロナウイルス感染拡大予防のため、夏期休業中の校外実習にお

ける現地に赴いての就業体験を中止したが、その代替として企業研究を夏季休業中に課す

こととした。その目的や方法を知るため、例年 7 月に実施するインターンシップ事前ガイ

ダンスの内容に「企業研究について」を追加し、メディア総研株式会社の深水彩花氏を講

師として「福井高専生のための就職支援講演 悔いなき進路決定のために今からやってお

くべきこと～企業・業界研究編～」という題目で、インターンシップの意義・目的、心構

え、留意点、ビジネスマナーなどについて、そして企業研究の目的や方法について説明し

た。この講座はオンデマンド動画配信により実施したが、コロナ禍における就職活動の状

況について、「5 年生進路決定状況と企業研究について」という題目で本校機械工学科村中

貴幸教員（キャリア支援室副室長）による講演も取り入れた。さらに、本校は就職支援に

関する講座の充実の一方、進学に関する講座が少ないという指摘が以前よりあり、それに

対応するため、「インターンシップ事前ガイダンス－専攻科入試・大学編入試験準備編－」

という題目で、進学希望者に対する進学対策の講演も実施した。2月には本科 4年生と専攻

科 1 年生を対象とする就職対策講座を開催し、Ｆスクエア・キャリアナビセンターの山本

賢一氏を講師として、オンラインライブにて就職活動に対する心構えの説明や、集団模擬

面接とグループディスカッションの実例紹介を行い、就職試験対策や社会で必要とされる

能力などについて説明した（図６）。特に、Web 面接対策として模擬面接を実施した。さら

に、女子学生対象キャリアガイダンスとして、メディア総研株式会社の深水彩花氏を講師

として、女子学生向けの就活マナーとメイク講習会をオンデマンド動画配信により 12 月に
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開催した。女性技術者としての人生設計・就業意欲や就職活動の際の身だしなみに関する

講演とメイクの実践講習を行った。また、学科ごとに先輩講座も行った。 

本科 5年生及び専攻科 2年生には、例年、労働法に関する講演会を 11 月に開催し、賃金、

労働時間、職場の規律などの労働契約や、内定取消、解雇などのルールに関する講演を通

して、社会人として働く際に知っておくべき基礎知識を得る貴重な機会を設けているが、

新型コロナウイルス感染拡大予防のため、今年度はやむを得ず中止とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ キャリアガイダンス（本科１年生）      図５ 先輩フォーラム（本科２年生） 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 就職対策講座（本科４年生、専攻科１年生） 

 

（２）キャリア教育セミナー（合同企業説明会） 

3 月 5 日（金）に、本校と関連の深い企業・団体が 142 社参加し、本科 3〜5 年生と専攻

科 1 年生を対象とするキャリア教育セミナー（合同企業説明会）をオンラインライブにて

開催した（図７）。学生が地域の企業を知る機会にもするため、本校との関連が深い近隣の

企業が数多く加盟している地域連携アカデミア会員企業の全てに参加の案内を行い、アカ

デミア会員企業からは 63 社が参加した。 
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図７ キャリア教育セミナー（本科３～５年生、専攻科１年生） 

（３）専攻科・大学・大学院合同説明会 

 10 月 24 日（土）、本科 2〜5年生及び専攻科 1年生の進学希望者を対象に、専攻科・大学・

大学院合同説明会をオンラインライブで開催した。全国の 13 大学・大学院及び本校専攻科

から講師を招き、各校の特色などを説明した。参加者は 122 名にのぼり、オンラインで実

施したことからか、昨年度の 95 名より大幅に増加した。学生は、進学希望の専攻科・大学・

大学院の説明を聞くことができ、学生にとって進学先を考える上で有意義な説明会となっ

た（図８）。 

 

 

 

 

 

 

 

       図８ 専攻科・大学・大学院説明会（本科２～５年生、専攻科１年生） 

 

（４）進路指導の支援 

学生への進路情報の提供方法として、文部科学省の大学間連携事業で開発された「全国

高専共通利用型進路支援システム」を導入し、平成 28年度から本格的に運用を始めている。

また、校内のＰＣから閲覧できる進路情報フォルダも存在している。このような進路情報

の提供システムにより、学生はパソコンから求人票などの企業情報などを検索して入手し、

帰校届の確認により就職試験の対策をすることが可能であり、自主的に企業研究を行なう

ための環境が整備されている。また、企業側からの求人情報の登録・更新が可能で、本校

スタッフによる登録作業の負担軽減にも寄与している。さらに、就職に関する情報の他に、

大学編入学に関する情報の検索も可能であり、進路情報取得の利便性が向上している。ま

た、進路のしおりを作成し、本科 1～4 年生、専攻科進学予定の本科 5 年生、及び専攻科 1

年生の全学生に配布し、担任や専攻科委員を通じて早い時期から進路を意識させている。 

今年度は新型コロナウイルス感染拡大予防ため、オンラインで各行事を実施せざるを得

ないことが多かったが、オンデマンド動画配信で実施した行事については、アーカイブと

して残すことにより、学生は繰り返し動画を視聴することが可能となった。ライブ配信の

行事についても、専攻科・大学・大学院説明会はすべての参加校から録画が許可され、ア

ーカイブに残されている。夏季休業中の就業体験の中止による代替案としての企業研究に

ついては、これまでは具体的に方法を教授したことはなかったが、これについても今後定

着させ、進路指導の一助となると見込まれる内容である。 
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６．点検・評価 

（１）キャリアガイダンス及び先輩講座の点検・評価 

就職活動への対策強化を主目的に、キャリア支援委員会では、キャリアガイダンスなど

の新しいキャリア教育活動を企画し、個々の企画の効果的な実施と内容の充実を図ってき

た。以下、対象学年順にキャリアガイダンスなどの点検・評価を示す。 

本科１年生対象の「キャリアガイダンス」では、学校に慣れ始めた頃の学生向けの話題

として、高専で学校生活を送るための心構えやキャリア教育関連行事などを紹介した。例

年は 5 月に 1 年生全員対して一斉に実施していたが、今年度はクラス毎に実施した。新型

コロナウイルス感染拡大の影響で前期は遠隔授業になり、本校学生としての意識や、勉学

に対し真摯に取り組む雰囲気を感じることができないまま前期期末試験を実施せざるを得

ず、不安を感じる学生もいたと思われた。そこで、どのような意識で学業に臨むべきかを

教務主事より、進路選択の道筋についてとその学校のバックアップ体制についてキャリア

支援室長より話をした。学生アンケートの満足度は 96％と高く、安心して学業に臨むため

の機会となった。 

本科 2年生を対象とする「先輩フォーラム」は、今年度は新型コロナウイルスの影響で、

例年 7月に開催する「先輩講座」と 10 月に実施する「校外研修」の中止の代替として、学

科毎に上級生や専攻科生が進路決定までの体験談に加え、本校ＯＢ・ＯＧによる学生時代

の経験や社会人の経歴を踏まえ、学生の目線に立った話をしていただいた。参加した学生

にとって、将来を具体的に考えることの重要性や社会で働くことの意義を見出す貴重な機

会となった。学生アンケートでは 99％の学生が自分の進路を考える上で参考になったと回

答した。 

本科 3 年生対象の「専攻科説明会」では、専攻科長による説明に加え、専攻科生による

プレゼンテーションを取り入れた。専攻科生自身の体験に基づき、専攻科を選んだ理由や、

専攻科の仕組みや特徴に関する講演（オンデマンド動画配信）を行った。学生アンケート

では、85％が参考になったと答えた。特に、専攻科生の説明が好評だったようである。 

本科 4 年生対象の「インターンシップ事前ガイダンス」では、現地に赴いての就業体験

を中止したが、代替案として「企業研究」を学生に課したことから、例年通りのインター

ンシップの臨み方を中心とした心構えや注意点などを講演に加え、「企業研究」の目的と方

法についての講演を実施した。また、就業体験をすることができないまま就職活動をスタ

ートする不安を解消するには現状を知ることが重要であると考え、今年度の就職活動の状

況として「5年生進路決定状況と企業研究について」と題した講演を加えた。また、本校の

就職活動対策支援は充実している一方、進学に対する支援が少ないと指摘されており、今

年度は進学対策講座「インターンシップ事前ガイダンス－専攻科入試・大学編入試験準備

編－」も実施した。いずれもオンデマンド動画の配信とし、学生によっては繰り返し動画

を視聴し参考とする者もおり、進路選択を控えた学生にとっては大変役立つ講座となった。
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事後に学生から企業研究、就職対策、進学対策についての質問が多く寄せられ、外部講師

とともにキャリア支援副室長、室長で分担して回答を作成し、公開した。女子学生対象の

「女子学生向けの就活マナーとメイク講習会」では、女性技術者としての人生設計・職業

意識や就職活動の際の身だしなみに関する講演に加えて、就職活動用のメイクアップの実

践講習を行った。今年度はオンデマンド動画配信で実施した。学生アンケートの満足度は

93％となった。実施後、本科 3 年生学級担任から学生視聴の希望があり、本科 3 年生も動

画視聴可能とした。本科 4 年生及び専攻科 1 年生対象の「就職対策講座」は、昨年に引き

続き、若者の就職斡旋の専門家であるＦスクエア・キャリアナビセンターのキャリアアド

バイザーにオンラインライブにて講演していただいた。面接の意義と対策、面接時のマナ

ーや服装のチェック、グループディスカッションの実例紹介に加え、Web 模擬面接に代表学

生が参加して具体的なアドバイスをいただいた。就職活動を目前に控える学生は興味をも

って最後まで熱心に聴講し、就職試験に対する意識の向上に繋がる講座であった。学生ア

ンケートでは 93％が参考になったと回答した。 

 

（２）キャリア教育セミナーの点検・評価 

本科 3〜5年生と専攻科 1年生を対象とするキャリア教育セミナー（合同企業説明会）は、

企業の広報活動解禁の時期に合わせ、3月 5日（金）にオンラインライブにて実施した。参

加企業数は 142 社で、各社 20 分ずつのプレゼンテーションを 3回または 4回実施していた

だいた。参加対象学生は本科 3、4年生と専攻科進学予定の本科 5年生、そして専攻科 1年

生で、1日で 6社～8社の企業説明会に参加した。事前（１月中旬）に参加企業の採用情報

をまとめた企業プロフィール冊子を作成し学生に配布した。オンライン開催であったが、

本校ＯＢ・ＯＧの参加も見られた。なお、本校と関連が深い地域連携アカデミア会員企業

の全てに参加の案内を行っており、本セミナーには 63 社が参加した。コロナ禍にあって対

面式のセミナーの開催が難しい中、オンラインであっても実施することができた。 

 

（３）専攻科・大学・大学院合同説明会の点検・評価 

進学に関する行事では、10 大学、8大学院、1高専による専攻科・大学・大学院説明会を

10 月 24 日（土）にオンラインで開催した。参加校は、学生や進路指導担当教員の要望に応

える形で調整した。学生アンケートでは、86％の学生が実施時期は良いと答えている。 

 

（４）進路情報の提供に関する点検・評価 

求人情報を中心とした進路情報の提供方法では、大学間連携事業による「全国高専共通

利用型進路支援システム」を昨年に引き続き利用した。学生はインターネットを使って本

校の就職情報及び進学情報を入手することが可能で、自主的な企業研究や大学研究の支援

に役立てた。「進路支援システム」の利用案内を各教室に掲示するとともに、「進路のしお

り」にも掲載して周知を徹底し利用を促した。また、就職試験や進学試験の内容を報告す
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る「帰校届」の提出様式を電子ファイルとし、学生に情報提供した。これにより書類管理

の手間が大幅に簡略化されて効率的になり、検索も容易になるなど利便性が向上した。ま

た、「進路のしおり」には、学年毎のキャリア教育の方針を明確に掲載し、これにより本科

1年の時から卒業後の進路を意識して、自主的にキャリア形成に取り組む姿勢を身に付ける

ことを目指しており、本科 1～4年生、専攻科進学予定の 5年生及び専攻科 1年生に配布し

た。今年度は、新型コロナウイルス感染拡大予防の影響が来年度もあることを考慮した内

容にした。また、進学と公務員に関する内容を現状に合わせて改訂した。 

 

（５）効率化に関する点検・評価 

効率化の取り組みとして、一昨年度に見直しを行ったインターンシップ業務フローを実

際に運用した。新型コロナウイルス感染拡大予防のため、現地に赴いての就業体験型のイ

ンターンシップを中止したことにより、本科はインターンシップ希望先の調整までしか運

用できなかったが、専攻科は課題解決型のオンラインによるインターンシップ実施に伴い、

業務フローを小規模ではあるが運用することで企業と学生のマッチングをスムーズにでき

るようになった。一方、公募制のインターンシップ受け入れ企業が増えてきており、その

申し込み方法も多様化していることから、今後は業務フローの見直しが必要になってくる

と思われる。求人面談の面談申し込みは、電話やメールによる問い合わせが多い。担当教

員を予め配置しておくことで調整の負担を減らすよう努めているが、今年度はオンライン

面談か対面面談かの希望がマッチせず、事務担当者の負担は依然大きい。 

 

（６）全体に関する点検・評価 

以上を総括すると、②現状において記載したとおり低学年から複数のキャリア教育行事

が、オンライン開催や小規模に分割した対面式による実施など、新型コロナウイルス感染

拡大予防対策を取りながら、単に中止とするだけではなく代替策をとって企画・実施され

た。進路情報の提供システムも整備されて、学生が能動的に進路選択に対する情報を得て

いくというキャリア教育がなされている。就職の状況は、コロナ禍にあっても求人倍率が

高く内定率が 100％で推移している。進学についても、例年より長期に渡る受験生活に耐え、

進学することができている。さらに、第一希望の進路先に合格した割合は就職、進学のい

ずれも高くなっており、進路指導が適切に行われたと言える。学生による進路指導関連ア

ンケートでは、担任や専攻科委員による進路指導、進路関係の講演会の内容、キャリア支

援室の設備・環境や室員の対応に対する満足度は、いずれも 90％近い結果となっている。

従って、達成度評価はＡと判断する。 

 

７．改善課題・方策 

新型コロナウイルス感染拡大予防に対応することで、中止や実施方法を変更したキャリ

ア関連行事が多かったが、しばらくは対策しながらの企画・実施となることを覚悟し、学
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生がキャリア形成できるよう注力していく。コロナ禍でリモートワークが一般的になるな

ど働き方が変化している。企業の求める人材、学生の就業意識なども変わってきた。この

ような社会状況などの変化に柔軟に対応できる学生を育てるため、低学年からキャリア形

成に向けた意識を根付かせるよう努める。キャリア支援に関する情報の開示として、本校

ホームページにおけるキャリア支援情報の掲載を行っているが、特に、新型コロナウイル

スウィルス感染拡大予防に関しての企業向けのメッセージを随時発信しており、今後もこ

れを充実させていく必要がある。 

具体的には、進路選択目前の学生に必要な情報を整理して掲載している「進路のしおり」

において、低学年からのキャリア形成に役立つ情報を充実させる。寄せられる求人票の情

報、大学編入試験関連情報を漏れなく全国高専利用型進路支援システムや進路情報フォル

ダへアップし情報活用できるようにしており、学生が自主的に進路情報を入手するための

環境が充実してきているので、その維持に努める。さらに、求人面談で得られた情報の共

有、帰校届の回収率向上も図り、より就職活動の把握ができるようにしていく。 

就職活動支援に対しては、従来の支援に加えて、新型コロナウイルスの影響による Web

面接に対応するため、ハード面では Web 面接の環境を今年度は 5 名分準備した（本校の PC

貸出、図書館の学習室を利用）が、今後も同規模の環境を準備し、Web 面接の設備や場所を

準備できない学生に対応する。ソフト面としては今後も Web 面接への対策講座を実施し対

策をする。本科 4 年生の校外実習、専攻科 1 年生のインターンシップについては、対面に

よる就業体験を主として実施するよう準備していくが、リモートワークも就業体験の一つ

と捉え、オンラインインターンシップも活用して対象学生全員が就業体験できるようにす

る。女子学生向けの就活マナーとメイク講習会については、研修旅行を控えた本科３年生

の受講希望もあり、今後実施時期と受講対象者を検討していく必要がある。 

本校の進路支援は就職活動については充実していることは周知であるが、進学支援は少

ないことが指摘されてきている。今年度は新たに進学対策の講演をオンデマンド動画配信

で実施したが、今後もこれを継続していく。本校専攻科進学者確保のため、本科 3 年生対

象の専攻科説明会を実施しているが、専攻科生による講演が好評であり、今後も継続して

いく。専攻科・大学・大学院説明会について、実施時期が早い方が良いという感想も寄せ

られていて、実施時期に関しては検討が必要である。進学希望の低学年の学生への情報提

供や学習指導（アドバイス）の準備をする。進路指導を担当する教員に対し、大学進学者

の成績データから進路指導に提供できるデータを整理していく。 

 キャリア支援関連のほとんどの行事において、事後にアンケートを実施している。今後

もアンケート結果等を参考に問題点を検証し、各行事の改善をしていく。卒業生や企業経

営者を招聘しての講座、講演会、専攻科・大学・大学院合同説明会やキャリア教育セミナ

ーなど、外部講師による講座が多い。外部講師は、本校同窓会である進和会の協力を得る

こともあるが、クラス毎の先輩講座は学生への進路指導を直接担当する担任、副担任や専

攻科委員が企画、講演のテーマ、講師の選定、開催の時期など決定されており負担が大き
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い。今後、この点を検討・改善する必要がある。 

 キャリア支援委員会の委員を各学年の学年主任、専攻科委員 1 名だけでなく、各学科か

ら少なくとも 1 名を委員として構成することにより、キャリア関連行事やキャリア支援に

関する情報を連絡するだけでなく、各学年、各学科から意見を聞き双方向で協力して企画

していく。キャリア教育の充実に伴い近年行事が増加してきていたが、今年度はコロナ禍

で止む無く中止、実施方法を変更とした行事が多々あった。ポストコロナに向け、各行事

を単に元に戻すだけではなく、委員会を通じて内容の重複などを精査し行事の見直しをし

ていくことも必要である。 
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○ 研究活動関係 

 
１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

研究活動は学内的には安定的な状況ではあるが、著書・論文等の件数としては 51 高専の

平均には僅かに達していない。しかしながら、昨年度の科研費獲得に向けた有効な取り組

みにより、今年度の採択件数及び採択額は目標である 51 高専の平均値となった。従って、

総合的には、達成度評価はＡと判断する 

 

２．現状 

 研究推進委員会では、教員の教育研究活動に関する自己点検評価及び自己啓発・自己研

鑽として、毎年、全教員対象の「研究活動評価のための調査」を継続して実施している。

本調査は、あくまでも本校における教員の教育研究活動の活性化推進と支援のためのもの

である。令和 2年 4月（平成 29 年 4 月～令和 2年 3月の 3年間）に実施した全教員対象の

研究活動評価調査結果等を表１に示す。ただし、本文中の（ ・ ）内数字は令和元年 4

月・平成 30 年 4 月実施の調査結果を表す。定点観測の観点から、今年度も昨年度と同様に、

評価項目としては研究成果発表・研究活動（進捗状況）・研究支援・研究資金獲得・研究費

申請、評価活動期間は最近 3年間（平成 29 年 4 月～令和 2年 3月：2017 年 4 月～2020 年 3

月）の実績、評価の上限を 24 点（評点合計）とし、24 点を 4 段階のランク（Ａ・Ｂ・Ｃ・

Ｄ）に分類して評価した。なお、本評価における 24 点は毎年 1編の著書・査読有論文の研

究成果が発表されていることに相当する。表１より、明らかに、昨年度（令和元年 4 月）

は、一昨年度までと比較して十分な研究活動レベルと判断されるランクＡ（24 点以上）の

教員が 69.8％と低下したが、今年度（令和 2年 4月）は、特に、ランクＡ（24 点以上）の

教員は 78.0％に回復した。平均評価点は 54 点（48 点・50 点）、最高評価点は 242 点（289

点・233 点）であった。一方、研究者のプロフィール（経歴・論文リスト等）の管理を支援

するインターネット上のサービスである researchmap における、全国 51 高専の 2015～2018

年の論文・著書・その他（学会発表等）の総数は、高専機構本部の集計では、1高専当たり

年間で約 200 件であるが、この研究活動評価調査からは本校は年間で約 160～180 件であっ

た。（高専機構本部の調査結果では、件数的には本校は 51 高専中 50 位であったが、

researchmap の更新を怠っていた教員が多かったことが主な原因であり、令和 2年夏に更新

するように学内周知した）。以上から、研究活動については、学内的には安定したレベル

は維持されているが、5学科構成の標準的な教員数を擁する高専としてはさらなる活性化が

望まれる。 

 



101 

表 1 各年４月時点での過去３年間の研究活動評価調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、「令和 2 年度科学研究費助成事業（科研費）」の採択（令和元年度中に申請、また

は、令和 2年度に研究活動スタート支援申請）・申請（令和 3年度採択を目指し令和 2年度

に申請）状況については、新規と継続を合わせた採択件数は 17 件、直接経費と間接経費を

合わせた採択額 24，000 千円であり、令和元年度の 11 件、12，000 千円を大きく上回った。

51 高専の平均は令和元年度・2年度共に、採択件数 16 件、採択額 24，000 千円であること

から、51 高専中で科研費の採択件数・採択額共に平均的な値となった。申請件数は、令和

元年度が新規と継続を合わせて 47 件、令和 2 年度が 45 件で横ばいとなり、申請率は 65％

程度となった。科研費申請の事前調査においては、令和元年度が 52 件、令和 2 年度が 56

件で、令和 2年度は申請予定数としては微増したものの、実申請数は僅かに減少した。 

科研費採択に向けた取り組みとしては、4月～5月にかけて、採択されなかった科研費の

計画調書や研究活動スタート支援の調書の査読、6月には次年度の科研費申請に向けた意識

啓発を目的にした事前調査、7月には、令和 2年度の科研費に採択された教員 3名による科

研費採択に向けた講演会を福井高専大講義室及びオンラインで開催し、研究紹介と申請書

作成に関して工夫した点の説明などを行った。8月には、研究力向上と科研費獲得のための

研究発表会プログラム（第 3 ブロック）がオンラインで開催され、科研費獲得に意欲のあ

る教員 1 名が令和 3 年度の科研費研究の説明を行い、アドバイザーからアドバイスをいた

だいた。また、その様子はオンラインで公開された。さらに、9月には、科研費説明会（教

員向・事務担当者向）がオンラインで開催され、科研費の事務処理、昨年度との変更点、

申請者の事前準備などの説明がなされた。令和 3 年度の申請書は、11 月初旬の学術振興会

への申請前に、学科・教室の教員、並びに校長による査読等を行い申請を行った。 

令和 2 年度の本校研究紀要第 54 号には、自然科学・工学編に 10 編、人文・社会科学編

に 3編が掲載（今年度からは、冊子体は作成せず、学内的には PDF ファイルを Garoon にお

いて、学外的には福井大学附属図書館が運営する福井県地域共同リポジトリ等で閲覧でき

る）され、平成 27 年度本校研究紀要第 49 号“創立 50 周年記念号”（平成 28 年 3 月発行）

以降も継続して例年を上回る多数の投稿があり、本校教職員及び外部関係者の研究活動成

果を公表・発信する有意義なものになった。  

ヒトを対象とする研究倫理委員会が行った審査対象の研究件数は、研究代表者所属で、

ランク 人数（名） 割合（%） 

 

A：24 点以上 

B：16 点～23 点 

C： 8 点～15 点 

D： 0 点～ 7 点 

R2 R 元 H30 R2 R 元 H30 

53 

7 

8 

0 

51 

11 

7 

4 

64 

5 

5 

1 

78.0 

10.2 

11.8 

0.0 

69.8 

15.1 

9.6 

5.5 

85.3 

6.77 

6.7 

1.3 
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一般科目教室 6件（3名）、電子情報工学科 1件（1名）、教育研究支援センター1件（1名）

の合計 8件であり、全て承認された。 

 

３．点検・評価 

上記現状において記載したとおり、研究活動は安定的な状況ではあるが、著書・論文等

の件数としては 51 高専の平均には僅かに達していない。しかしながら、昨年度の科研費獲

得に向けた効果的な取り組みにより、今年度の採択件数及び採択額は 51 高専の平均値とな

った。従って、総合的には、達成度評価はＡと判断する。 

 

４．改善課題・方策 

今後、本校における教員の研究活動の活性化と学生教育への還元のためのより効率的な

具体的方策の検討が重要な課題であることは論を待たない。研究推進委員会では、教員の

研究力（研究内容・研究水準・研究環境）の質的向上と学生教育の充実の観点から、特に、

科研費等外部研究資金獲得に向けた産学官連携共同研究プロジェクト推進及び研究計画調

書査読体制の構築・整備と円滑運用を図り、本校の教育研究活動の更なる活性化と外部研

究資金獲得に繋げたい。 
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○ 地域・社会貢献活動関係 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ｂ 

（達成度評価の理由） 

第４期中期計画の 2年目となった今年度は、公開講座 5件、出前授業 15 件を実施する

など地域社会へ本校の教育・研究資源を発信し、本校の認知度向上に資することができた

と評価されるが、新型コロナウイルスへの対応により、前年に比べ、公開講座が-14 件、

出前授業が-4 件であった。このため、達成度評価はＢと判断する。 

 

２．現状 

   本校では、教育研究資源と知的資源を地域社会に還元することを通じ地域社会への

貢献と本校の認知度の向上に努めている。具体的には、公開講座、出前授業、福井県

大学連携リーグ連携企画講座(主催：大学連携リーグ)に加えて福井県生涯学習大学開

放講座(主催：福井県生涯学習センター)等への講師派遣を継続して実施してきた。 

   今年度、小中学生や一般を対象にした公開講座は、本報告書 Ⅶ.資料一覧に示すよ

うに 5件開講（20 件を計画したが、新型コロナウイルスに関連し、8月末までの 15 件

は中止）した。昨年度は 19 講座で受講者数合計 294 名（1 講座平均 16 名）、今年度は

5 講座で受講者数合計 67 名（中学生 66 名、小学生 1 名）（1 講座平均 13 名）となり、

1講座当たりでは、新型コロナウイルス感染防止に関した自粛による大きな受講者数減

にはならなかった。また、小中学校や自治体等での出前授業についても、Ⅶ.資料一覧

に示すように、昨年度より 4 件減ったものの 15 件となった。昨年度は 19 件で参加者

数合計 1，450 名（１件平均 76 名）、今年度は 15 件で参加者数合計 462 名（１件平均

31 名）となった。来場者が順次訪れるような大規模イベントが中止になったことや 3

密を避けた開催方法が大きく影響した。出前授業については例年、本校の課外活動ク

ラブ等が「越前ものづくりフェスタ」や「さばえものづくり博覧会」に参加していた

が、今年度は中止となった。 

このような地域・社会貢献活動の実施に当たっては補助員としての学生の参加が不可

欠であり、参加した学生にとっても地域社会の方々と接触するよい機会になっている。

さらに予備知識をほとんど有しない小中学生や一般社会人に対して展示物・デモ実験

内容等を分かりやすく伝えるエンジニアリング・コミュニケーション能力育成の観点

等からの学生への教育効果も期待でき、今年度は新型コロナウイルスへの対応から、

学生補助は 3名（1件）であったが、来年度以降も積極的な参加を促す。 

 

３．点検・評価 

   今年度の公開講座は 5 講座と少なかったものの、一般教室科目系分野（主に高専の
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受験対策講座）を含め、ものづくりの内容で実施され、そのために、開講した５講座

の受講生は小中学生であった。この内、数名の中学生は 3 つ以上の公開講座を受講し

ていた。このことは講座の内容が興味関心を持たせるものであったことを示している。

参加者に対して行ったアンケートの結果（回答率 94.0％）を見ると、開講したほとん

どの公開講座の時間は半日程度であったものの、その時間については 79.3％の参加者

から「ちょうどよい」との回答が、講座内容については「とても面白い」又は「面白

い」との回答率は合わせて 84.1％となった。その総合的な評価として「だいたい満足」

又は「十分満足」の合計回答率は 96.8％となり、国立高専機構が掲げている「公開講

座の参加者の 7割以上から評価される」という目標数値を大きく上回ったことになる。 

   また、出前授業に関しては例年と同様、小中学校に加えて公民館等の公共施設が主

な会場であり、その受講対象者は小中学生まで年齢層も幅広く、彼らのみならず保護

者も、ものづくりや科学デモ実験を行う場合も多くあった。出前授業についても受講

者の満足度を含め、意見や要望を把握するために事後にアンケート調査を行った（回

答率 62.1％）。その結果、授業時間については「ちょうどよい」が 60.0％であり、授

業内容について「面白い」と「やや面白い」とを合わせると 88.7％となり、その総合

的な評価として「だいたい満足」と「満足」の合計が昨年度以上の 93.6％という結果

となった。特に科学イベント等で自治体が出前授業の実施を求める際の受講者には、

保育園児や幼稚園児等の幼児も含まれるため、安全対策は勿論のこと、受講生の知識・

技能レベルに合わせた実施内容・体制に留意しなければならない。 

今年度、地域・社会貢献活動における受講者側の満足度は新型コロナウイルス感染

防止に対する自粛により、受講者数や参加者数の合計数は減少したものの、極めて高

く推移している。しかしながら、公開講座・出前授業共に件数的には前年度から大き

く減少したことから、全体の達成度評価はＢと判断する。 

 

４．改善課題・方策 

これまで本校は教育研究資源や知的資源を継続的に地域社会に還元しており、いず

れの事業においても参加者から極めて高い満足度を得ている。そしてこれらの事業を

通じて教職員のみならず学生達と地域住民との幅広い交流が図られ、人間力のみなら

ずエンジニアリング・コミュニケーション能力の育成の機会を増やすことに繋がるな

ど、結果として学生に対する総合的な教育効果も得られている。昨年度から始まった

第４期中期計画の期間においても引き続き各事業に積極的に取り組み、地域社会への

貢献に積極的に寄与していきたい。 
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○ 国際交流関係 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ｃ 

（達成度評価の理由） 

 今年度は新型ウイルスの影響により物理的な交流はほぼ不可能に近い事態となった。そ

のような状況下において学生のモチベーションを維持し海外へ飛び出す興味を失わない

よう何ができるのかを模索する１年であった。しかしながら実際に現地渡航して行う交流

は著しく制限された一方、オンラインにより気軽にまた緊密に繋がれる手段が急速に発展

を遂げた側面もある。今年度は本校においてもリアルタイムで現地と日本をつなぐという

意欲的な試みを行うことができた。オンラインでの国際交流の可能性に開かれることで、

学生の今後の英語への学習意欲や海外との交流のモチベーションの向上を促すことがで

きたと考える。オンライン交流の可能性の模索、また派遣や受け入れ再開に備えた英語版

ホームページの充実など着実に進めることができたが、ほぼ全ての予定されていた国際交

流事業が延期・中止を余儀なくされたことはやはり大きな痛手であった。よって、達成度

評価はＣと判断する。 

 

２．現状 

  新型ウイルスの影響により各種海外派遣事業および国際交流事業が中止・延期を余儀

なくされた。以下詳細を示す。 

（１）学生派遣事業 

 現状では学生の安全の確保が著しく困難と判断し、専攻科の海外インターンシップ

およびオーストラリア研修旅行の今年度実施は見送られた。ただし後述のように、そ

の代替として海外赴任中の卒業生による現地から Web 会議システム(Teams)によるリア

ルタイムの先輩講座海外編を行った。また同様に Web 会議システム(zoom)を利用した

本校学生と海外の大学生とのオンラインでの交流も実施した。 

（２）職員派遣事業 

 ８月にフィンランドのトゥルクで開催され本校一般科目教室の教員１名が参加する

予定であった第 14回国際工学教育研究集会 ISATE 2020（13th International Symposium 

on Advances in Technology Education 2020）が次年度に延期となった。 

（３）学生受入事業 

 本校と交流協定を締結しているタイ王国のプリンス・オブ・ソンクラ大学（Prince of 

Songkla University: PSU）工学部および高専機構と交流協定を締結しているタイ王国

のキングモンクット工科大学ラートクラバン校（King Mongkut's Institute of 

Technology Ladkrabang: KMITL）より短期留学生を 6月～7月に受け入れる予定であっ

たがコロナ禍での海外からの学生の受け入れは現時点では難しいと判断し、今年度は
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受け入れ辞退の旨を先方に伝えた。 

（４）講演会等 

 短期留学生成果報告会・海外研修報告会・海外インターンシップ報告会については

実施がなかったためいずれも開催されなかった。また、高専機構主催の Web 会議シス

テム(Teams)によるトビタテ！留学JAPAN説明会に12月21日に教職員2名が参加した。 

（５）連携事業 

 高専機構主催の「令和 2 年度 全国国立高等専門学校 国際交流室・国際交流セン

ター長会議」が 10 月 20 日に Web 会議システム(Teams)にて開催された。国際交流室長

が出席し、国際展開・国際交流を推進することにより高専教育の高度化・国際化を図

ることを目標とし、高専機構の国際戦略に関する情報を各高専と共有した。岐阜高専

主催の第 3ブロック国際交流担当者集会については今年度の開催はなかった． 

（６）オンライン国際交流事業 

   ①先輩講座海外編 

 令和3年1月14日に株式会社高木製作所のインドネシア拠点である PT. SARI TAKAGI 

ELOK PRODUK にて現在駐在中の卒業生による Web 会議システム(Teams)を利用したオン

ラインでの講演を現地よりリアルタイムで行った。本校 4 年生のキャリア支援教育の

ための時間割を利用し 4年機械工学科・電気電子工学科の学生計 80 名が参加、講演後

学生からの質疑応答の時間を設けた。この企画は福井県による「ＦＡＡ学ぶならふく

い！応援事業（大学等魅力アップ支援分）」の学生のグローバル化支援事業「グローバ

ルエンジニア育成プログラム」の支援を受けて行われた。 

   ②学生交流事業 

 令和 2年 11 月 7 日に本校学生とテキサス大学オースティン校で日本語を専攻する学

生との交流を、Web 会議システム(zoom)を利用してオンラインにて開催し、オースティ

ン校より約 10 名の学生と 2 名の教員、本校より 10 名の学生および 3 名の教員がそれ

ぞれ各自の端末で自宅等より接続し参加した。主として zoom のブレイクアウトルーム

機能を利用し 3～4 名の日米学生混合グループを作り、１回約 30 分程度のグループデ

ィスカッションを都度シャッフルしてメンバー替えを行い計 3 クール行うことで、闊

達な議論を交わし広く交流を行った。 

（７）その他 

 コロナ禍の中今年度募集があったトビタテ！留学 JAPAN へは今回本校から申請者は

いなかった。また、今後のオンライン・オフライン両方の国際交流に備えて本校ホー

ムページの英語版ページの国際交流室の英語版を充実させた。また、次年度以降に計

画されている越前町教育委員会に勤務するマレーシア出身本校卒業生の立案によるマ

レーシアの学生と福井県の高等教育機関の学生との国際リーダーシップ研修（学生受

け入れおよび派遣が困難な場合はオンラインで実施予定）の企画の相談をうけ、今後

も引き続き協力していくこととした。 
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３．点検・評価 

 前述の通り今年度は新型ウイルスの影響により物理的な交流はほぼ不可能に近い事

態となった。そのような状況下において学生のモチベーションを維持し海外へ飛び出

す興味を失わないよう何ができるのかを模索する１年であった。しかしながら実際に

現地渡航して行う交流は著しく制限された一方、オンラインにより気軽にまた緊密に

繋がれる手段が急速に発展を遂げた側面もある。今年度は本校においてもリアルタイ

ムで現地と日本をつなぐという意欲的な試みを行うことができた。先輩講座およびテ

キサス大学オースティン校の学生との交流ともにオンラインでの国際交流の可能性に

開かれることで、学生の今後の英語への学習意欲や海外との交流のモチベーションの

向上を促すことができたと考える。今後のオンライン交流の可能性の模索、また、派

遣や受け入れ再開に備えた英語版ホームページの充実などは着実に進めることができ

たがほぼ全ての予定されていた国際交流事業が延期・中止を余儀なくされたことはや

はり大きな痛手であった。よって、達成度評価はＣと判断する。 

  

４．改善課題・方策 

現在世界中で感染が蔓延している新型コロナウイルスが終息を待たれる中、渡航国

での感染症と治安の危険性の情勢を踏まえて派遣事業を再開すること、また再開に備

えて準備を進めておくこと、同時にオンラインでの国際交流の可能性をさぐっていく

こと、このような困難な状況下で学生の海外へのモチベーションを向上・維持してこ

とが当面の課題であり、関係各所と連携して改善を行っていく。また、国際交流の推

進を得意とする教員や職員の育成にも力を注ぎ、数多くの教職員で本校の国際交流事

業を効率的に行う基盤整備を今後も引き続き行っていく。 
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○ 国際交流（留学生）関係 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

コロナ禍であっても、5年生の留学生は進路先も決定し、無事卒業した。3年生、4年生

の留学生も全員進級した。 

このため、達成度評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

本校は、国際交流の一環として、諸外国からの外国人留学生を受け入れている。令

和 2 年度の在籍留学生は下記に示すように 3 か国 9 名である。今年度は、コロナ禍の

ため、3年生の学生 3名と 4年生の学生 1名が前期は入国できなかった。入国まで、学

生たちは自国からオンラインで授業を受けていた。全員が福井高専にそろったのは 11

月下旬であった。入国してからは、留学生は本校の学生と同様な教育を受け、寮で生

活を送っている。単に学習の場として本校に在籍しているだけではなく、本校での異

文化交流の大きな柱を担ってくれる存在と位置づけ、留学生の教育に力を注いでいる。 

 

今年度の在籍留学生一覧 

学科･学年 留 学 期 間 国   籍 

電気電子工学科 ５年 2018.4～2021.3 マレーシア 

環境都市工学科 ５年 2018.4～2021.3 バングラデシュ 

機械工学科   ４年 2019.4～2022.3 モンゴル 

電気電子工学科 ４年 2019.4～2022.3 モンゴル 

物質工学科   ４年 2019.4～2022.3 マレーシア 

電気電子工学科 ３年 2020.4～2023.3 マレーシア 

電子情報工学科 ３年 2020.4～2023.3 モンゴル 

物質工学科   ３年 2020.4～2023.3 モンゴル 

環境都市工学科 ３年 2020.4～2023.3 モンゴル 

 

留学生への対応は、教育面では外国人留学生委員会（担任や学科の代表）が、生活

面では学寮が受け持ち、留学生からの様々な相談に応じている。また、より身近な学

習・生活支援として、チューター(3・4 年次の寮生活学生のクラスメート)を一人ずつ

配置し、学習・生活の両面で支援を実施しており、留学生からの評価は高い。また、

本年度は、下記に記載したような行事を設け、主として本校学生との交流を行った。 
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・今年度の留学生関連行事 

6 月 26 日  令和 2年度第 1回運営委員会（福井大学）（メール審議） 

8 月 31 日  令和 2年度外国人留学生チューター委嘱式・オリエンテーション 

12 月 10 日  福井県留学生交流推進協議会定例総会・第 2回運営委員会（福井大学） 

       （オンライン） 

12 月 11 日  入学外国人留学生鯖江市長表敬訪問 

12 月 12 日  令和 2年度秋季留学生研修会 

12 月 24 日  令和 2年度第 1回外国人留学生委員会 

 

平成 21 年度からの留学生の進路については下記に示すとおりであるが、ほとんどが大

学進学であり、本校への留学で十分な成果を残すことができている。 

 

・留学生進路一覧 

平成 21 年度から令和 2年度卒業生(30 名) 

秋田大学、福井大学（8）、筑波大学、長岡技術科学大学（2）、静岡大学、豊橋技術

科学大学（2）、東京工業大学、神戸大学、電気通信大学、信州大学、宇都宮大学（2）、

東京農工大学(2)、富山大学、新潟大学(2）、千葉大学、室蘭工業大学、帰国(2） 

  平成 24 年度修了生(1 名) 

   就職（株式会社リアルテック） 

 

３．点検・評価 

外国人留学生に対しての、学習や生活に関する支援体制はこれまでの経験を基に構築

されている。今年度は、コロナ禍であるにもかかわらず、留学生は進学先を決め、卒業

した。留学生は、5 年生は全員進路先を決定して卒業し、3 年生、4 年生は全員進級した

ことから、達成度評価はＡと判断する。 

 

４．改善課題・方策 

留学生はそれぞれの奨学金を学費として母国を離れて勉学をしに日本にやって来てい

る。常にこのことを、留学生に認識させていくことが必要である。また、受け入れる本

校としても日本語があまり通じず、育ってきた文化が異なる学生を受け入れていること

を再認識して教育に当たらなければならない。 
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○ 施設整備関係 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

令和 2年度において、修学・就業上の環境整備や教育研究の高度化対応等を目的とし

たキャンパスマスタープランに基づき、運営費交付金が年々削減される中、学生・教

職員の安全・安心を最優先にして修学・就業における環境整備を計画的に行った。 

このため、達成度評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

国立高等専門学校の施設において「国立大学法人等施設整備 5 か年計画」に基づき

耐震化など整備が図られ、同第 3 次の計画期間に構造体の耐震化率 100％を達成した。

しかしながら、その現状は教室の狭隘解消や寮の多人数部屋の解消などの課題を全て

解消するまでには至っておらず、今日の教育研究に必要な機能と水準を備えていると

は言えず高専改革に伴う新たな取り組みを行う上で制約となりその施設面でのハンデ

を教育や実験上の創意工夫や教員の努力で補っているのが実情である。加えて国立高

専の施設は、「新たな高専教育課程の展開」、「社会実装など研究開発力を通じた地方創

生の推進」、「理工系女性人材の育成」、「国際化の推進」等、一連の教育改革への対応

が求められており、これを可能とする施設整備が喫緊の課題となっている。よって、

これらのことに対応するにあたっては、「国立高専機構施設整備 5か年計画」及び「国

立高専機構インフラ長寿命化計画（個別施設計画）」の基本的な方針を踏まえ、本校の

キャンパスマスタープラン 2015 に基づき、計画的かつ重点的な整備を進めることとし

ている。 

令和 2 年度において、上記内容を踏まえ優先度の高いものから整備した。具体的に

は、施設整備補助事業 2 件（一般教育棟の増築及び機能改修と基幹環境整備のライフ

ライン再生（排水設備等）改修）営繕事業１件（体育器具庫の機能改修）、他学内予算

による各種工事及び保全業務を実施した。 

 

[施設整備補助事業]  

・一般教育棟改修 

一般教育棟は、昭和 46 年に建設され現在に至る。築後 48 年経過し、経年による建

物外部の劣化が進行しており、特に外部建具の劣化が激しく風雨の都度隙間から室内

側に漏水し、居住環境が著しく悪化し、教育研究に支障をきたしている。本校は以前

より慢性的に教育研究施設面積が不足している経緯があり、特に一般教育棟及び一般

教育棟(教室)においては、教室狭隘や少人数指導スペースが無いことで、教育研究活
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動が制限されてきた。また、一般教育棟と一般教育棟（教室）とは外部で接続してい

るが段差があり、エレベーターもなく上下移動は階段のみで、バリアフリー対策がな

いのが現状である。本事業はこれらを解消するために既存棟の全面改修と必要最低限

の渡り廊下等増築を行うものである。渡り廊下は本地域特有の冬季の激しい風雪や豪

雪への対応として既存建物への連絡通路としての役割を担い、教育研究環境の安全・

安心を確保するために不可欠のものである。 

改修により、教室狭隘化の解消、バリアフリー、少人数指導空間の創出、教員室と

自学自主空間の連携運用、ＰＢＬ学習環境の充実及び安全・安心な教育研究環境が確

保できる。また、諸室の集約化や共用化等により、教育研究環境の活性化のためのス

ペースを確保した。具体的には学生が利用できるラーニングコモンズ 27 ㎡、学生・教

員が利用できる共有スペース 126 ㎡を確保し、様々な用途に対応できる有効スペース

を創出した。 

 

 

 

 

 

 

一般教育棟 北側（外観）
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・ライフライン再生（排水設備等）Ⅰ期改修 

本校の屋外排水管設備は設置後 28 年～52 年経過しており、排水管及び排水枡の老朽

化が著しく、管の詰まり・木根の進入による排水不良のトラブルが度々発生し、早急

に排水基幹設備を更新する必要があり、また本校実験排水設備は水質汚濁防止法によ

る特定施設に該当するが、配管設備等はその基準を満たしておらず、平成 28 年 4 月に

所轄健康福祉センターより改善するよう指導を受けていた。対策として屋外実験排水

配管の維持管理の観点から実験排水配管をエリアごとにまとめ、モニター桝を経由し

て最寄りの汚水枡に接続することで解消した。屋外実験排水管の漏洩を確認する方法

として、汚水桝接続附近で定期的にガス検知器(市販品)による測定を行い、配管から

の漏洩等の有無の確認を行う。この方法は所割健康福祉センターの承認を受けている。   

今回の屋外排水設備改修要求に併せ、実験排水設備改修を要求するものである。更

に排水管改修時の道路掘削・復旧に併せ、老朽化し舗装面が劣化している道路舗装及

び L型側溝等の更新を行い、学生・教職員の歩行及び車両通行の安全確保を行う。 

 

 

 

一般教育棟 大講義室（内観） 
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屋外⾬⽔管、会所桝内 

電⼦情報⼯学科棟前 屋外⾬⽔管（会所桝含） 

屋外汚⽔管、汚⽔桝内 

総合情報処理センター前 屋外汚⽔管（汚⽔桝含） 



114 

 

[営繕事業]  

・体育器具庫改修 

体育器具庫は昭和 47 年に建物完成後 45 年を経過しているが一度も大規模改修を実

施していなく内外共老朽化し、特に軒樋の大半が脱落する等外部の劣化が著しい。更

に体育器具庫天井裏には、本校で唯一吹付けアスベストが残存しており、封じ込め処

理で対処しているが過去に天井漏水等も発生し、部屋として殆ど有効利用ができてい

ないのが現状である。教室狭隘化解消の面積拡充を受けていない本校は特に教育研究

施設スペースが不足しており、新カリキュラムや学科改組に伴う新しい教育体制実施

のための面積捻出が困難な状況である。そこで体育器具庫の吹付けアスベストを撤去

し、学生の自学自習・グループ学習及び文化系課外活動スペースとして改修し、教育

研究スペースの充実及び施設マネジメントの観点から施設の有効利用を図ることがで

きた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体育器具庫 北側（外観）
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また、厳しい予算状況の中、令和 2 年度学内予算で下記の分類で改修工事及び保全

業務等を実施した。 

・樹木剪定・伐採による周辺環境整備 

・関係法令遵守関連工事 

・維持管理関連工事 

・各種点検保守業務 

 

３．点検・評価 

   「１.現状」に記したとおり、令和 2年度においても修学・就業上の環境整備や教育

研究の高度化対応等を目的としたキャンパスマスタープランに基づき、運営費交付金

が年々削減される中、学生・教職員の安全・安心を最優先にして修学・就業における

環境整備を計画的に行った。 

以上のことより、施設整備に関する総合的な達成度評価はＡと判断する。 

 

４．改善課題・方策 

体育器具庫 （内観） 
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   令和 3 年度は、施設整備事業として、学寮整備事業、ライフライン再生（排水設備

等）Ⅱ期工事を、営繕事業として、武道場改修を実施予定であるが、依然老朽化が顕

著で、経年 40 年以上の施設及び基幹設備が数多くあり、キャンパスマスタープランを

核として、基幹環境整備や安全対策、機能強化と環境整備を限られた予算の中で計画

的かつ継続的に行い、快適で安全・安心な修学環境づくりを目指す。 
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○ 管理運営関係 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

管理運営関係は、全般的に組織は効果的な活動を行っており、適正な業務が行われてい

た。このため、達成度評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

（１）学校運営に関する組織 

学校運営に関する組織は、学則、内部組織規則及び事務組織規則において定めて

おり、運営連絡会、学校運営会議、教員会議及び各種委員会がある。管理運営に関

する重要事項については、学校運営会議で審議されるが、その決定方針等について、

教員会議や各種委員会等へ反映すべく、校内意見の調整を行い、校長が効率的に意

思決定を行えるよう運営されている。 

運営連絡会は、校長、副校長、校長補佐、事務部長及び課長を構成員とし、学校

運営会議に諮る事項及び管理運営の重要事項について機動的な協議をする場として

いる。 

学校運営会議は、校長が議長を務め、副校長（総務・企画主事及び教務主事）、校

長補佐（学生主事、寮務主事、研究産学連携主事及び専攻科長）、各学科長、一般科

目教室主任及び事務部長で構成されている。 

教員会議は、校長及び専任の教員で構成されているため、関係者の意見を十分く

み取り、各事項についての効率的な意思決定とその周知徹底が図られ、効果的な運

営ができる体制となっている。これらの会議は毎月定例的に開催している。また、

各種委員会等については、各委員会規則に基づき、専門的分野での見知から効果的

な運営が図られている。さらに、教員は各学科及び一般科目教室に所属し、それぞ

れの校務を「校務分掌表」のとおり行っている。 

事務組織は、事務部長の下に、総務課及び学生課の 2 課を配置し、各所掌業務を

行う体制となっている。また、部課長、課長補佐、係長、技術長、技術専門員で構

成する事務連絡会議を、8月を除く毎月 1回開催し、管理運営事項の連絡調整と意思

疎通を効率的に行える体制となっている。さらに、各委員会規則には担当課を明記

するとともに、事務職員も委員として参画する等、必要に応じて直接校務を分担し、

機能的に活動している。 

（２）中期計画・年度計画並びに自己点検・評価 

本校では、第４期中期計画を踏まえて、高専機構本部が定めた年度計画に対応し

た本校の令和元年度の年度計画を立案し目標を定め、その目標の下、健全な学校運
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営を図っている。本校で定めた中期計画・年度計画は、教育、研究、社会との連携・

国際交流、管理運営等の区分により、具体的な目標を定め、この目標に対する達成

状況を把握することで学校全体の総合的な自己点検・評価を行っている。自己点検・

評価にあたっては、中期計画・年度計画を踏まえ、学校の活動の総合的な状況に対

して行われている。その結果は、「自己点検・評価報告書」に取り纏め、本校ホーム

ページで公表している。 

（３）外部評価の受審 

平成 16 年度に本校本科 4、5 年と専攻科の教育プログラム「環境生産システム工

学」が一般社団法人日本技術者教育認定機構（以下「ＪＡＢＥＥ」という。）により

認定された。平成 21 年度には継続審査を受審し、平成 30 年 10 月に 2度目の中間審

査を受審した結果、平成 30 年 4 月 1 日から令和 3 年 3 月 31 日まで 3 年間の認定を

受けたが、認定継続のための審査について学内で検討を重ねた結果、令和 3 年 3 月

31 日以降の継続受審を行わないこととなった。 

次に、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構による高等専門学校機関別認証

評価は、7年以内ごとに受審することが義務づけられており、令和元年度に機関別認

証評価を受審し、高等専門学校評価基準を満たしているとの評価を受けている。 

また、本校では、外部有識者による「外部有識者会議」を開催し、毎年、外部評

価を行ってきたが、平成 26 年度から対象年度の終了後に自己点検･評価報告書の作

成を行うこととし、平成 27年度からは自己点検・評価報告書の作成時期に合わせて、

必要に応じて外部有識者会議を開催することとしており、直近では、令和元年度に

開催した。次回の開催は、「第４期中期計画の中間評価とフォローアップ」となるこ

とから、開催時期を中間報告と未達に対する方針が纏る令和 4 年度の中頃までに開

催する予定としている。 

外部有識者会議では、本校の教育研究目標・計画、自己評価、その他本校の運営

に関する重要事項について、審議・評価を行っており、具体的には、福井県内外の

技術科学系大学関係者、福井県内の中学校関係者、福井県の関係機関、地元の産業

界、報道関係、同窓会関係者に委員を委嘱し、事前に配付した自己点検・評価報告

書を基に外部有識者会議で検証が行われ、自己評価を含む学校運営に関する重要事

項についての提言・助言を受けている。この内容については、「外部有識者会議報告

書」に掲載し、本校ホームページで公表している。提言・助言については、事項ご

とに担当する委員会等へ提起し、具体的な改善方策等の検討からその実施と学校運

営会議への報告まで一貫した教育改善システム（ＰＤＣＡサイクル）が構築され、

有効に運用されている。 

なお、先述の機関別認証評価の訪問調査時における指摘に対する対応策として、3

年に 1回以上開催することとなった。 

（４）危機管理 
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   危機管理体制については、危機管理を総合的かつ計画的に推進するためのリスク

管理室の設置を危機管理規則で明確に定め、平成 29 年 2 月に危機管理マニュアルを

作成し、危機管理に係る事態に組織的に迅速かつ的確に対応をするための体制整備

を図っている。  

リスク管理室では、台風等の自然災害やインフルエンザ等各種感染症の対応のほ

か、緊急に対処すべき危機事象が発生又は発生する恐れがあることを発見した場合

は会議等を開催し、校長と対処方針等を協議した。また、教職員のコンプライアン

スに関するセルフチェック実施や、「研究倫理教育」のため CITIJapan プロジェクト

が提供する教育プログラム実施、さらに、個人情報の保護に関する研修を実施し、

コンプライアンス意識の更なる向上を図った。その他の取組みとしては、非常災害

に対応するための備蓄品の充実を図っており、高専機構から配付された非常用毛布

及び簡易トイレと共に寮生の 3 日分に相当する非常食、飲料水を常備するように努

めている。この非常食は、学寮の防災訓練における非常食の試食にも提供するなど

定期的に更新するよう努めている。 

（５）広報活動 

一般社会人や中学生保護者などに本校の現状を紹介するために、入試広報委員会

の他、総務・企画委員会の下に広報・外部評価専門部会を設け、さまざまな広報活

動を行っている。その広報活動の一環として、平成 19 年度より本校の紹介を地元コ

ミュニティＦＭ放送である「たんなん夢レディオ」、平成 22 年度からは地元コミュ

ニティ誌である季刊誌「夢レディオ編集室」で開始した。また、本校の教育研究活

動等の状況は、本校ホームページへ掲載することにより公表しており、分かりやす

く公表するという観点から、本校ホームページのトップページの「学校案内」に「教

育情報公開」を設定し、教育研究上の目的、教育研究上の基本組織等の基本事項及

び教育組織、教員集、各教員の有する学位・業績、入学者受入方針、授業科目、授

業方法・内容、年間授業計画並びに施設等の情報を掲載し、広く一般社会に発信し

ている。なお、平成 30 年度に本校ホームページのリニューアルを行った。 

（６）男女共同参画推進 

平成 23 年度に国立高専機構において「男女共同参画行動計画」が策定されたこと

を受けて、その取組みを推進するための組織として平成 25 年 4 月に企画室の下に男

女共同参画推進専門部会を設置した。その後、内部組織の見直しにより、平成 28 年

度からは総務・企画主事を委員長とする総務・企画委員会の所掌となった。今年度

の主な取組みは次のとおりであり、今後も女性教職員からの意見・要望等を踏まえ

た女性の視点による環境整備を具体化するように、継続的な議論をしていくことと

している。 

・今年度行ったすべての教員公募に、「本公募では、教育・研究業績等の評価にお

いて同等と認められた場合には、女性を優先的に採用します。」と明記した。 



120 

（７）業務運営 

① 人事交流 

     事務職員については、近隣の大学と 10 名の人事交流を行った。 

② 事務職員等の研修 

事務職員・技術職員の一層の能力向上を図るため、各種研修・講習会等に積極

的に参加させた。 

  ③ 教職員表彰 

     職務に関して、高く評価できる教職員に対して毎年実施している校長表彰を 3

月に実施した。 

  ④ 教職員の業務負担軽減 

学寮業務を円滑に行うために本校教員ＯＢ3名を雇用し、学生寮の休日業務に充

てることで教職員の業務負担軽減と学生支援の充実を図った。 

⑤ 再雇用教員の職務内容 

再雇用教員の職務内容等について遂行可能なものを整理し、本校における取扱

いを校長裁定により定め、平成 25 年度から適用している。 

  ⑥ 職場環境等 

     毎月定期的に安全衛生委員会を開催し、教職員の安全衛生に関する事項を審議

するとともに、併せて実施する職場巡視点検で当該施設管理者に必要な指導等を

行っている。 

また、教職員及び学生がその能力を十分に発揮できるような就労環境及び修学

環境を維持するため並びに関係者の利益を保護するため、ハラスメント防止等に

関する規則を制定している。さらに、国立高等専門学校機構一般事業主行動計画

（平成 24 年 4 月 18 日理事長通知）を受けて本校の行動計画を策定し、ノー残業

デーの設定や会議等の開催は原則として 17時以降に行わないなど次世代育成支援

への取組を行っている。 

  ⑦ 情報関係 

令和元年 11 月 14 日（木）・15 日（金）に、高専機構本部による情報セキュリテ

ィ監査で指摘があった件について対応を行った。また、令和 3 年 2 月には、全教

職員を対象に個人情報の保護に関する研修を Microsoft Forms を利用して実施し

た。 

  ⑧ 会計監査 

     令和元年 11 月 25 日（月）・26 日（火）に、高専機構本部による監事監査・内部

監査で指摘があった件について対応を行った。 

（８）改善課題・方策への取組状況 

  令和元年 11 月 14 日（木）・15日（金）に、高専機構本部による情報セキュリティ

監査を受検し、情報の格付並びに格付けごとの持ち出しルールを策定するよう指摘
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を受けていた件については、令和 3 年 3 月 9 日付けで福井工業高等専門学校要保護

情報等の運搬・送信に関する細則を制定し対応を行った。また、令和元年 11 月 25

日（月）・26日（火）に、高専機構本部による監事監査・内部監査を受検し、法人文

書に係る保存期間満了後における廃棄の手続き等を行うように指摘を受けていた件

についても令和 2年 9月に対応を行った。 

３．点検・評価 

（１）学校運営組織は、適切に役割を分担し効果的に活動している。 

（２）中期計画及び年度計画の項目を踏まえて本校の総合的な状況に関して自己点検・評

価が行われており、その結果は自己点検・評価報告書を作成し、本校ホームページで

公表している。 

また、自己点検・評価の評価結果については、外部有識者会議において検証が行わ

れ、その内容については、外部有識者会議報告書に掲載し、公表している。また、改

善を必要とする評価結果については、事項ごとに担当する委員会等へ提起し、具体的

な改善方策等の検討からその実施と学校運営会議への報告まで一貫した教育改善シス

テム（ＰＤＣＡサイクル）が構築され、有効に運用されている。 

（３）外部評価については、ＪＡＢＥＥの中間審査及び独立行政法人大学改革支援・学位

授与機構の高等専門学校機関別認証評価の認定を受け、改善を要する点については対

応している。また、外部有識者会議を開催し、その提言・助言は、学校運営会議及び

関係委員会等で対応を検討し、年度計画等に取り入れるなど、外部の意見を反映させ

ている。 

（４）危機管理体制については、迅速かつ的確に対応するために危機管理規則を定めると

ともに、リスク管理室を設置し、危機管理に係る事態に迅速な対応ができる体制を整

えている。 

（５）広報活動は、本校の教育研究活動の状況について本校ホームページに掲載し、広く

一般社会に情報発信している。また、積極的な情報発信手段として、イベントへの参

加や地元メディアを利用するなどホームページだけではなく、さまざまな手段を用い

て情報を広く分かりやすく社会に発信している。 

（６）男女共同参画推進は、平成 28 年度に企画推進室を設置し、教職員への情報提供や高

専機構の男女共同参画行動計画及び女性教員比率向上のためのポジティブ・アクショ

ン等を踏まえた取組みを行っている。また、高専女子ブランドを広く社会へ発信する

取組のひとつとして高専機構本部が発行する「ＫＯＳＥＮ ＧＩＲＬ」をオープンキャ

ンパスに参加した女子中学生に配布している。 

（７）業務運営では、教職員の資質向上のための人事交流・研修と業務に不可欠な情報イ

ンフラの整備を計画的に行っている。また、教職員の業務負担軽減に繋がる取組みを

検討・実施するなど働きやすい職場環境の整備に努めている。 

（８）一昨年度からの改善課題・方策に挙げた事項については、計画的に対応している。 
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４．改善課題・方策 

これまでどおりコンプライアンスの徹底について不断の取組みを続けるとともに、継

続的に本校の危機管理体制について見直しを図る必要がある。 
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○ 財務関係 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

財務関係は、全般的に適正な業務が行われている。平成24年度の補正予算措置によ

って教育研究の基盤となる教育研究設備等の充実が図られて、計画どおりの成果を上

げてきたが、今年度久々に措置された設備整備予算は、次年度以降の更なる成果が期

待される。また、外部資金獲得や業務の効率化にあっては一層の取組・推進が行われ

ている状況であった。このため、達成度評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

（１）資産及び債務 

本校の資産は、平成16年度の法人化に伴い、国から土地及び建物・立木竹、 工

作物の資産を継承し、教育活動等を将来にわたって適切かつ安定して遂行するた

め、高等専門学校設置基準に基づいた必要な資産を有している。 

（２）経常収入 

    経常的収入源である運営費交付金は、効率化係数の運用等により引き続き減では

あるが、今後も継続的に交付されるため確保されている。また、その他の経常的収

入源として授業料・入学料及び検定料の他、その他の自己収入として財産貸付料

等が継続的に確保されている。 

さらに、これらに加え産学連携等研究収入（共同研究・受託研究）、寄附金収

入、科学研究費等補助金等の外部資金獲得に向け積極的に取り組み、経常的収

入として継続的に確保されている。 

（３）外部資金 

科研費は、採択件数が低落傾向にあったが、講演会開催や外部資金申請者に校長

裁量経費への申請資格を与えるインセンティブを設ける等の取組により平成24年度

から増加に転じており、令和2年度も前年と比べ採択件数・申請件数ともに増加して

いる。 

受託研究は平成23年度から受入れがなかったが、平成29年度は1件、及び令和2年

度は2件の受け入れを行った。また、受託試験及び寄附金の受入れは前年度と比較し

て増加しており、また、外部資金獲得向上のための取組として、外部資金の公募情

報一覧をグループウェア（Garoon）に継続的に掲載している。 

また、企業からの受託研究、共同研究、寄附金等を積極的に受け入れるため、平

成23年度から福井高専地域連携アカデミアが技術マッチングコーディネータとして

委嘱した福井県発明協会の知財専門家を活用し、会員企業と本校との技術マッチン
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グを推進していることと併せ、同知財専門家を技術マッチングコーディネータとし

て委嘱したことを、全ての教員に周知されている。 

（４）収支計画及び状況 

本校の目的を達成するための財源上の基礎として予算配分計画を策定し、学校運

営会議において審議を行い、予算配分方針に基づき教育研究及び管理運営に必要な

経費を配分している。その審議内容、決定事項については、教員会議、事務連絡会

議を通じ、教職員に明示され周知するとともに、財務状況に関しては、収支予算決

算額を学校要覧に掲載している。 

支出については、財務会計システムで一元管理しており、過大な支出超過はない。 

（５）予算配分等 

教育研究活動に必要な予算については、予算配分方針に基づき、予算配分書を

策定し、学校運営会議で審議の上、決定している。 

また、校長のリーダーシップの下、教育研究活動の活性化を図るため、校長

裁量経費として留保し、実験・実習等研究設備経費等の募集を行い、申請され

た事業のうち、書類審査を通過した事業について校長ヒアリングを実施し、必

要性、有効性、継続性を審査し採否を決定し配分を行っている。 

さらに令和元年度には、校長裁量経費を更なる戦略的経費として活用するた

め、「令和 2 年度予算配分方針を決定するにあたっての基本的考え方」に基づき、

①実験・実習用等設備経費、②若手等研究者・科学研究費補助金申請者への支

援、③外部資金獲得者への研究環境整備の支援、④一般科目教室主導による基

礎学力充実経費、⑤英語学習の促進経費（ＴＯＥＩＣ年会費）、⑥その他校長が

特に認めた場合に配分した。 

    教育研究設備については、長期的視野に立った計画的な予算配分を行うため、

高専機構本部からの設備整備マスタープラン導入希望調査に基づき、学内で希

望調査を行い、高専機構本部に予算要求を行った。その結果、令和 2 年度設備

整備マスタープランについて予算措置がなされ、令和 3 年度中に契約・納入の

運びとなっっている。 

 （６）会計監査等 

本校の会計監査等については、独立行政法人国立高等専門学校機構会計規則第45

条の規定及び福井工業高等専門学校会計内部監査要項に基づき、高専相互会計内部

監査、会計内部監査、科学研究費補助金に係る通常監査、定時物品検査を実施し、

会計経理についてその事態を把握し、常に適正かつ効率的に執行されるよう指導、

監督並びに改善を図ってきた。しかし、平成25年2月に受検した会計検査院実地検査

（検査対象期間：平成19年度～平成23年度）の結果、平成24年度会計検査院決算検

査報告において、物品購入契約の不適正な会計経理が不当事項、また、不適切な物

品管理が是正改善の処置を求める事項となる指摘があった。これを受けて、本校に
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設置した調査委員会で発生原因の調査及び分析・検証を行い、今後の改善策を策定

した。その後、年1回「全教職員に対してコンプライアンス研修」等を開催し、再発

防止に取り組んでいる。 

なお、令和元年度11月に高専機構本部監査室による監査を受検し、業務の適正か

つ効率的な運営について指導等があり業務の改善を図っている。 

（７）業務の効率化 

    国立高等専門学校機構の第４期中期計画における業務運営の効率化に関する目標

を達成するべき措置を受けて、本校の年度計画では経費の削減、契約方式の見直し

等の目標を設定した。なお、令和2年度の達成実績は次のとおり。 

・契約にあたっては、原則、仕様策定による一般競争契約とし、競争性や透明性

を維持している。 

    ・複数年契約は可能なものから実施し、コストの削減及び業務の効率化を図って

いる。 

   ・給与支給明細書のWeb配信の承諾率は、100％となっている。 

 

３．点検・評価 

（１）資産及び債務 

教育活動等を将来にわたって適切かつ安定して遂行するために必要な資産を有し

ている。また、高専機構本部からの運営費交付金等の範囲内で運営しており、実質

的に未払いとなっている債務もなく、健全な運営を行っている。 

以上のことから、本校の目的に沿った教育活動等を、将来にわたって適切かつ安

定して遂行するために必要な資産を有するとともに、債務においても適正である。 

（２）経常収入 

    本校の主な経常的収入源である運営費交付金等については高専機構本部から継続

的に交付されており、確保されている。さらに、文部科学省、高専機構本部等が公

募する各種競争的資金及び寄附金等の外部資金獲得にも積極的に取り組み、安定し

た教育研究活動等が展開できるような体制を整備している。 

以上のことから、学校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行するための、

経常的収入が継続的に確保されている。 

（３）外部資金 

    科研費について、申請件数の拡大及び採択率の向上を目指した講演会開催等の取

組の結果、科研費の採択件数は前年度と比較して増加しており、公募情報の提供を

行い、その他外部資金獲得に向け意欲的に活動している。 

また、福井高専地域連携アカデミアが委嘱している技術マッチングコーディネー

タを活用することで、共同研究、受託研究の新規開拓について学校全体で推進して

いる。 
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さらに平成26年度においては、本校が所有する研究設備を学外者に対し利用させ、

地域及び企業等との連携を図るため、本校研究設備利用規則を制定し（平成27年2月

4日規則第21号）、設備利用料を徴収することとした。また、機構本部の定める技術

相談に関するガイドラインに基づき、本校技術相談規則を制定し（平成27年3月5日

規則第25号）、企業等からの技術的な問題解決を中心とした一時的な相談に対し、技

術相談料を徴収することとし、外部資金の獲得に積極的に取り組んでいる。 

（４）収支計画及び状況 

     財務に係る計画等については、本校の目的を達成するため、独立行政法人国立高

等専門学校機構が掲げている中期目標、中期計画及び本校の予算配分方針に基づき、

教育研究及び管理運営に必要な経費を学校運営会議において審議し策定している。 

また、学科（教室）等配分額表においても学校運営会議で審議されたものを教員

会議において教職員に明示し周知されるとともに、その具体的施策についても学校

運営会議及び教員会議で周知を図り実施されている。 

収支決算については、財務会計システムで一元管理されており毎月締め作業を行

い確認しているため過大な支出超過になっていない。 

以上のことから、収支は適正に管理されており、過大な支出超過はない。 

（５）予算配分等 

学内の予算配分では、事業の継続性及び円滑な実施に配慮した予算配分とな

っており、その内容は学校運営会議で審議し、その結果を教員会議で明示して

いる。 

また、校長のリーダーシップの下、教育研究活動の活性化を図るために校長

裁量経費を留保し、申請された事業のうち、書類審査を通過した事業について

校長ヒアリングを実施し、必要性、有効性、継続性を審査し採否を決定し重点

配分を行っている。 

なお、令和元年度も経年劣化による各建物設備の修繕等営繕工事に要する予

算を確保のうえ配分した。 

以上のことから、適切な予算配分がなされている。 

（６）会計監査等 

本校の内部監査は、会計処理に熟知した事務職員により監査を実施している。 

また、監事監査等及び高専相互会計内部監査により本校教職員以外の者による監

査が実施されている。 

（７）業務の効率化 

    経費の削減につながる主な取組としては、電力需給の逼迫に伴う対策として、夏

季及び冬季に教職員による節電パトロールを実施し、空調機器の管理を徹底し、省

エネに努めている。 

    契約にあたっては、会計規則に定める一般競争契約適用基準額を超える案件は、
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原則、一般競争契約の実施を徹底し、基準額に満たない一定額以上の案件にあって

は複数者による見積合せを実施し、競争性・透明性を図っている。 

    常勤教職員の給与支給明細書のWeb配信の承諾率は、新任教職員オリエンテーショ

ン等での周知や個別説明の実施により、平成26年度末－91.5％，平成27度末－93.6％，

平成28年度末－97.9%，平成29度末－99.4%の上昇傾向となっており、平成30年度末

では100％となり現在に至っている。 

以上のことから、業務の効率化については前向きに進められている。 

（８）改善課題・方策の取組状況 

① 令和2年度も経年劣化による改修に要する予算を確保のうえ配分を行う等

校長のリーダーシップの下、効果的な執行に配慮した予算配分を行っている。 

② 科学研究費補助金の申請・採択の向上のための教職員への啓発活動として科

研費講習会の開催や新任教員を科研費説明会に参加させる等外部資金獲得に向

けた取組を継続的に実施している。 

③ 業務の効率化の推進においては、引き続き、経費削減に繋がる取組として環

境・省エネの観点から光熱水量の削減を実施している。契約業務では複数年契

約を導入できる契約事案から実施している。また、給与支給明細書のWeb配信の

承諾率を高める取組にあっては、新任教職員オリエンテーション等での周知や

個別説明等を実施している。 

 

財務関係は、全般的に適正な業務が行われている。平成24年度の補正予算措置によ

って教育研究の基盤となる教育研究設備等の充実が図られて、計画どおりの成果を上

げてきたが、今年度久々に措置された設備整備予算は、次年度以降の更なる成果が期

待される。また、外部資金獲得や業務の効率化にあっては一層の取組・推進が行われ

ている状況である。よって、達成度評価はＡと判断する。 

 

４．改善課題・方策 

・ 科学研究費補助金の申請・採択の向上のための教職員への啓発活動や受託研究・

共同研究等の実施に必要な施設・設備の充実を図る等、引き続き外部資金獲得に向

けた取組が必要である。 

・ 平成24年度会計検査院決算検査報告での指摘を受け、今後も適正な会計経理に努

めるとともに、引き続き「公的研究費等に関する不正使用に関する再発防止策の徹

底について（平成24年3月高専機構理事長通知）」の実施を徹底していくことが必要

である。 
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Ⅴ－３．各学科・教室等に関する事項 

 

○ 機械工学科 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ｂ 

（達成度評価の理由） 

実験・実習におけるモデルコアカリキュラムに基づいた教育の実践・実質化は、1 学年

から 3学年までの実習に導入して実施した。また、グループワークやアクティブラーニン

グを取り入れた授業を推進し、複数教員による担当を積極的に取り入れ、優れた教育方法

の伝達や教育スキルの向上に役立てるファカルティ・ディベロップメントを着実に実行し

た。オンラインツールを利用した授業方法の改善にも取り組んだ。このため、達成度評価

はＢと判断する。 

 

２．教育理念・教育目標 

   機械工学は、「ものづくり」のための産業基盤として不可欠な学問分野であり、今後

も豊かな社会を作り出すために中心的役割を担うと考えられる。機械工学科では「も

のづくり」のための基礎的知識や技術を習得させると同時に、機械技術の高度化、多

様化にも十分対応できる広い視野と実践的で総合的な設計・開発能力を持った技術者

の養成を教育理念とし、次の３つの教育目標を掲げている。 

・ 機械技術者として必要な基礎学力の育成 

・ 技術革新、高度情報化社会に対応できる能力の育成 

・ 創造性・実践的能力の育成及び人間力の育成    

また、学科の教育内容の特徴として、次の３つがあげられる。 

①  創成科目や実験実習等の体験型科目が充実したカリキュラム 

アイデアを出して一つのものを作りあげ、その性能をコンテスト形式により

評価する創成型授業や、実際に手を動かして頭で考える実験実習などの体験型

授業が充実している。 

② 機械工学の基礎学力を身に付けるカリキュラム 

機械工学の根幹となる材料力学、熱力学、流れ学、振動工学などの科目にお

いては、課題や演習を多く取り入れ、機械工作法、材料学、機械設計法、機構

学などの科目においては、機械製図や機械工作実習などで学んだ例を用いるな

どして、学生の理解を深めながら機械工学の基礎知識を習得させている。 

②  コンピュータや情報制御技術を用いて創造力・総合力を養うカリキュラム 

先端ロボットに代表されるように、最近の機械はＡＩ化の技術が目覚しく進

歩しており、コンピュータやＩＣＴを多く取り入れた授業カリキュラムとなっ
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ている。 

 

３．将来計画 

（１）コアカリキュラムと高度化に対応した学科カリキュラムと教育の実践・実質化 

高専機構のモデルコアカリキュラムへの対応と、ものづくり系科目の充実を目的

とした教育課程への移行を着実に進め、創造性を高める体験型教育を実践している。 

1 年生への専門科目の導入と学年進行で高度化学際科目を導入する新カリキュラ

ムを平成 28 年度新入生から開始している。1 年の専門科目は、専門基礎Ⅰ（通年：

製図）、専門基礎Ⅱ（前期：情報概論、後期：機械実習）、専門基礎Ⅲ（前期：力学

入門、後期：ものづくり科学）である。新入生の基礎学力の低下に対応しつつ、２

年次以降の専門科目に繋がる学習内容を充足できるように、柔軟に改善していく必

要がある。今年度の新しい試みとして、ものづくり科学におけるグループワークの

ツールとして Teams の利用を始めた。時間外の自主的なグループワークにも役立つ

ことがあり、今後 Teams の導入を促進してグループワークの活性化に繋げていきた

い。 

2 年後期の製図では、バイスをスケッチして製作図に仕上げる課題を実施している

が、この図面を元に、3 年後期の機械工作実習の総合実習でバイスを製作している。

実際の加工工程の体験を通して図面の重要性を認識することができるようになり、

設計製図と工作実習の教育効果が向上しており、このような科目間連携の拡充を検

討していきたい。 

メカトロ関連科目である本科 3 年のメカトロニクス実習と 4 年の知能機械演習で

は、ＰＤＣＡサイクル型授業への改善を行い、着実に実施している。 

本科 4年及び 5年の実験では、1テーマにつき 2週で実施していたところを、1テ

ーマ 3週に変更した。1つのテーマに費やす時間を増やすことで、学生の自主的な実

験の実施及び調査の時間を確保した。 

5 年のＣＡＤ・ＣＡＥでは、昨年度から現役の機械設計技術者として活躍している

本校卒業生を担当者とし、実務経験に基づいた内容で実施している。 

学際科目は今年度で 5 年生までの導入が完成し、機械工学科の教員が担当する 3

年「熱流体エネルギー概論」、4年「機械材料」、5年「ロボットシステム」の 3科

目の開講が揃った。それぞれの受講状況を踏まえて今後の改善を検討していきたい。 

また、平成 30 年度の新入生から導入した Web シラバスと全能力分野へのコアカリ

キュラムへの対応を確認した。さらに、学生が実験実習系科目の達成度を自己点検

するスキル評価について、専門基礎Ⅱ（後期：機械実習）及び機械工作実習 I・Ⅱに

導入した。今後、順次、高学年の実験に導入していくことになるが、より効果的な

方法を検討し、教育の実践・実質化を推進していきたい。 

以上のように問題点の有無を検証しながら、コアカリキュラムと高度化に対応し、
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学科の特長を生かした教育課程を確立したい。 

（２）設備の更新・新規導入による実験実習や研究の充実及び高度化 

 平成 25年度の補正予算事業により機械工学科の実験機器と機械実習工場の工作機

械が大幅に更新され、高度な設備が導入された。特に、最近の機械の精密化に対応

した測定装置として導入したＣＮＣ三次元測定機、ＣＮＣ歯車試験機、超精密表面

形状粗さ試験機、ナノインデンテーション測定機は空調で管理された実験室に設置

され、本科低学年の工作実習、本科高学年の工学実験及び卒業研究、専攻科の特別

研究等に活用している。機械実習工場では、汎用精密旋盤、立てフライス盤、ホブ

盤、汎用精密コンターマシン、鍛造加熱炉、精密平面研削盤といった工作機械の更

新に加えて、リニアモータ搭載のワイヤ放電加工機や複合加工が可能なＣＮＣ旋盤

が導入され、機械工学科棟の実験室にはファイバーレーザー加工機が導入され、工

作実習や卒業研究等に活用されている。また、地域連携テクノセンターに導入され

たデジタル造形機も積極的に活用し、工作実習などに導入している。 

機械実習工場では、安全な実習環境を提供するため、7年前に工作機械のレイアウ

ト変更や床面等を改修整備し、6 年前に照明をＬＥＤ化して約 3 倍の明るさにした。

5年前には、危険性のある工作機械を調査し、ホブ盤・横フライス盤・精密旋盤のギ

ヤボックス部とボール盤のベルト駆動部に安全インターロックを取り付けた。また

溶接ヒュームコレクタを設置し、溶接機の安全性を高めた。4年前には機械実習工場

の改修工事を行い、窓枠のアルミサッシ化や天井設置等による断熱性向上と機械実

習工場の西側半分（旋盤、フライス盤、ボール盤、ホブ盤等の工作機械設置エリア）

へのエアコン設置により、実習作業環境の快適性と安全性を大幅に改善した。また、

教育研究支援センターと協力して、機械実習工場内の作業中に発生したヒヤリ・ハ

ット事例の調査を実施し、工場内に掲示して周知を図るなど、学生及び教職員の安

全意識を高める取り組みを行った。 

 今後は、これらの新しく安全性の高い設備を用いることで、高度で充実した内容

の実験実習や卒業・特別研究を実施することと同時に、地域企業との技術相談や共

同研究等への活用を進めていきたいと考えている。 

 

４．重点課題 

（１）入学志願者の確保 

過去５年間の機械工学科の志願者倍率（推薦･学力合計）の推移は、平成 28 年度

1.4 倍、29 年度 1.2 倍、30 年度 1.9 倍、31 年度 0.8 倍と推移し、令和 2 年度は 1.5

倍と大幅に増加した。学校全体でも順に 1.5 倍、1.3 倍、1.6 倍、1.3 倍、1.5 倍と

同様な傾向であった。15 歳人口は減少傾向にあり、入学志願者の確保は学科の最重

要課題となっている。なお、29 年度は学力志願者が減少したため合計の倍率が低下

し、30 年度は学力志願者が大幅に増加したため合計の倍率も高くなった。31 年度は
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再び倍率が低下したが、令和 2 年度は増加しており、増減を繰り返していると言え

る。 

今年度は、オープンキャンパスで使用していた機械工学科の会場が改修工事で利

用できなかったため、例年行なっていた 5 年生によるデモ実験や 5 年間の高専での

学びを紹介するプレゼンを満足な形では実施できなかった。また、公開講座や出前

授業などの志願者確保に向けたＰＲ活動も、コロナ禍による影響を受けて十分には

実施できなかった。結果として機械工学科の志願者倍率（推薦･学力合計）が 0.8 倍

と大幅に減少した。昨年の機械工学科の倍率の大幅な増加により、機械工学科を避

ける志願者が多くなったことが要因の一つと考えられる。また、全国的に機械工学

科の志願者確保が厳しくなっており、来年度のオープンキャンパス等に向けて学科

の魅力を強力にアピールする方法を検討し、機械工学科の志願者の確保に注力する

必要がある。 

（２）基礎学力の向上 

基礎学力の向上・定着は重要課題の一つであり、本学科ではこのことを大きな問

題点であると認識し、学生の基礎学力を養成することに授業の重点を置いている。

そのため、1年生の科目の専門基礎において力学入門を実施し、専門科目への興味を

抱かせるために科学実験の探求を行うものづくり科学を実施している。また、近年

は、1年生の計算力の低下が顕著であり、欠席や課題の未提出が目立つ学生が増えて

いるため、学生に対する指導法を継続的に検討していく必要がある。 

（３）学習意欲の向上 

今年度は前期のオンライン授業期間中の 1 年生で課題の未提出が続出した。対面

授業に移り、直接の指導ができるようになるとやや改善した。しかし、対面授業に

なっても、各学年の製図課題の未提出や工学実験の欠席及び報告書の未提出が発生

した。このため、例えば工学実験では、出欠や報告書の提出状況を担当者間で随時

確認し合う仕組みを作り、学生の指導に活用した。 

また、1年のものづくり科学でグループワークのツールとして Teams を利用したと

ころ、授業時間外におけるグループ内の学生同士の議論や Office の共同編集作業で

の活用が見受けられた。グループワークを行う授業にオンラインツールを導入する

ことで、学生の学習意欲を向上させる可能性がある。今後、有効な活用方法を検討

してオンラインツールの導入を進めていきたい。 

このように、学生に対する日頃の声掛けや教員間の情報交換を積極的に行い、細

やかな指導を心がけるとともに、それぞれの授業において工学に対する興味関心を

掘り起こすような工夫を実施していく必要がある。 

 

５．進学･就職指導状況 

令和 2 年度の卒業予定者 37 名の内、就職は 24 名（卒業予定者の 65％）、進学は 12
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名（同 32％）、進路未定が 1名で、昨年度と比べると就職の割合が大幅に増加した。進

学が決定した 12 名の内訳は、大学 6 名（学校推薦 4 名・学力 2 名）、専攻科 6 名（推

薦 6 名）である。一方、就職先の内訳は、県内 6 名（就職希望者の 25％）、県外 18 名

（同 75％）となっている。令和 2年 3月の機械工学科卒業生に対する求人数は 897 件、

求人倍率は 35.9 倍で、昨年度の 925 件、求人倍率 48.7 倍よりも減少した。機械工学

科の就職先の特徴は、機械・電気電子・情報・化学・材料など幅広い産業分野に及ん

でいることであるが、今年度は採用を控える企業があった。進路指導におけるキャリ

ア意識の向上のための行事として、2 年校外研修、3 年研修旅行、4 年インターンシッ

プが重要であるが、今年度は実施できなかったため、来年度は先輩講座などの企業を

知る機会の強化に努めることが必要である。加えて、基礎学力の向上及び社会規範の

遵守に関する指導を継続する。 

 

６．特色ある教育・研究の取り組み、活動等 

（１）ものづくり創成科目の見直しと新たな展開 

    機械工学科の創成科目では、4年の「知能機械演習」で製作するライントレースロ

ボットのレベルを高めるために、メカトロニクスの基礎的知識を深める「メカトロ

ニクス実習」を 3年で開講している（図１）。この「メカトロニクス実習」によって、

メカトロニクスの基本構成要素について学習した後、センサとアクチュエータを使

った簡単な回路製作の課題をグループで取り組み、製作物（電子回路で動くレゴ機

構等）のプレゼンテーションを行うようになっている。また、従来の「知能機械演

習」は 3 単位であったが、昨年度から内容を効率化することで 2 単位に減らし、学

習の質を落とすことなく学生および教員の負担の軽減を図った。この「知能機械演

習」では、少人数グループで 1 台の知能ロボットを製作した（図２）。車体及び自

作回路の設計製作や制御プログラムを開発することで、機械・電気電子・情報の融

合複合教育を実践している。 

   

 図１ メカトロニクス実習の授業風景 図２ 知能機械演習の授業風景 

 

一方、3年生の「機械工作実習Ⅱ」の後期では、チームごとに主体的に加工物を製
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作する機械工作系創成科目の総合実習のテーマを実施している。今年度は 7年目であ

り、バイス（万力）を製作させている。手順書のチェック体制や製作スケジュールの

検討を重ねており、完成度が高まっている。 

また、機械工学への興味を抱かせることを主目的に、工作実習に分解組立実習を導

入し、1～3 年の全学年で分解組立を体験するテーマを実施しており、今年度は導入

を始めて 5 年目である。1 年は自転車、2 年はコンプレッサー、3 年はエンジンと高

学年になるにつれて高度になり、3年ではアクティブラーニングの要素も取り入れて

いる。近年ものづくり経験の少ない学生が増加しているが、このテーマは非常に良い

体験になると考えられる。 

機械工学科の創成科目は、複数の教員で担当する体制を整えている。これにより優

れた授業方法の伝達がスムーズに行われ、各教員の教育スキルの向上につながってい

る。また、授業担当者を柔軟に変更することが可能となり、教員の負担の平準化にも

対応することができている。 

（２）他学科と共同で開発したものづくり教育 

「Ｃ言語応用（3 年）」では、以前の LEGO Mindstorm に代わって、プログラミン

グを重視した Arduino マイコンを用いたサッカーロボットを導入し､制御プログラミ

ングと回路設計・製作を融合した組み込み系技術者の育成のための授業を電気電子工

学科と共同で開発し、導入している。なお、昨年度開講した学際科目の「プロジェク

ト演習」のテーマ用として、ロボット搭載カメラを用いた遠隔操縦ロボットの教材開

発を行い、実施した。 

（３）資格取得の奨励と試験対策の補講 

機械工学の専門分野に関する基礎学力の向上及びキャリアアップに繋がる資格取

得を目指して、日本機械設計工業会機械設計技術者 3級資格の取得を奨励している。

例年その資格試験対策の補講を、機械工学科教員で分担して 10 月から 11 月にかけ

ての休日（3時間×9回）に実施していたが、今年度はコロナ禍の影響で自習のため

の資料の提供とオンライン等を利用した個別指導に変更した。来年度は受験する学

生の負担を軽減するために本校を試験会場として提供するなどして、資格取得を促

していきたい。学生にとっては機械系主要科目の復習にもなるため、今後とも資

格取得の奨励を継続していきたい。 

 

７．点検・評価 

令和元年度開始の第４期中期計画では、教育の質の向上及び改善のため、以下の内

容を計画している。 

（１）実験・実習において、モデルコアカリキュラムに基づいた教育の実践・実質

化を進め、改善をしながら定着を図る。 

（２）従来から積極的に実施しているグループワークや課題解決型学習、アクティ
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ブラーニングを取り入れた授業方法の改善を継続して行い、充実を図る。 

（３）主に実習・演習などの科目において、複数教員による担当を積極的に取り入

れ、優れた教育方法の伝達や教育スキルの向上に役立てるなど、ファカルティ・

ディベロップメントを継続的に実施する。 

令和 2 年度においては、（１）に関しては学年進行に従って導入を進めている段階

であり、Ｂと判断する。（２）、（３）については、積極的に導入しており、着実に

改善を実施しているためＡと判断する。従って、総合的に今年度の目標をほぼ達成で

きたと判断し、達成度評価はＢと判断する。 

 

８．改善課題・方策 

本科 4年及び 5年の機械工学実験では、実験のテーマ数を 5テーマに減らし、1つ

のテーマをより深く学習する内容に改めている。自主的な実験の実施や報告書の添

削指導を行うための時間が確保でき、学生の学習の質の向上に繋がっている。一方、

平成 30 年度の新入生から開始した実験・実習におけるモデルコアカリキュラムに

基づいた教育の実践・実質化は、学年進行に伴う導入を進めている。本科 1年の機

械実習、2 年の機械工作実習に加えて、今年度は 3 年の機械工作実習でも実施した。

来年度は 4 年の実験に導入することになるが、自主的に実験のスキルを習得する内

容になっているかを検討し、必要に応じて改善する必要がある。 

モデルコアカリキュラムの全能力分野への対応、Web シラバスへの移行は着実

に実施している。高度化のための学際科目の導入に伴う新カリキュラムは今年度

で完成年度を迎えたが、問題点の有無を検証し、コアカリキュラムと高度化に対応

するとともに、学科の特長を生かした新教育課程として改善していく必要がある。 

工作実習を担当することができる技術職員が不足しているため、一昨年度から工

作実習を担当する機械工学科教員を増員しつつ実習内容の見直しによる効率化を実

行している。今後は機械工学科教員の負担の抑制に向けた改善が必要である。 

今年度は、オンライン授業や学生・教員間のコミュニケーションツールとして

Teams を利用することが浸透した。Teams の投稿機能を活用した学生同士のコミュニ

ケーションや Office の共同編集機能の利用によって、授業時間外の自主的なグルー

プワークの活動の広がりが期待できる。今後、創成科目とオンラインツールの融合

を図り、学習の幅を広げるとともに作業効率の改善策を探って、自主的な学習が活

発になる仕組みを構築していくことが課題である。また、日頃の学生の指導にオン

ラインコミュニケーションツールを効果的に活用して、教職員の負担を抑制してい

く仕組みを作ることが課題である。 
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○ 電気電子工学科 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ｂ 

（達成度評価の理由） 

入学志願者の確保については、昨年度に比べて大幅に志願者が減少したが、女子学生の

入学者は増加した。専門科目の充実では、コロナ禍により実施した遠隔授業において Teams

や LMS を活用した取り組みを行い、今年度から開講した情報通信工学Ⅱでは最先端の DX

技術に関する教育を実施した。地域連携、地域貢献の充実については、コロナ禍の影響に

より地域と連携した活動をほとんど実施できていない。放射線教育の充実については、従

前通りの活動を実施できている。 

このため、達成度評価はＢと判断する。 

 

２．教育理念・教育目標 

電気・電子、情報・通信は、社会の基盤技術であり、今後も拡大、発展が予想され

る。電気電子工学科は、情報･通信から制御、エレクトロニクス、光・電子デバイス、

材料、エネルギーまで幅広い知識を学び、独創力を身につけ、社会に対する責任を自

覚し、「地球にやさしく、人にやさしい２１世紀」をつくる技術者の育成を目指す。 

（１）電気電子技術者に必要な専門的かつ総合的な基礎力の育成 

電気電子技術者の基礎である電気磁気学、電気回路、電子回路、情報処理技術の基

礎を学び、光・電子デバイス、エレクトロニクス、コンピュータ、コミュニケーショ

ン、新エネルギー等の電気電子、情報通信に関連する幅広い分野の専門科目を習得し、

独創力を身に付け、新しい時代の産業発展に寄与できる技術者の育成を目指す。 

（２）幅広い専門分野に適応できる応用力の育成 

情報家電や光通信用電子機器を作り出すエレクトロニクス技術、電気自動車やロボ

ット、システムをコントロールする電子制御及びプログラミング技術、インターネッ

トやモバイル通信を実現して情報技術革命を先導する情報通信・情報処理技術、環境

に優しいクリーンエネルギー技術などを幅広く学ぶことで、新しい技術開発に適応で

き、国際的に通用する電気電子技術者を育成する。 

（３）独創力及びコミュニケーション能力の育成 

情報技術革命・ナノテクノロジー、新エネルギー技術に象徴される地球規模での科

学技術の急速な発展に対応するため、論理的思考能力、表現力、グローバルな視野、

さらに、諸現象に対する洞察力や知的探求心を培うものづくり教育、実験・実習を中

心とした自己獲得型技術教育を通して独創力の育成を図る。さらに、様々な社会体験

教育を推進することでコミュニケーション能力を育成する。 

（４）以下のアドミッションポリシーを提示し、これに対応する電気電子技術者に必要な



136 

基礎力を育成する。 

・ 電気自動車や太陽光発電などに使われる環境に優しいクリーンエネルギーや新素材

技術を学びたい人 

・ ロボット、システム、コンピュータなどを動かすための電子制御やプログラミング

技術を学びたい人 

・ 情報家電や光通信などに使用する電子回路や情報通信技術を学びたい人 

 

３．将来計画 

電気電子工学科は、社会の中長期的な要請に基づき、教育内容の充実を図っていく。 

具体的には、以下の通りである。 

・ 授業内容の充実 

・ 電気電子工学実験の充実 

・ 卒業研究、特別研究の充実 

・ ものづくり・創造性育成教育のさらなる充実 

・ 工業英語力の向上 

・ 国家資格の取得をサポートする体制の確立 

・ 技術者倫理教育並びに知的財産教育の充実 

・ 放射線教育の充実 

 

４．重点課題 

（１）入学志願者の確保 

小中学校での出前授業、公開講座、地域連携事業参画、地域企業との共同研究など

の活動を通じて地道に小中学生と保護者への電気電子工学科に対する認識を深め、入

学志願者の確保へ繋げる。また、現在の電気電子工学科において女子学生が少ないこ

とを考え、女子学生を増やす施策を進める。 

（２）専門科目の充実 

(a) 基礎学力の向上と定着 

(b) 社会的要求に対応した技術者倫理教育並びに創造性の育成を目指した知的財産

教育の充実 

(c) 情報機器の発達に伴う情報教育の高度化 

以上の目的を実現するため、平成 24 年度より改訂したカリキュラムにおいて、関連

する科目の授業内容を重点的に充実し、さらに学生実験、卒業研究・特別研究の充実

を図っている。さらに、平成 28 年度入学生から学際領域科目群を第３学年から配置し、

平成 29 年度入学生よりＭＣＣに対応した実験テーマについて実験スキル評価シート

を用いた自己点検を実施している。 

（３）地域連携、地域貢献の充実 
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電気電子工学科では、従前より地域との共同研究、地域イベントへの参画、出前授

業、公開講座などを実施している。それらの実績を踏まえ、これまでの実施内容につ

いて精査し改善を図ると共に、電気電子工学分野における学科としての地域連携、地

域貢献のあり方についても継続的に検討し、より効果的な施策を推進していく。 

（４）放射線教育の充実 

国内最大の原発立地県である福井県にある高等教育機関の電気系学科として、電力

会社等の原子力関連企業に就職する学生は毎年一定数存在しており、多数の卒業生が

現在も在籍している。また、原発事故後、特に原子力人材の必要性が強く求められて

おり、非破壊検査や食品への放射性物質の混入検査などの放射線応用分野や廃炉技術

者など、放射線教育は今後も必須であると考えている。今年度は、福井大学及び高専

機構が採択した文部科学省の原子力人材育成プログラムへの連携活動を通じて放射線

教育を実施してきた。放射線教育の更なる充実を図るため、来年度も学科としてこれ

らの連携活動に参加する予定である。 

 

５．進学・就職指導状況 

令和 2年度卒業学生 35 名のうち、就職者は 23 名、進学者は 11 名となった。当学科

卒業予定者に対する求人企業数は 932 社にのぼった。電気電子工学科の就職先の特徴

は高い求人数に加えて、電気、情報、化学、材料、機械、エネルギー、社会インフラ

など幅広い産業分野に及んでいる。進学者 11 名の進学先のうち、福井高専専攻科は 2

名、大学は 9 名（九州大学、岐阜大学、信州大学、豊橋技術科学大学、長岡技術科学

大学、福井大学）となった。 

 

６．特色ある教育・研究の取り組み、活動等 

（１）コロナ禍のため地域企業の見学ができなかったため、2年生の特別活動で地元企業に

就職している本校 OB による講演を行い、工学技術が実際のものづくりにどのように

活かされているかを学んだ。 

（２）3年生の情報処理Ⅱでは、コロナ禍のため回路シミュレータを用いた組み込み系プロ

グラミング演習を行い、面接授業に移行した 2 回の授業ではサッカーロボットの動

作体験を行い、創造性を育む教育を実施した。 

（３）3年生の実験において企業研究を行い、工学技術が実際のものづくりにどのように活

かされているかを学んだ。 

（４）3年生の電子創造工学では、グループによるライントレースマシンの製作を行い、コ

ンテスト形式の競技会で競わせることにより、創意工夫の発展とプレゼンテーショ

ンを通した創造性を育む教育を実施した。 

（５）3年生の電子工学Ⅰにおいて、特に重要な専門用語や概念などについてわかりやすく

説明した。 
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（６）専攻科の少人数教育の特徴を活かして、演習課題の解法に関するプレゼンテーショ

ンの機会を毎回参加学生全員に与えるような教材を作成し、自学自習の動機付けを

して教育効果を高める配慮を行うと共に、ディスカッション能力の向上を図ってい

る。 

 

７．点検・評価 

（１）年度計画 

①入学志願者の確保 

  近年、原子力発電所の再稼働問題や送配電分離など電力会社を取り巻く社会環境

が厳しくなっており、また情報家電メーカーの赤字や大手家電メーカーへの海外資

本の参入などの報道が続き、電気電子工学分野の入試倍率に影響が大きい社会情勢

にあった。こうした状況の中で、オープンキャンパスの内容及び説明方式について

見直し、中学生だけでなく保護者、教員に関心を持って頂けるよう努め、特に編入

学に関する情報の公開に努めた。電気電子工学科のパンフレット内容を検討するな

どして広報活動を強化した。 

  一方、入試説明会においては電気電子工学科の就職の有利性に力点を置いた説明

を行い、報道等による電気電子分野への求人の不安を払拭するべく努めた。しかし、

昨年度の入学志願者数の減少が見られ、今年度も推薦選抜の志願者数が昨年度の 20

名から 12 名へと大幅に減少し、学力選抜の志願者数が昨年度の 23 名から 25 名へと

微増し、志願者の合計が昨年度 42 名から 37 名に減少した。また、女子学生の志願

者は推薦、学力合わせて 8 名とやや増加した。そのため、達成度評価はＢと判断す

る。 

②専門科目の充実とエンジニアリングデザイン教育の推進 

平成 24 年度に技術者倫理教育や知的財産教育に対する社会的要求の増大、情報化

社会の高度化への対応、学生の基礎学力の向上を目指して大幅なカリキュラム改定

を行った。さらに、平成 28 年度入学生から学際領域科目群の導入に伴う教育課程の

変更が順次行われており、変更した科目の内容について点検・評価を行った。 

さらに、エンジニアリングデザイン教育の充実に努めている。エンジニアリング

デザイン教育の目的は、問題発見･解決能力の高い技術者を育成することである。こ

の目的を達成するためには、学生が自ら持っている知識・情報・技術を用いて社会

的･技術的な問題を自ら発見し、自ら解決することを体験させる必要がある。電気電

子工学科では、学年毎にレベルアップするコンテスト形式のものづくりを通して、

エンジニアリングデザイン教育を実践している。学生は講義で習得した知識に基づ

いて考え、計画を立ててものを製作・プレゼンし、評価が行われる。情報処理Ⅱの

授業では、Arduino を用いた組み込み系プログラミング演習を行い、学生の興味を引

き出した。電子創造工学では、グループによるライントレースマシンの製作を行い、
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コンテスト形式の競技会で競わせることにより創意工夫の発展とプレゼンテーショ

ンを通した創造性を育む教育を実施した。達成度評価はＡと判断する。 

 

（２）重点課題 

①入学志願者の確保 

  電気電子工学科に女子学生が少ないことから、女子学生を増やす施策を進めるこ

とが重点課題の一つになっている。これについてはオープンキャンパスにおいて、

本科女子学生による説明を行い、電気電子を志向する女子中学生達のロールモデル

を提示することを目指した。求人についても、電気系女子技術者のニーズが高まっ

ていることを説明した。その結果、令和 3 年度の電気電子工学科に 9 名と例年以上

の女子学生が入学することになった。一方、全体の志願者数が 42 名から 37 名と大

幅に減少した。達成度評価はＢと判断する。 

  ②専門科目の充実 

   平成 24 年度より、改訂したカリキュラムにおいて関連する科目の授業内容を重点

的に充実し、学生実験の充実を図る計画を進めてきた。さらに、平成 28 年度入学生

から学際領域科目群の導入に伴う教育課程の変更に伴い、教育内容の高度化につい

ては前述の年度計画の項目（２）で評価している。達成度評価はＡと判断する。 

③地域連携、地域貢献の充実 

  電気電子工学科では、地域連携、地域貢献のあり方について検討し、より効果的

な施策を推進していくという目標を立てた。広く理系分野への興味喚起を目的とし、

出前授業、公開講座を実施予定ではあったが、コロナ禍により中止とした。達成度

評価はＡと判断する。 

④放射線教育の充実 

  電気電子工学科では、電力会社を含む原子力関連企業へ数多く就職していること

もあり、継続的に放射線教育に取り組んでおり、現在もカリキュラム内外で実施し

ている。低学年では、全学的に物理の授業及び計測工学において実施している。高

学年では発変電工学、電子工学Ⅲの講義において原子力発電、半導体検出器、放射

線の基礎、放射線測定、放射線の生物影響、放射線応用について講義を実施してい

る。達成度評価はＡと判断する。 

 

８．改善課題・方策 

（１）電気電子工学科の志願者を増やすため、今年度に引き続き学科ホームページの見直

し、学科パンフレット及びオープンキャンパスの内容の充実を図る。また、公開講

座や出前授業等で電気電子工学科の魅力を中学生、一般市民を対象に発信する。電

気電子工学科に対する求人状況を積極的に示し、昨年度に引き続き、報道等から受

ける不安感の払拭に努める。編入学に関する情報を発信し、高専志望者の多様なニ
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ーズに応える学科であることを示す。 

（２）学生の電気関連資格取得をサポートする体制を再構築する。 

（３）モデルコアカリキュラムに基づいて、見直し科目の内容評価を行い教育の質保証を推

進すると共に、さらに対応を進める。 

（４）従来から取り組んできた学年毎にレベルアップするコンテスト形式のものづくりを

更に充実させ、これを通して学生の主体的な学びによる問題解決能力育成を目指

す。 
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○ 電子情報工学科 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

入学志願者の確保については、昨年度に比べ若干志願者が減少したが、女子学生の入学者

は増加した。コロナ対策でもあるがオープンキャンパスにおける学科紹介方法の変更し中

学生にアピールを行った。専門科目の充実という点で、ＢＹＯＤを利用し、遠隔授業、演

習、実験を準備し対応した。地域連携、地域貢献の充実に関しては、各教員による企業と

の共同研究や大学との共同研究、技術援助など行った。 

従って、達成度評価はＡと判断する。  

 

２．教育理念・教育目標 

「情報」とは人間の知的活動を支える根源であり、あらゆる問題解決に必須のもの

である。この情報化社会の基盤となるハードウェア、ソフトウェア、ネットワーク及

びコンピュータ制御技術で、種々の問題を解決できる有能な技術者となるために、電

気工学・電子工学・情報工学の技術者として必要な基礎的な学力と能力、変化する IT

社会に対応できる応用力、実験実習や卒業研究をとおした実践的能力や創造能力、及

びコミュニケーション能力を身につけ、インターネットやＩＴ機器の基盤技術である

コンピュータ技術、情報通信技術、及びロボットに代表される制御技術の各分野で、

コンピュータと情報を駆使して種々の問題を解決する技術者の養成を教育目標にして

いる。 

（１）専門分野を学ぶための基本的な能力の育成 

電気基礎、情報基礎、リテラシーおよびものづくりに関する入門的能力を育成す

る。 

（２）専門分野に適応できる基礎力の育成 

電気・電子回路やハードウェア、ソフトウェア、ネットワークに関する基礎的な

科目を配置し、電気電子工学、情報工学の基礎的な能力を育成する。 

（３）幅広い専門分野に適応できる応用力の育成 

電気・電子系科目と、情報通信工学、情報理論、システム構築、人工知能などに

関する科目と配置し、情報工学の応用的な能力を育成する。 

（４）実践的能力及びプレゼンテーション能力を育成実験等により、実践力、論理的思

考力を育成する。さらに、総括的科目として、卒業研究では、問題解決能力・プ

レゼンテーション能力を育成する。 

（５）以下のアドミッションポリシーを提示し、これに対応する電子情報技術者に必要

な基礎力を育成する。 
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１）コンピュータの構造や仕組みに興味があり、高度なプログラミング技術を習

得したい人 

２）ネットワークを活用したり、ＡＩロボットを動かすプログラムを作りたい人 

３）最先端のＩＣＴシステム・サービスの開発をやってみたい人 

 

３．将来計画 

電子情報工学科では、情報を活用したものづくりのための開発研究型技術者を輩出す

るため、補正予算や校長裁量経費を活用し、創造系演習や卒業研究にも活用できる実験

設備の充実に取り組んできた。これまでに、レーザーカッター、３次元設計製作環境、

ＨＤＬによるハードウェア実験設備、汎用の教育用ロボット、ハードウェア制御と連動

したタブレット実験設備、分光光度計などを導入し、卒業研究や、ＰＢＬ、クラブ活動

におけるものづくりなどに活用している。今後ともこれらの機器の充実と活用を行う。 

  高度化に対応して、他学科との差別化を図るため、情報通信系の教育を充実させると

ともに、それを通じて、ＡＩやＩｏＴに繋がる科目の強化を図るため、３年後期に情報

ネットワーク基礎を開講した。このことは、モデルコアカリキュラムにおいて、情報系

分野の単独学科として、情報通信ネットワーク領域で満たすべき到達目標のレベル達成

にも寄与した。また、再来年度から電気系科目の「電子材料・デバイス」から情報系科

目の「情報メディア工学（仮）」へ移行することを決め、来年度シラバス等作成する。 

ＰＢＬ教育については、今年度も４年生の創造工学演習に本学科出身の企業技術者を

非常勤講師に招き、学科教員と協力し情報通信系のプログラム開発の指導を行っている。

今後も企業技術者の実践的技術を取り入れた指導を目指す。その他、学科に関連の深い

部活動、同好会活動、卒業研究の中から、電子工学、情報工学分野の能力向上に資する

と思えるコンテスト、研究発表会など各種のイベントへの参加を推進していく。 

一方、ハードウェアの仕組みの理解を高めるために、アセンブラによる制御、ＨＤＬ

なども含めたハードウェア設計のカリキュラムを充実させるべく、計算機アーキテクチ

ャ やこれに関する実験において、引き続き内容を検討し改善していく。 

高度化に伴う学際コースの運用にあたり、電磁場エネルギー基礎(5 年)、センサ材料

工学(5 年)、情報・制御基礎(3 年)を開講した。また、プロジェクト演習において、他

学科の学生によるチームに未来のＩｏＴに関して検討させた。 

学生の資格試験参加の推進については、新型コロナウイルス対策による試験方法の変

更などの影響もあるのか、十分な結果が出ていないため、今後も積極的な取り組みを行

っていく。 

一方で、生活の乱れやネット依存などの原因で、学業不振に陥る学生の増加が懸念さ

れたため、29 年度より各種のレポート提出の遅れがちの学生を集め勉強会を開き指導す

る機会を設けた。今年度はその成果もありレポート未提出等による原級留置きの学生は

いなかった。今後も、このような学習指導の取り組みで学力の底上げを行っていく。 



143 

学科スタッフについては、教員の再雇用の期間が終了し 1名人員減となり、さらに来

年度からも 1名人員減となるため、学科再編や各教員の専門性、負担のバランスを考慮

しながら、教員の担当科目の適正化を図る。 

豊かな発想力と実践力を持って問題解決できる有能な技術者となるためには、授業で

得た知識をできるだけ早い機会に、できれば、その授業中に演習実験できることが、有

効と考えられる。特に、情報技術の場合には、ＢＹＯＤとしてのノートパソコン上でプ

ログラミングすることで、そのような演習、実験が可能な場合が多い。そこで、専門科

目が増える3年生について、ＢＹＯＤとして適切な仕様のノートパソコンを所有させた。

実際に、プログラミング応用、情報ネットワーク基礎、数値計算、計算機構成論Ⅰ、オ

ペレーティングシステム、実験の 6科目において、授業で使用した。ＢＹＯＤを使用す

る実験のテーマ数も 5つ増えた。これにより、授業時間以外でも、教室や自宅で、講義

や実験の内容を自主的に学習したり、独創的なアイデアをその場で確認したりするなど、

アクティブラーニングの推進にも繋がっていると考えられる。また、使用頻度の高い総

合情報処理センター演習室への負担の軽減している。今後も、ＢＹＯＤの利用する教育

の内容と環境の整備を行っていく。 

以上のような取組みの中で、今後も安定した学科運営及びカリキュラム改善を目指す。 

 

４．重点課題 

  電子情報工学科では、ＰＢＬ型授業を通しての実践的技術者教育の充実に取り組んで

いる。4年生の創造工学演習で、企業技術者を非常勤講師に招きシステム開発の指導を

行ってきた。今年度も、1年生の専門基礎で、ワンボードパソコン組み立ての実習の際

にも企業技術者の協力を得た。これらの指導により、今年度は、「全国高専プログラミ

ングコンテスト（高専プロコン）」で、競技部門、課題部門、自由部門において敢闘賞

をいただいた。そして起業家甲子園挑戦権を受賞し、全国大会において企業賞を受賞し

た。また、「ふくいソフトウェアコンペティション２０２０」にも 3件応募し、こちら

も 3年連続で大賞を受賞し、その他優秀賞と企業賞 2つを受賞した。 

地域貢献については、電子情報工学科は、今年度、次のように取り組んだ。プログラ

ミングに関する出前授業を、福井市で 1件、小学生と保護者 16 名を対象に行った。公

開講座は、残念ながら新型コロナウイルス対策で中止となった。 

 

 

 

 

 

 

 



144 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一方、「③ 将来計画」で述べたように、基礎学力の充実について、資格試験の取得の

推進の他、様々な要因で、学業不振や学習意欲の低下に陥る学生の増加が懸念されたた

め、今年度も、各種のレポート提出の遅れがちの学生を集め勉強会を開いた。今後も、

そのような学生への学習指導の地道な取り組みが必要になってきている。 

 

５．進学・就職指導状況 

   令和２年度の卒業者 33 名のうち、進学者は 14 名、就職者は 19 名であった。進学者

は、本校専攻科に 6名、国公立大学に 8名(福井大学 2名、豊橋技術科学大学４名、茨

城大学、岐阜大学に各１名)、それぞれ、進学することが決まった。 

   電子情報工学科への令和 2 年度の求人数は 819、倍率は 43.1 倍となった。昨年より

若干求人数は減ったものの求人倍率は増えた。県内企業には 4 名が就職、県外企業に

は、東京都 7 名、神奈川県、愛知県 2 名、京都府、兵庫県、長野県、宮城県各 1 名の

合計 15 名が就職であり、就職希望者全員の就職が決まった。卒業生の 6割弱が就職す

る状態で、近年では少なくなった。また、県内企業に就職する学生は、以前は半数以

上であったが近年減少し、今年度は 4 人であった。また、逆に関東方面に就職する学

生が増え、就職に関する環境や学生の希望は、年によってめまぐるしく変化している。

新型コロナウイルス対策でセミナーなど開催ができなくなったため、高学年担任を中

心に、技術者となって企業で活躍している卒業生を呼んでの先輩講座や講演会を頻繁

に行った。 

   この 5年間を振り返ると就職者の比率は 6～7割へと上昇していたが今年度は 6割弱

に減った。4年生の希望を聞いても進学希望が増え、かつ県内に残ることを希望する学

生が多い。これも新型コロナウイルスの影響だと考えられる。 

 

６．特色ある教育・研究の取り組み、活動等 

   ＰＢＬ型授業の推進については、4年生の「創造工学演習」で様々なコンテストへの

ふくいソフトウェアコンペティション受賞              出前授業 

                           「ichigojam によるプログラム入門」 
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参加を目標に掲げ、実践的なシステムづくりの授業を実施している。特に組込系ハード

ウェアやネットワーク技術を応用したテーマに取り組めるよう指導を行なっている。③ 

将来計画、④ 重点課題でも述べたように、今年度も企業の実践的技術も取り入れるべく、

ＯＢ技術者を非常勤講師として招いている。また、新しいアイデアの発想を盛んにする

ため、ＯＢ技術者による指導の中では、起業を行う際の手法の指導なども取り入れてい

る。この他にも、④ 重点課題で述べたように、学科関連の部活動や卒業研究においても、

プログラムコンテストを始め各種コンテスト、学会発表などのイベントへの参加に取り

組んでいる。また、総務省による「若年層に対するプログラミング教育の普及推進」事

業として「福井県こどもプログラミング協議会」設置に協力し、福井県内のこどもプロ

グラミングの促進に関する総合計画、調査研究、広報、宣伝、関連教室との連携、イベ

ントの支援を行った。特に、小中学生向けのロボコンである「第 4 回越前がにロボコン

大会」においては本学科生が中心となるメディア研究会が映像、音声、実況、配信など

多岐にわたる支援を行った。 

  「③ 将来計画」で述べたように、電子情報工学科では、以前からものづくり教育に力

を入れ、基板作成や機械加工の設備の環境を整えて、問題解決能力の育成とアクティブ

ラーニング推進のためのＢＹＯＤの導入を行っており、3年生に、指定したスペック以上

のノートパソコンを各自所有させ、実際に 6 科目の授業で利用した。来年度以降もこれ

を推進していくため、現 2 年生への説明会及び保護者へのノートパソコン購入の依頼を

行った。また、情報系授業の充実を目指し、ＢＹＯＤ開始年度を早めるべく授業内容の

検討を始めた。これにより、2年後期からの導入を検討している。 

  以上のような取り組みの他、これも、③ 将来計画、④ 重点課題でも述べたように、

今年度も実験レポートなどの遅れが目立つ学生を集めて、勉強会を開いた。 

 

７．点検・評価 

  「④ 重点課題」に掲げている、ＰＢＬに基づいた実践的な能力の向上については、様々

なコンテスト参加を目標とした 4 年生の科目「創造工学演習」で、企業技術者の非常勤

講師との協力体制のもと、学生は、昨年度に引き続き高専プロコンの他、多様なコンテ

ストに数多く参加している。この他、学科関連の部活動からも、各種コンテスト、イベ

ントへの参加があり、この部分における達成度評価はＡと判断する。 

  入学試験受験者の確保に向けた取組みとしては、昨年に引き続き、オープンキャンパ

スや小中学生対象の公開講座の開催に加え、地域に電子情報工学科を理解してもらうた

めの親子で参加する公開講座も実施し、その結果、入試倍率が上昇したことから、達成

度評価はＡと判断する。 

  将来計画やモデルコアカリキュラムを見据えたカリキュラム改善ができた。変更は再

来年度になるが、来年度準備をする。また、ティプロマポリシー、カリキュラムポリシ

ー、アドミッションポリシーの改善ができた。よって達成度評価はＡと判断する。 
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  進路指導では、就職者及び進学者の合計 33 名を送り出すことができた。令和 2年度は、

コロナ禍の元、就職希望者全員の就職が決まり、進学希望者についても全員の合格が得

られた。よって達成度評価はＡと判断する。 

 

８．改善課題・方策 

  電子情報工学科では、高度化に対応して順次開講されていく科目の具体的な内容をさ

らに詰めていく必要がある。また、モデルコアカリキュラムを踏まえて、その到達目標

と科目内容の整合性について引き続き検討を進める。また、アクティブラーニングの推

進にも寄与すると考えられるＢＹＯＤによる教育環境整備も来年度で完成となるため、

多くの授業でこれを利用しながら改善を図る。さらに、ＡＩ、ＩｏＴの進展に対応して、

これらと情報通信ネットワークの教育を可能なものから、推進していく必要がある。 

  ３年生からＢＹＯＤを取り入れたことにより、遠隔授業、実験に関しても比較的順調

に行えた様である。また、対面授業が始まってからも演習を行うための機会を増やすこ

とができ、学生もすぐにパソコンでレポートなど作成できる環境が整ったと思われる。

また、来年度は２年後期からのＢＹＯＤ取り入れを検討し、実施する予定である。 

  進路指導では、電子情報工学科特有の問題である情報系企業での自由応募も考慮した

選考を模索し、引き続き、学生の進路の希望の変化や就職解禁時期の変動に柔軟に対応

した就職指導方法をとることが必要と思われる。 

  加えて、様々な要因で、学業不振や学習意欲の低下に陥る学生の増加が懸念されるた

め、そのような学生に対して、学生相談室と協力して学生のメンタル面のケアを図る他、

地道な学習指導を行い、基礎学力の底上げをすることが必要である。 
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○ 物質工学科 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

中学校に対する物質工学科のイメージアンケート調査を実施したところ、医薬、遺伝子

操作などのバイオ系分野への希望が高いこと、学科名称の理解度がやや低いことが判明し

たので、オープンキャンパスの実施内容の全面的見直しを行い、ホームページの学科教員

紹介ページの修正を行った。積極的な PR 活動が功を奏し入試倍率のＶ字回復（一位）に

繋がった。各教員による企業との共同研究（県内企業 2社、県外企業 1社）や大学との共

同研究（福井大学、福井県立大学、金沢大学）も推進中である。 

従って、達成度評価はＡと判断する。    

 

２．教育理念・教育目標 

   物質工学科は、材料工学あるいは生物工学の分野において、基礎的知識と技術を身

に付け、論理的思考能力を備えた実践的で創造性豊かな技術者の育成を目指し、その

教育理念はこれまで通り以下の 3項目である。 

①産業基盤である素材（物質）を化学の視点で学ぶ技術者を養成する。 

②科学技術の発展（社会のニーズ）に適応したバイオ・材料技術に関する基礎能力

（工学的素養）と問題点を提起し解決できる能力（創造的デザイン力・総合力） 

を有する技術者を養成する。 

③持続可能な永続型社会を築くために、材料及び生物資源を有効にかつ環境と調和

を図りながら活用することができる技術者を育成する。 

 

すなわち、物質工学科では、材料工学と生物工学の基礎を相互に関連付けながら教

育し、新しい技術に対応できる柔軟な思考と応用力を持つ「材料工学、生物工学両面

に通じた化学技術者」の育成を目指している。そのため、低学年では、化学と生物に

関する専門基礎科目を履修し、4学年からは、材料工学コースと生物工学コースのいず

れかを選択し、それぞれの専門科目を基軸に、両コースに関連した共通科目を履修す

る。さらに、実験・実習や卒業研究によって実践的能力や開発・創造能力を養う。そ

の具体的な教育目標としては、以下の３項目がある。 

①物質工学に必要な基礎科学及び幅広い専門基礎能力の育成 

応用数学、工学基礎物理、情報処理、基礎工学概論などの基礎科学を学び、さら

に、物質工学の基礎となる無機化学、有機化学、分析化学、生化学、物理化学、

化学工学などを体系的に習得することで物質の本質を理解し、応用化学及び生物

化学的手法により新物質（新素材）を開発する際に必要とされる幅広い基礎能力
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を育成する。 

   ②材料工学あるいは生物工学を得意とする専門能力の育成 

    材料工学コースでは無機・有機材料の合成法や物性を習得することで、生物工学

コースでは化学を基礎とした微生物学や遺伝子工学を習得することで、化学品、

医薬品、食品等の得意とする専門分野で活躍できる技術者を育成する。 

   ③実践的能力及びプレゼンテーション能力の育成 

校外研修、工場見学旅行、夏季校外実習などの体験型学習により、実社会におけ

る実践力や問題解決能力、コミュニケーション能力、プレゼンテーション能力の

必要性を認識させながら学んだ知識を真に身に付けさせるために、5年間を通した

工学実験により実践力、理論的思考能力を育成し、卒業研究により問題解決能力、

プレゼンテーション能力を育成する。 

 さらに、情報化社会に対応できるように、情報処理分野に関するカリキュラム

を整備している。 

 

３．将来計画 

   物質工学科は、材料工学分野と生物工学分野の 2 本柱からなっている。両分野の基

盤となる基礎と応用科目の教育を行うためには、今後もコース制の維持は必要不可欠

である。生物応用化学科と材料工学科というように 2 学科で組織されている高専もあ

る。コース制に対する魅力は、中学生に対するアンケート調査や推薦試験における口

頭試問からも明らかであり、今後においてもコース制の維持は必須要件である。コー

スごとの教員配置（生物系 4 名、材料系 8 名）は各コースの専門教育指導体制を維持

する上で基盤となっており、かつ他学科に比べ、教員一人当たりの学生数が少ないこ

とは学生生活指導に対する充実化にも寄与している。近年の科学技術の発展やイノベ

ーションを取り入れたものづくりにおいては、材料と生物の境界線が次第に曖昧なも

のとなっており、両分野が密接に関連するようになった。例えばバイオミメティクス

を始めとした融合領域は今後ますます重要となると考えられ、こうした境界領域で活

躍できる人材育成をめざしていきたいと考えている。 

   従来から実施している危険物取扱者、公害防止管理者などの化学系国家資格の取得

を奨励するとともに、あらたな資格取得分野（バイオ技術者認定試験など）への指導

も検討したい。 

   また、情報処理関連科目や実験・実習系科目、卒業研究等において、ＩＣＴ活用と

アクティブラーニングなどの導入も検討し、本学科の「ＩＣＴ教育」・「エンジニアリ

ングデザイン教育」の更なる充実と一層の促進を図りたい。 

 

４．重点課題 

   最近の物質工学科入試倍率の低下に対する対策として、中学生の学科選択において
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強く影響していると考えられるオープンキャンパスの実施形態の見直しを行った。具

体的には、20 分間の学科紹介時間の中に、視覚に訴える化学実験（蛍光反応や炎色反

応）を導入し、教員コーナーと題して、教員自らの経験（なぜ化学や生物を専門とす

る道を選んだのか？今どんな研究を行っているのか？）を語るコーナーを設けた。ま

た、化学と生物に関するオリジナル学習用下敷きを作成し中学生に配布した。 

   さらに近隣の優良企業に就職した女子学生からのメッセージを紹介し、就職にも強

い物質工学科を PR した。学科ホームページ上に、学科行事のトピックス欄や、学科長

と新任２名の教員による挨拶のページを新設するとともに、物質工学科全教員の自己

紹介と研究内容の紹介ページを設けた（随時更新中）。現在、内容が古くなった中学生

配布用の学科パンフレットの見直しも検討している。 

   物質工学科ディプロマポリシーとカリキュラムポリシーの改正を他学科と合わせて

検討し、以下の内容で来年度から公開予定である。 

 

  ディプロマポリシー（新） 

物質工学科では、次の内容を教育目標として掲げています。 

論理的思考能力を備えた実践的で創造性豊かな化学技術者となるために、必要な知識

と技術に加えて、材料工学または生物工学の分野における専門的能力を身につける。 

ディプロマポリシー（旧） 

物質工学科では、次の内容を教育目標として加えています。 物質工学に必要とされ

る材料工学、あるいは生物工学の分野において、基礎的知識と技術を身に付け、論理

的思考能力を備えた実践的で創造性豊かな化学技術者を養成する。 

 

カリキュラムポリシー（新） 

物質工学科では、上記の方針に則り、化学的視点から材料工学あるいは生物工学を

学び、より良い社会を実現するために貢献できる化学技術者を養成します。具体的に

は以下を教育方針として教育課程を編成し、教育を実施しています。 

   1）1 学年では、ものづくりや情報処理の導入レベルの能力を育成するために、専門

基礎等に関する科目を配置する。 

   2）2,3 学年では、物質工学の基礎的な能力を育成するために、無機化学、有機化学、

物理化学、化学工学、分析化学、生化学、情報化学等に関する科目を配置する。 

   3）4,5 学年では、物質工学の専門性を深化させて材料工学あるいは生物工学の応用

的な能力を育成するために、無機化学、有機化学、物理化学、分析化学、化学工

学、生化学、情報化学等に関する科目に加え、材料工学コースでは材料に関する

科目、生物工学コースでは生物に関する科目を配置する。 

   4）1～5 学年を通して、実践的能力、論理的思考力、コミュニケーション能力を育成

するために、実験などの科目を配置する。さらに、問題解決能力、プレゼンテー
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ション能力を育成するために、5学年に卒業研究を配置する。 

  カリキュラムポリシー（旧） 

物質工学科では、上記の方針に則り、化学的視点から材料工学あるいは生物工学を

学び、化学を人の為に活かせる化学技術者を養成するために、具体的には以下を教育

方針として教育課程を編成しています。 

1）1 学年では、専門基礎により物質工学に必要な、ものづくりや情報処理の基礎的

な能力を育成する。 

2）2,3 学年では、工学基礎物理や数理統計学等の数学や基礎科学を学び、さらに幅

広い専門基礎能力を育成するために、物質工学の基礎となる有機化学・無機化学・

分析化学・物理化学・生化学・化学工学などの物質の本質を理解し、 応用化学及

び生物化学的手法により新物質を開発する際に必要とされる幅広い基礎能力を育

成する。 

3）4,5 学年では、専門性を深化させる科目として物理化学や化学工学及び生化学な

ど、発展的科目として有機合成化学や基礎材料化学及び生命科学などを共通科目

として修得し、さらに材料工学あるいは生物工学を得意とする専門能力を育成す

るために、 材料工学コースでは材料化学や材料工学で材料の合成法や物性、生物

工学コースでは化学を基礎とした微生物学や分子生物学などを修得して、化学的

視点を基にした、化学品・医薬品・食品等の得意とする専門分野で活躍できる技

術者を育成する。 

4）1～5 学年を通して、実践的能力及びプレゼンテーション能力を育成するために、

物質工学実験等により実践力、論理的思考力を育成する。さらに、総括的科目と

して、5 年生の卒業研究では、 問題解決能力・プレゼンテーション能力を育成す

る。 

 

   物質工学科に限ることではないが、保護者、兄・姉、従妹が物質工学出身にもつ生

徒がしばしば入学してくる。これは、物質工学科の教育カリキュラムや進路に対して

一定の評価が得られている証拠ともいえる。よって従来のカリキュラム体系を大きく

変えることはしないで、物質工学科では新たなる専門科目として食品系の教育科目を

拡充した。そこで、今後は食品産業をはじめとした新たな就職先の開拓を行う予定で

ある。また、企業が求める人物像や有用な資格の調査を実施し学生に対する必要な教

育について検討したい。 

 

５．進学・就職指導状況 

   物質工学科では、毎年、卒業生の 3～5割が女子学生である。学生指導・進路指導は

充実しており、女性教員 2 名を擁し、今年度は 2 名の新任教員（内１名は期限付き雇

用）を採用した。女子学生に対する豊富な指導経験実績があり、多種多様な進路に特
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徴がある。特に進学に関しては他学科に比べ多様な学部への編入（工学部、理学部、

農学（生物資源学）部、薬学部等）が可能である。すでに多くの卒業生が、企業や大

学教員として社会で活躍している。福井県内地元企業並びに県外大手企業からの人物

評価も高く、毎年 100％の就職内定率を維持し、化学分野はもとより、繊維、医薬、食

品、エレクトニクス、環境、エネルギーなど幅広い分野に就職している。 

 

令和２年度物質工学科卒業生 36 名（内女子 18 名）の進路状況は、 

・就職者 23(13)名 

（県内 9(4)名・県外 14(9)名） 

    産業別では、化学工業 22 名、食品 1名 

・進学者 13(5)名 

（本校専攻科 6(3)名・大学 7(2)名 

    大学進学先は、福井大学 2(1)名、東北大学 1(0)名、東京農業大学 1(1)名、豊橋技

術科学大学 3(0)名であり、卒業予定者に占める進学者の割合は、例年よりやや低

く 36％程度であった。 

以上のように卒業生全員が希望の就職・進学先に内定している。 

 

６．特色ある教育・研究の取り組み、活動等 

   今年度本学科における「PBL 教育」の導入・展開とその充実のための具体的な取組の

一環として、三菱みらい育成財団「心のエンジンを駆動させるプログラム」～創造プ

ロジェクト教育による研究者・エンジニアへのステップフォワード～が採択され、初

年度計画として物質工学科 3 年生における生物化学実験を対象に実施された。その成

果として、高専シンポジウムにおいて物質工学科 3 年生代表チームによる以下の 3 件

の WEB による口頭発表が行われた。なお本助成は各年度末の審査により最大 3 年まで

継続延長可能である。 

   1）3C 前田君(Methylobacterium 属細菌の単離と水回り汚染に関わる菌の増殖制御に

関する研究) 

   2）3C 成瀬君(野菜ジュースの腐敗菌の単離と性質の調査) 

   3）3C 川口君、伊部君、内田君(植物と共生するバクテリアの単離と応用可能性につ

いて) 

   また、本プロジェクト予算により下記キャリア講演会が開催された。 

    プロジェクト演習における研究開発発想法講演会(対象：物質工学科 3年生) 

    日時：2021 年 1 月 28 日(木曜日) 15 時 40 分～16 時 20 分 

    テーマ：微生物を利用した醗酵素材の開発 

     講演者：南保技術研究所 南保幸男所長 

 次に、学生自身がこれまで化学と生物に関する基礎科目及び専門科目を履修して習
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得した知識や技術を活かして作品や研究成果を実践する場として、大学や企業との共

同研究事例としては、福井大学並びに成功大学（台湾）との共同研究「画像処理を用

いたウイルス検出システムの構築」、北陸先端大  前園 涼 教授との共同研究、「密

度汎関数法による電子状態計算」、関西電力㈱「バイオ燃料合成のための微細藻類活

用に関する基礎研究（継続）、㈱ホクコン「レタス栽培における乳酸菌資材の投与効

果の実証試験」が実施された。これらの共同研究は今後も継続される予定である。 

 また、地域貢献策の一環として今年度は下記の福井県内の小中学校向けの公開講座

や出前授業を実施した（ただしコロナの影響で開催回数は例年に比べていずれも半減

している）。 

出前授業関係： 

1）大野市有終東小（5年生 29 名参加） 

2）福井市明新小（6年生 137 名参加） 

3）大野市有終東小学校（5年生 29 名参加） 

  公開講座関係： 

   本校にて「界面活性剤は鎹」生活の立役者、界面活性剤を学びましょう！というタ

イトルで令和 2年 10 月 11 日に実施した（中学生 9名参加） 

 

７．点検・評価 

   一連の学科 PR 活動の見直し（オープンキャンパスの実施形態の変更、学科ホームペ

ージの刷新など）を行ったことで、令和 3年度の推薦志願者 30 名、学力選抜入試倍率

は 2.43 倍と 5 学科中１位となった。入試倍率は昨年度の 0.82 倍からのＶ字回復とな

った。新素材開発や生命科学に注目がシフトしてきているという安易な捉え方もある

が、ＡＩを始めとした情報産業に対する人気やニーズは極めて高いことから、今後も

継続的な中学生に対する PR 広報活動は学科の最重要課題である。 

   今年度から新しくカリキュラムに導入した新教科がすべて開講（食品科学、栄養化

学、創薬化学、食料生産工学概論）となり、今後は学生の授業評価による改善段階に

入る。 

   以上、今年度の実施・活動状況については、学科の最重要課題であった入試倍率向

上の目標が特に達成されたことから、達成度評価はＡと判断する。 

 

８．改善課題・方策 

   以下の課題があげられる。 

  1）継続的な入試倍率の維持（＝向学心のある学生の確保）。これには学科広報活動の

改善と努力が必要である。 

  2）物質工学科の基軸であるコース制（材料工学＆生物工学）の維持。 

 3）情報分野の MCC 要件の充足や 5G 有効利用の対応。 



153 

 4）遠隔授業の継続的対応（登校不可時の高専教育の要である実験実習教育の質を維持す

る）。 

 5）教員の研究活性化（大学や企業との産学連携推進）及び卒研や専攻科研究テーマの見

直し（課題解決型から課題探索型能力育成へ）。 

 6）県内私立高校の併願受験廃止や来年度からの県立高校受験前倒しに対する対策。 

上記の課題に対して若手ワーキンググループ(若手 WG)にて検討し、必要に応じて small 

WG で分担するしくみを確立する。 

他にも喫緊の課題としては、卒業研究指導の在り方を検討する必要があると考えてい

る。発表会における英語表記の使用や、課題解決型はもちろんであるが課題発見型を

意識したテーマの推進、そして卒業研究発表に対する評価法の見直しなどがある。ま

た企業ニーズを反映した学科が育成したい学生像を再考したい。 
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〇 環境都市工学科 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ｂ 

（達成度評価の理由） 

 入学者選抜では昨年度と同等数の志願者を確保し、卒業生は全員が就職，進学の道へと

進んだ。コロナ禍で様々な制約があるなか、複数のコンテストに学生が参加して優秀な成

績を収め、また、複数の事業で学生が実務的な経験を積む行事を開催することができた。

一方、ＢＹＯＤに向けた教育方法の検討については作業が滞ってしまった。このため、全

体の達成度評価はＢと判断する。 

 

２．教育理念・教育目標 

   福井工業高等専門学校に建設系の学科が誕生したのは1970年（昭和45年）であり、

その名称は土木工学科であった。当時は全国規模で社会基盤施設の拡充が急がれ、公

共工事に携わる技術者や機関は高度経済成長の一翼を担った。 

次の局面は国土の環境整備であって、資源の温存保護や循環利用に資する施策、方

策が講じられるようになった。この趨勢に応えるべく、土木工学科は1993年（平成5年）

に環境都市工学科へと改組、改称した。 

さらに、受検者や入学者の希望並びに建設業界の実状に鑑みて、2009年度（平成21

年度）には土木や環境の学問分野を基軸に、これに建築学の科目を融合したカリキュ

ラムを編成した。この措置により、2013年度（平成25年度）卒業生以降は建築学に係

る全ての選択科目の単位取得を前提に二級建築士試験の受験資格を得るばかりか、建

築実務を4年経験すると一級建築士試験の受験資格をも得られる体制となった。 

建築士試験の受験資格に関して、2018年（平成30年）12月14日に公布された「建築

士法の一部を改正する法律」により、一級建築士試験の受験資格の要件となっている

実務経験が建築士免許の登録要件に改められた。したがって、この法律が施行された

2020年（令和2年）3月1日以降は、卒業後すぐに二級・木造建築士試験に加えて一級建

築士試験も受験可能（学科試験は例年7月に実施）となった。 

このような経緯を踏まえて、当学科では『社会資本を持続可能にする土木・建築の

分野において、基礎的知識と技術を身に付け、論理的思考能力を備えた実践的で創造

性豊かな技術者を育成する』旨を教育目標の骨子に置き、付帯事項として次の3つを掲

げている。 

① 建設技術者に必要な基礎的な学力と能力の育成 

② 幅広い専門分野の理論に関する応用力の育成 

③ 実験実習や卒業研究を通した実践力と創造力の育成 
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３．将来計画 

   前述した教育目標を念頭に、社会が求める技術者を育成するために、当学科では教

育に研究と社会貢献を加えた3つの柱について、以下に示す内容を実現する将来計画を

立てている。 

・ＩＣＴに強い建設技術者を育成する 

・学生が自ら目標を設定し学習する自立心を高める 

・学生と教員の研究する意欲と力を高める 

・地域社会と教員の連携を強化して学生のキャリア育成に繋げる 

・学科の魅力を情報発信する力を高める 

 

４．重点課題 

 （１）入学志願者の確保 

    本校主催のオープンキャンパスを活用し、中学生とその保護者、そして中学校の

進路指導の先生に当学科の魅力を正しく伝える。また、パンフレットやホームペー

ジの内容を充実させ、常に最新の情報を提供する。 

 （２）カリキュラムの見直し 

 当学科のカリキュラムの特徴は土木系科目に建築系科目を複合させた点であるが

ため、独立学科と比べると各系の専門分野を圧縮した教育となっており、その内容

や割合を改善する。また、建設分野においても導入されてきたＩＣＴやＡＩの技術

に関連した内容を導入し、さらにＢＹＯＤによる教育方法を検討する。 

 （３）進路指導 

 キャリア支援室と連携しながら学生の進路を適切に指導する。特に、地元福井県

に就職する学生の数が減少傾向にある点を改善する。 

 （４）グローバル人材の育成 

 海外進出を目指す企業の増加に伴いグローバル指向のある技術者が求められて久

しい。国際交流室と連携し、学生の短期留学や海外インターンシップへの参加を後

押しし、協定校からの短期留学生の受け入れを行う。 

 （５）原級留置者及び退学者の低減 

 成績不振，欠席や遅刻で気になる学生について、クラス担任と教科担当教員が情

報を共有し、原級留置者と退学者を減らす。 

 

５．進学・就職指導状況 

   キャリア支援室主催のキャリアセミナーに加えて、学科独自にフクイ建設技術フェ

アの見学（3年生）及び施工現場の見学（1～5年生：随時）を通して視野の拡大と適正

な進路選択意識の啓発に努めていたが、2020年度はコロナ禍の影響で後述する1回の現

場見学の実施のみとなった。 
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   環境都市工学科第24期生にあたる2020年度卒業生44名の進学・就職状況を表１に示

す。進学が30％、就職が70％であり、また、企業就職において本社所在地は81％が福

井県外であった。業種は建設業〔ＩＨＩインフラ建設(独)、大鉄工業(独)、東亜建設

工業(独)、(独)社寺建、日光産業(独)、(独)日本ピーエス他〕、建設設備業〔鳳工業(株)、

三機工業(株)、東芝プラントシステム(株) 他〕、建設コンサルタント業〔(株)キクチコ

ンサルタント、(株)近畿地域づくりセンター、(株)川上測量コンサルタント、(株)キ

ミコン他〕、運輸業〔東海旅客鉄道(株)、中日本高速道路(株)〕、電気・ガス・熱供給・

水道業〔関西電力(株)、(株)きんでん、日本原子力発電(株)〕、情報通信業〔(株)ミラ

イト・テクノロジーズ〕、公務〔福井県、坂井市，越前市、鯖江市〕であった。 

表１ ２０２０年度の進学・就職状況 

進   学 就   職 

福 井 ⾼ 専 専 攻 科 ５名 県
内

企 業  ５名
４年制⼤学編⼊学

８名
官公庁  ４名

 
豊橋技術科学⼤学[２]、⻑岡
技術科学⼤学、東京都⽴⼤
学，千葉⼤学，宇都宮⼤学，
岐⾩⼤学，三重⼤学 

県
外

企 業 ２２名
官公庁  ０名

計 １３名 計 ３１名
 

６．特色ある教育・研究の取り組み、活動等 

 （１）技術資格取得の奨励 

    当学科の卒業生が必要となる国家資格のうち、測量士補は卒業時の申請により与

えられ、規定の実務経験を経ると測量士が与えられる。しかし、学生には在学中の

受検による資格取得を奨励しており、合格者には受験料の半額を学科の奨学寄付金

で補助している。また、その他の資格についても取得への挑戦を促しており、2020

年度の実績を表２に示す。なお、同年度はコロナ禍の影響により受験者が減少した

ため、例年と比べると、所得者数が大幅に減少している。 

 

表２ ２～５学年の資格取得者数（過年度取得分を含む） 

試 験 名 称 ２学年 ３学年 ４学年 ５学年 計 

技術⼠⼀次試験 ―― ――  ４名   ５名   ９名
測量⼠試験 ―― ―― ―― ―― ―― 

測量⼠補試験 ――  ６名  ９名  １１名  ２６名
ＣＡＤ利⽤技術者試験〔２級〕 ―― ―― ―― ―― ―― 

コンクリート製品検定試験〔上級〕 ―― ―― ―― ００１名   １名
コンクリート製品検定試験〔中級〕 ――  ４名 １３名   ３名  ２０名
コンクリート製品検定試験〔初級〕 ―― ２７名 ４１名  ３６名 １０４名
防災⼠資格取得試験 ―― ―― ―― ―― ―― 
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その他（例えば，危険物取扱者⼄種４類） ―― ―― ―― ―― ―― 

計 ―― ３７名 ６７名  ５６名 １６０名
 

 （２）全国高等専門学校デザインコンペティションへの参加 

    全国高等専門学校デザインコンペティションは、全国の高専で競われるロボット

コンテスト、プログラミングコンテストに続く第三の競技であり、2004年度を初回

としている。デザインコンペティションの趣旨は、土木系・建築系の学生を中心に

生活環境に関連した種々の課題に取り組むことで“より良い生活空間について思考

し、提案する能力を育成する”ことにある。 

    環境都市工学科は初回から間断なく出場しており、2008年度大会では構造デザイ

ン部門の中の静的耐力部門で1位に輝いた実績をもつ。第17回を迎えた2020年度は空

間デザイン部門、構造デザイン部門、創造デザイン部門、ＡＭデザイン部門、プレ

デザコン部門の5つの競技がコロナ禍の影響によりオンラインで開催された。空間デ

ザイン部門には4作品を応募したが本戦出場は叶わなかった。構造デザイン部門に応

募した1チームは35チーム中7位の好成績を上げた。 

    デザインコンペティションへの出場は、それに参加する学生の着想・構想から試

行錯誤を経て作品完成にいたるまでの学年を越えた協調心、追求心を涵養するばか

りか、ものづくり実践教育やエンジニアリングデザイン教育の礎としても極めて意

義深い。 

（３）インフラマネジメントテクノロジーコンテストへの参加 

    第1回インフラマネジメントテクノロジーコンテストに当学科学生で構成する３

チームがエントリーした結果、1チームが書類審査を通過し、残る2チームも敗者復

活により動画による最終審査に進んだ。その結果、1チームが地域賞、3チームが企

業賞を受賞した。 

（４）高校総体カウントダウンボード作製への協力 

    2021年度に福井県で開催される全国高等学校総合体育大会のカウントダウンボー

ドの作製について同実行委員会より依頼を受け、当学科の学生が筐体、電子情報工

学科の学生が電光掲示板の作製を担当した。完成した作品はＪＲ鯖江駅に設置され

ており、授業で身に付けたものづくり技術を地域社会で実践する良い経験となった。 

（５）ＫＯＳＥＮ－ＲＥＩＭ事業 

    2019年度に舞鶴高専が採択された文部科学省の助成事業「ＫＯＳＥＮ型産学共同

インフラメンテナンス人材育成システムの構築」の連携校として、福井県内の建設

技術者のニーズに応えたリカレント教育の実施を目的にプロジェクトを推進してい

る。2020年度は前年度に学科棟北側に設置された劣化部材展示場を利用した教育プ

ログラムの開発を学科教員と特命助教が担当し、2022年度から福井県内での講座開

講に向けて準備を進めている。11月19日には福井県道路メンテナンス会議と連携し
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て同展示場において5年生を対象とした講習会を開催し、実物の劣化部材を用いた打

音検査や非破壊検査によりメンテナンス技術の理解を深めた。 

（６）三菱みらい育成財団の助成事業 

    2020年度に新規採択された三菱みらい育成財団の助成事業「創造プロジェクト教

育による研究者・エンジニアへのステップフォワード」は、全学科3学年の実験実習

の高度化を目的としている。当学科では環境都市工学実験実習Ⅱのブリッジコンテ

ストを対象に，12月12日に正課外活動として北陸新幹線の現場見学を行い、実務お

ける橋づくりの手順を学ばせた。また、正課でのコンテストの課題を克服するチー

ム対抗コンテストを2月26日に実施し，試行錯誤による技術力の向上を経験させた。 

（７）ウェブページのリニューアル 

    9月のキャンパスツアー開催日に併せて学科ウェブページのデザインとコンテン

ツをリニューアルし、来場者にアクセス用ＱＲコードを記載したチラシを配付した。

入学志願者である中学生とその保護者に学科の魅力を伝えることをコンセプトとし

ており、「学生・教職員の活動」のページに随時最新情報を掲載した。 

（８）学科創設50周年記念事業の実施 

    2020年度に学科創設50周年を迎えることとなり、同窓会（翔土会）と協働して教

育研究地域貢献推進基金の設立、技術者情操教育のためのパネルの収集、記念誌の

刊行の3事業を実施した。コロナ禍の影響で始動が遅れたが、年度末時点で数多くの

個人や法人より、寄付金とパネルを頂いている。基金は学生の資格試験受験料の補

助や現場見学のためのバス借上費等に利用し、学科の教育、研究、地域貢献の推進

に繋げる。また、学科棟内に建設事業に関わるパネル等を掲示し、学生が将来の技

術者像を適切にイメージできるように情操教育に活用する。 

 

７．点検・評価 

   9月のキャンパスツアーに参加した中学生のアンケート結果によれば、当学科志望者

の数は5学科中2番目に多く、前年度の人数より増加していた。また、令和3年度入学者

選抜の当学科の倍率は1.50倍と昨年度の1.53倍を若干下回ったが、この数年，上記数

値は相対的に高い数値を維持している。2020年度新入生アンケートの集計結果による

と、当学科を志望した理由は”オープンキャンパスや公開講座に参加したときの印象

で”が最も多く、次いで、”建築士の受験資格が与えられるから”、”具体的に将来つく

りたいものがあるから”と続く。また、”技術士などの資格を取るのに有利”、”環境保

全に関する仕事に就きたい”、”公務員になるのに有利だから”という回答も相対的に

多く、当学科を正しく理解して入学してきた学生が多いと言える。今後,この状態を維

持するために、社会の要請に応じながら継続的にカリキュラムを改正して学科の魅力

向上を図り、それを中学生とその保護者，そして地域社会に正しく積極的に広報して

いく必要がある。 
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 前述の新入生アンケートにおいて、当学科の3つのアドミッションポリシーの中で魅

力を感じ志望の理由となった項目に関する回答は、”自然と共生したくらしを営む環境

づくりに興味がある人（27％）”、”快適なくらしを共有するための建物とまちづくりに

興味がある人（44％）”，”災害から人々のくらしを守るシステムづくりに興味がある人

（29％）”であり、若干ではあるが偏りが見られた。この点については、今後、アドミ

ッションポリシー改正の参考としたい。 

 学生の進路指導については、［５．進学・就職指導状況］で示したように44名全員が

進学と就職を果たした。特に、難関大学への進学や大手企業への就職が複数あり、コ

ロナ禍のなか進路指導で十分な成果を上げた．また、全国高等専門学校デザインコン

ペティションへやインフラマネジメントテクノロジーコンテストへの参加、高校総体

カウントダウンボード作製のように、コロナ禍での制約があるなか、学生の課外活動

を積極的に指導することができた。さらに、ＫＯＳＥＮ－ＲＥＩＭ事業、三菱みらい

育成財団の助成事業を活用して、学生対象の行事を複数回開催し、実務的な経験を積

ませることができた。 

   しかしながら、2022年度からの導入を目標に準備してきたＢＹＯＤに関する教育方

法の検討は作業が滞ってしまった。ただし、コロナ禍対応のため遠隔授業を経験する

ことができたため、様々なノウハウを得て、いくつかの課題を発見できたことは次年

度以降の検討に大いに役立つ。 

   以上の事柄を根拠に、2020年度（令和2年度）における達成度評価はＢと判断する。 

 

８．改善課題・方策 

［３．将来計画］で示した以下に示す5つの内容について、現状の改善策を検討する

2つのワーキンググループを2021年度に学科内に設置し、今後の方策を定める。 

・ＩＣＴに強い建設技術者を育成する 

・学生が自ら目標を設定し学習する自立心を高める 

・学生と教員の研究する意欲と力を高める 

・地域社会と教員の連携を強化して学生のキャリア育成に繋げる 

・学科の魅力を情報発信する力を高める 
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○ 一般科目教室 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

人文社会科学系科目（国語・社会・英語）および自然科学系（物理・地学系、化学・生物系、

数学系、保健体育）の科目において、特色ある教育・研究取り組みに等に関する点検が行われ

た結果、各科目が判断した到達度評価はいずれもＡであった。 

このため、総合的な達成度評価はＡと判断する。 

 

２．教育理念・教育目標 

（１）学校要覧その他での紹介  

本校の教育は一般科目教育と専門科目教育とから成り立っており、技術者が一市

民としてよりよく生きるためには、専門的な知識や技能だけでなく、広く豊かな教

養も必要であり、一般科目教室では、教養を身に付けさせることを通じて、立派な

技術者の育成を目指している。 

一般科目教育においては、高等学校の教育課程に加え、大学の教養課程に匹敵す

るレベルの教育内容となるようなカリキュラムが組まれている。国語、歴史、地理、

公共社会Ⅰ、物理、化学、生物、数学、保健体育、英語などの基礎的な科目や情操

を育むための美術や音楽、さらには哲学、公共社会Ⅱ、公共社会Ⅲ、法学などの多

彩な科目を開講している。また、国際化時代に即応するため、外国語教育に特に重

点を置き、英語のほか、ドイツ語、中国語といった科目も開講しており、外国人講

師を含めた教員が指導している。なお、専門科目の応用数学、工学基礎物理（平成

３１年度からは応用物理）も一般科目教室で担当している。  

（２）中期計画目標  

   【一般科目（人文系）】 

国語科では、学校行事やキャリア教育的取り組みへの支援も含めた国語教育を行

う。教員は、実践的な言語運用能力、論理的な思考力を養成すること、及び言語文

化への理解の深化を図ることを目標とする。定期的に教科会議を開いて、教育方法・

教材を共有していきながら、学生の主体的な学びにつながる授業を行う。 

社会科では、モデルコアカリキュラムに基づき策定された新カリキュラム（完成

年度は令和5年度）の準備・実施を推進するとともに、その改善点について随時点検

を図る。 

英語科では、実践的な英語の運用能力、幅広い国際的視野、異文化への深い理解、

国際コミュニケーション能力の向上など高専教育の更なる高度化・国際化の一環と

してのグローバルエンジニア育成を目標とした英語教育を行う。 
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   【一般科目（自然系）】 

ＭＣＣに対応した学習内容を考慮し、数学・理科では、教科間で連携をとりなが

ら、自然現象の基本法則や概念を理解させ、思考力・表現力・創造力の育成を図る

とともに、問題解決能力の向上を目指す。 

体育では、調和のとれた全人的発達を遂げた社会人として、身体・健康に関する

知識の習得や身体運動実践能力の獲得を目指した教育をする。 

ＣＢＴ試験に対しては、各教科において試験前の模擬テストや課題等を課すなど

の対応をしているが、結果のフィードバック、授業とのリンク等、拡充を図ってい

く。 

 

３．将来計画 

一般科目教室では、入学時の受け入れから専門学科への移行がスムーズに行われ

るように、低学年教育における学習及び学校生活において学生が陥りやすい問題点

を考慮しながら、学生指導を行っている。具体的には、クラス担任、教科担当、ク

ラブ活動顧問など様々な立場から、教員研究室・セミナー室等を利用して、学習や

学校生活の支援及び相談を行っているこうした点を視野に入れて、「オフィスアワ

ーを中心とした学生支援体制の構築」として、  

① 現状の把握（実態調査：支援時間・支援環境・内容）  

② 現状の改善策の検討（学生の問題→関係教員[担任・教科担当・部活顧問等]へ

の連絡体制などの組織作り＝学内組織での位置付け） 

を支援環境整備などの将来計画として設定したが、現在の状況は以下のとおりであ

る。  

（１）現状の把握  

令和２年度から、一般科目教室の主任が一人体制となり、それに伴いこれまで合

同会議であったものが一般科目教室会議となった。 

会議日程がなかなか定まらず、委員会報告等はメールやTeams を用いて行い、必

要に応じてリモート会議や対面会議を行うこととした。 

令和２年度前期が遠隔授業となったことも影響し、低学年の課題提出状況が例年

に比べて芳しくなく、2年担任団の発案により、高学年にＴＡをお願いし、低学年の

課題提出状況の改善に取り組んだ。また、数学や物理では継続的に補習を行ってい

る。これらの活動が教務主事団を中心に関係教員も巻き込んでの「学習支援室（仮）」

の議論へとつながった。 

今年度も成績不振者に対しては各教科で必要な対策（小テスト、追試、補習、課

題学習等）が施される一方で、学習意欲の高い学生に対しては学外コンテスト（英

語スピーチコンテスト、英語プレゼンテーションコンテスト、数学検定等）への参

加やコミュニケーション能力向上のための各種の語学検定試験受検（実用英検、技
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術英検、ＴＯＥＩＣ等）を呼びかけている。  

（２）現状改善策の検討  

特に低学年の成績不振者に対しては、ＴＡを活用した補習の継続的な実施に加え、

議論が始まった「学習支援室（仮）」の在り方を検討し、組織的な学習支援の実施

を目指す。 

また、一般教育棟が改修され、自主学習用のラーニングコモンズや教員の共有ス

ペース、ミーティングルームなどが設置された。これらを活用することで教員間の

コミュニケーションを深め、 

クラス担任や教科担当教員が指導上の問題を一人で抱え込むことのないように注

意し、教員団として学生指導行なうようにする。 

また、学生のコミュニケーション能力向上策の一環として語学検定試験の受検奨

励と併せて海外留学等も継続的に勧めるようにする。 

 

４．重点課題 

   中期計画との関連で当面の課題としてあげているものを以下に示す。  

（１）新入生に対して年度当初に数学・英語の学力試験を実施し、その結果を入学後の教

育指導や教育課程の改善に利用する。また、英語のコミュニケーション能力向上を

図る方策として、実用英検、技術英検、ＴＯＥＩＣの校内実施を充実させる。 

（２）中学・高校からの教育支援要請（ＳＰＰ、ＳＧＨ、ＳＳＨの講師依頼等）や各教育

機関、教育委員会からの教員及び地域に対する研修事業での委員・講師としての協

力要請に積極的に応じる。 

 

６．特色ある教育・研究の取り組み、活動等 

（１）物理・工学基礎物理・地学系での取り組み 

中期計画との関連で、物理・工学基礎物理・地学系では、以下のような取り組みを

行ってきた。 

① 「物理に関するネットワーク会議」として、平成 23 年度から専門学科の教員との

意見交換会を毎年継続して行っている。平成元年度のネットワーク会議では数学と

物理で独立して行っている補習を合同で行えるかどうか検討を行った。令和２年度

はコロナ対応のため未実施であるが、令和 3年度での実施について検討を続けてい

る。 

② 成績不振者に対して補習を実施した。平成 30 年度から始めた施策で、令和２年度

は基礎学力充実経費を利用し、使用する問題集を更新した。また、参加学生の成績

を定量的に評価し効果を判定した。 

③ 2 年物理のシラバスを、ＭＣＣに基づき、スケジュールに余裕を持たせるよう見直

しを行った。 
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④ ３年工学基礎物理Ⅰのシラバスを見直し、数学的基礎力が要求される力学を、前期

後半開始とした。 

⑤ ４年工学基礎物理Ⅱのシラバスを、ＭＣＣに基づき、スケジュールに余裕を持たせ

るよう見直しを行った。 

⑥  身近な災害現象を、講義の中に取り入れた（特に 9 月 2 日に嶺北で発生した M5.0

の地震、熊本 7月豪雨、令和 3年福井豪雪）。 

⑦  サイエンスクラブ、地球物理学研究会、ＳＳＨ等における外部への積極的な発表

や指導を行った。 

 

（２）化学・生物での取り組み 

 ①化学は 1年生と 2年生の低学年で実施されている。平成 24 年度から検定教科書が大

幅な改定により、化学基礎と化学になった。当初は 1 年生に基礎化学を教科書に使

い、2年生では化学を教科書に使用してきたが、教科書が 2冊でいろいろと不便であ

るため、すべての内容が 1冊になっている検定外教科書に変更した。1年生では主に

コアカリキュラム（化学基礎の内容）を中心に講義する。さらに理解を助けるため

に基礎問題集を購入し、授業中に記入させるか、単元の終了ごとに宿題として提出

させる。2年生では酸化還元・電池・電気分解・気体の性質・熱化学・無機物質・有

機化合物の内容について講義し、化学全体の内容を広く浅く理解させる。１年生同

様に問題集を導入し、宿題などとして提出させ、理解の助けになるように実施する。

実験ついては 1、2 年生ともに講義時間の関係上、4 回しか行っていない。今後は講

義と実験が繋がるような形で簡単な実験を導入し、実験の回数をできるだけ増やし、

化学に興味を持たせるようにしたい。 

②生物は 1年生で実施し、1単位である。このため講義する内容に限界があり、生物基

礎の生物の特徴、遺伝子の働き、免疫、植生の多様性、生態系を講義している。コ

ロナ感染症の話題を理解できるようにするため免疫の働きを導入した。さらに最新

の話題を取り上げ、生物に興味と理解が持てるようにする。またライフサイエンス

のコアカリキュラム中の生態学を導入した。 

 

（３）数学科・応用数学科での取り組み 

① 中期計画との関連で課題として挙げられている、新入生に対する入学後の教育指 

導や教育課程の改善に対して、年度当初の学力試験の実施とその結果の利用があるが、

新型コロナウイルス感染拡大予防のために遠隔授業となったため、今年度は 7 月の登

校日に試験を実施した。試験前の学生の不安を軽減するため、オンラインによる学習

会で質疑応答を行った。試験の結果から、対面授業開始直後の 9 月に補習やオンライ

ン学習会を行い、学習習慣の定着に努めた。10 月以降も基礎学力定着のための補習を

実施した。補習には、数学科・応用数学科教員だけではなく、本科 4、5年生、専攻科
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学生の T A（Teaching Assistant）を活用した。令和 2年度は、遠隔授業実施期間中は

オンライン学習会を（2回）を、対面授業開始後はオンライン学習会を 4回、対面式の

補習を 12 回実施した。 

② 令和元年度までに蓄積していたＩＣＴ活用教材を活用しつつ、新たにＩＣＴを活

用した授業動画を作成することにより遠隔授業を実施し、コロナ禍であっても基礎学

力の定着と学生による主体的学びを実行した。 

③ 授業時間外に視聴できる授業動画が充実し、自学自習に活用されていた。 

④ グループ学習などの授業形態を取ることができなかった。 

⑤ 数学科・応用数学科では、学生に「数学検定」の受検を推奨しており、本校を会

場とした団体受検を継続的に実施している。2020 年度は 1月 16 日に実施し、受検者数

は 4 名（2 級 2 名、準 2 級 1 名、3 級 1 名）であり、そのうち、準 2 級 1 名、3 級 1 名

が合格し、2級の 2名は１次検定のみ合格であった。 

 

（４）保健体育科での取り組み 

①1 年生の保健で学習する身体活動量（METS･時）の概念や 4 年生で学習する生活習慣

病予防のための運動量等を意識した身体運動実践の試みとして、表計算ソフトで作

成した身体活動量記録シートで一週間の身体活動を記録させ、学生自身の身体活動

量について振り返りの学習を行わせた。また、保健体育の学習内容の理解を深める

ため、検定教科書の副教材である「保健体育ノート」を導入した。 

   ②保健体育レポートでは、とりわけ、実技不十分の期間における体格や体力の変化を

的確に捉えさせ、体組成の変化等の観点から考察することを指導した。また、保健

学習（1学年時）や生活習慣病の予防に関する学習（4学年時）で得た知識を改善策

の提案に結び付ける指導を行った。 

   

（５）国語科での取り組み 

   1 年生では、現代文、古文、漢文を満遍なく扱い、様々なタイプの文章に触れさせ、

読解力の基礎を養った。また、現代文の単元において登場する古典文脈（『羅生門』

における『今昔物語集』等）についても注意を払い、現代文と古典との連関に常に着

目した。そうしたテキストを使った授業のほかに、スピーチの時間を設け、「話す力」

「聞く力」の養成も試みた。 

   2 年生の現代文では、評論と小説を特に扱った。まずは丁寧な読解を行い、そこで得

た知見や問題点を自身の生活と関連づけられるよう配慮し、それをもとに自身の意見

を発表したり文章化したりする活動を行った。古典では、中古文学から近世文学まで

幅広く扱い、文学史の流れの中で作品を鑑賞する授業を行った。 

   3 年生では、これまで 1,2 年生で行ってきた文章読解の総まとめの時間と位置付け、

精選したテキストの精読を試みた。特に小説分野では、明治・大正の夏目漱石、昭和
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初期の中島敦など近現代の代表的な作家の作品を扱い、それぞれの問題意識を探ると

ともに、脈絡する要素についても考察した。 

   4 年生では、自己 PR 文、志望動機文の作成などキャリア教育的取り組みのほか、敬

語の指導を積極的に行った。グループで福井が抱える課題を取り上げ、パワーポイン

トを使用したプレゼンテーションを行う授業も行った。 

 

（６）社会科での取り組み 

人間及び社会に対する総合的な理解を得て、国際的にも活躍できる技術者を育成す

るために、各科目で以下のような取り組みを行っている。 

（６-１）公共社会Ⅱ、公共社会Ⅲ、法学での取り組み 

授業内容と現実の社会との関連を意識させ、学生自身と社会との関わりを自覚する

ことができるように、以下のような取り組みを行っている。 

①公共社会Ⅱでは、教科書の内容をベースとして授業を行い、政治や経済の体系的・

基礎的な知識の習得を図った。 

②公共社会Ⅲでは、将来エンジニアと深く関わる法律や権利について授業で扱い、体

系的・基礎的な知識の習得を図った。授業の最後に minutes paper を実施し、授業

で分かりにくかった内容や質問などを学生に記入させ、次の授業でフィードバック

を行った。また，学生の年齢を考慮した時事問題(選挙年齢の引き下げ、裁判員制度、

成人年齢の引き下げ等)にもふれ、現実社会に即した問題や将来のあるべき姿を学生

自ら考えるように促し、そのための授業教材などを工夫した。学生にとって身近な

問題を扱い、社会との繋がりや仕組みを理解させ、決められたルールや制度の中で

将来自分がどのように社会と関わるかを自覚するように促した。 

③法学では、卒業を間近に控えた学生にとって、卒業後直ちに役立てることができる

知識の伝達を目的とした。将来学生が関わる可能性の高い法律や既に何らの形で関

わっている法律を中心に授業を行った。適宜、条文や判例を配布し、実際に生じた

訴訟を学生自身の目で確認することを重視した。授業の最後に minutes paper を行

い、基礎知識の定着と早期のフィードバックを心掛け、期末レポートなども課した。

授業で学んだ知識の整理と正しい情報の取捨選択をさせ、自身の主張を多角的な視

点から他者へ説明することを狙いとした。 

（６-２）公共社会Ⅰ、哲学での取り組み 

「公共社会Ⅰ」では、モデルコアカリキュラムで定められた学習項目や 2022 年度新

学習指導要領の「公共」を念頭に、国際人・専門人としてふさわしい基礎的な教養を

習得すると共に、人間社会における現代的な諸問題について考察する能力を涵養する

ために、以下のような取り組みを行っている。 

  ①民主主義社会における市民の育成という観点から、また、先人の知恵を踏まえて「自

立した主体とは何か」を問い、「対話を通じて互いを理解し高め合う」ことにより、
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公共的な空間において主体の育成を行うという公共性の育成という観点から、昨年

度より p4c（子どものための哲学）という哲学対話を公共社会Ⅰ及び哲学の授業に導

入している。今年度はコロナ禍の状況ではあったが、哲学の授業においては、昨年

度よりも p4c の実施回数を増やすことができた。 

  ②公共社会Ⅰでは、「幸福」や「正義」など、公共的な空間におけるさまざまなテー

マと技術者を関連させて考えさせる文章作成課題やサイレントダイアローグを行い、

公共的な空間における人間や技術者としての在り方、生き方について考えさせなが

ら、文章力を養った。 

  ③公共社会Ⅰでは、先人の知恵を踏まえて、公共的空間が様々な立場や文化等を背景

にして成立していることを理解するために、諸地域・諸文化の特質や関連性、及び

歴史的な変遷を強調し、基礎的な教養の習得と多様な観点から世界を見る見方の習

得を目指した。今年度前期に中国の思想を概観し、後期はとくにギリシャ哲学とキ

リスト教というヨーロッパの思想の二大潮流が異文化と接触してきた歴史に注目し

た。 

  ④公共社会Ⅰでは、授業内容と関連した本の紹介を毎回行い、語句の背後の概念や思

想、歴史、学問の営為を示唆した。哲学では哲学書の講読形式の授業を取り入れ、

読解を通じた主体的な学習を行った。 

  ⑤哲学では、学生たちに「係活動」（発表の係、質問係、司会の係、前回のまとめの

報告をする係、前回の評価を発表する係）を実施し、自主的な講義への参加を促し

た。レジュメ作成、議論、評価を学生主体で行う形式とすることにより、読解だけ

でなく、調査、プレゼンテーション、司会、文書作成など、総合的な探究能力を伸

ばすことを目指した。 

  ⑥哲学では、学生一人一人に「講読記録簿」に毎回自分の読解を記録し、これにより

自分の学習過程を確認させた。読解過程の変遷についてレポートを課すことにより、

自分に引き付けて哲学書を読み、調査する体験をさせた。各回には、コミュニケー

ションペーパーも書かせ、教員だけでなく、発表した学生も、他の学生達が自分た

ちの発表について書いたコミュニケーションペーパーを確認し、学生が学習過程を

振り返る一助とした。 

  ⑦哲学の評価では、学生の発表について学生同士による評価を行った。また、哲学対

話の評価では、学生の自己評価を行った。それぞれの科目で、試験やレポートだけ

ではない多様な評価方式を取り入れた。 

（６-３）歴史、歴史学特講での取り組み 

主体的に人間及び社会に関して考察する能力を養うために、以下のような取り組み

を行っている。 

  ①定期試験を行わず、レポートを提出させる方式で成績評価を行い、学生が日常的に

歴史を考察することを促している。平成 27 年度より前任教員が当該方法での成績評
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価を開始し、その方法をふまえ新任教員もその手法を踏襲した。来年度以降、個別

指導や、レポート出題内容や頻度の精査を行っていく予定である。 

  ②歴史Ⅰ及び歴史Ⅱにおいて、自ら関心のある事象の歴史的背景を調べる課題を行い、

自ら課題を発見する能力を養っている。また、史料をもとにディスカッションする

授業も行っており、史料をもとに考えを深める能力を養う経験を積ませている。 

  ③歴史学特講において、主に日本近現代史を題材として、福井の歴史を考察する課題

に取り組ませている。 

（６-４）地理での取り組み 

モデルコアカリキュラムで定められた学習項目の新規導入や新学習指導要領におけ

る「地理総合」の学習内容を踏まえ、平成 30 年度より、これまで通年 2単位であった

地理を、半期 1 単位の地理Ⅰと地理Ⅱに分割し、前者で人文地理学を、後者で自然地

理学を扱うこととなった。今年度においては、施行 2 年目ということで、昨年度の反

省点を踏まえつつ、授業内容及び実践方法のブラッシュアップを図った。 

地理Ⅰについては、世界の人々が協調し共存できる持続可能な社会の実現について、  

地理的観点から展望する基礎をつくるために、以下のような取り組みを行っている。 

  ①課題自習プリントを用いて学生に主体的に学習させる。 

  ②課題自習プリントにグループで取り組ませ協調的に学習させる。 

地理Ⅱについては、地球上で発生している自然現象について大局的な因果律やモデ

ルを説明した。 

  ①地球を、人類が生存している圏として、認識をさせる。 

  ②それぞれの圏は、電磁気学、気象学、海洋物理学、固体地球物理学で説明される。 

  ③海洋と気圏の密接な関連（グローバルな気候変動）。 

  ④福井県と地震学の関係。 

  ⑤付加体である日本の理解。 

（６-５）新カリキュラムへの対応 

2022 年に開講される工学倫理については、ワーキンググループを立ち上げ(機械工学

科、電気電子工学科、電子情報工学科、物質工学科、環境都市工学科、一般科目教室

からメンバーを構成)授業担当者や授業の実施内容について確認が行われた。 

 

（７）英語科での取り組み 

  ①オンライン会議システムを利用した海外教育機関との交流の実施 

本年は現地を行き来する国際交流は著しく制限されたが、それを補う試みとしてオ

ンライン会議システムを利用した交流会（オンラインイングリッシュ・カフェ）を実

施した。多くの学生、教職員が参加し、闊達な議論を行う姿が見られた。 

  ②英語学習環境の充実 

   前年度に引き続き、英語の自学自習のための支援として（１）資格試験対策講座の
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ための学習教材の整備、貸出、（２）福井高専の学生の実態に合わせたオンラインＴ

ＯＥＩＣ対策講座の整備・斡旋の２つを中心に行った。 

  ③英語学習への動機付けを促進するための実践 

学生の英語に対する動機づけを高めるための実践として、賛助会員入会による、主

に高学年を中心としたＴＯＥＩＣ試験の受験奨励および受験料の補助を行った。 

  ④専攻科英語教育の改善 

プレゼンテーション教育による国際学会等発表支援、テクニカルライティング教育

（外部講師によるセミナーを含む）による学術論文アブストラクト作成支援、

e-learning を利用したＴＯＥＩＣスコアアップ支援を行った。 

  ⑤テクニカル・イングリッシュ（技術英語）教育」を基調とした地域企業支援 

国際展開を図る地域（福井県内）企業に対し、「テクニカル・イングリッシュ（技

術英語）教育」の観点からの各種支援を試みた。具体的には、実践的初級技術英語セ

ミナーの開催や企業における英語使用の実態調査である。 

  ⑥校内教職員対象の理工系英語論文ライティング講座」の開催 

教職員の英語力向上教育の一環として、標記セミナーを開催した。講師には、工業

英検１級（文部科学大臣奨励賞受賞）取得の上、技術系及び特許等に関する実務翻訳

経験を有する専門家を招聘した。若手教員を中心に技術職員からの参加もあった。 

 

７．点検・評価 

（１）重点課題における点検・評価 

新入生に対する確認試験は、数学は入学直後の授業開始前に、英語は授業開始後に

実施し、春休みの課題取り組み状況なども含めて、新入生の学力把握に努め、成果を

上げている。中学・高校からの教育支援要請（ＳＰＰ、ＳＧＨ、ＳＳＨ講師依頼等）

や各教育機関、教育委員会からの教員研修事業での協力要請について、生涯学習支援、

ＳＳＨ研究アドバイザー、防災アドバイザーや評価委員を行っており、十分に対応で

きている。以上により、重点課題についての評価はＡと判断する。 

（２）特色ある教育・研究取り組みに等に関する点検・評価 

  ①物理・工学基礎物理・地学系 

一般科目物理系教員と専門学科の教員との定期的な意見交換は、「物理に関するネ

ットワーク会議」として継続的に行っており、その結果を授業に反映させ、一定の成

果を上げている。今年度は、コロナ対応のため、数学科との連携は未達に終わったが、

来年度以降の新スキームへ発展的継続が見込まれている。１年生の補習は、継続 3 年

目となり効果の判定が行えるようになっている。課外では、原子力人材育成事業、Ｓ

ＳＨ、防災アドバイザー、公開講座、サイエンスクラブ、地物研等で、教員が研鑽に

努めている（今年度もサイエンスクラブや地物研の活動はテレビや新聞等の報道機関

で紹介された）。以上のことより、評価はＡと判断する。 
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  ②化学・生物 

１年生では、非常勤講師とときどき意見交換を行い、基礎レベルの基礎問題集を導

入し、授業中に問題をさせたり、宿題などとして提出させたりして、できる限り理解

の助けになるように学力向上に取り組んでいる。しかし、学習内容についていけない

学生は年々増加している。また２年生でも、講義内容を一部減らし、学力向上に取り

組んでいるが、消化不良を起こしている学生もおり、これらのことの改善のために今

後も講義内容を検討していく。以上を勘案し、達成度はＢと判断する。生物について

はコロナ感染症の話題を理解できるようにするため免疫の働きを導入した。またライ

フサイエンスのコアカリキュラム中の生態学も導入している。成績的にも特に問題な

いので、達成度はＡと判断する。 

  ③数学科・応用数学科 

数学・応用数学の多くの教科に対する動画教材が作成され、学生が主体的に学習で

きる環境が整備されてきている。また、対面授業開始後も反転授業や、学生の復習用

など、自学自習に活用された。低学年、特に新入生の学習習慣定着のための補習が、

コロナ禍にあっても規模や方法を工夫しながらも継続することができた。 

 数学検定も継続して年一回の団体受験が実施されている。以上のことより、達成度

評価はＡとする。 

  ④保健体育科 

新たに取り組ませた身体活動量レポート、導入した「保健体育ノート」（副教材）に

よって、体育の授業における運動技能の学習やトレーニングに対する意識を高めるき

っかけとなり、体格や体力テスト結果を踏まえた保健体育レポート課題を充実させ、

考察も深まった。保健体育レポートでは、とりわけ、上記の課題（身体活動量レポー

ト）や副教材との関連から体格や体力の変化を的確に捉えさせることができ、個々人

の健康・体力課題の改善策が具体的で実践的な内容として捉えられた。以上のことよ

り、達成度評価はＡとする。 

  ⑤国語科 

１年生から３年生では、論理的な読解の指導、自身の意見の発表を徹底して行った。

学生自身が文章を書く課題を多く取り入れ、推敲の指導を行った。その指導のなかで、

学生の課題へ取り組む姿勢が向上した。古典では、作品を読むうえでの前提となる知

識を丁寧に解説した。学生は積極的にノートをとる姿がみられ、学生の作品や文章に

対する興味を引き出すことができたと考えている。4年生では、社会人として必要な言

語能力を育成することを主眼に置き、文章作成や敬語、プレゼンテーションを行った。

そのほか、『青樹』に関する指導や「手紙の書き方」の指導において実践的な文章作成

力も育成できたと考えている。前期は感染症拡大のためオンラインによる授業になっ

たが、昨年度同様の成果を上げている。以上のことより、達成度評価はＡと判断する。 

  ⑥社会科 
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学生の社会科的な思考力等を養うための上記試みを補完するために、過年度より、

歴史や哲学において、Powerpoint を用いた授業を行っており、その内容を逐次改善し

ていることから、講義への学生の集中に改善が見られている。映像や図表を用いるこ

とにより学生の興味を喚起し、より大きな概念や見取り図の理解へと促すことができ

ているものと思われる。 

また、これまで数年間課題とされてきた日本語運用や課題提出の能力低下に関して

も、ほぼ社会科内全科目において提出物の回収を行い、その内容についても指導を行

うことによって、一定の改善が見られている。 

本年度の新規開講科目である「公共社会Ⅱ」、「公共社会Ⅲ」については問題なく

運用された。昨年度の課題であった「工学倫理」の授業計画立案、各専門学科の学習

内容の精選については、ワーキンググループを立ち上げ検討を開始した。以上のこと

より、達成度評価はＡと判断する。 

  ⑦英語科 

受験回数や受験人数が制限される中、実用英語検定、工業英語検定の受験奨励に加

え、ＴＯＥＩＣ賛助会員に入会し受験奨励に取り組んだ。特に新型コロナウイルスの

影響により本年度大幅な変更を余儀なくされた資格試験受験についての情報共有を積

極的に行った。また昨今の社会情勢に合わせ、従来とは異なった形のオンラインイン

グリッシュ・カフェを初の試みとして行い、多数の学生が積極的に交流に取り組む姿

が見られた。今年度は特殊な社会情勢に鑑み、新たな対策や試みに挑戦した 1 年であ

った。以上を勘案し、達成度はＡと判断する。 

 

８．改善課題・方策 

（１） 物理・工学基礎物理・地学系 

「物理に関するネットワーク会議」として、平成２３年度から専門学科の教員との意

見交換会を毎年継続して行っている。令和元年度は物理への苦手意識を持つ学生を減

少させる方策を中心に検討した。本目的の達成のためには、物理科教育の本質的改善

が必要なため、各学科から関連度の高い教員に出席をお願いし、さらに各年複数回開

催にして議論を重ねた。議論の結果を反映して、令和２年度より、物理、工学基礎物

理のシラバスを変更した。おもな変更内容は、 

(ア)2 年物理。時間的に詰め込みになる電磁気学の負荷を下げる 

(イ)工学基礎物理 I。数学的負荷が高い熱力学を 3年前期に移動し内容を一部削減する 

(ウ)工学基礎物理 II。電磁気に割く時間を実態に合わせて拡大し内容の見直しを行う 

ことである。また、数学科と物理科で共通する数学的知識については、教授のタイミ

ングについて連携を強めることにした。さらに、1年生の補習、3年生の夏季総復習課

題、4年生のレポート返却、非常勤講師との定期的会合等の施策は継続して行っていく。

ＭＣＣのアースサイエンスについては、地域の災害を教材として取り上げるなど、内



171 

容をさらに検討していく。 

（２）化学・生物 

今後もコアカリキュラムを中心としたもっとゆとりある講義内容とし、また基礎問

題集の利用促進や定期的な小テスト、実験等を増やし、できる限り理解の助け、学力

向上に取り組んでいくように努めたい。生物については特に問題もないので、今年度

と同様に実施する。 

（３）数学科・応用数学科 

   平成27年度後期より、低学年の学習習慣定着と基礎学力向上のための補習に本科4,5

年生、専攻科生によるＴＡ(ティーチングアシスタント)を活用している。この試みは

定着しており、補習を受けた学生のアンケートでも好評であるため、今後も費用など

を検討しながら実施していく。物理科も補習を実施しており、基礎学力向上などの問

題が共通しているため、教科間ネットワーク会議などを利用して連携をしていきたい。 

（４）保健体育科 

すべての学年を通じて、これまでのレポート指導によって体格・体力データの横断

的分析や縦断的分析を既知の学習内容と関連させて自分自身の健康課題に結び付ける

ことはできてきたが、論理的思考に基づいて改善策を導き出すことや、それらと体育

授業における運動技能学習との関連を深めていくことについては、今後、さらに強調

して指導していきたい。 

（５）国語科 

   適切な引用の仕方をさらに徹底して指導する必要がある。必要な書誌情報を示すこ

との重要性を改めて学生に指導する。また、学生は、スマートフォンを使用して情報

を集めることが多い。そのなかで、安易に目についたホームページから引用する場合

が見られる。情報の取捨選択について、引用の仕方とともに指導を行う必要がある。 

（６）社会科 

社会科では、2022 年度が新しいカリキュラムの完成年度となる。上述の通り、工学

倫理の開講に向けて準備を進めており、ワーキンググループを立ち上げ、各専門学科

と授業方法などについての調整を行った。来年度はそれに基づいた工学倫理の具体的

な授業内容の確定や、シラバスの作成を各専門学科に協力を依頼しつつ行うことを、

改善課題として取り組んでいく。 

（７）英語科  

海外留学体験報告会（イングリッシュ・カフェ）については、今後オンライン会議

システムを積極的に活用し、さらに幅を広げた運営方法の検討が必要である。また、4

年生のＴＯＥＩＣ試験校内一斉受験については、顕著な効果が見られたものの、学生

の意欲をより喚起するために、実施時期について慎重に検討する必要がある。また、

ＴＯＥＩＣ公開テストについても受験料補助の制度などを積極的に利用して推奨して

いく。  
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〇 専 攻 科 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

遠隔就業体験の実施、入学者選抜倍率 2.4 倍、合格者定員比 1.25 倍、デザインパテン

トコンテスト受賞、地域企業との遠隔共同 PBL 演習実施、特許検索研修および特許検索サ

テライト競技会開催、修了生の就職希望者内定率 100％、進学希望者合格率 100%など、コ

ロナ禍中においても、入試、特色ある教育、進路の点で目標を達成した。このため、達成

度評価はＡと判断する。 

 

２．教育理念・教育目標 

（１）概要 

専攻科は、高等専門学校5年間の上に、より高度な専門的知識と技術を教授し、創

造的な研究開発や先端技術に対応でき、かつ国際的にも通用する人材を育成するた

めに設けられた2年制の教育課程である。学生は、大学改革支援・学位授与機構（以

下「学位授与機構」という。）に電子申請によって定められた書類を提出し、審査の

後に学士の学位が授与される。本校の専攻科は、生産システム工学専攻（１学年定

員：12人）及び環境システム工学専攻（１学年定員：8人）の2専攻で構成されてい

る。また、本科4、5年次の全学科と専攻科2専攻のすべての教育課程で構成した「環

境生産システム工学」教育プログラムを実施しており、このプログラムは日本技術

者教育認定機構（略称：JABEE）から社会の要求を満たしている工学（融合複合・新

領域）関連分野の技術者教育プログラムであるとして、平成16年度から令和2年度末

まで認定されている。 

（２）目指すエンジニア像と学習・教育目標 

本校専攻科の目指すエンジニア像は『得意とする専門分野を持つことに加え、他

の技術分野の知識と能力を積極的に吸収し、自然環境との調和を図りながら持続可

能な社会を有機的にデザインすることのできる知識と能力を身に付けた、国際社会

で活躍できる実践的技術者』としている。目指す技術者像に照らした専攻科修了時点

で修了生が確実に身に付けておくべき知識及び能力として、本自己点検・報告書にも示

してある５つの大項目とそれらを細分化した 20 の小項目からなる専攻科学習・教育目

標を設けている。なお、この学習・教育目標は平成23年度に表現の大幅な改定を行い、

その後もカリキュラムとの整合性を図るためや、学生への分かりやすい表現となるよう

に改定を行っている。 

その内容は、専攻科設置時から目指している得意とする技術分野（本科 5 年間の

学習で身に付けてきた専門分野）の深化に加えて、現在の多様化・国際化した社会
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状況に対応できるエンジニアリングデザイン能力を身に付けた技術者となることを

念頭に、関連する技術分野の知識と能力を積極的に吸収することを具体的に表現し、

学生の到達すべき目標として掲げている。また、企業のグローバル化に伴って必要

とされる国際社会で活動ができる人材輩出のための学習・教育目標も掲げている。 

ものをつくり出すこと、つくり出す過程、つくったものがどのように使われ、ど

のように廃棄されるかまで、自然や社会などの地球環境に与える影響を考えられる

能力（環境を意識したものづくり）だけにとどまらず、「人間が住みよい環境とは何

か」、「人間だけが住みよくてよいのか」をも考慮できる能力（環境づくりができる）

の育成を目指して、学習・教育目標 JB に「ものづくり・環境づくりに関する能力を

身に付ける」としていることが、専攻科学習・教育目標の大きな特徴であり、オー

プンエンドな課題に対処できる人材育成を目指している。 

 

３．将来計画 

  目指すエンジニア像や学習・教育目標に照らして専攻科生の知識・能力のレベルア

ップを図っていくために必要な項目は、①研究能力の向上、②エンジニアリングデザ

イン能力の向上、③国際化に対応したグローバルエンジニアの育成、④専攻科入学者

の質の向上に向けた本科との連携、⑤改組及び共同教育課程の検討の 5 点であると考

えている。 

以下に具体的な内容を示す。 

（１）研究能力の向上 

専攻科設置当初からの目的は研究開発型の技術者の養成にある。本校本科より本

校専攻科に入学した学生の多くは卒業研究と同じ研究室で研究を行うことから、こ

れらの学生は本科５年の卒業研究と専攻科１,２年の特別研究の計 3年間の研究従事

期間を過ごし、これは大学院卒に匹敵する。研究環境の充実及び専攻科生の研究成

果発表数を多くしていく施策を検討する。 

（２）エンジニアリングデザイン能力の向上 

多様化した社会から技術者に寄せられるニーズも変化してきている。このことを

踏まえて、エンジニアリングデザイン能力を向上させる技術者教育の必要性が認識

されている。エンジニアリングデザイン能力とは、必ずしも正解のない問題、トレ

ードオフな問題に対して、実現可能な具体策を見つける能力であるとされている。

本校専攻科では、「創造デザイン演習」や「デザイン工学」を通して、この能力の向

上を図っている。 

（３）グローバルエンジニアの育成 

   これからの企業は、規模の大小を問わず世界を見据えていなければならない。そ

のような国際社会で活躍するための技術者には、語学能力と異文化理解能力の向上

が必要である。これらの能力が身に付くようなカリキュラムや授業内容の変更を検
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討すると共に、国際交流委員会と連携して本校独自の専攻科生の海外派遣活動（海

外インターンシップを含む）を実施していく。その際に COVID-19 を巡る国内・国際

情勢に十分配慮する。 

（４）本科との連携 

専攻科をより充実させるためには、本科から優秀な学生を迎えることが第一であ

る。早期技術者教育と５年一貫教育による実践的な技術者の養成が高専の特徴であ

り、さらに２年間の専攻科課程を加えた継続した 7 年一貫の技術者教育は、高専本

科卒業生にとって最も意義のある進学先であるといえる。そして、エンジニアリン

グデザイン能力を身につけたグローバルエンジニアとなるための技術者教育プログ

ラムを目指していること、学位授与機構への申請で学士の学位取得ができることな

ど、実践的な技術者にも研究開発型の技術者にも、さらには大学院進学から研究者

への道も開かれる。このような専攻科のアピールポイントを積極的に本科生に説明

していく必要がある。 

 

４．重点課題  

（１）目指すエンジニア像と学習・教育目標の周知 

専攻科生が目指すエンジニア像及びそれに照らした学習・教育目標を理解し、そ

の到達へ向けて行動できるためには、目指すエンジニア像及び学習・教育目標を学

生及び教職員への周知を徹底する必要がある。本科生への周知は専攻科志望者の増

加及び質の向上にもつながる。 

（２）他の研究機関との連携 

福井大学大学院工学研究科との間に教育研究に関する協定を、金沢大学大学院自

然科学研究科、北陸先端科学技術大学院大学との間では入学試験に関する協定を締

結している。これらの協定を有効に活用して、専攻科生の学習及び研究に対する意

欲の向上を図る。 

（３）カリキュラムや授業内容の改善 

   大学評価・学位授与機構は、特例申請により平成 27 年度専攻科修了生から新たな

審査方式による学士の学位授与を行うこととなり、本専攻科は特例申請が認められ

た。このことにより、これまで学士取得に必要であった学修成果報告書の提出と小

論文試験の受検が必要なくなり、本専攻科の修了により学士が授与されることとな

った。学修成果報告書の提出と小論文試験の受検の代わりに、大学の 4 年間に相当

する学修を振り返る学修総まとめ科目を履修し、合格となることが学士申請の条件

として新たに加わった。本専攻科では、「技術者総合ゼミナール」を開講することと

し、「特別研究Ⅱ」と共に学修総まとめ科目とした。これら学修総まとめ科目の内容

を吟味し、計画的な学修及び研究能力向上の内容を盛り込む。 

エンジニアリングデザイン能力育成のために開講している「創造デザイン演習」
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の内容を充実させる。この科目では課題内容を外部から募っており、PBL を主とした

問題発見・問題解決の内容を盛り込んだ演習内容となっている。 

専攻科英語系の科目である「現代英語」と「技術者英語コミュニケーション演習」

内容の充実を図る。これらの科目では、ネイティブスピーカーによるテクニカルイ

ングリッシュスピーキングやテクニカルイングリッシュライティングをその内容に

盛り込むことにしている。これらの授業内容が、学生のレベルアップにつながるよ

うに検討を重ねていく。 

（４）海外学生派遣 

国立高専機構主催の学生の海外派遣事業には、海外インターンシップ（夏季、春

季）、シンガポールで行われるテマセク・ポリテクニック技術英語研修、ISTS

（International Symposium on Technology for Sustainability）などがある。ま

た、本校独自の専攻科生の海外派遣事業としては、専攻科インターンシップとして

の海外インターンシップ、教員の指導の下に学生自らが計画を立てて行う海外派遣

研修制度と、学術協定を結んでいるプリンス・オブ・ソンクラ大学工学部（PSU：タ

イ）へ夏季休業中に 4週間程度派遣する事業がある。PSU への派遣は学生が希望すれ

ば、インターンシップとして単位認定を行っている。  

今年度はコロナ禍により学生の海外派遣については実施を見合わせたが、事態が

収束し次第、これらの事業への参加を専攻科生に積極的に促していくことを再開す

ると共に、新たな海外派遣先を開拓していく。 

 

６．特色ある教育・研究の取り組み、活動等 

本科 5 学科各々の専門知識の基礎を習得した後、専攻科では得意とする専門知識を

深化させる専門展開科目と、今日の多様化した社会に対応できるように、幅広く他の

技術分野の知識と能力を身に付けるための専門共通科目を開講している。この専門共

通科目の内、6 科目（技術者倫理、創造デザイン演習、先端材料工学、デザイン工学、

環境工学及び地球環境）は必修とし、融合・複合分野の教育プログラムであることを

特徴づけている。また、夏季休業期間を利用しコープ教育の一環としての約１か月間

のインターンシップ（海外インターンシップを含む）や、北陸技術交流テクノフェア

において特別研究の内容を学外の技術者や研究者に説明させるなど、学内にとどまら

ない技術者教育に力を傾注している。 

エンジニアリングデザイン教育として、専攻科ではこれを「デザイン工学」と「創

造デザイン演習」の授業で統括的に実施している。ともに出身学科の異なる学生によ

る協働作業を通して、制約条件を考慮した解決案の提示を求める課題を実施している。 

「現代英語」や「技術者英語コミュニケーション演習」の授業では、ＴＯＥＩＣス

コア向上の内容に加えて、英語による特別研究内容の発表し、英語による質疑応答を

前提とした外国人非常勤講師による指導を取り入れている。 
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７．点検・評価 

 令和 3年 3月修了生の進路状況は、修了生 29 名中、大学院進学者 7名、県内就職者

12 名、県外就職者 11 名であった。内訳は、生産システム工学専攻修了生 15 名中、大

学院進学者 5 名、県内就職者 3 名、県外就職者 7 名であり、環境システム工学専攻修

了生 14 名中、大学院進学者 2名、県内就職者 8名、県外就職者 4名であった。就職希

望者内定率は 100％であり、進学希望者合格率も 100％であった。大学院進学者 7名中

3名が協定校推薦による進学であった。また、就職者には１名の公務員が含まれている。 

令和 2 年度専攻科入学者選抜実施状況は志願者数 48 名、合格者数 32 名であり，入

学予定者数は 25 名である。平成 25 年度に 2 次募集を実施して定員を確保したが、そ

れ以降、本科生への説明会を実施したこと、また５年担任の方々の進路指導により、

定員（20 名）以上の合格者を出している。また、平成 27 年度入学者選抜試験からは、

学業及び人物ともに優れ、学習意欲旺盛な本科生が専攻科に入学できるように、入試

制度を変更している。以上のことから、目指すエンジニア像の周知及び本科との連携

ということに関しての達成度評価はＡと判断する。 

  近年は協定を結んでいる福井大学大学院工学研究科、北陸先端科学技術大学院大学

及び金沢大学大学院自然科学研究科への進学者が増えている。また、福井大学大学院

と北陸先端科学技術大学院大学には 6 月に研究室訪問を継続して実施してきた。今年

度はコロナ禍のため訪問先都合により中止を余儀なくされたが、事態が収束し次第、

研究室訪問を再開する予定である。これらのことから、他の研究機関との連携に関し

ての達成度評価はＡと判断する。 

学位授与機構による学士の申請に係る特例申請を行い、生産システム工学専攻（機

械工学、電気電子工学、情報工学）、環境システム工学専攻（応用化学、土木工学）

ともに認定を受け、令和２年３月修了生全員に学士が授与された。学修総まとめ科目

として「特別研究Ⅱ」の他に「技術者総合ゼミナール」を開講し、この授業を通じて

学修の振り返りを行い、さらには研究活動のプロセス評価を評価方法に組み入れ、研

究能力の向上を図ることも目的としている。 

今年度の「創造デザイン演習」の授業でも、前期は「デザコンに参加しよう」のテ

ーマのもと、3D プリンタを駆使して安心・安全アイテムの提案を行い、実際に 1 チー

ムがデザインコンペティションＡＭデザイン部門の予選を通過し、本選に参加した。

本戦ではプレゼンテーションとポスターセッションでの発表を行い、その内容が高く

評価され、総合 2 位の成績であった。後期は「地域の課題を解決する」のテーマのも

と「農工連携」「放射線教育」「防災・減災」に関して各企業や自治体から課題を頂

き、あるいは学生自ら課題を発見し、関係教員や各企業、自治体の方からのアドバイ

スをもとに解決策を提案した。これは KOSEN（高専）4.0”イニシアティブの一環とし

て昨年度実施された内容を継続した取り組みである。今年度はコロナ禍のため現場見
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学を見合わせたが、地元企業や自治体のご協力により、例年通り解決策に関するフィ

ードバックを盛り込むことができた。このような特色あるＰＢＬ教育は学生の意識向

上にもつながっている。昨年度前期創造デザイン演習で制作した作品がデザインコン

ペティションで審査員特別賞を受けた専攻科生が、今年度はデザインパテントコンテ

ストに自ら応募した。754 件の応募があり、30 件が優秀賞（出願支援対象）に選ばれ、

更にその中から 5 件が主催者賞に選ばれたが、この専攻科生は主催者賞の中でも特に

栄誉ある選考委員長特別賞に選ばれた。今後も自ら課題設定し問題解決するテーマを

設けた、特色ある教育を継続実施したい。地域との協働教育は協力企業のチャンネル

を通じて人口に膾炙する機会にも繋がり、本年度末にはこの協働 PBL が地元新聞 2 社

の記事に取り上げられ、また地元テレビ放送の番組でも紹介され、高専のプレゼンス

を高める一つの機会となった。 

例年、知的財産に関する講演会を開いているが、今年度は昨年度に引き続き講演会

に加え、機構本部の補助を受け専攻科１年生全員を対象とした特許検索研修を 10 月 30

日に、特許検索競技会を 11 月 6 日に行った。弁理士 5名による指導のもとで行われた

特許検索研修では、特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）を活用した特許検索を学

び、実際に具体例で特許検索を体験した。特許検索競技会では研修で得た検索ノウハ

ウを試すべく、J-PlatPat を活用した特許検索に関する問題を試験形式で問いた。これ

らの取り組みを通し、専攻科生は工学を学びものづくりを行う上で必要不可欠な、知

的財産に関して法律上保護される利益に係る権利を学び、具体的な特許検索手法の修

得に努めた。 

以上のことから、カリキュラム及び教育改善に関する取組の達成度評価はＡと判断

する。 

 

８．改善課題・方策 

専攻科入学者は、令和 3 年度は 25 名となり、1.25 倍を確保した。認証評価の際に、

定員の 1.3 倍未満とすることが望ましいとの指摘を受けており、指摘に沿う結果とな

った。今後も継続して本科生への専攻科説明会を実施すると共に、本科の進路指導を

担うクラス担任にも積極的に専攻科説明を実施することが大切であると考えている。 

近年、近隣大学との協定を結んでいる大学院への進学者が増加している。継続して

研究室訪問や大学教員による講演会を企画し交流を深めることなどを通して、専攻科

生の研究へのモチベーションを高め、大学院進学者の更なる増加を検討する。 

エンジニアリングデザイン能力及び語学力向上のためのカリキュラムの改善や授業

内容の充実を図っているが、その内容を学生に理解させ、学生のレベルアップに努力

する。また、これらの科目に関連する教員の、学外での研修会への参加を専攻科とし

て支援する。 

コロナ禍により今年度は実施を見合わせた海外インターンシップ及び技術英語研修
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などの海外研修制度にも、状況が改善されれば積極的に参加するように専攻科生に促

す。語学力を増したことを自覚させるためのＴＯＥＩＣ受検を促すと共に、経済的な

理由で海外研修を希望できない学生もいることから、海外派遣への補助を継続する。 
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Ⅴ－４．センター等に関する事項 

 

○ 学生相談室・保健室 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価： Ｂ 

（達成度評価の理由） 

 今年度前半はコロナ対応のため、相談室業務が大幅に制限され、外部機関での研修参加

や、校内の教職員向け研修会に大きな制約がかかってしまった。一方で、後期以降相談室

と保健室の利用者数、第２学生相談室の活動はは例年並みとなり、学生の高いニーズにこ

たえることができたと考えられる。学生向けアンケート調査、メンタルヘルス研修会も前

年並みの活動を維持することができた。 

 一方で、外部研修参加数、教職員向け研修会開催数は、大幅に減少した、コロナ禍が理

由ではあるが、目標が達成できなかったことは残念である。 

このため、達成度評価はＢと判断する。 

 

２．現状 

・学生相談室 

（１）基本方針 

本校では、学生生活が円滑に送れるように学生の種々の悩み事や問題の相談に応

じるため、福利施設の 2 階に学生相談室を開設し、保健室と連携を図りながら、学

生相談やメンタルヘルスに対応している。 

（２）学生相談室利用状況と相談分野ならびに業務 

学生相談室は、教員5名及び非常勤の専門カウンセラー2名の7人体制で運営され、

保健室（看護師 1名）と密接に連携を取りながら活動している。 

平成 24 年度から、専門カウンセラー1 名に週 3 日間来校していただいていたが、

平成 30 年度からはカウンセラーを増員し、2 名のカウンセラーに来ていただけるこ

ととなった。また、昨年度途中より週 3 日の来校時間を週 4 日としていただくこと

になり、より充実した学生支援環境を整えることができている。今年度の各相談員

の担当を表１に示す。 

なお、今年度はコロナ対応のため、カウンセラー常駐は前期 13:00～15:00 に時間

短縮したが、後期は通常時の 4 時間勤務体制に戻している。火曜日の教員在室時間

は、前期はコロナ対応のため中止した。後期は昼休み時間の変更に伴い、前年まで

と時間帯を若干変更して再開している。 

特別支援対象学生への特別支援は、学生相談室と保健室、教務主事、クラス担任、

学科関係者、学生課、その他関係者の協力のもと、支援チームを立ち上げて行って
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いる。今年度は 5名の学生が特別支援の対象となった。 

 

表１ 令和元年度（2020 年度）の担当相談員 

 

相談室員ならびに看護師のスキルアップとして、学生支援機構や高専機構等の主

催する各種の研修会に参加している。今年度は、増大する学生支援ニーズにこたえ

るため、校内の教職員向けとして、学生支援に関する研修会を行い、教職員の啓蒙

に努めた。 

学生に対しては、各教室へ学生相談に関する掲示を行うと共に、相談室カードや

リーフレットなどを配布している。また学生の状況を把握するために、前期に全学

生向けメンタルヘルスアンケート調査（オンライン）、後期にハイパーＱＵテストと

「高専生活に関するアンケート」を実施した。また夏期休暇明けに保護者向けアン

ケートも実施し、学生の状況把握に努めている。 

特別活動の時間を利用して、1年生全クラスを対象に、カウンセラーによるメンタ

ルヘルス講習及びストレスチェックテストを行った。また 3 年生を対象にしたメン

タルヘルス講演会も開催し、エゴグラムテストを 3年生全学生に実施している。 

平成 25 年度から精神科医と提携を結び、定期的(2 箇月に 1 回)に来校し、希望す

る学生・教職員との面談をしていただくことで、学生のメンタルヘルス面の対応に

ついて、一層の充実を図っている。 

 以下に、令和 2 年度（2020 年度）学生相談室の学年別及び月別の利用者数（表

２）と相談分野別及び月別の相談件数（表３）を示す（3月 27 日現在）。 

 

表２ 令和２年度（2020 年度）学生相談室の学年別及び月別の利用者数（単位：名） 

  月 

学年 

4 

月 

5 

月

6 

月 

7 

月 

8 

月

9 

月

10

月

11

月

12

月

1 

月

2 

月 

3 

月 

合

計 

1 年 0 0 0 4 0 2 5 15 9 5 4 0 44 

2 年 0 0 0 3 1 4 3 2 4 2 0 0 19 

3 年 0 0 0 0 0 0 5 8 4 1 2 1 21 

4 年 0 2 1 1 0 3 3 3 3 2 2 0 20 

相談員/曜日  月 火 水 木 金 

相談員 

 

 

 

 

（時間帯） 

・清水 照代 

【カウンセラー】 

 

 

 

(13:00-17:00) 

・中谷 実伸 

・荒川 正和 

・長谷川智晴 

・市村 葉子 

・山脇 夢幻 

(12:20-12:40)

・清水 照代 

【カウンセラー】

 

 

 

(13:00-17:00)

・山本 洋子 

【カウンセラー】 

 

 

 

(14:00-18:00) 

・山本 洋子 

【カウンセラー】

 

 

 

(14:00-18:00)
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5 年 0 2 1 2 0 4 4 6 5 0 0 1 25 

専攻科 1 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 

保護者 0 2 1 2 0 2 1 3 1 0 2 7 21 

教 員 0 3 2 5 0 3 4 3 1 1 3 0 25 

合計 1 11 6 17 1 18 25 40 27 11 13 9 179 

 

表３ 令和２年度（2020 年度）学生相談室の相談分野別及び月別の相談件数（単位：件） 

     月 

分 野 

4

月 

5

月 

6

月 

7

月

8

月

9

月

10

月

11

月

12

月

1

月

2

月 

3

月 

合

計

メンタル関係 0 5 2 7 1 9 15 18 12 4 1 4 77 

学 習 関 係 0 0 0 6 0 5 3 11 8 3 1 0 37 

不登校・不適応 0 0 1 0 0 2 0 0 0 0 1 0 4 

進 路 0 0 1 0 0 1 0 1 1 3 3 3 13 

家 族 1 3 0 2 0 0 3 3 1 0 1 0 14 

人 間 関 係 0 0 0 0 0 0 1 3 3 1 2 0 10 

健康、その他 0 3 2 2 0 1 3 4 2 0 4 2 23 

合 計 1 11 6 17 1 18 25 40 27 11 13 9 179

 

平成 30 年度からは「第２学生相談室」を立ち上げている。これは障害や心的ス 

トレスなどに起因して、主体的に学習面の改善を実現し難い学生を対象とする、学

習支援の場である。ただし、単なる学習指導をする場ではなく、課題作成や学習を

主体的に取り組むことができるようになることを目的としている。今年度は計 4 名

の学生に対して活用している。 

 また、今年度は福井県特別支援教育センターの指導主事と連携をし、ディスレク

シアの障害を持つ学生に対する支援を行っている。指導主事には定期的な支援会議

に出席してもらっている。 

 

・保健室 

（１）基本方針 

学内の保健衛生・学生の健康維持を中心に、心身の健康に関するあらゆる面で学

生をサポートしている。通常の保健業務の他に、学生の精神面における相談業務も

行っている。 

（２）保健室の利用状況 

保健室の令和 2年度（2020 年度）利用状況について表４、表５に示す（3月 30 日

現在）。看護師にはフィジカルな対応以外にメンタル面における対応もお願いしてい

る（インテ－カ－としての対応も含む）。表４は保健室の学年別、表５は来室理由分
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野別の利用者数である。 

 

表４ 令和２年度（2020 年度）保健室の学年別及び月別の利用者数 （単位：名） 

４⽉ ５⽉ ６⽉ ７⽉ ８⽉ ９⽉ １０⽉１１⽉１２⽉１⽉ ２⽉ ３⽉ 令和2年度 令和元年度 平成30年度
１年 4 9 1 67 80 26 20 5 17 3 232 359 290
２年 6 2 43 66 13 24 9 9 1 173 292 382
３年 1 1 2 34 39 15 27 5 5 129 312 286
４年 1 3 39 59 14 8 8 5 25 162 264 276
５年 10 14 5 8 6 39 37 9 27 4 3 2 164 179 390
専攻科１年 11 1 11 4 2 2 31 36 21
専攻科2年 4 3 2 1 4 9 2 2 1 28 29 31
保護者 36 2 10 1 2 3 6 1 5 10 14 90 46 41
その他 103 90 113 166 111 151 295 228 138 99 150 188 1,832 1,602 1,487
合計 164 109 136 193 125 390 592 315 247 137 200 233 2,841 3,119 3,204  

 

表５ 令和２年度（2020 年度）保健室の来室理由分野別及び月別の利用者数 （単位：名） 

学年/⽉ ４⽉ ５⽉ ６⽉ ７⽉ ８⽉ ９⽉ １０⽉１１⽉１２⽉１⽉ ２⽉ ３⽉ 令和2年度 令和元年度 平成30年度
健康 （病気・性）相談 63 16 49 32 25 46 242 69 36 27 40 32 677 941 1,012
健康 （ケガ）授業中・学校⾏事中 1 4 4 7 16 6 6 44 85 95
健康 （ケガ）課外活動中 1 3 1 1 1 1 8 66 75
健康 （ケガ）通学中 1 2 3 3 1 10 27 28
健康 （ケガ）その他 13 12 3 9 5 12 4 23 2 1 25 109 135 75
進路相談 1 3 2 6 1 9
学習相談 1 8 9 5 9
⼈間関係（恋愛・いじめ含む） 2 4 1 5 12 24 28
不登校の相談 0 0 11
暴⼒の相談 0 0 0
教員からの学⽣についての相談 7 21 20 69 14 52 57 62 62 46 56 51 517 661 481
その他 80 60 61 78 81 285 273 165 107 53 82 124 1,449 1,174 1,381

164 109 136 193 125 390 592 315 247 137 200 233 2,841 3,119 3,204  

 

３．点検・評価 

今年度はコロナ対応のため、従来前期に行っていた相談室行事や、各種会合、研修

会がほぼ中止となった。とくに、外部機関での研修は大部分が中止となり、例年に比

べ参加数が大幅に減ってしまったことは残念である。しかし、相談室利用件数は前年

度 292 回に対し、今年度 179 回であり、前期利用がほとんどなかったことから利用ニ

ーズは依然として高いと考えられる。また保健室利用回数は前年度とそん色がなかっ

た。 

 「カウンセラーの来校時間」と「相談体制」については、平成 30 年度の充実策を引

き継ぐ形で今年度後期から、ほぼ前年度並みの活動に戻すことができた。また、「第

２学生相談室」についても、後期から本格的に再開し、今年度は 4 名の学生に対して

活用することができている。 

地域のソーシャルワーカーと連携する機会はなかったが、学外の学生支援組織とし

て、福井県特別支援教育センターと連携して学生の支援を行っている。打合せ回数は

後期だけで 4回に達し、緊密な連携が取れているものと考えられる。 

学生相談室・保健室関係教職員の校外における研修会等参加実績を表６に示す。 
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表６ メンタルヘルス研修会参加事例と本校からの参加者数     （単位：名） 

No 研 修 会 等 名 参加者数 

１ 日本自殺予防学会「つながれない時代の自殺対策」 １ 

２ 全国高等教育障害学生支援協議会 AHEAD JAPAN １ 

３ 第 58 回全国学生相談研修会 ２ 

４ 令和２年度児童生徒の自殺予防に関する普及啓発協議会 1 

５ 福井県精神保健福祉協会 ネット・ゲーム障害の理解と対応 １ 

６ 新型コロナウイルス感染症への対応と学生支援の課題 １ 

合        計 ７ 

 

学生支援の質の向上及び支援業務における人材の育成を推進するために、学生支援

に関する研修会を 3月 15 日にオンラインで実施した。例年、年 3回の研修会開催であ

ったが、今年度はコロナ対応のため、学生支援に関するもの 1回の開催にとどまった。

以下に、最近 5 年間の学内メンタルヘルス研修会参加人数と今年度の学生支援研修会

参加者を挙げる。（表７） 

 

  表７ 学生支援およびメンタルヘルス研修会教職員参加者数 （単位：名） 

年  度 参加者数 

令和２年度 ５１ 

平成３１年度 １３２ 

平成３０年度 １０９ 

平成２９年度 ６０ 

平成２８年度 ７０ 

平成２７年度 ５０ 

 

今年度の参加人数が少なかったのはオンライン開催のためであると考えている（録

画を取る予定であったため。） 

   以上から計画に対して、達成度評価をＢと判断する。 

 

４．改善課題・方策 

今年度はコロナ対応のため数字上は例年と異なる傾向を示したが、長期的にみて相

談件数は年々増加している。相談内容も多岐にわたり、ますますカウンセラーの役割

が重要になっている。カウンセラーまたはソーシャルワーカーの増員を検討したい。 

近年、急激に負荷が増している業務に特別支援がある。支援対象の障害の幅が広く、

程度も様々であり専門的な対応が必要である。また、合理的配慮には数多くの関係者
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の合意、協力が必要である。今後特別支援対象の学生が増加することが予想されるが、

現体制の延長では対応しきれなくなる可能性がある。相談室内の業務の分担や、専門

職の採用などを検討する価値があると考える。 

今回、教職員向けの研修をオンラインで行った。資料の事前配布やアンケート調査

など、これまでの研修よりも参加者側にアクションを取ってもらうことが可能になっ

た。今後研修会の選択肢としてオンラインを積極的に活用したいと考えている。 
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○ 図書館 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

新型コロナウイルス対策で始まった今年度、感染予防に十分考慮しながら、利用者に安

心して利用してもらえる空間を提供し、学生が本と関わる機会を確保した。また総合情報

処理センターの閉室時間を図書館で補ったり、キャリア支援室と連携してアクティビティ

ルームで学生が会社の Web 説明会・面接等を受けられるようにするなど、校内連携を図り

高専図書館として十分な役割を果たせていることから、達成度評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

 当館は、学生の教育、高学年の本科生・専攻科生・教職員の研究、地域住民への貢献

等を目的として運営されている。 

 閲覧室（510 ㎡）及び書庫（340 ㎡）に約 10 万冊の図書のほか、雑誌、新聞等の紙媒

体の資料が配架されている（表１参照）。その他、視聴覚資料も配架されており、所蔵し

ている資料の種類は充実していると言える。 

 書庫を含め、学生・教職員が制限なく出入りすることができ、フロアもバリアフリー

となっており、誰でも自由に利用することが可能である。 

 閲覧室には、閲覧席以外にパソコンコーナー（デスクトップ PC１６台）、メディアコ

ーナー（DVD・CD・LD 視聴機器 2セット）、アクティビティルーム（グループ学習室２室）

がある。アクティブ・ラーニングに活用できるよう学内 Wi-Fi アンテナ２基を設置し、

館内貸出用ノート PC（4 台）や iPad（5 台）、さらに登録された個人 PC 等をネットワー

ク接続でき、オンライン資料へのアクセスや Web 検索が可能な環境に整備されている。 

 図書館業務は E-CatsLibrary システムを利用している。このシステムには、長岡技術

科学大学附属図書館と全国高専図書館が所属しており、平成 28 年 3 月にリプレースされ

た。この図書館システムによる OPAC（オンライン蔵書目録）や、CiNii（NII 学術情報ナ

ビゲータ）等目的に合わせた文献検索ツールや電子リソースを図書館 Web サイトで案内

し、利用者サービスの向上を目指している。 

 平成 30 年 4 月より、図書館ホームページから資料の予約・貸出期限延長・リクエスト

（教員の場合は、文献複写依頼・相互貸借依頼）などを行えるようになり、利用者にと

って更に便利な利用環境となった。 

 

（１）学習支援 

授業前後の自学自習にも対応するため、授業期間中は、平日は 8：30～20：00、土曜

日は 9：00～16：30 に開館している。 
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毎年 4～5月に、新入生全員に図書館オリエンテーションを行い、図書館の基本的な使

い方を説明しているが、今年度は新型コロナウイルスによる遠隔授業で 4～5月は休館と

なり実施することができなかった。6月より短縮開館を開始した後、随時カウンターで

図書館の利用について対応した。また今年度は開館時間の短縮に伴い、入館者数、貸出

冊数が例年より減少した（表１参照）。 

放送・メディア研究会の協力で、図書館バーチャルオリエンテーション動画を作成し

た。館内を体験しているような動画で、学生に利用方法をより分かりやすく案内できる

ようになった。次年度より、オリエンテーションにこの動画を活用する予定である。 

選書は毎年 1回、各学科・教科に金額を提示し教員による推薦図書を募っている。ま

た、年 1回の推薦図書だけではなく、教員から学生のために図書館に置いた方が良い図

書のリクエストがあれば、その都度、購入するようにしている。 

学生からは、本のリクエストを受け付けるほかに、図書委員を中心に書店に出かけて

選書してもらうブックハンティングを年に 1～2回行っている。今年度は、前期は遠隔授

業のため行うことができなかった代わりに、9月に初めて教員対象に行い、複数名の参

加があった。授業や説明会で忙しい中、参加できなかった教員からは「都合があえば行

きたかった」との声も上がった。9月から対面授業が再開され、後期は、感染リスクを

考えると中止や Web でのブックハンティングの方法もあったが、学生の本との出会いの

機会をなくさないために、送迎の車内が密にならないよう人数を絞り、また授業の関係

で出発・帰校が遅くなるため、図書委員の中で寮生の学生を対象として実施した。選書

後は推薦文を書いてもらい、館内に本と共に展示するなどして、読書の輪が広がるよう

に展開した。 

学生の利用頻度の多い、就職・進学・資格取得関係の資料は最新版を購入している。

また、グローバル化に対応するため、ＴＯＩＥＣや英検等の問題集、多読図書、語学系

雑誌、英字新聞などの外国語学習資料を収集し提供している。気軽に語学学習ができる

ように、人気の高い語学関係の一般書も購入している。 

外部資金として教育後援会から毎年いただいている寄付金で、主に文庫、新書、教養

マンガ、資格関係本、語学学習書などを購入している。これらの資料は、学生の目に触

れやすいように一般書とは別置しており、学生に人気のコーナーとなっている。 

最終的には分野の偏りがないように、図書館職員による選書で調整している。 

 

福井県ふるさと文学館より風花文庫をお借りした。高校・大学生などの若い世代が文

学賞受賞作やふるさと文学などを読むことを通して、読書や文芸創作への興味・関心を

高めることを目的としたもので、若手作家による現代小説、芥川賞受賞作、福井ゆかり

の作家や福井を描いた作品など 110 冊を令和 3年 1月～6月まで借り受けている。 

また図書館へ来る機会が少なかった学生に少しでも本を手に取ってもらおうと、展示

に力を入れた。11 月に福井が舞台となった『2.43 清陰高校男子バレー部』などを取り
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上げた「アニメ化された小説たち」、12 月に新聞からの「2000 年以降のベストセラーか

らの読者 Ranking」、１月には英語学習への一助に、また留学生も関心をもってくれれ

ばと、今年話題となった鬼滅の刃の英語版「Demon Slayer」を展示し、多数の学生が手

に取ってくれた。 

 

校友会誌『青樹』は、図書館が編集・発行を担当しており、学生と教員が全校生の作

品から選別作業を協働して行うという他高専にはない取り組みの一つである。 

令和元年度からは、効率化のため従来の手書き原稿からデータでの原稿提出に変更し、

回読方法なども一新した。今年度もこの方法で校正が効率的に行えた。昨年度の課題と

して挙げた「青樹」の新しい編集方法は軌道に乗ったと言える。 

 

資料整備については書庫の図書資料の統合・配架整備が完了し、書庫２階の学術雑誌

の所蔵調査と整理に取り組んでいる。汚損・重複の資料については一定の基準を定め、

慎重に廃棄処理を行っている。廃棄処理された資料は希望する利用者へ無償譲渡してい

る。 

施設整備についても、閲覧室に不足していた防犯カメラを設置し、カウンターから確

認できるようになり、セキュリティ面で大きく向上した。 

また旧部室の倉庫に仕舞われていた学内リサイクル品のキャビネットを利用し、書庫

に新聞バックナンバー用の棚を整備した。これまで床置きされていた新聞が、新聞社ご

とに整理され見やすくなり、利用者の使い勝手が良くなった。 

 

当館ではあらゆる情報媒体にアクセスできるよう、ネットワーク環境整備を行ってお

り、令和元年度の教育用システム更新の際に、総合情報処理センターと同様に 17 台のデ

スクトップパソコンを更新した。授業や総合情報処理センターの閉室期間など、演習室

が使えない時も同じ環境で使用できるため、パソコン利用者が大幅に増えており、学習

支援サービスの向上となった。iPad は、iOS のサポート切れや性能の低下を考慮し、昨

年度、5台を最新バージョンに更新した。 

 

図書館では、総合情報処理センター演習室の時間外利用カードの貸出も行っており、

授業期間は 20 時まで演習室利用ができるよう運用協力している。今年度は、総合情報処

理センター演習室が 17 時で閉まり、時間外利用も週 3 日と通常稼働ではなかったため、

図書館は補完的な役割を果たした。 

また、Office365 のパスワード再発行等の業務を、一部図書館でも受けており、学生

のネットワーク利用に支障が生じないようにしている。 

一方で総合情報処理センターには、ネットワーク環境の管理・運用を請け負ってもら

うなど、相互に協力することで双方の利用者サービスの向上につながっている。 
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（２）研究支援 

研究のためのオンライン資料は、世界最大のフルテキストデータベースScienceDirect 

(Elsevier社)の他、AIP（アメリカ物理学協会）、APS（アメリカ物理学会）、ACS(アメ

リカ化学会)が利用でき、文献データベースは、MathSciNet(アメリカ数学会)、JDream

Ⅲ(ジー・サーチ)が利用できる。平成29年度からさらに、Taylar&Francisのバックナン

バーも利用できるようになった。 

これらのオンライン資料は、高専機構、または長岡技科大とのコンソーシアムによる

共同購入とし、少しでも安価に購入できるよう努力しているが、年々価格が高騰し、学

科負担としているAIP、APS、ACS、MathSciNetについては継続購入が年々困難となってき

ている。AIP・APSは図書館経費（平成27年度～）で補助しているが、高騰する価格に追

い付かず、ACSは平成29年度から購読雑誌数を大幅に減らした。今後も高騰し続けるオン

ライン資料への対策は研究機関を持つ図書館共通の喫緊の課題となっており、本校も例

外でない。 

本校にない資料は、NACSIS-ILL（図書館間相互貸借サービス)や福井県内図書館等横断

検索システムを利用して、コピー又は現物を取り寄せている。 

また、オープンアクセスの論文や電子ジャーナルの利用も促進している。今年度には、

教員の研究費で洋書購入希望があった際にProQuestのEbook Centralを紹介し、学認対応

で校外からも学校の自分のアカウントで閲覧入手が可能となった。 

 

情報発信・情報公開・地域連携として、福井大学主催の福井県地域共同リポジトリに

参画し、本校教職員の学術論文等（令和3年3月登録数465点）を登録することにより、前

述のCiNiiからも検索・閲覧が可能となっている。 

現在、福井大学図書館システムから、クラウド型機関リポジトリJAIRO Cloud [JPCOAR

（オープンアクセスリポジトリ推進協会）とNII（国立情報学研究所）との共同運営] へ

の移行が検討されている。 

 

（３）地域貢献 

当館は福井県内図書館等横断検索システムに参加しており、県内の大学図書館及び市

町立図書館（一部県外含む）等の蔵書を無料で取り寄せができる。今年度は借り受け数

こそ少なかったものの、他館への貸し出し数が伸びた（表３を参照）。来館できない分、

相互貸借（LiBox）での利用が増えたとみられ、本学の蔵書が地域の需要にも応えている

ことが窺える。平成 30 年度までは全く無かった、他県の公共図書館からの貸出依頼が、

令和元年度、今年度ともに 5件あり、福井県内だけでなく近隣の県にも貢献できたこと

は大きな発展となった。 

また今年度は「東海・北陸地区国立高等専門学校図書館長会議」「福井地区大学図書館
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協議会」それぞれの幹事校となった。コロナ禍を受けて、どちらもメール審議の運びと

なったが、承合事項には新型コロナウイルスに対峙しながらの図書館運営に関するもの

が多く、各館、試行錯誤しながら利用者に図書館資源を提供しようとする姿勢が見え、

大変参考になった。その後、それぞれ次年度幹事校の岐阜高専、福井医療大学へ引継ぎ

を行った。 

 

（４）就活支援 

  キャリア支援室から依頼を受け、アクティビティルームで学生が会社の Web 説明会・

面接等を受けられるようにした。学生はキャリア支援室に申し込み、キャリア支援室か

ら図書館に日時の連絡があるとアクティビティルームを予約する。館内貸出用ノート PC

にはオンライン会議システムツール、Microsoft Teams, Zoom, WebEx を準備し対応した。 

  また学生のリクエストに応えるほか、就職活動関連の本を見直し、最新版をそろえた。 

 

（５）新型コロナウイルスに関する対応 

  図書館を利用する際に、入口に設置してある消毒液で手指を消毒し、マスク着用の上、

入館してもらうこととした。マスクを忘れた人には、入口でチャイムを押してもらい、

マスクを渡している。 

  個室となるアクティビティルームやスペースの狭いオーディオルームは残念ながら利

用制限をかけたが、閲覧席は椅子の数を減らし利用できるようにした。 

またデスクトップの PC コーナーでは隣同士の間隔を開け、向かい合う PC にはアクリ

ルパーティションを設置し、使用できる台数を確保した。さらに PC の使用後には学生に

各自備え付けのペーパータオルと消毒液でキーボードやマウスを拭いてもらうようにし

た。館内の換気扇を常時作動させるとともに、入口の自動ドアを開放し換気に気をつけ

た。 

  返却された資料はカウンターで消毒後、棚に返却することとした。 

  その他、（１）（３）（４）内でも述べている。 

 

３．点検・評価 

利用者の多様なニーズに応えることに留意して、施設整備、資料整備、ネットワーク

環境整備等、多角的に毎年偏りなく行っている。 

図書館を利用した授業が今年度は 6回行われ、学生の課題に、図書館の資料を利用す

るなど、教員との協働も順調に進めている。 

また入試広報委員会と連携し、教員に「新入生に読んで欲しい本」を推薦してもらっ

た。リストを作成し、合格者への資料として配布した以外に、新入生の入学に向けて館

内でも本を展示する予定である。 

以上、述べたように、新型コロナウイルス感染拡大予防というこれまでにない状況に
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対応しながら、高専図書館として十分な役割を果たせており、運用もトラブルなくでき

ていることから、達成度評価はＡと判断する。 

 

４．改善課題・方策 

令和 3年度については、下記の課題をあげる。 

寄贈受入において、資料に価格表示がない場合に使用している評価基準が現状に合っ

ていないため、見直しを図る。 

オリエンテーションや授業時に使用できるよう、1クラス分の iPad を数年かけて整備

する。 

福井高専で所蔵している学内発行物を誰でも検索して確認できるように、目録所在情

報サービス (NACSIS-CAT)に登録する。これにより CiNii（NII 学術情報ナビゲータ）か

らも検索が可能となる。 

 

以下は、蔵書構成、利用状況、相互貸借状況である。（令和 2年度末現在） 

 

（表１） 

 

（表２） 



191 

 

 

（表３） 
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○ 創造教育開発センター 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

 今年度はコロナ渦の中、前期は遠隔授業を進めるにあたって、非常勤講師を含む教員へ

の遠隔授業実施に関する支援を行うことができた。その中で、授業アンケートの項目を見

直し、精選した。ＰＲＯＧテストも継続し、学生向けの解説会も実施できた。公開授業週

間への参加は少なかったものの、ＦＤ講演会、ＦＤ研修会も実施し、学習支援室（仮）に

関する検討も始まった。継続的な検討課題はあるが、達成度評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

本センターは、2007 年度（平成 19 年度）にＦＤ委員会、教育改善委員会等の役割を統合

し、発足したセンターである。本センターでは、平成 30 年度に、新たに「学習支援に関す

ること」を活動の目的に加えた。次の項目を業務内容として挙げている。また、年度毎に

センター報告書を刊行している。 

(1) 教育改善、ＦＤ及び学習支援に関すること。 

(2) 教育課程の調査・検討に関すること。 

(3) メディア教育に関すること。 

(4) 教員間の教育的連携に関すること。 

(5) その他センターの目的達成に必要な業務に関すること。 

 授業評価アンケートの実施、公開授業週間の実施、ＦＤ研修会等の企画も継続的に行っ

ている。今年度はコロナ渦の中、前期は遠隔授業を実施することになり、遠隔授業の方法

やＩＣＴ の使い方などの研修会を行った。 

 令和 2年度に本センターで取り組んだ事項を以下に示し、説明する。 

 

２－１．教育改善、ＦＤ及び学習支援に関すること。 

（１） ＦＤ講演会及び研修会について 

 令和元年度に本校で行った主なＦＤ活動（講演会及び研修会の開催、学外ＦＤ活動への

参加）は次のとおりである。 

・前期遠隔授業を実施するため、「遠隔授業の説明会」（4月 23 日）、「Office 365 を使った

遠隔授業の講習会」（5月 1日）を実施した。また後期には「Zoom の使い方講習会」 

（10 月 8 日）を実施した。 

・11 月 25 日（水）にＦＤ講演会として、遠隔授業での教材作成や動画作成方法などの工夫

した点などを 3名の教員に講演して頂いた。 

・3月 12 日（金）から 17 日（水）にかけて、ＴＰチャート作成ＷＳ（3/12）、ＴＳ作成Ｗ
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Ｓ（3/15）、ＴＰ作成ＷＳ（3/15～17）を本センター主催のＦＤ研修会として実施した。

ＴＰチャート作成ＷＳには 8 名、ＴＳ作成ＷＳには 4 名、ＴＰ作成ＷＳには 1 名の教員が

それぞれ参加した。9 日及び 13 日の 2 日にわたり、本センター主催のＦＤ研修会を開催し

た。 

・今年度は第３ブロック AL 推進研究会が 2 回（第 21 回（7 月 30 日（木））、第 22 回（1

月 29 日（金）））行われ、本センター員がそれぞれ参加し、ブロック内の情報を共有した。 

・高専フォーラムについては、リモートで 3月 4日（水）、4日（木）に開催され、田村校

長がＯＳを１つ担当された。 

・今年度は新しく「新任教員勉強会」を実施した。着任 2 年目の教員を含む 8 名の教員が

参加し、6月 29 日（月）、9月 29 日（火）、2月 8日（月）、3月 29 日（月）の 4回実施

した。4回目は発表会とし、Teams で本校教員に公開で行った。 

これら以外の教員ＦＤに関する研修会、講習会、ＴＰ作成ＷＳなどに参加する教員への

支援も継続的に行っている。 

 

（２） 公開授業週間 

 令和 2年度は前期が遠隔授業であったため、公開授業週間を中止した。後期については、

12 月 16 日～22 日の期間で実施した。提出されたＦＤレポートは 23 件と少なかった。 

コロナ渦の影響もあると思われるが、公開授業の実施方法についてもセンターで検討す

る必要があると思われる。 

 

（３） 学習支援について 

本センターはこれまでも学習支援に関して教員への支援を行ってきたが、今年度は教務

主事団の呼びかけにより、関係教員が集まって「学習支援室（仮）」についての検討が始

まった。低学年を対象にした数学科の補習や担任団の取り組みを継続、充実するためにど

のようなことができるかを話し合った。 

 

２－２．教育課程の調査・検討に関すること。 

（１）学際カリキュラムの実施 

平成 30 年度から新しく導入した学際カリキュラムも 3年目を迎えた。担当者の打合せは

適宜行い、情報共有を図っている。前期が遠隔授業であったため、4年前期開講の「プロジ

ェクト演習」もリモートと自主学習で行った。 

今年度は学際カリキュラムで最初の卒業生を出した。卒業認定では過年度生に対する科

目の読み替えには注意が必要であったが、学際科目の影響はなかった。 

 

（２）工学倫理ワーキンググループ 

 令和 4 年度から実施される「工学倫理」に関するワーキンググループを発足させ、授業
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方法、授業内容、シラバス等の検討を始めた。今年度は 3回の会合を持ち、3月の教務委員

会でこれまでの議論について報告があった。 

 

（３）ＰＲＯＧテストについて 

昨年度のＰＲＯＧテストの結果について、10 月 15 日（木）に、「教員向けの解説会」を

リモートで実施した。ＰＲＯＧテストがどのようなもので、その結果からどのような情報

が得られるのかがわかった。 

今年度の 3年生、4年生を対象としたＰＲＯＧテストは担任の先生方の協力を得て、後期

中間学力確認週間の期間に行った。2月 25 日（木）には 3年生を対象に、2月 26 日（金）

には 4 年生を対象とした学生向けの解説会をリモートで行った。学生向けの解説会につい

ては、昨年度はコロナの影響で急遽中止となったが、今年は各クラスの教室で受講し、ワ

ークも行えた。 

今回の受験費用は教育後援会に経費の半額の補助をお願いし、残り半額分を自己負担と

した。来年度以降も継続して実施したい。 

 

（４）遠隔授業に関するアンケートについて  

今年度は前期が遠隔授業となったため、教務主事団と協力し、5月下旬に「遠隔授業に関

するアンケート」、10 月上旬には「遠隔授業改善のためのアンケート」を実施し、遠隔授業

の実施方法や改善点などを情報共有した。 

 

（５）授業アンケート 

授業アンケートは本センター発足前から継続的に行っており、アンケートの学生評価に

関しては、平均点は上下するものの、全体的には概ね高水準で推移している。 

今年度は、継続的に検討していたアンケート項目を大幅に変更し、新たな項目でアンケ

ートを実施した。実施方法も学生各自が一定の期間でアンケートに回答する形式とした。

大きな問題もなく実施することができた。 

前期のアンケート総合ポイントの平均は 83.3 ポイントであった。 

 

２－３．メディア教育に関すること 

（１）ＣＢＴの実施 

令和2年度のＣＢＴ(Computer Based Testing)は、昨年度と同様に3年生が数学、物理の2

科目、2年生が数学のみ1科目、1年生が数学、化学の2科目と、3年電気電子工学科、4年物

質工学科がそれぞれ専門科目を受験した。今年度は冬休みを含む12月25日～1月16日の期間

で、各自が受験する方式で実施した。 

 

２－４．教員間の教育的連携に関すること 
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（１）教員間ネットワーク会議 

毎年、相互に関連する一般科目及び専門科目、あるいは学科をまたぐ学習・教育目標に

関連する科目を担当する教員間の連携を機能的に行うためのシステムとして教員間ネット

ワーク会議を行っている。 

毎年行っている 8 つのネットワーク会議については、令和 3 年 3 月に開催した。例年ど

おり、本センター員が座長を務め、議事録（要旨）をまとめた。 

物理のネットワーク会議も継続されており、学際カリキュラムの担当教員の打合せも適

宜行われている。 

 

３．点検・評価 

 

３－１．教育改善、ＦＤ及び学習支援に関すること 

 現状において記載したとおり、今年度は前期が遠隔授業であったため、前期の公開授業

週間は実施しなかった。後期の公開授業参観に参加した教員は少なかった。公開授業週間

への取り組みにも工夫が次年度の課題として残された。 

今年度のＦＤ講演会は、遠隔授業関連の内容となった。ＦＤ研修会もＴＰチャート作成、

ＴＳ作成、ＴＰ作成と一連のワークショップとした。また、「新任教員勉強会」でも、各自

テーマを決めた勉強会と並行して、ＴＰチャート作成、ＴＳ作成のワークショップを取り

入れた。ＦＤ研修会への参加人数は少ないものの、「新任教員勉強会」と合わせて、同様の

ワークショップを継続的に実施していきたい。 

学習支援については、教員への支援は継続的にできており、「学習支援室（仮）」の検討

も始まった。 

したがって、達成度評価はＡと判断する。 

 

３－２．教育課程の調査・検討に関すること 

 現状において記載したとおり、学際カリキュラムが 3 年目となり、担当者による教員間

ネットワーク会議も継続的に行われている。 

今年度は遠隔授業関係のアンケートを実施し、遠隔授業実施の状況や改善の意方法など

を共有した。授業アンケートについては、項目を見直し、学生が各自で自分のデバイス（主

にスマホ）から回答できるように実施方法を変更した。 

ＰＲＯＧテストは 2 回目が実施でき、学生向けの解説会もリモートで実施した。昨年度

分の教員向けの解説会を実施し、ＰＲＯＧテストの理解も深まった。継続的に実施するこ

とで、学生の自己理解・自己啓発につながることを期待したい。 

したがって、達成度評価はＡと判断する。 

 

３－３．メディア教育に関すること 



196 

現状において記載したとおり、ＣＢＴについては、昨年同様3学年で延べ7科目を実施し

た。今回は学校での受験ではなく、学生が自分のデバイスで受験した。特に大きな問題も

なく実施できた。 

したがって、達成度評価はＡと判断する。 

 

３－４．教員間の教育的連携に関すること 

教員間ネットワーク会議について、3 月開催の会議のほかに、「学際選択科目担当者の打

合せ」や「学習支援室（仮）」の会議など、必要に応じて適宜開催する教員間ネットワーク

会議も行われるようになった。 

また、第３ブロックＡＬ推進研究会にも継続的に参加し、ブロック内の高専間での情報

共有、本校への情報提供などを行った。 

したがって、達成度評価はＡと判断する。 

 

４．改善課題・方策 

 

４－１．教育改善、ＦＤ及び学習支援に関すること 

 公開授業週間への取り組みを検討する必要がある。教務主事団が作成した「授業点検シ

ート」なども上手く使いながら、授業改善の仕組みを考えていかなくてはならない。 

 ＦＤ活動については、今年度行ったＦＤ研修会や「新任教員勉強会」を継続し、福井高

専独自のＦＤ教員研修プログラムとしていきたい。 

学習支援については、学校全体の検討が始まったので、今後センターとしての関わり方

を検討する。 

 

４－２．教育課程の調査・検討に関すること 

 卒業生・修了生アンケートの回収（回答）率の向上については、継続課題としている。

学際カリキュラムが実施されて 3年が経過し、初めての卒業生を出した。3年後のアンケー

トでは、学際カリキュラムについても項目に入れる必要があると思われる。 

工学学倫理ワーキンググループも動き出したので、令和 4 年度の科目開講に向けて、議

論を継続する。 

ＰＲＯＧテストも継続的に実施することが決まっており、学生の自己発見・自己啓発に

つなげていきたい。 

 

４－３．メディア教育に関すること 

ＣＢＴの実施については、テスト結果をどのように活用していくかを、学科や教科を交

えて検討していきたい。 

ＢＹＯＤについては、各学科で、実施する年度と学年が決定され、来年度からはそれに
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向けて準備を進めていく。先行事例を検討し、各学科での取り組みに活かしていきたい。 

 

４－４．教員間の教育的連携に関すること 

教員間ネットワーク会議の在り方も含めて本センターで検討し、学校としての教育改善

に繋げていく。また、福井県大学間連携事業（Ｆレックス）が解消され、新たに始まった

連携事業について、本センターとして何ができるかを検討する必要がある。 
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○ 総合情報処理センター 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

総合情報処理センターでは、教育用電子計算機システム（以下、「教育用システム」）

を令和 2年 2月末に更新後、大きなトラブルもなく運用できている。これにあわせ旧基幹

システムにて稼働していた機能を教育用システムに収容したが、これらも安定して運用が

できた。一方、新型コロナウイルス感染症の対策として、遠隔教育環境としての Microsoft 

365 の利用環境の整備に加え、演習室への飛沫防止パネルやアルコール除菌などの対策に

加え、授業時間割の変更による放課後の時間外利用の対応などを実施できた。 

このため、達成度評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

   総合情報処理センターでは、平成 27 年度に導入された教育用システムは利用年数を

経過していたことから、令和 2 年度に更新を行い、演習室などの端末を一括管理可能

な構成となっている。一方、平成 29 年度に全国高専での統一ネットワークシステムが

導入され、全国高専で統一した構成の校内ＬＡＮシステムに更新された。平成 25 年よ

り運用していた旧校内ＬＡＮシステムの機能の一部は、教育用システムに組み込まれ

た。 

 2.1 教育用システムの構成 

   教育用システムでは、第１演習室 49 台、第２演習室 7 台、第３演習室 50 台、図

書館 17 台の端末合計 123 台を整備し、シンクライアント方式による一括管理ができる

端末を整備し、ＯＳとして Windows10 が利用できる。これらの端末により、低学年の

共通のリテラシー教育や高学年での高度なＣＡＤ利用などの実験や演習に特化した環

境を提供している。これらの端末を運用するために、物理サーバ 3 台で冗長化を図っ

た仮想基盤システムにより、演習室端末を管理するユーザ管理機能、印刷管理機能、

ネットワークブートシステムを運用している。 

   一方、福井高専では、インターネットを活用した自学自習の環境を整え、学生が

自身のパソコンを使った学習(以下、「ＢＹＯＤ」)を導入(もしくは導入を予定)して

おり、学内の教室では、校内無線ＬＡＮにより教育用システムに接続が可能である。 

 2.2 総合情報処理センターの利用状況 

前述の教育用システム以外には、平成 28 年度より実験や演習などで利用するための

ノートパソコン 5台を整備し、図書館内で貸し出しを行っている。 

当センターは通常であれば、時間外利用(平日 17 時から 20 時まで)の間、利用希望

者に対し入室用ＩＣカードを貸し出す方式を取っている。利用希望者が少ない場合は
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図書館での利用を優先し、利用希望者が多い場合はＩＣカード貸し出しを行っている。

前にも述べたように、コロナ感染症対策により月曜、火曜、金曜は 18 時閉室、それ以

外は 17 時閉室の対応を行った。令和 2年度の前期・後期の授業での利用を表 1（前期）、

表 2(後期)に示す。また、令和 2 年度の平日 17 時以降(休日を含む)の時間外利用の状

況とノートパソコンの利用実績を表 3 に示す。令和 2 年度は、コロナ感染症対策によ

り、総合情報処理センター演習室を用いた公開講座などは実施されなかった。 

 2.3 クラウドサーバを用いたシステム運用 

 平成 28 年度より、高専機構ではパブリッククラウド型サービス Microsoft Azure(以

下、「Azure」)が各高専にて利用できる。福井高専では、平成 30 年度より本校公式ホ

ームページを Azure 上に、コンテンツ管理システムのひとつである WordPress を用い

て構築している。令和 2年度は、各学科で運用していたホームページも、Azure 上への

移行・集約を行った。 

  令和 2年 12 月には、学内の仮想サーバにて提供していた教職員向けのメールサービ

スを Microsoft 365 の Outlook へと移行を行った。 

 2.4 Microsoft 包括協定による Microsoft365 の利用 

 高専機構では、マイクロソフトとの包括協定により平成 27 年度より教職員及び学生

が Microsoft 365 ProPlus を利用でき、自宅パソコンでも学生個人のＰＣにオフィス

アプリをインストールして利用ができる。学生は Microsoft 365 の利用にあたり、高

専機構の準備した情報リテラシーの教育コンテンツを視聴し、情報セキュリティに関

しての誓約書を提出している。 

 2.5 総合情報処理センターの運営 

 教育用システム及び校内ＬＡＮシステムをはじめとする校内システムやネットワー

クの運用にあたり、各学科・一般科目教室より各 1 名の教員と教育支援センターから

の技術職員 2名および事務職員 1名の合計 10 名によるセンター員にて運用を行なって

いる。特に、教育用システムや基幹系サーバの管理運用業務については技術職員 2 名

が担当し、教員のセンター員と協力しながら運営している。 

   平成 31 年度は、11 月 14 日、15 日に情報セキュリティ監査が行われ、これに先立っ

て学内パソコンのネットワーク接続や OS の更新状況を報告するための書式を定め、

SharePoint を通じて定期的に情報更新を行うようにした。 

   機構主催の研修では、情報関連の教職員のレベルアップのために積極的に参加し、

令和 2 年 10 月 15 日〜16 日に機構主催のリモート形式の情報担当者研修会に計 4 名が

参加した。同年 9 月 23 日に機構主催の第 1 回標的型攻撃メール対応訓練が行われ 139

名が参加した。この際に危機対策本部会議をもうけインシデント発生時の問題点の確

認を行い、これを踏まえインシデント発生時の最終手段として校内ＬＡＮシステムの

ネットワーク遮断を行う手順書作成が行われた。 
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３．点検・評価 

   教育用電子計算機システム（以下、「教育用システム」）を令和 2 年 2 月末に更新

後、大きなトラブルもなく運用できている。これにあわせ旧基幹システムにて稼働し

ていた機能を教育用システムに収容したが、これらも安定して運用ができた。一方、

新型コロナウイルス感染症の対策として、遠隔教育環境としての Microsoft 365 の利

用環境の整備に加え、演習室への飛沫防止パネルやアルコール除菌などの対策に加え、

授業時間割の変更による放課後の時間外利用の対応などを実施できた。このため、達

成度評価はＡと判断する。 

 

４．改善課題・方策 

 令和 2 年度は、コロナ対策により遠隔教育が本格化したこともあり今後全学科での

ＢＹＯＤが進む際には校内 WiFi 環境の再検討なども含め、各学科・一般科目教室など

と連携しながら今後の環境整備を検討していきたい。 
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表１ 総合情報処理センター時間割(令和２年度前期) 

曜日 第 1 演習室 第 2 演習室 第 3 演習室 第 4 演習室 

月 

1 
        

知能機械演習 電子情報工学実験Ⅳ   環境都市工学実験実習Ⅱ

2 
4M 5EI 情報処理Ⅰ 3B 

    2E   

3 
    プログラミング基礎   

創造デザイン演習   2EI   

4 
1PS/ES   情報処理Ⅱ   

    3E   

火 

1 
        

機械工学実験Ⅱ       

2 
5M   電気電子設計 環境都市工学設計製図Ⅲ

    5E 4B 

3 
品質管理   CAD･CAE 環境都市工学設計製図Ⅳ

5C 生産システム工学実験Ⅰ 5M 5B 

4 
C 言語応用 1PS 解析Ⅱ   

3M   3E   

水 

1 
ものづくり情報工学     制御工学Ⅱ 

2PS/ES   電子情報工学実験Ⅰ 5E 

2 
機械計算力学   2EI 環境都市工学設計製図Ⅴ

5M     5B 

3 
解析Ⅰ 生産システム工学実験Ⅰ   環境都市工学設計製図Ⅱ

2C 1PS   3B 

4 
        

        

木 

1 
数理統計学   解析Ⅱ   

3C   3M 環境都市工学実験実習Ⅲ

2 
情報化学Ⅰ   解析Ⅱ 4B 

2C   3E   

3 
専門基礎Ⅰ   専門基礎Ⅱ 専門基礎Ⅲ 

E/1All   M/1All B/1All 

4 
        

        

金 

1 
専門基礎Ⅲ     数値解析 

C/1All   専門基礎Ⅱ 5B 

2 
情報化学Ⅱ   Ei/1All   

4C       

3 
    解析Ⅱ   

    3M   

4 
解析Ⅰ       

2C       
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表２ 総合情報処理センター時間割(令和２年度後期) 

曜日 第 1 演習室 第 2 演習室 第 3 演習室 第 4 演習室 

月 

1 
    解析Ⅰ   

    2C 環境都市工学実験実習Ⅱ

2 
    情報化学Ⅰ 3B 

    2C   

3 
情報基礎演習     材料工学実験Ⅰ 

2Ei   電子情報工学実験Ⅱ 生物工学実験Ⅰ 

4 
プログラミング基礎   3Ei 4C 

2Ei       

火 

1 
機械設計製図Ⅰ     環境都市工学設計製図Ⅱ

3M   電子情報工学実験Ⅰ 3B 

2 
C 言語基礎   2Ei 環境都市工学設計製図Ⅲ

2M     4B 

3 
解析Ⅱ   化学工学Ⅱ 建築設備Ⅱ 

3E 生産システム工学実験Ⅱ 4C 5B 

4 
解析Ⅱ 1PS   材料工学実験Ⅰ生物工学実験Ⅰ 

3B     4C 

水 

1 
  生産システム工学実験Ⅱ     

  1PS     

2 
機械設計製図Ⅰ   解析Ⅰ 制御工学Ⅰ 

3M   2C 4E 

3 
専門基礎Ⅰ   専門基礎Ⅱ   

Ei/1All   C/1All   

4 
        

        

木 

1 
    基礎解析 B   

    F1 環境都市工学実験実習Ⅲ

2 
画像情報処理   計測･制御工学 4B 

2PS/ES   1PS   

3 
解析Ⅱ   情報化学Ⅱ   

3B   4C   

4 
      構造デザイン 

      5B 

金 

1 
専門基礎Ⅲ   創造デザイン演習 専門基礎Ⅲ 

M/1All 1PS/ES B/1All 

2 
専門基礎Ⅰ   専門基礎Ⅲ プログラミング 

E/1All   C/1All 2B 

3 
    現代制御工学 解析Ⅱ 

    5E 3M 

4 
環境都市工学実験実習Ⅰ   基礎解析 B 学際領域科目 

2B   F1 3ALL 

 



203 

表３ 時間外利用状況とノートパソコン利用状況 

  人 数 利用日数 ノート PC 貸出数 

2020 年   4 月   0 日 0 人 

          5 月   0 日 0 人 

          6 月   0 日 0 人 

          7 月   0 日 0 人 

          8 月   0 日 2 人 

          9 月   3 日（20 日） 6 人 

         10 月   10 日（22 日） 10 人 

         11 月   13 日（21 日） 5 人 

         12 月   7 日（19 日） 5 人 

2021 年   1 月   6 日（14 日） 17 人 

           2 月   0 日（16 日） 8 人 

           3 月   0 日（5 日） 1 人 

合計   39 日（117 日） 54 人 

月平均     5 人/月 

※R2 年 4～8月は遠隔授業のため開室せず 

※R2 年 9 月～R3 年 3 月は月・火・金に時間外開室。（）は 17 時までの開室日数 

※H28 年度後期より図書館でノート PC 貸出開始（館内利用のみ） 

※H27 年度から図書館で演習室と同様の PC 利用可能 
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○ 地域連携テクノセンター 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

今年度の計画に掲げていた(1)共同研究、受託試験、技術相談 (2)教員の研究分野と成果

並びにテクノセンター活動の広報と交流 (3)コンテストを通じた地域貢献 (4)地域社

会への技術支援 (5) コーディネーターの任用と起業家育成、事業創出の支援 (6) 地域

連携アカデミアとの連携 (7)連携研究 などについてほぼ当初の計画通り実施すること

ができた。このため、達成度評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

（１）概要と沿革 

本校の位置する丹南地域は、眼鏡枠製造をはじめ繊維・染色産業や電子・機械・化

学工業が盛んであり、加えて、越前焼、越前漆器、越前打刃物、越前和紙や越前箪笥

の伝統産業を有することから、福井県の経済を支えるものづくり産業の拠点となって

おり、工業生産量は県内でもトップクラスである。本校は福井県の中央に位置する丹

南地域で唯一の工業系高等教育機関であり、地域連携テクノセンター（以下「テクノ

センター」という。）は、本校の使命である「人材育成、学術研究、社会貢献」の対外

的な窓口として、丹南地域のみならず県内全域にわたってより良いサービスを提供す

るため、これまで様々な事業を展開してきた。以下にテクノセンターの沿革を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 度 内   容 

平成 ３年度 先進技術教育研究センターの設立 

平成 ６年度 教育研究振興会の結成 

平成 ８年度 活動紹介誌ＪＯＩＮＴの発行開始 

平成１２年度 ＪＯＩＮＴフォーラムの開催開始 

平成１６年度 伝統産業支援室の設置 

平成１７年度 

地域連携テクノセンターに名称変更 

地場産業支援室の設置 

教育研究振興会を地域連携アカデミアに改組 

平成１９年度 アントレプレナーサポートセンターの設置 

平成２５年度 テクノセンター棟の一部改修 

令和元年度 テクノセンター棟の改修完了 
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（２）共同研究、受託試験、技術相談 

テクノセンターは「地域・文化」、「環境・生態」、「エネルギー」、「安全・防災」、「情

報・通信」、「素材・加工」及び「計測・制御」の 7 つの研究部門から構成されている。

共同研究は、令和 2 年度は 12 件（受入金額 3，057 千円）の申込みがあり、各部門

の教職員が基礎的な調査・試験から製品開発にいたる広い分野の共同研究に取り組

んでいる。なお、令和元年度の 12 件（受入金額 3，584 千円）に対し件数は同数で

あるが、受入金額は約 0.85 倍となっている。また、テクノセンター内には地域性に

特化した技術支援を目的として、平成 17 年度から福井県和紙工業協同組合より水質

検査をこれまで継続的に受託してきた。また、各研究部門では共同研究、受託研究

の前段階に当たる技術相談を随時受け付けており、令和 2 年度は 3 件の相談に応じ

た。 

    テクノセンター内の実験室には、誘導結合形高周波プラズマ発光分光分析装置（Ｉ

ＣＰ）、Ｘ線光電子分光装置（ＥＳＣＡ）、超高分解能電子顕微鏡システム（ＴＥＭ）、

走査型プローブ顕微鏡（ＳＰＭ）、超高分解能電界放出形走査電子顕微鏡（ＳＥＭ）、

試料水平型多目的Ｘ線回折装置（ＸＲＤ）、超伝導核磁気共鳴装置（ＮＭＲ）、顕微

赤外吸収測定装置（ＩＲ）、ＭＩＴ耐折度試験機、次世代ものづくり教育用実験装置

などの分析装置、試験機、加工機が設置されており、教員の学術研究をはじめ企業

との共同研究などに活用されている。 

 

（３）教員の研究分野と成果並びにテクノセンター活動の広報と交流 

①活動紹介誌ＪＯＩＮＴ 

 教員や技術職員の研究シーズを掲載した、テクノセンターの活動紹介誌ＪＯＩＮ

Ｔを毎年 6 月に発行しており、広く外部に配本して本校の有する人的、知的、物的

資源の情報を発信している。教職員の一部は入れ代わりがあるため、これらのシー

ズを毎年更新して地域社会のニーズとの整合性を高めるよう努力している。 

②越前モノづくりフェスタ２０２０ 

 越前市の地域産業の振興発展を目的とした「越前モノづくりフェスタ２０２０」

は、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、今年度は中止との連絡が事務

局よりあった。例年は、空間デザイン研究会による活動紹介、放送メディア研究会

による活動紹介、サイエンスクラブによる科学実験などを実施し、数多くの親子連

れの来場者に科学技術の魅力を発信している。 

③北陸技術交流テクノフェア２０２０、ふくいＩＴフォーラム２０２０ 

 全国からものづくり企業が集う北陸最大規模の展示商談会である「北陸技術交流

テクノフェア２０２０」が、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、今年

度は Web 開催となった。会期は 11 月 1 日から 30 日の一ヶ月間 Web 上で開催され、

閲覧期間は 12 月 25 まで延長された。テクノフェアトップページへのアクセス者数
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は、28，360 名、閲覧数が 144，000 回となった。福井高専のページでは、専攻科 2

年生が現在取り組んでいる特別研究の成果をポスター展示して研究シーズの発表を

行い、来場者からの意見や質問に対してネットで回答を行った。 

 また、同時期にふくいＩＴフォーラム２０２０も併せて開催され、産学官連携部

門に本校電子情報工学科から飛行ロボットの開発等を出展した。 

④さばえものづくり博覧会２０２０ 

 鯖江市内の事業所紹介、市内産業の振興発展、後継者の育成と農商工連携に寄与

することを目的とした「さばえものづくり博覧会２０２０」は、新型コロナウイル

ス感染症拡大防止の観点から、今年度は中止との連絡が事務局よりあった。例年、

本校ブースでは、初日が入試広報の学校紹介、二日目、三日目には専門学科が体験

コーナーや学内教職員の研究シーズの紹介を行っており、会場は市内中学生がバス

を仕立てて多数来場している。 

⑤ＪＯＩＮＴフォーラム２０２０ 

 本校と地域企業及び産官学連携関係者との結びつきを深めることを目的とした

「ＪＯＩＮＴフォーラム２０２０」を、12 月 16 日に鯖江市嚮陽会館で開催した（参

加者 72 名）。福井県産業労働部副部長（産業技術）兼 福井県工業技術センター所

長 ふくいオープンイノベーション推進機構ディレクター 山本 雅己 氏による

特別講演が行われ、『福井県におけるオープンイノベーション戦略の現状と今後』

について講演いただいた。また、本校教職員による 25 件のポスターセッションのほ

か、地域連携アカデミア会員企業からＪＯＩＮＴフォーラム２０２０のために作成

いただいた企業ポスター15 件の紹介があり、活発な意見交換などが行われた。 

⑥ふくい知財フォーラムセミナー 

 知的財産を活用した新たな事業を創出する産学官金連携活動について、「地域知財

を通した知と技の融合・連携づくり」をテーマとした「ふくい知財フォーラムセミ

ナー」が 11 月 24 日に福井大学でオンライン開催された。今回のセミナーでは、宇

宙ビジネスを軸とした大学・公設試等と企業との連携の在り方や、知的財産の在り

方について、「なぜ宇宙ビジネスが注目されるのか」という切り口から議論された。

ポスターセッションでは電子情報工学科の川上由紀講師が、本校地域連携テクノセ

ンターが持つ知的財産や研究シーズについて紹介した。 

⑦高専カフェ 

    本校教員が自身の専門、研究に関連する内容を、一般向けにわかり易く伝えるこ

とを目的としたイベント「高専カフェ」を実施した。これは平成 27 年度から始まっ

たイベントで、10 月から 1月の間、月 1回のペースで、午後 6時 30 分より 1時間程

度開催した。講師及びテーマは次のとおり。 

    10/23 秋山肇教授「福井の電気黎明期－維新前と明治を中心に－」 

    11/13 市村葉子准教授「会話資料からみる言葉の変化」 
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    12/18 木村美幸助教「青少年はなぜ軍隊を目指したのか？ 

－海軍の宣伝活動から考える－」 

    1/15 相場大佑助教「身の回りにある数学」 

    なお、参加者は地域の方や卒業生など、4回で計 55 名であった。 

 

（４）コンテストを通じた地域貢献 

①第 26 回マグネットコンテスト 

 レア・アースマグネットを製造している越前市の信越化学工業株式会社武生工場

の支援を受け、毎年「マグネットコンテスト」を主催している。毎回多数の作品が

寄せられ、児童、生徒や学生の理科離れ対策の一つとして、独創的な思考力の涵養

の一環として役立っている。第 26 回となる今年度は「遊びごころのやわらか頭」の

テーマに 796 件の応募が寄せられ、厳正な書類審査の結果 21 作品が入賞した。 

審査、講評には、素材・加工部門の西野純一部門長に多大な協力をいただいた。 

②第 15 回越前市ロボットコンテスト 

 越前市では、中学校技術・家庭科技術分野において生徒たちの創造性を涵養し、

知識・技能を高めることを目的として、越前市ロボットコンテストを開催している。

全日本中学校技術・家庭科研究会が主催する創造アイデアロボットコンテスト全国

中学生大会につながる大会という位置づけで、テクノセンターは平成 22 年度から

様々な形で協力を継続している。今年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止の観

点から、無観客で規模を縮小して開催された。大会の運営サポート、審査員を計測・

制御部門の亀山建太郎部門長、西仁司准教授が行った。 

 

（５）地域社会への技術支援 

①技術相談及び研究設備 

 令和 2 年度は技術相談を 3 件実施した。また、企業からの「研究設備利用」依頼

が 4件（利用料 198 千円）あり、すべて許可した。 

  ②防災グッズ工作教室 

地域の安全安心に貢献することを目的として、丹南ケーブルテレビ株式 

会社との共催により防災グッズ工作教室をテクノセンターものづくりラ

ボラトリーで例年開催しているが、今年度は新型コロナウイルス感染症拡大防

止の観点から中止となった。 

例年だと、教室ではサイエンスクラブの学生が参加児童・生徒を補助し

てダイナモ発電ラジオの製作を行い、工作教室の様子は丹南ケーブルテレ

ビの番組内で放送されている。 
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（６）コーディネーターの任用と起業家育成、事業創出の支援 

産学連携コーディネーターとして鷲田浩志氏、知的財産コーディネーターとして

蓑輪泰造氏の 2 名を任用し、本校の地域連携活動及び研究活動の効率化、活性化、

高度化を目標に活動して頂いた。12 月には産学連携コーディネーターとして南保幸

男氏を任用し、3名態勢となった。今年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止の観

点から、積極的なコーディネート活動は行えなかったが、主に学内教員のシーズ調

査を実施し、地域企業との交流につながる取り組みを行った。また、福井県内にお

いて起業家を育成し、伝統産業や地場産業の活性化に寄与することを目的として、

テクノセンター2 階に「アントレプレナーサポートセンター」を設置している。対象

者は数年後に起業を志す、もしくは、自らのアイデアを事業に結び付けたいと考え

る地域の社会人や本校の学生であり、オフィススペース（定員 4 名）を半年契約で

提供している。今年度はテクノセンターの改修に伴い、入居者がいない状態である。 

 

（７）地域連携アカデミアとの連携 

本校の教育研究活動の振興を目的として組織された地域連携アカデミアは、今年

度新たに 10 社の入会があり、計 96 社となった。例年、地域連携テクノセンター長

及び産学連携コーディネーターが会員企業を随時訪問しており、今後の人材育成や

連携事業の要望についてさまざまな意見を吸い上げる努力をしているが、今年度は

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、訪問を限定して実施した。 

また、今年度のアカデミア役員会は書面開催にて実施し、8 月 28 日にアカデミア

総会を福井商工会議所にて開催し、28 社 30 名、3機関 3名の参加があった。 

さらに、会員企業とのより親密な関係を築き、共同での技術開発や研究へと発展

させることを目的として、今年度、国立高等専門学校機構の「令和 2 年度高専高度

化推進経費事業予算」を使用し、若手教職員の研究の立ち上げ、特に地元企業との

連携、教職員間の連携推進につながる「地域活性型共同研究助成」支援プロジェク

トを実施した。25 万円の予算で 7 件を採択し、得られた成果 7 件について「ＪＯＩ

ＮＴフォーラム」で SDGs に関連付けたポスター発表を行い、地域企業、教職員研究

グループによる社会貢献をＰＲした。特に若手教職員、技術職員らによる研究グル

ープ形成が促進され、今後の共同研究推進につながると思われる。 

また、「ＪＯＩＮＴフォーラム」にてアカデミア会員企業紹介のポスターを 15 件

掲示し、学内外のフォーラムの来場者にアカデミア会員企業を紹介し、連携を深め

る活動を行った。 

 

（８）連携研究 

①ふくいオープンイノベーション推進機構 

 県内の産官学金連携の新たな枠組みによる活動を目的として「ふくいオープンイ
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ノベーション推進機構（ＦＯＩＰ）」が平成 27 年度に設立され、福井県工業技術セ

ンターの山本雅己所長（ＦＯＩＰディレクター）を中心とした企画検討会が毎月 1

回のペースで開催されている。本校からは松井栄樹（地域連携テクノセンター長）

が委員として参加しており、他機関との有機的な連携に努めている。 

②高専機構第３ブロック研究協働共有化推進ＷＧ 

 高専機構第３ブロック（東海・北陸・近畿地区）における教員の研究分野の協働

共有計画を策定し、高専間の研究連携を進め、共同研究の立ち上げや外部資金への

共同申請を促進する活動が平成 27 年度よりスタートした。現在は研究推進ボード及

び拡大研究推進ボードも活動しており、研究シーズ及び研究設備のデータベースの

共有化を進めるとともに、「専攻科研究フォーラム」「研究推進・国際交流に関する

セミナー」等により連携を図っている。 

 

３．点検・評価 

 地域等における各種イベントへの出展、主催・共催事業については、新型コロナ

ウイルス感染症の影響を大きく受けたが、主催事業については影響を極力回避し、

ほぼ例年どおりの活動を行うことができた。各種イベントへの出展については、中

止や Web 開催、規模を縮小して開催などがあり、開催しているものについては例年

通り出展した。共同研究の受け入れについて、件数は維持できたが、金額について

は僅かながら減少した。さらに、ふくいオープンイノベーション推進機構や高専機

構第３ブロック研究協働共有化推進ＷＧの活動により連携研究の意識が高まり、結

果としてアカデミア会員企業数の増加につながると共に、共同研究への取り組みも

これまでと変わらず活性化した状況にある。よって、達成度はＡと判断する。 

 

４．課題・方策 

 昨年度から第４期中期計画の期間に入ったが、これまでの活動に引き続き産学連

携コーディネーター及び知的財産コーディネーターとも一致協力しながらこれまで

以上に地域連携アカデミアの活動の活発化を図って行くと共に、共同研究や受託研

究の件数や金額の増加につなげる努力を継続していきたい。また、平成２７年度よ

り実施されている福井県内大学生等の地域人材育成支援補助事業に毎年応募してお

り、今後も産官学金連携活動をテコにした学生の研究開発意欲や県内企業への就職

意欲の向上へと結びつけていく努力を怠らないようにしたい。 
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表 令和２年度事業一覧 

 

月 日 内容 場所 備考 

7 
3  広報誌 JOINT 2020 の発行     

16-31 地域連携アカデミア役員会の開催 書面 地域連携アカデミア 

8 28 地域連携アカデミア総会の開催 福井商工会議所 地域連携アカデミア 

9 1 
第 26 回マグネットコンテストの作品

募集 
 主催 

10 23 第 1 回高専カフェの開催 福井高専 主催 

11 

1-30 北陸技術交流テクノフェア 2020 に出

展 

オンライン 協力 

13 第 2 回高専カフェの開催 福井高専 主催 

21 
第 15 回越前市ロボットコンテストの

開催 
南越中学校 

共催 

（越前市中学校技術・ 

家庭科研究会） 

24 ふくい知財フォーラムに出展 オンライン 共催 

12 
16 JOINT フォーラム 2020 の開催 鯖江市嚮陽会館 主催 

18 第 3 回高専カフェの開催 福井高専 主催 

1 15 第 4 回高専カフェの開催 福井高専 主催 

2 4  
第 26 回マグネットコンテスト表彰式

の開催 
福井高専 主催 
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○ 教育研究支援センター 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

2 グループ体制をとる教育研究支援センターの組織において、引き続き技術職員間の連

携強化と専門分野の裾野拡大を図る努力を展開した。しかし年度当初から新型コロナウイ

ルス感染拡大が影響して当初計画していた、出張・研修等報告会や内部研修等の活動、さ

らには公開講座開講などほとんどの活動を中止せざるを得ない状況となった。とは言え、

可能な限り教育・研究・技術等の各支援業務にセンタースタッフが一致団結して取り組ん

だ。以上のことより、達成度評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

（１）基本方針 

    教育研究支援センターは平成16年4月に開設され、学生や教職員への教育支援業務

や技術支援業務を組織的に、効率よく且つ円滑に行うことを使命としている。今年

度は、専門分野の融合複合化の実質化と実効化を目的とする新教育カリキュラムに

則り、生産と環境・基盤の2グループ体制に再編して4年目となり、各グループ内は

勿論、グループ間の有機的連携と教育支援体制の強化を図った。さらに、これまで

と同様、技術職員の技術と技能向上、活動状況の情報発信を図るとともに地域社会

への貢献を趣旨として、「広報・総務」、「学外貢献」、そして「研修」の3つのワーキ

ンググループを設けて活動した。また、当センターの組織目標として“十分な意思

疎通と情報の共有化を図るとともに、報告・連絡・相談(報連相)の体制の維持・強

化”、“知識の蓄積と技術・技能の能力向上”、“技術職員相互の連携の下での技術・技

能の習得と伝承”と“適切な安全教育に対する取組みの継続的な実施”を掲げた。 

（２）活動状況 

   ① 教育支援 

      本科では化学実験、物理実験、工学基礎物理（実験）のほか専門5学科の専門

基礎、製図、実験、実習、演習、卒業研究などの支援業務に、また、専攻科で

は環境システム工学実験や特別研究の支援業務を担った。さらに放課後には、

国家資格取得等を目指す学生を対象にして実務能力向上のための支援も行った。 

  今年度前期は遠隔授業支援として、新入生がMicrosoft 365を利用するにあた

って、トラブルになった際の窓口となるヘルプデスク業務、動画等の遠隔授業

用コンテンツを作成する支援を行い、コロナ禍での授業継続を支えた。 

   ② 技術支援 

      各専門学科より依頼のキャンパスツアー（9月）、公開講座(3件、技術職員延
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べ5名)や出前授業(8件、技術職員延べ13名)などの支援業務を担った。さらに、

福井県和紙工業協同組合より委託の水質検査や学生の第二種電気工事士資格取

得に向けての支援も行った。 

   ③ ワーキンググループ 

ア 広報・総務ワーキンググループ 

      同ワーキンググループは、本センターのサーバ管理及び情報機器管理の徹底

及び情報セキュリティの確保を目的に設けられている。あわせて、ホームペー

ジに公開講座の開催案内、応募状況や実施報告を逐次掲載し、本校のプレゼン

ス向上に貢献している。さらに、本センター業務効率の向上を図るために、コ

ミュニケーションツールの一つであるマイクロソフト社の”Teams”を利用した

「Teams支援センターのチームに業務連絡用チャネル」を作成し、諸連絡の確認

徹底を図った。 

      この他の活動としては、労働安全衛生マネジメントシステム（ＯＳＨＭＳ）

と、ポータルサイト構築プロジェクトと連携を図りながら、前述した公開講座

や外部資金、基金関連記事など、利便性とホームページのコンテンツの質的向

上等も図った。 

イ 学外貢献ワーキンググループ 

      同ワーキングループは、学外に対して本校及び本センターの活動状況の情報

発信と教育資源の地域社会への貢献を目的に設けられている。 

本センターが企画・運営する公開講座は、小学生親子対象の『小学生夏休み

科学教室』と中学生対象の『ロボットを動かすプログラミング体験』の２講座

を予定していたが、前述した理由から開催を中止することとなった。このよう

な公開講座は平成23年度から毎年度継続して実施しており、次年度も実施を予

定している。 

ウ 研修ワーキンググループ 

      同ワーキンググループは、個々の技術職員の専門分野を基軸とし、幅広い多

様な支援を行うための技術と知識を得る機会の提供を目的に設けられている。

前述した理由から例年開催されている学外での研修参加ができなかった。 

次年度以降、外部研修に参加し、各技術職員の専門的知識や技術の裾野の拡

大を適宜図って行く予定である。 

④ 競争的資金の獲得 

      令和2年度科学研究費助成事業（奨励研究）に全技術職員が応募したところ1

件が採択され、Ａ評価者も複数名いた。なお、同助成事業に採択された本校教

員と共同研究を展開している技術職員もいる。 

⑤ 労働安全衛生マネジメントシステム（ＯＳＨＭＳ）活動チーム 

      技術職員が業務を遂行する上での危険有害要因を把握し、実験・実習の場の
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リスクを低減することで、より安全で且つ衛生的な作業環境を整える旨を安全

衛生方針に掲げて、平成24年度から継続的に活動している。その一環として一

昨年度構築したＷＢＧＴ自動測定システムを5月から9月に亘って本格的に運用

した。さらに、技術職員が教育研究支援業務を遂行する教室で照度測定を2月に

実施した。ＷＢＧＴの測定結果及びそれによる警戒情報は、当センターのホー

ムページに自動的に掲載されている。 

 

３．点検・評価 

   当センターは、平成 29 年度に生産と環境・基盤の 2グループに再編されたが、これ

により各専門分野以外の領域をも意識することが重要であり、従前とは異なる分野で

の教育支援を要求される機会も増える傾向にある。このため各種の研修会や「教育研

究支援センター連絡会」を通して各技術職員の専門分野の裾野を徐々に広げる継続的

な努力を行っている。 

これらのことを踏まえ、今年度の達成度評価はＡと判断する。 

 

４．改善課題・方策 

技術職員間での情報共有と連携の下、高度化教育カリキュラムへの対応の高機能化

と技術・技能の伝承等を目的に、前述してきたような各種の取組みをセンターとして

実施してきた。今後は、技術職員間での意思疎通をさらに図ることが望まれる状況に

ある。これにより本校の教育資源を大いに活用した特徴的な取組みも期待され、学校

全体の活性化に加えて技術者教育の実質化・実効化に大きく寄与できると考えられ、

関係者の協力の下、緊密且つ有機的な連携強化を図りたい。 
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Ⅴ－５．委員会に関する事項 

 

〇 教育システム推進委員会 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

ＰＤＣＡサイクルは各委員会とも実施されており、アンケート等により確認されてい

る。このため、本校の教育システム改善のためのＰＤＣＡサイクルは、機能していると考

えられるため、達成度評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

（１）教育システム推進委員会の業務 

本委員会は本校の教育システムを円滑に運用し、その充実を図るための委員会で

ある。委員会の主な業務内容としては、教育システムに関する次の事項に関して、

連絡、調整及びフォローアップ等を行う。 

① 教育システムの実施に関すること。 

② 教育システムの点検、評価及び改善に関すること。 

③ その他教育システムの推進に関すること。 

（２）令和２年度の活動 

本委員会は本校のＰＤＣＡサイクルが決められたとおりの手順で回っているか、

連絡、調整及びフォローアップ等を行う委員会であるといった認識のもと、本年度

は各委員会におけるＰＤＣＡサイクルが実施されているか確認をした。 

 

３．点検・評価 

  ＰＤＣＡサイクルは各委員会とも実施されており、アンケート等により確認されてい

る。 

 

４．改善課題・方策 

本校の教育システムのＰＤＣＡサイクルが円滑に実施されるよう、教育システムの

点検・評価をするとともに改善を図り、更なる教育システムの推進に努める。 
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◯ 情報セキュリティ推進委員会 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

今年度は、情報セキュリティ管理規程・情報セキュリティ推進規程などの見直しを行う

一方で、Microsoft 365 の不正利用防止対策として学生への多要素認証導入を決めるなど

の対応を行った。講演会などを通して教職員への情報セキュリティへの啓蒙も行う中で、

不正アクセスや情報漏洩などの情報セキュリティインシデントなども発生していない。 

このため、達成度評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

 情報セキュリティに伴う攻撃は日々変化していることから、高専機構では情報セキ

ュリティに関連する規約の見直しが行われ、これに伴い本校の情報セキュリティ管理

規程・情報セキュリティ推進規程・情報セキュリティ教職員規程の見直しを行なって

いる。特に平成 31 年度については、学生の Office365(令和 2年より Microsoft 365 に

名称変更、以下「Microsoft 365」)の不正利用被害や、成績データが記録された USB

メモリの紛失事案が発生している。また令和元年 11 月に実施された情報セキュリティ

監査で指摘された点を踏まえ、これらの規程の改定を行った。 

 以前の情報セキュリティ管理規程では、情報システムを設置する区域としての安全

区域について教員パソコンを含める視点で教員室なども含め安全区域としていた。し

かし、個人情報を扱う教員室などの施錠が必要な部屋のある建物を「管理区域」と定

義し、情報の持ち出しで暗号化などの注意が必要となる区域の表現を、「校外」という

記載から、「管理区域外」に改めた。これに合わせ、「総合情報処理センターサーバ室」

を安全区域とした。このほかにも、セキュリティ監査にて指摘された、要保護情報の

運搬・送信に関する細則なども見直しを行った。 

 学生の Microsoft 365 の不正利用などの発生に加え、教員パソコンでの要保護情報

の取り扱いの危険性を考慮し、平成 31 年度には教職員の Microsoft 365 の利用では多

要素認証を必須としている。しかし全国高専では同様の被害が継続していることから、

学生の Microsoft 365 の利用でも多要素認証の必須とすることについて検討が行われ

た。特に、多要素認証の確認コード受信にはスマートフォンなどが必要なことから、

スマートフォンなどを持たない学生には、USB セキュリティキーの貸与などを行うこと

とし、令和 3 年 4 月より周知期間を置いた上で学生の多要素認証必須化を行うことと

なった。 

 様々なインシデントの発生時には、原因となっている機器を早急に把握することが

求められるため、学内パソコンのネットワーク接続や OS の更新状況を報告するための
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書式を定め、SharePoint を通して定期的に情報更新を行うようにしている。また、セ

キュリティインシデントの兆候についても、重大なものは情報を全教職員に配信し、

総合情報処理センタースタッフ間でも CSIRT などの情報を共有している。これら以外

の情報セキュリティに関するものは、JPCERT,JVN などから公開されており、関連の高

い脆弱性情報については総合情報処理センターのホームページにて最新の情報を提供

している。 

 令和 2年 9月 23 日に機構主催の第１回標的型攻撃メール対応訓練が行われた。同日

には危機管理対策本部会議を設け、情報セキュリティインシデント発生時の対応につ

いて問題点の確認を行った。この際に指摘された点を踏まえ、基幹システムのネット

ワーク遮断を行う際の手順書作成などを行った。同年 12 月 2 日には、サイバーセキュ

リティ人材育成時行の一環として、教職員対象の「企業における SNS や社員のネット

依存」などをテーマとした講演会を行った。また、情報処理推進機構の定める「情報

処理安全確保支援士」（以下、「支援士」）の資格を有する総合情報処理センタースタッ

フの講習会参加への支援を行った。 

 

３．点検・評価 

 機構主催の情報セキュリティ管理者向け講習などに積極的に参加し、今年度は SNS

などの危険性やその対応についての講演会なども企画し、全教職員への情報セキュリ

ティの意識向上を図っている。特に今年度は、新型コロナ感染症対策による遠隔授業

などで教職員や学生を含め Microsoft 365 が活用された。しかしながら、不正アクセ

スなどの重大なインシデントはなかった。今後は、Microsoft 365 の不正利用対策も重

要となることから、新たに学生にも多要素認証を導入することを決めた。このように、

今後の情報セキュリティの対応も進めることができたので、達成度評価はＡと判断す

る。 

 

４．改善課題・方策 

 令和 3 年 4 月からの学生への Microsoft 365 の多要素認証を導入する際には、慣れ

ない学生でのトラブルも予想されることから、クラス担任などの協力を得ながら十分

な周知期間を設けつつ実施を行っていきたい。今後とも常に新しいセキュリティ情報

に注意し、教職員に加え学生にも注意喚起を続けていきたい。 
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○ ＪＡＢＥＥ委員会 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

 昨年度教員会議にて決定した、令和 3年度以降の認定に係る一般社団法人日本技術者教

育認定機構（以下「JABEE」という）受審不継続に係る本校 JABEE 関連規則の廃止等につ

いて当委員会にて審議し、決定した。 

 このため、達成度評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

一般社団法人日本技術者教育認定機構（以下「JABEE」という）審査は、本校が実施

している「環境生産システム工学」プログラムにおいて、継続的な教育改善がなされ

ているかが、JABEE 基準を満たしていることに係る審査である。令和元年度に、令和 3

年度以降の認定に係る一般社団法人日本技術者教育認定機構（以下「JABEE」という）

受審不継続が、教員会議の審議を経て決定された。 

 

３．点検・評価 

JABEE 受審不継続の決定に伴い、JABEE 委員会は令和２年末をもって廃止されること

から、関連規則の見直しを行う必要があることを校長、JABEE 委員長で確認した。これ

を受けて関連規則の調査、JABEE 委員会での廃止等に関する審議、教員会議での報告を

行った。 

今年度中の課題である「JABEE 委員会廃止に伴う規則等の廃止に関する検討」を行っ

たことから、達成度評価はＡと判断する。 

 

４．課題・方策 

JABEE 委員会が廃止となるため、当委員会としての次年度課題はない。 
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○ 遺伝子組換え実験安全委員会 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

「２.現状」において記載したとおり、今年度の実施・活動状況については例年同様の実

績と成果が見込まれる。このため、達成度評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

（１） 令和 2 年度遺伝子組換え実験の申請について、厳正かつ慎重なる審議の結果、下記

3件の実験実施を承認した（令和 2年 7月及び令和 2年 12 月）。 

 

（２）文部科学省研究振興局「病原性微生物等の保管・管理の徹底及び保有状況等の調査」

の実施及びその調査報告書を提出すると共に、本校の関係研究者に対して、改めて

病原性微生物等の厳重かつ適切な保管・管理のための指導を実施した（令和２年１

２月）。 

（３）文部科学省研究振興局ライフサイエンス課生命倫理・安全対策室「研究開発等に係

る遺伝子組換え生物等の第二種使用等に当たって執るべき拡散防止措置等を定める

省令の規定に基づき認定宿主ベクター系等を定める件の一部を改正する告示」につ

いて、遺伝子組換え実験を行っている教員を含め学内に周知した（令和３年２月）。 

 

３．点検・評価 

   「２.現状」において記載したとおり、今年度の実施・活動状況については例年同様

の実績と成果が見込まれ、達成度評価はＡと判断する。 

番 実験の管理者 
第二種使用等の名称 

拡 散 防 止 

措置の区分 

実験実施

期   間号 所属・職 氏  名 

R2-

1 

物質工学科・

教授 
髙山勝己 

各種タンパクを表層発現した酵母触

媒の開発 
Ｐ1 レベル 

2020.4- 

2021.3 

R2-

2 

物質工学科・

講師 
川村敏之 アカパンカビ遺伝子組み換え Ｐ１レベル 

2020.4- 

2021.3 

R2-

3 

物質工学科・

講師 
川村敏之 大腸菌遺伝子組み換え Ｐ１レベル 

2021.1- 

2021.3 
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４．改善課題・方策 

   ライフサイエンスに関する生命倫理・安全対策、特に、遺伝子組換え実験等に関す

る安全対策について、本校においては、社会の動向や研究の進展を踏まえつつ、法令

や指針の適切かつ効率的な運用及びその遵守のための必要な体制を更に整備すると共

に、関係研究者への注意喚起を含めたなお一層の周知徹底を継続することとする。 
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○ 知的財産教育委員会 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

今年度計画に掲げた(1)講習会等の開催、(2)知的財産の資産化に関する情報収集と他機

関との連携、(3)知的財産教育のカリキュラムへの導入、(4)特許権及び意匠権の審議につ

いてほぼ当初の計画通り実施することができた。 

このため、全体の達成度評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

   知的財産教育委員会は、本校における知的財産の管理や活用、並びに学生に対する

知的財産教育に関する事項を扱っている。 

（１）講習会等の開催 

   知的財産に関する講習会等を専攻科と連携して開催した。 

日本弁理士会の協力の下、特許検索に利用される J-PlatPat の使い方を学ぶための

知的財産セミナー（調査編）を、創造デザイン演習の授業を利用し専攻科１年生を対

象として 10 月 30 日に実施した。講義を受けた専攻科１年生には、J-PlatPat の使い方

が身についているか確認を含めて、特許検索競技大会スチューデントコースを 11 月 6

日に学内で実施した。事前に特許検索研修を実施したために良好な成績であり、28 名

中 21 名がスチューデントコース認定を受けた。 

（２）知的財産の資産化に関する情報収集と他機関との連携 

知的財産を活用した新たな事業を創出する産学官金連携活動について、「地域知財を

通した知と技の融合・連携づくり」をテーマとした「ふくい知財フォーラムセミナー」

が 11 月 24 日に福井大学でオンライン開催された。今回のセミナーでは、宇宙ビジネ

スを軸とした大学・公設試等と企業との連携の在り方や、知的財産の在り方について、

「なぜ宇宙ビジネスが注目されるのか」という切り口から議論された。ポスターセッ

ションでは電子情報工学科の川上由紀講師が、本校地域連携テクノセンターが持つ知

的財産や研究シーズについて紹介した。 

また、一般財団法人 工業所有権協力センターの「令和２年度 大学高専知財活動助

成事業」に応募、採択され、将来的に地域連携の活性化につながる、試作品開発や技

術開発等の取り組みに対して、実施するのに必要な消耗品等の支援を行った。金額は 5

万円で 5件の助成を行い、採択者は「JOINT フォーラム」において、ポスター発表（試

作品展示）を実施した。 
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（３）知的財産教育のカリキュラムへの導入 

「ものづくりコンテスト等を実施し、外部専門講師による評価を行う形態による知

財教育の全学展開」というテーマで知的財産教育を行った。すなわち、各学科の 2～4

年で実施される創成系科目において、学生の製作物を例に取った知的財産への認識を

高める講習会を弁理士や知的財産コーディネーターと協力して実施した。対象となる

授業は、知能機械演習（機械工学科 4年）、電気回路Ⅱ（電気電子工学科 3年）、ソフ

トウエア工学（電子情報工学科 4年）、物質工学実験Ⅲ（物質工学科 4年）、環境都市

工学設計製図Ⅲ（環境都市工学科 4年）などである。また、本科 5年必修科目である

「法学」１コマ（90 分）で、知的財産コーディネーターにより特許法・著作権法等に

ついての講義を行った。電気電子工学科 12 月 22 日、電子情報工学科 12 月 21 日の 2

学科（１学科約 40 名）について実施した。 

（４）特許権及び意匠権の審議 

   本校が関係する特許について、実施許諾契約を締結している知的財産 1件に関して、

実施報告書等によりライセンス使用の状況を確認した。 

 

３．点検・評価 

   これまでの 5 年間、学生や教職員の知的財産に対する意識付けを強化する取り組み

を実施し、さらに任用した知的財産コーディネーターの全面的な協力の下で、関係す

る特許の活用について審議を行った。よって、本件の達成度はＡと判断する。 

 

４．改善課題・方策 

   知的財産は本校全体にとって文字通り「極めて重要な資産」であり、その位置はこ

れからも変わるものではない。第４期中期計画の遂行に際しても、知的財産コーディ

ネーター及び産学連携コーディネーターと連携しながら本校教職員による発明届をさ

らに増加させるための支援体制の強化を行っていくと共に、学生への知的財産への興

味関心をさらに深化させるための教育活動に取り組んでいきたい。 
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○ ネットワーク委員会 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

対外接続ネットワークや校内基幹ネットワークについては、感染症対策による遠隔授業

の導入が飛躍的に進む中でも、大きな問題もなく安定して運用された。これに伴い、今後

のネットワーク帯域の確保について検討も行われた。また KDDI(株)との共同プロジェクト

による第５世代移動通信システム(5G)の導入にも協力し、今後の活用が期待される。 

このため、達成度評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

 福井高専のネットワークは、光ファイバーによる校内基幹ネットワークと、SINET5

による対外接続ネットワークにより構成されている。 

 

2.1 対外接続ネットワーク 

 福井高専の対外接続は、平成 24 年度から SINET4 接続 100Mbps、商用接続 100Mbps、

福井情報スーパーハイウェイ(FISH)100Mbps と３つのネットワーク接続にて運用を行

ってきた。平成 29 年 8 月に導入された高専統一ネットワークシステム(以下「統一基

幹システム」)の導入に合わせ、平成 28 年度より対外接続回線を一つに集約、１Gbps

の専用線にて SINET5 に接続する形態となった。平成 31 年 4 月には、福井・石川・富

山の北陸地区高専共同調達により、新しいルータ・回線に変更している。 

 

2.2 校内基幹ネットワーク 

 学内のネットワークは、平成 14 年より光ファイバーを用いた基幹ネットワークが導

入されていたが、平成 24 年に基幹システムの機器更新が行われた。平成 29 年に統一

基幹システムが導入され、ネットワークの統一化、無線 LAN の標準化、情報システム

の共通化・集約化が行われた。このシステムでは、ネットワーク認証された機器だけ

を接続させるネットワーク認証機能を導入している。 

統一基幹システムは全国高専で同じシステム構成とするため、旧基幹システムで稼

働していた教職員用メール、spam 対策システム、教務システムなどを統一基幹システ

ムへと移行できず、旧基幹システムを延長して運用を行なってきた。そこで、平成 31

年度に導入した教育用システムの仮想サーバに、旧基幹システムで運用していた機能

を移行した。 

基幹システムの移行では、安定した動作が期待できるクラウドシステムでの運用を

検討し、現在は福井高専や各学科・一般科目の Web サーバや学外向け DNS を高専機構
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の調達による Microsoft Azure に移行し、管理負荷軽減を図っている。令和 2年 12 月

には、学内基幹システムの仮想サーバにて提供していた教職員向けのメールサービス

を Microsoft 365 の Outlook へと移行を行った。 

 

３．点検・評価 

 機器の経年劣化が問題となっていた旧基幹システムで運用していたサーバ機能を、

令和 2 年より運用を始めた教育用システムに移行を終えている。これと合わせ基幹シ

ステムの機能の一部をクラウドサーバで運用するのとで管理負担軽減を実現している。

また令和 2 年度は、安定してサービスを提供できた。学内ネットワークは次の基幹ネ

ットワーク更新に備え光ファイバーも更新されている。学生自身のパソコンを用いた

BYOD を支える無線 LAN などが整備されている。これらの接続ではネットワーク認証機

能を用いることで、セキュリティ的にも安全かつ安定したネットワークを実現してい

る。 

  今年度は、新型コロナウイルス感染症による遠隔授業が本格化した 1年でもあった。

遠隔授業が始まった頃は、動画配信によるネットワーク帯域不足なども懸念されたが、

トラブルの多くは Microsoft 365 Teams などのサーバ側の負荷集中が原因であった。 

  一方、令和 2 年度の一般科目棟の改修に合わせ、KDDI(株)との共同プロジェクトに

て第５世代移動通信システム(以下「５G」)の導入が進められている。本校では、校内

基幹ネットワークとは分離した状態で、５Gアクセスポイントの大講義室への設置に協

力を行った。令和 3年度からは、５Gの講義などでの利用が計画されている。 

 

４．改善課題・方策 

 今年度はコロナ感染症による遠隔授業など、教育環境のネットワーク化が飛躍的に

進んでいる。これにより、ネットワークの能力不足も懸念される。このことからも今

後は、対外接続のさらなる高速化や校内ネットワークの 10Gbps への対応が求められる。

このため高専機構などと連携をとりながら、校内 LAN の高速化の検討を進めていきた

い。 
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○ 安全衛生委員会 

 

１．達成度評価 

今年度の達成度評価：Ａ 

（達成度評価の理由） 

健全な就労環境の維持に関しては、適切に運営され、支障のない環境が維持されている

といえる。また、健康の維持管理において、特にメンタル部分については絶対評価が難し

い側面はあるが、サポート体制において十分な体制を整えていると考える。 

このため、達成度評価はＡと判断する。 

 

２．現状 

安全衛生委員会は、本校教職員の健全な就労環境と健康の維持を主目的とし、その

目的達成のため以下のことを行っている。 

（１）健全な就労環境維持: 

① 月 1 回の巡視を実施し、危険箇所や不衛生なところについて、規則に適した状態

を維持するように指導・助言・監督を行っている。また、指導後に改善状況の報告

義務を課して、良好な安全衛生管理体制を維持できるようにしている。 

② 就業上のリスク管理（安全教育やマニュアルの作成など）が適切に行われている

かのチェックを教務と連携を取りながら行っている。 

③ 心身にハンディキャップを持つ教職員に対して、産業医との連携の下で適切な作

業負荷を考慮しつつ就労環境の改善に努めている。 

④ 本来ならば、救急救命士を講師に招いて教職員を対象とした救命処置の講習会を

実施するところではあるが、本年度に関しては消防署からコロナウイルスの影響で

実施できない旨の連絡を受けており残念ながら開催できなかった。次年度に関して

は通常の状況に戻して臨みたい。 

（２）健康維持･管理： 

① コロナの影響で開催時期はズレたが、法定の健康診断（定期･特定）を実施し、異

常が認められた者には産業医との面談等を含め適切な措置を講じるよう指導を行っ

ている。 

② メンタルヘルスに関しては、カウンセラーによる相談（随時）や高専機構の相談

室の利用を勧め、必要があれば産業医のアドバイスも受けられるよう体制を整えて

いる。また、定期健康診断時に合わせて労働安全衛生法に基づくストレスチェック

を行い、過重なストレスが健康に悪影響を及ぼすことのないよう、産業医･カウンセ

ラーと連携を取りながら各所管にフィードバックを行い、改善を促している。 

③ 健康増進に関しては、軽作業が多い就労環境であることを考慮して、エアロバイ

クやルームランナーなどを設置し、休憩時間等の散歩などを勧め、運動量を増やす
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工夫を行っている。また、リスク管理の観点から、感染症対策に努めており、麻疹

やインフルエンザ等のワクチン接種における経費の全額又は一部を補助することで

接種率の向上を図っている。 

④ 平成 23 年度より一般定期健康診断の有所見の改善取組計画を策定し、改善に向け

た取組を実施した結果、令和 2 年度の有所見率は、前年度とほぼ同水準で推移して

いる。 

 

３．点検・評価 

 健全な就労環境の維持に関しては、適切に運営され、支障のない環境が維持されて

いるといえる。また、健康の維持管理においては、絶対評価が難しい側面はあるが、

サポート体制において十分な体制を整えていると考える。よって、達成度評価はＡと

判断する。 

 

４．改善課題・方策 

 健全な就労環境の維持に関しては現行を継続し、評価疲れにならないよう工夫をし

ながら巡視点検やアンケートを行い、結果を適切にフィードバックして行くことに努

める。 

 また、健康維持・管理に関しては、個人意識の啓発を続け、重篤化する前に専門機

関に相談するように勧奨していく。 
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Ⅵ．総括 
 

前章で行った自己点検・評価を事項ごとに、自己点検・評価委員会として総括する。 

 

１．全学的に関する事項 

教務関係については、高専教育の質保証についての方策に努めている。令和 2 年度

の原級留置率や不進級率は昨年度と比較して低い数字となった。原級留置率がこの 6

年間で最も低くなったのは、休退学者数を除いた仮進級解除率が高くなったことが主

要因である。物理科、数学科では、成績不振の学生への補習を行った。また、課題が

自宅では出来ない学生を集めて学習会を開催した学年、学科があった。これらの教員

による努力が、原級留置者数と仮進級者数の減少に繋がっていると考えられる。 

教育の質の保証の一環として、今年度は、ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・

ポリシーを改定し、コロナ禍にあって遠隔授業を積極的に展開した。その他、学生の

リテラシー、コンピテンシーを測定するためのＰＲＯＧテストの実施、サイバーセキ

ュリティ教育、工学倫理の検討など様々なことに取り組んだ。次年度は、高専教育の

質保証のため、科目アセスメント、教員 FD の体系化、ポートフォリオ教育、データに

裏付けされた学生教育、学習支援室による補習や学習会等の組織的な対応、情報基礎

の共通化の導入、数理・データサイエンス科目の導入のための教育課程の検討、工学

倫理の計画・具現化に取り組む。 

入学試験については、全体の倍率が 1.33 倍であり、昨年度の 1.36 倍を下回った。

しかし機械工学科と電気電子工学科の 2 学科で定員割れとなった。コロナ禍のために

オープンキャンパスを年１回としたにも関わらず、入試倍率への直接の影響は少なか

ったと考えられる。また、私立高校専願合格が原因で 6 名の受検辞退者があるなど、

私立高校対策に工夫が必要なこと、学科への応募人数の凸凹を出来るだけなくすよう

な中学生に対する説明が必要であり、今後に大きな課題を残している。次年度は、入

学生の質を向上させるために、私立専願による受検辞退者数の増加と県立高校入試日

の前倒しに対して対応する入試方法の検討、中学校 3 年生の人口減少に対応するよう

な多様な入学生を受け入れる入試方法の策定、中学生・保護者にとって学科の特徴が

わかりやすく説明できるよう工夫する入試広報の改善を行う。 

学生指導関係については、基本方針を 5 つ設定し、学生指導を行っている。学生生

活を充実させるために、各学年で、状況に応じた講演会を開催している。課外活動に

おける教職員の負担軽減を図る制度を運用した。令和 2 年度は、コロナ禍の影響下で

非常に制限の多い中、コンテストや大会などに可能な範囲・形で参加し、学生会関連

行事についても代替企画などを実施した。また、ボランティアやキャンパスプロジェ

クト等学生の自主的な活動の機会を作り活発な活動を行えるよう環境整備を継続して

行った。学習障害のある学生へのケアを行う第 2 学生相談室も活用を続けている。財
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政面で不安を抱える学生に向け奨学金・授業料減免・修学支援制度等に関する情報伝

達をきめ細かく行った。毎年実施している健康管理や感染症拡大防止対応等に加え、

新型コロナウイルスに関する感染拡大防止対策を行った。さらに、学生相談室主催で

全学年に対してＱＵテストを実施し、学生の精神面の安定を見るための取り組みとし

て、テストの集計結果（分析結果）を担任等と情報共有した。財政面で不安を抱える

学生に向け奨学金・授業料減免・修学支援制度等に関する情報伝達をきめ細かく行っ

た。 

学寮関係については、その運営が学寮関係教職員と、日々の寮監とが緊密に連携を

取りながら適切に行われている。新型コロナ感染症対策に基づく学寮環境を構築した。

感染症予防に最大限留意した学寮自治（「寮生会」）活動の活性化のための支援や寮生

の「自立と自律」を促す教育機会を提供した。学習面では継続して 1、2年生の成績不

振者に対して高学年学生による学習指導を行っている。寮生で組織している寮生会も、

寮生活の充実、寮生間の交流と親睦の促進のため、積極的に活動している。中学生や

その保護者に対しては、オ－プンキャンパスなどの機会を通じて、施設等の公開を行

っている。また、グローバル環境構築に資する混住型学生寮（通称「国際寮」）事業が

認可された。定年退職した元（含再雇用）教員による学寮日直業務の従事を継続的に

実施した。  

キャリア支援関係については、低学年から「生涯設計の意識を持ち、社会において

自立できる力の養成」を目標とした方針として活動している。低学年から学年進行に

応じたキャリア形成のための講座として先輩講座、キャリア形成に関する説明を兼ね

た専攻科説明会、インターンシップ事前ガイダンスとして外部講師による「福井高専

生のための就職支援講演 悔いなき進路決定のために今からやっておくべきこと～企

業・業界研究編～」と学内講師による「5年生進路決定状況と企業研究について」の講

演、「全国高専共通利用型進路支援システム」、本科 4年生及び専攻科 1年生対象の「就

職対策講座」などを実施した。また、校内ネットワークの「進路情報フォルダ」の周

知と利用促進、進路指導担当者とキャリア支援室の連携、キャリア教育セミナー（合

同企業説明会）と専攻科・大学・大学院合同説明会についてもコロナ禍に対応しつつ

実施した。次年度は、キャリア支援の充実と効率化を意識して、行事の見直しや効果

を見定めたイベントの企画などの検討に加えて、進学支援の充実も行う。 

   研究活動関係については、「研究活動評価のための調査」において、昨年度はランク

Ａの教員が 69.8％と低下したが、今年度はランクＡの教員が 78.0％に回復しており、

活発な研究活動をしている。一方、研究者のプロフィール（経歴・論文リスト等）の

管理を支援するインターネット上のサービスである researchmap における過去 4 年間

の本校の論文・著書・その他（学会発表等）の総数が更新されておらず、実際の件数

よりも低くなっていたため、researchmap の更新について学内周知した。教員の研究力

の質的向上と科研費等外部資金獲得に向けた取り組みにより、新規と継続を合わせた
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採択件数が 17 件、直接経費と間接経費を合わせた採択額が 24，000 千円であり、前年

度を大きく上回り、51 高専中で科研費の採択件数・採択額共に平均的な値となった。 

   今年度の地域・社会貢献活動については、公開講座 5件、出前授業 15 件を実施する

など地域社会へ本校の教育・研究資源を発信し、本校の認知度向上に資することがで

きたが、新型コロナウイルスへの対応により、前年に比べ、公開講座が－14 件、出前

授業が－4件であった。それぞれの講座においては、参加者の満足度は高く、教職員及

び学生と地域住民との交流が図られており、エンジニアリング・コミュニケ－ション

能力育成や地域・社会貢献が十分に果たされていると言える。 

   今年度の国際交流関係は、新型ウイルスの影響により物理的な交流は著しく制限さ

れたため、専攻科の海外インターンシップおよびオーストラリア研修旅行の実施を見

送った。一方、海外赴任中の卒業生による現地から Web 会議システムによるリアルタ

イムの先輩講座、および Web 会議システムによる本校学生と海外の大学生とのオンラ

インでの交流を実施した。当初予定していた職員派遣事業および学生受け入れ事業は

延期とした。 

   施設整備関係については、修学・就業上の環境整備や教育研究の高度化対応等を目

的としたキャンパスマスタープランに基づき、教育の高度化対応等を目的にした校舎

改修（一般教育棟改修）、老朽化した基幹環境整備の改修（ライフライン再生(排水設

備等)）、営繕事業（体育器具庫改修）が行われた。また、修学・就業上の照度等の安

全対策・環境整備や教育研究の高度化対応等を目的にした改修及び将来施設整備計画

の立案も行っている。 

   管理運営関係については、全体的に効果的な活動を行っており、適正な業務が行わ

れていることが窺える。外部評価については、ＪＡＢＥＥの中間審査及び独立行政法

人大学改革支援・学位授与機構の高等専門学校機関別認証評価の認定を受け、改善を

要する点については対応している。ＪＡＢＥＥ認定継続のための審査について学内で

検討を重ねた結果、令和 3年 3月 31 日以降の継続受審を行わないこととした。コンプ

ライアンスの徹底には不断の取り組みを続けるとともに、継続的に本校の危機管理体

制について見直しを図る必要がある。 

   財務関係については、全般的に適正な業務が行われている。平成 24 年度補正予算が

措置されたことに伴い、教育研究の基盤となる施設・設備等の充実が図られ、計画ど

おりの成果を上げている。また、外部資金獲得や業務の効率化にあっては、一層の取

り組み・推進が行われている。「公的研究費等に関する不正使用に関する再発防止策の

徹底について」の実施を今後も引き続き徹底していくことが必要である。 

 

２．各学科・教室等に関する事項 

本科の専門学科では、基礎学力の向上と定着に加え、幅広い専門基礎能力の育成、

さらにはコミュニケーション能力やプレゼンテーション能力の養成により、実践的で
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国際化・高度情報社会に対応できる技術者の養成を図っている。また、高専機構のモ

デルコアカリキュラムに対応した教育課程を構築すると共に、創造性を高め高度な技

術を活用した体験型教育を実践している。さらに、専門分野に関連した資格の取得や、

各種コンテストへの参加を奨励することで、学生の学習意欲を高めている。平成２８

年度新入生から開始された１年次への専門科目導入（専門基礎Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ）及び年次

進行にて導入される３年次からの学際カリキュラム（環境・エネルギー群、情報・制

御群、材料科学群）の選択科目及び必修科目であるプロジェクト演習等について、各

学科で効果的な科目内容について検討し実施している。一方、オープンキャンパス、

公開講座、出前授業、パンフレットの見直しなどを積極的に行い、ホームページ等を

通じて各学科・専攻科の魅力を発信して、入学志願者確保に向けて精力的に努力して

いる。特に今年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策により、8月末まで

はオンラインでの講義を実施、後期は感染予防対策をした上での対面授業の実施と、

各学科・教室は対応に追われた。 

特色ある取り組みとして、機械工学科の創成科目は、複数の教員で担当する体制を

整えており、これにより優れた授業方法の伝達がスムーズに行われ、各教員の教育ス

キルの向上につながっている。例えば、4年の「知能機械演習」で製作するライントレ

ースロボットのレベルを高めるために、メカトロニクスの基礎的知識を深める「メカ

トロニクス実習」を 3 年で開講している。この「メカトロニクス実習」によって、メ

カトロニクスの基本構成要素について学習した後、センサとアクチュエータを使った

簡単な回路製作の課題をグループで取り組み、製作物（電子回路で動くレゴ機構等）

のプレゼンテーションを行っている。このような車体及び自作回路の設計製作や制御

プログラムを開発することで、機械・電気電子・情報の融合複合教育を実践している。 

また、電気電子工学科では、問題発見･解決能力の高い技術者を育成するエンジニア

リングデザイン教育の充実に努めている。学生が自ら持っている知識・情報・技術を

用いて社会的･技術的な問題を自ら発見し、自ら解決することを目指しており、学生は

講義で習得した知識に基づいて考え、計画を立ててものを製作・プレゼンし、評価が

行われる。例えば、3年生の情報処理Ⅱでは、コロナ禍のため回路シミュレータを用い

た組み込み系プログラミング演習を行い、面接授業に移行した 2 回の授業ではサッカ

ーロボットの動作体験を行い、創造性を育む教育を実施している。また、電子創造工

学では、グループによるライントレースマシンの製作を行い、コンテスト形式の競技

会で競わせることにより、創意工夫の発展とプレゼンテーションを通した創造性を育

む教育を実施している。 

一方、電子情報工学科では、豊かな発想力と実践力を持って問題解決できる有能な

技術者となるために、授業で得た知識をできるだけ早い機会に、できれば、その授業

中に演習実験できる環境を整備している。専門科目が増える 3 年生について、ＢＹＯ

Ｄとして適切な仕様のノートパソコンを所有させ、プログラミング応用、情報ネット
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ワーク基礎、数値計算、計算機構成論Ⅰ、オペレーティングシステム、実験の 6 科目

において、授業で使用している。これらの指導により、今年度は、「全国高専プログラ

ミングコンテスト（高専プロコン）」で、競技部門、課題部門、自由部門において敢闘

賞を受賞している。そして起業家甲子園挑戦権を受賞し、全国大会において企業賞を

受賞している。また、「ふくいソフトウェアコンペティション２０２０」にも 3件応募

し、こちらも 3年連続で大賞を受賞し、その他優秀賞と企業賞 2つを受賞している。 

また、物質工学科では、実験・実習系科目や卒業研究において、出前講座や各種コ

ンテスト・イベント等の実験実施計画・立案及びそのプロジェクト実践・参画につい

て積極的に取り組んでいる。「PBL 教育」の導入・展開とその充実のための具体的な取

組の一環として、三菱みらい育成財団「心のエンジンを駆動させるプログラム」～創

造プロジェクト教育による研究者・エンジニアへのステップフォワード～が採択され、

初年度計画として物質工学科 3 年生における生物化学実験を対象に実施されており、

高専シンポジウムにおいて物質工学科 3 年生代表チームによる 3 件の WEB による口頭

発表が行われている。また、学生自身がこれまで化学と生物に関する基礎科目及び専

門科目を履修して習得した知識や技術を活かして作品や研究成果を実践する場として、

大学や企業との共同研究を実施している。 

環境都市工学科では、参加する学生の着想・構想から試行錯誤を経て作品完成にい

たるまでの学年を越えた協調心、追求心を涵養し、ものづくり実践教育やエンジニア

リングデザイン教育の礎として毎年デザインコンペティションへの出場を行っている。

デザインコンペティションの趣旨は、土木系・建築系の学生を中心に生活環境に関連

した種々の課題に取り組むことで“より良い生活空間について思考し、提案する能力

を育成する”ことにあり、第 17 回を迎えた 2020 年度は空間デザイン部門、構造デザ

イン部門、創造デザイン部門、ＡＭデザイン部門、プレデザコン部門の 5 つの競技が

コロナ禍の影響によりオンラインで開催された。空間デザイン部門には 4 作品を応募

したが本戦出場は叶わなかったが、構造デザイン部門に応募した 1チームは 35 チーム

中 7位の好成績を上げている。 

一般科目教室では、入学時の受け入れから専門学科への移行がスムーズに行われる

ように、低学年教育における学習及び学校生活において学生が陥りやすい問題点を考

慮しながら、学生指導を行っている。具体的には、クラス担任、教科担当、クラブ活

動顧問など様々な立場から、教員研究室・セミナー室等を利用して、学習や学校生活

の支援及び相談を行っている。特に低学年の成績不振者に対しては、ＴＡを活用した

補習の継続的な実施に加え、議論が始まった「学習支援室（仮）」の在り方を検討し、

組織的な学習支援の実施を目指している。また、一般教育棟が改修され、自主学習用

のラーニングコモンズや教員の共有スペース、ミーティングルームなどが設置された。

これらを活用することで教員間のコミュニケーションを深め、クラス担任や教科担当

教員が指導上の問題を一人で抱え込むことのないように注意し、教員団として学生指
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導を行なう体制をとっている。また、物理・工学基礎物理、化学・生物、数学科・応

用数学科、保健体育科、国語科、社会科、英語科のそれぞれにおいて、様々な特色あ

る教育・研究の取り組みが実施されており、中学・高校からの教育支援要請（ＳＰＰ、

ＳＧＨ、ＳＳＨの講師依頼等）や各教育機関、教育委員会からの教員及び地域に対す

る研修事業での委員・講師としての協力要請に積極的に応じている。 

専攻科（生産システム工学専攻、環境システム工学専攻）では、得意とする専門分

野を持つことに加え、他の技術分野の知識と能力を積極的に吸収し、自然環境との調

和を図りながら持続可能な社会を有機的にデザインすることのできる知識と能力を身

に付けた、国際社会で活躍できる実践的技術者の育成を目標に教育を行っている。特

に、「創造デザイン演習」や「デザイン工学」では自分で課題を設定し、必ずしも正解

のない問題やトレードオフな問題に対して、実現可能な具体策を見つける能力、すな

わちエンジニアリングデザイン能力の向上を図っている。また、（独）大学改革支援・

学位授与機構による学士の申請に係る特例申請を行い、生産システム工学専攻（機械

工学、電気電子工学、情報工学）、環境システム工学専攻（応用化学、土木工学）とも

に認定を受け、修了生全員に学士が授与されている。また、専攻科生の学習及び研究

に対する意欲の向上を図ることを目的として、福井大学大学院工学研究科との間に教

育研究に関する協定を、金沢大学大学院自然科学研究科、北陸先端科学技術大学院大

学との間では入学試験に関する協定を締結している。さらに、国際社会で活躍するた

めの技術者には、語学能力と異文化理解能力の向上が必要である。本校独自の専攻科

生の海外派遣事業として、専攻科インターンシップとしての海外インターンシップ、

教員の指導の下に学生自らが計画を立てて行う海外派遣研修制度と、学術協定を結ん

でいるプリンス・オブ・ソンクラ大学工学部（PSU：タイ）へ夏季休業中に 4週間程度

派遣する事業を実施している。 

以上、各学科・教室・専攻科とも、平成２８年度新入生から開始された１年次への

専門科目導入及び３年次からの学際カリキュラム導入が行われた現行カリキュラムを

モデルコアカリキュラムに対応させた上で、相互に連携して教育研究を実施しており、

独創性に富みグローバルな課題へ対応し社会貢献できる人材の育成に、積極的に取り

組む姿勢が見られる。 

 

３．センター等に関する事項 

学生相談室と保健室では、教員と看護士が非常勤の専門カウンセラーの協力を得て、

学生と教職員の保健衛生と精神面の相談業務を円滑に行っている。平成 30 年度にはカウ

ンセラーを 1 名から 2 名に増員､また､来校日数を週 3 日から 4 日に増やし支援環境を強

化した。第 2学生相談室を新たに設置し､障害や心的ストレスに起因して主体的学習に問

題のある学生を支援する場として活用している。さらに、学生対象のハイパーQU テスト

を継続的に実施しており、その活用に関する講演会や勉強会を開催して教員の学生指導
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の支援を行っている。令和 2年度は、カウンセラーの来校時間がコロナに対応するため、

前期と後期で一部変更があった。特別支援については、支援チームを立ち上げ対応して

いる（福井県とも連携）。また、学外研修にも参加している（コロナの為、回数は少なく

なった）。取組としては、相談内容が多岐にわたることからのソーシャルワーカーの動員、

特別支援に関する合理的配慮ついての分担や専門職の動員が検討されている。コロナ対

応としては、ハード的にはカウンセラー業務の時短（前期）、アクリル板やビニールカー

テン（後期）、非接触型体温計を導入した。ソフト的にはアンケートによる心理面での対

応、SNS による情報の発信（一定の効果を確認）を行った。 

図書館は、学生の教育、学生・教職員の研究、地域住民への貢献を目的に設置されて

いる。（1）学習支援、令和 2年度は放送・メディア研究会の協力で、バーチャルオリエ

ンテーション動画を作成し案内できるようにした。ブックハンティングは、学生、さら

に教員にも参加の枠を拡大した。図書の展示にも、工夫を行った。廃棄資料は、2年度も

希望者に無償譲渡されている。（2）研究支援、令和 2年度は福井県地域共同リポジトリ

に参加し検索・閲覧が可能になっている。さらに、JAIRO Claud への移行が検討された。

（3）地域貢献、令和 2年度は他府県図書館の貸し出し依頼があり、隣県にも貢献してい

る。また、東海・北陸地区の図書館館長会議、福井地区大学図書館協議会の幹事校も務

めた。（4）就活支援、令和 2年度は Web.説明会・面接に対応できる様、貸出 PC やツール

を準備して対応した。課題として、寄贈受け入れにおける価値基準の見直し、iPad の準

備、目録所在情報サービル登録を検討している。コロナ対応しては、マスク忘れへの対

応、椅子の数の制限、ペーパータオルによる除菌、ドアの解放等の措置を行った。 

創造教育開発センターでは、「学習支援に関すること」を業務内容に加え、高専機構 Web

シラバスへの移行、学習到達度試験の CBT による実施、学際カリキュラム「プロジェク

ト演習」の実施など、会議や研修会を重ねてそれらの検討を精力的に行っている。令和 2

年度は、学習支援室に関する検討にも参加している。また、コロナ下においても、授業

アンケート、公開授業、FD 研修会等の企画運営も適切に行われた。必要に応じて適宜開

催する教員間ネットワーク会議も行われている。新たな高等教育機関との連係や、Prog

テストも行われ、学生支援に向けて次年度に繋げる予定が組まれた。さらに、令和 2 年

度の特徴として、新任教員勉強会が実施された。課題として、学習支援室、工学倫理ワ

ーキンググループ、新任教員勉強会、Prog テスト BYOD 等の検討が、継続的に実施される

ことである。コロナ対応としては、Office365、Zoom、遠隔授業の工夫に関する FD 研修

の実施等の対応がなされた。 

総合情報処理センターでは、平成 22 年度に導入して平成 27 年度に更新し、第 1～4演

習室、e－Learning 室、図書館の端末を一括管理しながら教育用電子計算機システムを運

用，学生の学習や教員の教育の支援を行なってきている。平成 30 年度には高専機構の準

備した Office365 について、学生が全機能を使用できる環境が整った。また、令和元年

度に本システムの更新が実施され、実施に先だって BYOD への移行等、今後の情報処理教
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育のための基盤整備の転換に向けた情報更新が行われた。令和 2 年 2 月のシステム更新

後は、トラブルなく運用できている。2年度は、機構主催の研修に、4名が参加した。第

1回メール対応訓練には、139 名が参加した。課題としては、遠隔授業が本格化したこと

もあり、校内 WiFi 環境の再検討等、環境整備等が考えられる。コロナ対応としては、パ

ネルの設置、アルコール除菌スプレーの設置、センタースタッフの輪番による巡回や閉

室等の対応を行った。 

地域連携テクノセンターでは、ふくいオープンイノベーション推進機構や高専機構第 3

ブロック研究協働共有化推進ＷＧの活動による連携研究意識の向上の下、県内の産官学

金や他高専との連携を深める事業を 3 名のコーディネーターやアカデミア会員企業の協

力を得ながら推進している。令和 2 年度は、コロナ禍であるが、総件数として、共同研

究が 12 件、技術相談が 3件、研究設備利用依頼が 4件、高専高度化推進経費事業が 7件

であった。地域連携アカデミアには 10 社の新規入会があって合計 96 社となった。さら

に、各種イベントへの出展、主催・共催事業も開催し、連携授業にも参加している。学

生の研究開発意欲や県内企業への就職意欲向上に結び付く努力に関してが、今後の課題

となっている。コロナ対応では、中止になった事業もあったが、Web 開催、時期の変更に

よる対応、また、予定通り行った事業もあった。 

教育研究支援センターでは、日常の教育研究支援活動に加えて、自身の研修事業や一

般向けの公開講座等、多面的な活動を行っている。また、新たな学際カリキュラムに対

応するため、組織を 3 班体制から 2 グループ体制に再編し、従来からの 3 つのワーキン

ググループによる活動の下、“十分な意思疎通と情報共有化を図ると共に報連相体制の維

持・強化”、“知識の蓄積と技術・技能の能力向上”、“技術職員相互の連携の下での技術・

技能の習得と伝承”、“適切な安全教育に対する取り組みの継続的な実証”を掲げた。さ

らに、子どもゆめ基金助成金や校長裁量経費の競争的資金の獲得でも成果も残した。定

期的に、「教育研究支援センター連絡会」も開催している。令和 2年度は、科研費（奨励

研究）も 1 件採択された。職員の緊密且つ有機的な連携強化を図ることが課題になって

いる。コロナ対応としては、スケジュール調整やフォロー対応等を重点的に行った。 

 

４．委員会などに関する事項 

教育システム推進委員会は、本校の教育システムを円滑に運用し、その充実を図ること

を主たる業務としており、PDCA サイクルの機能実態の調査や部署間で解決すべき案件の抽

出、処置を行っている委員会である。各委員会が所管するアンケートと、PDCA サイクルが

適切に実施されていることを確認している。円滑な教育システムの推進に向けた継続的な

委員会活動が求められる。 

情報セキュリティ推進委員会は、関係規定の見直しとともに、Microsoft365 のアカウン

ト不正利用防止に向けた学生への多要素認証導入の決定、教職員への情報セキュリティに

関する講演会を実施した。特に新型コロナウイルス感染症対策として遠隔授業が実施され
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る中、重大な情報セキュリティインシデントが発生しなかったことは、これまでの継続的

な啓発活動の成果と考えられ、評価できる。今後は、日々高度化する外部の攻撃から情報

を守る方法を継続的に教職員・学生に提供するとともに、変更された情報セキュリティ管

理規定にのっとって適切に機密情報が取り扱われているかを点検することも重要である。 

JABEE 委員会は、本校の「環境生産システム工学」教育プログラムが、一般社団法人日本

技術者教育認定機構（以下 JABEE）に令和 3年 3月まで継続して認定される中で、教育プロ

グラムの改善に向けた取り組みを行っている。令和元年度に JABEE 受審不継続が決定され

たことに伴って、見直しが必要な関係規則の調査、審議、報告を行った。 

遺伝子組み換え実験安全委員会は、厳正かつ慎重なる審議の結果、令和 2 年度に 3 件の

遺伝子組み換え実験を承認した。また、関係する法令の制定や改正を学内に周知するとと

もに、病原性微生物などの厳重かつ適切な保管・管理のための指導、関係する調査の実施・

報告を行った。その結果、重大な問題が発生することもなく、例年同様の実績と成果が得

られた。 

知的財産教育委員会は、本校における知的財産の管理や活用、ならびに学生に対する知

的財産教育に関する事項を取り扱っている。専攻科と連携して知的財産に関する講習会を

行い、特許検索競技大会では、28 名の参加者のうち 23 名がスチューデントコース認定を受

けるなどの成果を収めた。また、知的財産教育のカリキュラムへの導入の一環として、弁

理士や知的財産コーディネーターと協力した講習会を全学科で実施した。このほか、知的

財産の資産化に関する情報収集と他機関との連携、特許権及び意匠権の審査といった当初

計画を実施した。学生の知的財産への興味関心を深化させる活動と共に、本校教職員によ

る知的財産創出に向けた支援体制の強化が求められる。 

ネットワーク委員会では、平成 29 年に導入された高専機構統一校内基幹ネットワークシ

ステムの効果的な運用のため、旧基幹システムで運用していた機能を教育用システムの仮

想サーバに移行した。この際に、管理負荷軽減と安定動作の観点から Microsoft Azure を

利用した。また、教職員向けのメールサービスも Microsoft365 の Outlook へ移行した。効

果的な運用に向けた上記の事業を行いつつ、遠隔授業が大過なく実施できたことは評価で

きる。今後は、全学科で実施される BYOD に向けた準備や、KDDI 株式会社の 5G 基地局の本

格利用に向けたサポートが求められる。 

安全衛生委員会は、本校教職員の健全な就労環境維持と健康の維持を主目的としている。

健全な就労環境維持の面では、月 1 回の巡視、就業上のリスク管理のチェック、ハンディ

キャップがある教職員に対する就労環境の整備を行ったが、例年実施している救命処置の

講習会は、コロナウイルスの影響で実施できなかった。また健康の維持の面では、法定健

康診断とストレスチェックの実施と、産業医・カウンセラーとの面談体制の整備、健康増

進に向けた環境整備を行っている。これらの取り組みを継続的に実施した結果、令和 2 年

度一般定期健康診断の有所見率は、前年度とほぼ同水準であった。今後、これらの取り組

みを継続することが重要である。また、新型コロナウイルス対策として、消毒薬の配布や
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マスクの常備などを実施した。当面続くと考えられる新型コロナウイルス感染症に留意し

た職場環境の構築が必要である。 
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件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額
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受託研究 1 440 1 965 2 1,370 2 2,583

寄附金 41 14,537 70 18,517 65 12,970 175 14,664

計 53 17,240 87 24,646 79 17,924 186 20,304

件数（平29～令2） 金額（平29～令2）

☆共同研究の件数欄（　）内の数字は、研究費を伴わない共同研究契約件数で、内数となって
います。

令和元年度

【単位：件、千円】
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区　　分
令和2年度平成29年度 平成30年度
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寄　附　者　名 寄　附　の　目　的 寄附金額（円） 担当教員等

中日本土木株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 60,000 地域連携テクノセンター

あおみ建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社エイコー技術コンサルタント 地域連携テクノセンターの活動支援 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社ウエキグミ 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社デルタコンサルタント 地域連携テクノセンターの活動支援 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社デルタコンサルタント 福井工業高等専門学校の教育研究奨励 200,000
環境都市工学科

吉田　雅穂

株式会社デルタコンサルタント 福井工業高等専門学校の教育研究奨励 200,000
環境都市工学科

辻野　和彦

海洋技術建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

坂川建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

国土防災技術株式会社　福井支店 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

福井鐵工株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社TOKO 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

ジビル調査設計株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社道端組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

吉岡幸株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

株式会社ミルコン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社高野組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

株式会社帝国コンサルタント 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社ホクシン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社辻広組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

レンゴー株式会社　武生工場 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

鯖江精機株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社ワカヤマ 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

大和建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

前田工繊株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社M・T技研 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

日光産業株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社清水組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社鯖江村田製作所 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社ホクコン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

小　　　　　計 ３０件
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寄　附　者　名 寄　附　の　目　的 寄附金額（円） 担当教員等

日本純良薬品株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

島津産機ｼｽﾃﾑｽﾞ株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

ＥＳ株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

タイヨー電子株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

西田建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社見谷組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

一般社団法人滋賀県建設業協会 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

武生特殊鋼材株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

三機工業株式会社　北陸支店 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

岩崎通信機株式会社 秋山研究室の教育研究活動に係る支援 30,000
電気電子工学科

秋山肇

信越化学工業株式会社　武生工場 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 1,000,000 地域連携テクノセンター

株式会社西村組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

丸一調査設計株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

京福ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社エイチアンドエフ 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

轟産業株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

個人寄附者 電子情報工学科川上講師の教育研究支援のため 150,000
電子情報工学科

川上由紀

丹南ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

ミツカワ株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社ワカサコンサル 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社マルツ電波 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社日本ｴｰ･ｴﾑ･ｼｰ 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社ｻｶｲｴﾙｺﾑ 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社日本ピーエス 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社ｊiｇ.jｐ 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

石黒建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

飛島建設株式会社 土木分野における木材利用拡大に関する教育研究 400,000
環境都市工学科

吉田　雅穂

福井工業高等専門学校教育後援会 福井工業高等専門学校の教育奨励 3,600,000 学生課

株式会社フジクラ 電気電子工学科山本教授の教育研究支援のため 250,000
電気電子工学科

山本幸男

明和工業株式会社 地域連携テクノセンターの活動支援 20,000 地域連携テクノセンター

小　　　　　計 ３０件
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寄　附　者　名 寄　附　の　目　的 寄附金額（円） 担当教員等

一般財団法人ホクコン・フィランソロピー基金 コロナ禍等による環境都市工学科・物質工学科の困窮学生に対する就学支援 300,000 環境都市工学科・物質工学科

個人寄附者 有機・高分子材料の研究に関する教育・研究 100,000
物質工学科
古谷昌大

株式会社瀬口組 田村隆弘校長の教育研究活動のため 200,000 田村校長

一般財団法人ヘイシンものづくり育英会 福井工業高等専門学校キャンパスプロジェクト 500,000 学生課

株式会社サンルックス 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

福井工業高等専門学校教育後援会 福井工業高等専門学校の教育奨励 3,670,000 学生課

一般社団法人日本ディープラーニング協会 ディープラーニングコンテストに係る寄附金 30,000
電子情報工学科

村田　知也

個人寄附者 教育研究支援センターの活動に係る支援 100,000 教育研究支援センター

個人寄附者　計77名 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 704,000 環境都市工学科

株式会社田中地質コンサルタント 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 50,000 環境都市工学科

丸高コンクリート工業株式会社 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 10,000 環境都市工学科

株式会社清水組 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 30,000 環境都市工学科

株式会社道端組 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 50,000 環境都市工学科

株式会社坂本土建 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 10,000 環境都市工学科

株式会社カケヒ 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 50,000 環境都市工学科

株式会社リベロ 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 10,000 環境都市工学科

株式会社東部建設 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 10,000 環境都市工学科

角谷木材建設株式会社 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 20,000 環境都市工学科

オリエンタル白石株式会社　大阪支店 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 300,000 環境都市工学科

丸一調査設計株式会社 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 20,000 環境都市工学科

西田建設株式会社 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 10,000 環境都市工学科

福井市翔土会 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 100,000 環境都市工学科

ジビル調査設計株式会社 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 10,000 環境都市工学科

株式会社光陽コンサルタンツ 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 10,000 環境都市工学科

井上商事株式会社 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 50,000 環境都市工学科

株式会社レールテック 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 10,000 環境都市工学科

株式会社日本ピーエス 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 50,000 環境都市工学科

日本原子力発電株式会社　敦賀事業本部 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 50,000 環境都市工学科

株式会社KANSOテクノス 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 10,000 環境都市工学科

ｾｷｻﾝﾋﾟｰｼｰ株式会社 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 10,000 環境都市工学科

小　　　　　計 ３０件

外部資金受入（寄附金内訳（令和２年度））

資料 14 頁



寄　附　者　名 寄　附　の　目　的 寄附金額（円） 担当教員等

株式会社柿本商会 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 100,000 環境都市工学科

海洋技術建設株式会社 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 30,000 環境都市工学科

株式会社プラス設計開発 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 100,000 環境都市工学科

一般社団法人滋賀県建設業協会 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 10,000 環境都市工学科

株式会社坂川組 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 20,000 環境都市工学科

坂川建設株式会社 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 50,000 環境都市工学科

株式会社キミコン 環境都市工学科の教育研究地域貢献推進基金 10,000 環境都市工学科

株式会社日立ソリューションズ東日本 電気電子工学科山本教授の教育研究支援のため 150,000
電気電子工学科

山本幸男

株式会社日立ソリューションズ東日本 電子情報工学科小越准教授の教育研究支援のため 150,000
電子情報工学科

小越咲子

合　　　　　計 ９９件 14,664,000

外部資金受入（寄附金内訳（令和２年度））
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寄　附　者　名 寄　附　の　目　的 寄附金額（円） 担当教員等

日本純良薬品株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社武田機械 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社西村組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

轟産業株式会社
環境都市工学科　山田幹雄教授

の教育研究奨励
300,000

環境都市工学科
山田幹雄教授

株式会社帝国コンサルタント 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

丸一調査設計株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社高野組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

三機工業株式会社北陸支店 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社ホクシン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

坂川建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

吉岡幸株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

信越化学工業株式会社 武生工場 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 1,000,000 地域連携テクノセンター

鯖江精機株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社マルツ電波 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

東工シャッター株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

丹南ケーブルテレビ株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

井上商事株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

大和建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社ホクコン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

西田建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

武生特殊鋼材株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社Ｍ・Ｔ技研 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社ミルコン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社清水組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

日東電工株式会社豊橋事業所 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社日本ピーエス 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

日光産業株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

レンゴー株式会社武生工場 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

ミツカワ株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社トクヤマエムテック 田村隆弘校長への教育研究奨励 50,000 田村隆弘校長

小　　　　　計 ３０件

外部資金受入（寄附金内訳（令和元年度））
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寄　附　者　名 寄　附　の　目　的 寄附金額（円） 担当教員等

前田工繊株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社ワカヤマ 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

轟産業株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

株式会社見谷組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

株式会社サンルックス 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

ジビル調査設計株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社ワカサコンサル 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社ナンバーフォー 福井工業高等専門学校の教育研究奨励 300,000
電子情報工学科
小松貴大教員

株式会社日本エー・エム・シー 福井工業高等専門学校の教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

京福コンサルタント株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

島津産機システムズ株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

一般財団法人ヘイシンものづくり育英
会

福井工業高等専門学校キャンパスプロジェクトに係る研究
奨励

500,000 福井工業高等専門学校長

福井工業高等専門学校　教育後援会 福井工業高等専門学校の教育研究奨励 3,600,000 福井工業高等専門学校長

株式会社辻広組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

前島　圭太
福井工業高等専門学校学生の学習・教育への支援（図書

購入）
100,000 福井工業高等専門学校長

株式会社エイチアンドエフ 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社フジクラ
電気電子工学科　山本幸男教授

の教育研究奨励
500,000

電気電子工学科
山本幸男教授

飛島建設株式会社
環境都市工学科吉田雅穂教授の土木分野における木材利

用拡大に関する教育研究奨励
400,000

環境都市工学科
吉田雅穂教授

株式会社jig.jp 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

TMTマシナリー株式会社 繊維機械の機構に関する教育研究活動に係る支援 500,000
機械工学科

金田直人講師

福井鐵工株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社川上測量コンサルタント 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

石黒建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

岩崎通信機株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

タイヨー電子株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

国土防災技術株式会社福井支店 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社サイエンスクラフト 環境都市工学科の教育研究奨励 20,000 環境都市工学科

株式会社ガイアート北陸支店 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社岩尾組
福井工業高等専門学校の教育研究支援（ロボコンへの支

援）
10,000

機械工学科
亀山建太郎教員

小山　正芳
福井工業高等専門学校の教育研究支援（ロボコンへの支

援）
10,000

機械工学科
亀山建太郎教員

小　　　　　計 ３０件

外部資金受入（寄附金内訳（令和元年度））
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寄　附　者　名 寄　附　の　目　的 寄附金額（円） 担当教員等

中村建設株式会社 福井工業高等専門学校の教育研究支援 200,000 田村隆弘校長

福井工業高等専門学校　教育後援会 福井工業高等専門学校の教育研究支援 3,670,000 福井工業高等専門学校長

福井工業高等専門学校いいあい会 福井工業高等専門学校の教育研究支援 200,000
電気電子工学科、電子情報工学

科

一般社団法人KOSENメディアラボ
「2019高専防災コンテスト‐第2回地域防災力向上チャレン
ジ‐」で提案した「消火栓を用いた小電力発電システム」の

活動を支援するため
110,000

電子情報工学科
秋山肇教員

株式会社鯖江村田製作所 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社大栄製作所 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社ﾁｪﾝｼﾞﾋﾞｼﾞｮﾝ 福井工業高等専門学校の教育研究奨励 300,000
電子情報工学科
小松貴大教員

武生府中ロータリークラブ 地域連携テクノセンターの活動支援 100,000 地域連携テクノセンター

合　　　　　計 ６８件 13,570,000

外部資金受入（寄附金内訳（令和元年度））
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寄　附　者　名 寄　附　の　目　的 寄附金額（円） 担当教員等

西田建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

三機工業株式会社北陸支店 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

轟産業株式会社
環境都市工学科　山田幹雄教授

の教育研究奨励
300,000

環境都市工学科
山田幹雄教授

公益財団法人電気通信普及財団
電気電子工学科　堀川隼世助教

の教育研究奨励
1,260,000

電気電子工学科
堀川隼世助教

坂川建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社帝国コンサルタント 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

鯖江精機株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

丸一調査設計株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

ジビル調査設計株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

ミツカワ株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社Ｍ・Ｔ技研 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社ワカヤマ 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社ミルコン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社ホクシン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社高野組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

株式会社ホクコン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社関組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社日本ピーエス 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

丹南ケーブルテレビ株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

大和建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

信越化学工業株式会社 武生工場 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 1,000,000 地域連携テクノセンター

轟産業株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

吉岡幸株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

株式会社清水組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社辻広組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 200,000 地域連携テクノセンター

京福コンサルタント株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

前田工繊株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

武生特殊鋼材株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社ワカサコンサル 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

レンゴー株式会社武生工場 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

小　　　　　計 ３０件 3,580,000

外部資金受入（寄附金内訳（平成30年度））
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寄　附　者　名 寄　附　の　目　的 寄附金額（円） 担当教員等

東工シャッター株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社日本エー・エム・シー 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

公益財団法人旭硝子財団  電気電子工学科　松浦徹准教授の教育研究奨励 1,900,000
電気電子工学科　            松浦

徹准教授

ＴＭＴマシナリー株式会社  機械工学科　金田教員・芳賀教員のの教育研究奨励 500,000
機械工学科

金田直人教員・芳賀正和教員

一般財団法人ヘイシンものづくり育英
会

福井工業高等専門学校キャンパスプロジェクトに
係る研究奨励

500,000 福井工業高等専門学校長

株式会社サンルックス 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

環水工房有限会社  物質工学科高山教員のの教育研究奨励 100,000
物質工学科

高山勝己教授

福井鐵工株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社フジクラ
電気電子工学科　山本幸男教授

の教育研究奨励
500,000

電気電子工学科
山本幸男教授

井上商事株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社見谷組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 60,000 地域連携テクノセンター

飛島建設株式会社
環境都市工学科　吉田雅穂教授

の教育研究奨励
400,000

環境都市工学科
吉田雅穂教授

株式会社エイチアンドエフ 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

日光産業株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

福井工業高等専門学校
教育後援会

福井工業高等専門学校の教育研究奨励 3,600,000 福井工業高等専門学校長

一般社団法人近畿建設協会
環境都市工学科　吉田雅穂教授

の教育研究奨励
1,000,000

環境都市工学科
吉田雅穂教授

株式会社jig.jp 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

福井工業高等専門学校
教育後援会

福井工業高等専門学校の教育研究奨励 3,670,000 福井工業高等専門学校長

日東電工株式会社豊橋事業所 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社マルツ電波 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社道端組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

公益財団法人大倉和親記念財団
一般科目教室　長谷川　智晴准教授

の教育研究奨励
1,000,000

一般科目教室
長谷川　智晴准教授

公益財団法人　NSKメカトロニクス技
術高度化財団

機械工学科　金田直人講師の
教育研究奨励

500,000
機械工学科

金田直人講師

武生府中ロータリークラブ 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社田中地質コンサルタント 環境都市工学科　辻野教員の教育研究奨励 100,000
環境都市工学科
辻野和彦教員

株式会社デルタコンサルタント
環境都市工学科　吉田雅穂教授

の教育研究奨励
300,000

環境都市工学科
吉田雅穂教授

合　　　　　計 ５６件 18,370,000

【修学支援事業基金】

寄　附　者　名 寄　附　の　目　的 寄附金額（円） 担当教員等

福井工業高等専門学校教職員
(14件）

修学支援事業 147,000 －

合　　　　　計 １４件 147,000

外部資金受入（寄附金内訳（平成30年度））
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寄　附　者　名 寄　附　の　目　的 寄附金額（円） 担当教員等

轟産業株式会社
環境都市工学科　山田幹雄教授

の教育研究奨励
300,000

環境都市工学科
山田幹雄教授

小泉貞之
物質工学科　後反克典教員

の教育研究奨励
300,000

物質工学科
後反克典教員

京福コンサルタント株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

ジビル調査設計株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社Ｍ・Ｔ技研 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

東工シャッター株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

丹南ケーブルテレビ株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

大和建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社ホクコン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

信越化学工業株式会社 武生工場 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 1,000,000 地域連携テクノセンター

株式会社ミルコン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社ホクシン 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

福井めがね工業株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

坂川建設株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

北伸電機株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社関組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

丸一調査設計株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社帝国コンサルタント 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社エイチアンドエフ 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

吉岡幸株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

株式会社清水組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社サンルックス 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

前田工繊株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

轟産業株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

株式会社日本ピーエス 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

武生特殊鋼材株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社ワカサコンサル 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社チェンジビジョン
電子情報工学科　小松貴大教員

の教育研究奨励
300,000

電子情報工学科
小松貴大教員

株式会社日本エー・エム・シー 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 100,000 地域連携テクノセンター

株式会社見谷組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

小　　　　　計 ３０件

外部資金受入（寄附金内訳（平成29年度））
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寄　附　者　名 寄　附　の　目　的 寄附金額（円） 担当教員等

株式会社デンソー 第７回小水力発電アイディアコンテストのため 487,000
機械工学科藤田教授，電気電子
工学科山本教授，環境都市工学

科田安准教授

ＴＭＴマシナリー株式会社
機械工学科　金田教員・芳賀教員の

の教育研究奨励
500,000

機械工学科
金田直人・芳賀正和

福井工業高等専門学校
教育後援会

福井工業高等専門学校の教育研究奨励 2,000,000 福井工業高等専門学校長

飛島建設株式会社
環境都市工学科　吉田雅穂教授

の教育研究奨励
400,000

環境都市工学科
吉田雅穂教授

株式会社ワカヤマ 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

株式会社高野組 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 40,000 地域連携テクノセンター

鯖江精機株式会社 地域連携テクノセンターの教育研究奨励 20,000 地域連携テクノセンター

一般社団法人日本建築設計学会 野々村善民教授の教育研究奨励 120,000
環境都市工学科
野々村善民教授

福井工業高等専門学校
教育後援会

福井工業高等専門学校の教育研究奨励 5,770,000 福井工業高等専門学校長

株式会社デルタコンサルタント
環境都市工学科　吉田雅穂教授

の教育研究奨励
300,000

環境都市工学科
吉田雅穂教授

公益財団法人電気通信普及財団
電子情報工学科　川上由紀講師

の教育研究奨励
2,000,000

電子情報工学科
川上由紀講師

合　　　　　計 ４１件 14,537,000

外部資金受入（寄附金内訳（平成29年度））
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（件）

年　度 出前授業 公開講座 合    計

平成29年度 22 20 42

平成30年度 16 21 37

令和元年度 19 19 38

令和2年度 15 5 20

合  計 72 65 137

出前授業・公開講座実施一覧
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小
学

校
（

鯖
江

市
）

飛
ば

そ
う

!
ス

ト
ロ

ー
飛

行
機

田
中

嘉
津

彦
、

芳
賀

正
和

、
金

田
直

人
、

山
田

健
太

郎
小

学
3
年

生
1
0
0
名

、
保

護
者

9
0
名

（
計

1
9
0
名

）

1
1
月

9
日

勝
山

市
教

育
会

館
（

勝
山

市
）

親
子

で
お

も
ち

ゃ
づ

く
り

田
中

嘉
津

彦
、

芳
賀

正
和

、
藤

田
祐

介
小

学
1
～

6
年

生
2
1
名

、
保

護
者

1
5
名

（
計

3
6
名

）

1
1
月

1
6
日

大
虫

小
学

校
(
越

前
市

)
お

も
ち

ゃ
づ

く
り

か
ら

学
ぶ

サ
イ

エ
ン

ス
芳

賀
正

和
、

金
田

直
人

、
山

田
健

太
郎

、
藤

田
祐

介
小

学
5
年

生
5
8
名

、
保

護
者

5
8
名

（
計

1
1
6
名

）

2
月

1
日

中
藤

島
公

民
館

（
福

井
市

）
親

子
で

お
も

ち
ゃ

づ
く

り
と

空
気

砲
体

験
田

中
嘉

津
彦

、
芳

賀
正

和
、

山
田

健
太

郎
、

藤
田

祐
介

小
学

2
～

4
年

生
1
1
名

、
保

護
者

1
0
名

（
計

2
1
名

）

2
月

8
日

鯖
江

青
年

の
家

（
鯖

江
市

）
親

子
で

簡
単

プ
ロ

グ
ラ

ミ
ン

グ
講

座
米

田
知

晃
、

丸
山

晃
生

、
堀

川
準

世
、

中
村

孝
史

小
学

1
～

6
4
年

生
2
2
名

、
保

護
者

2
0
名

（
計

4
2
名

）

6
月

2
8
日

鳴
鹿

小
学

校
(
坂

井
市

)
I
c
h
i
g
o
-
j
a
m
に

よ
る

プ
ロ

グ
ラ

ミ
ン

グ
入

門
青

山
義

弘
、

波
多

浩
昭

、
小

松
貴

大
、

堀
井

直
宏

、
清

水
幹

朗
、

福
野

氏
、

木
園

氏
小

学
5
・

6
年

生
4
0
名

（
計

4
0
名

）

7
月

2
7
日

武
生

第
三

中
学

校
（

越
前

市
）

越
前

市
ロ

ボ
ッ

ト
製

作
教

室
亀

山
建

太
郎

、
西

仁
司

小
中

学
生

5
9
名

、
保

護
者

1
5
名

（
計

7
4
名

）

1
1
月

1
7
日

春
江

東
小

学
校

(
坂

井
市

)
I
c
h
i
g
o
j
a
m
に

よ
る

プ
ロ

グ
ラ

ミ
ン

グ
入

門
青

山
義

弘
、

齋
藤

徹
、

小
松

貴
大

、
清

水
幹

郎
、

福
野

氏
小

学
5
・

6
年

生
3
9
名

、
保

護
者

2
4
名

（
計

6
3
名

）

9
月

1
4
日

中
藤

島
公

民
館

（
福

井
市

）
超

低
温

の
科

学
髙

山
勝

巳
、

松
井

栄
樹

、
松

野
敏

英
、

川
村

敏
之

、
坂

元
知

里
、

廣
部

ま
ど

か
、

片
岡

裕
一

小
学

1
～

3
年

生
生

5
0
名

、
保

護
者

5
名

（
計

5
5
名

）

1
1
月

1
0
日

開
成

中
学

校
(
大

野
市

)
超

低
温

の
科

学
津

田
良

弘
、

後
反

克
典

、
川

村
敏

之
、

佐
々

和
洋

小
学

3
年

生
2
0
名

、
保

護
者

1
7
名

（
計

3
7
名

）

1
1
月

1
6
日

川
西

中
学

校
(
福

井
市

)
ス

ラ
イ

ム
時

計
と

発
泡

ウ
レ

タ
ン

津
田

良
弘

、
髙

山
勝

巳
、

松
井

栄
樹

、
坂

元
知

里
、

片
岡

裕
一

、
舟

洞
久

人
中

学
生

1
4
0
名

（
計

1
4
0
名

）

1
月

1
0
日

松
岡

小
学

校
(
永

平
寺

町
)

ス
ラ

イ
ム

と
ス

ラ
イ

ム
時

計
津

田
良

弘
、

後
反

克
典

小
学

2
年

生
6
6
名

、
保

護
者

1
0
名

（
計

7
6
名

）

出
前

授
業

実
施

内
訳

（
令

和
元

年
度

）

　
　

■
　

機
　

械
　

工
　

学
　

科
　

　
　

■
　

電
　

気
　

電
　

子
　

工
　

学
　

科
　

　
　

■
　

電
　

子
　

情
　

報
　

工
　

学
　

科

　
　

■
　

物
　

質
　

工
　

学
　

科
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実
施
日

出
前
授
業
先

概
　

　
　

　
要

担
当

教
職

員
対

象
者

（
参

加
者

数
）

7
月

2
4
日

嚮
陽

会
館

（
鯖

江
市

）
高

校
生

が
で

き
る

防
災

に
つ

い
て

辻
子

裕
二

、
大

西
淑

子
高

校
生

7
2
名

、
教

職
員

3
6
名

（
計

1
0
8
名

）

7
月

2
9
日

福
井

市
研

修
セ

ン
タ

ー
（

福
井

市
）

防
災

に
関

す
る

講
義

(
福

井
職

員
研

修
)

辻
子

裕
二

福
井

市
小

中
学

校
事

務
職

員
6
0
名

（
計

6
0
名

）

7
月

2
0
日

麻
生

津
公

民
館

（
福

井
市

）
麻

生
津

公
民

館
教

育
授

業
(
ブ

ラ
ブ

ラ
あ

そ
う

づ
収

録
)

岡
本

拓
夫

地
区

住
民

1
8
名

（
計

1
8
名

）

6
月

1
6
日

嚮
陽

会
館

（
鯖

江
市

）
福

井
高

専
科

学
実

験
教

室
舟

洞
久

人
、

清
水

幹
郎

、
山

田
建

太
郎

年
少

～
中

学
生

1
7
名

、
保

護
者

1
7
名

（
計

3
4
名

）

　
　

■
　

環
　

境
　

都
　

市
　

工
　

学
　

科
　

　
　

■
　

一
般

科
目

教
室

（
自

然
科

学
系

）

　
　

■
　

教
　

育
　

研
　

究
　

支
　

援
　

セ
　

ン
　

タ
　

ー
　

計
　

　
　

1
9
　

　
　

件

出
前

授
業

実
施

内
訳

（
令

和
元

年
度

）
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実
施
日

出
前
授
業
先

概
　

　
　

　
要

担
当

教
職

員
対

象
者

（
参

加
者

数
）

6
月

2
日

金
津

東
小

学
校

（
あ

わ
ら

市
）

親
子

で
お

も
ち

ゃ
づ

く
り

村
中

貴
幸

、
千

徳
英

介
小

学
1
・

3
年

生
4
0
名

、
保

護
者

4
0
名

（
計

8
0
名

）

6
月

1
7
日

酒
生

小
学

校
（

福
井

市
）

親
子

で
お

も
ち

ゃ
づ

く
り

体
験

田
中

嘉
津

彦
、

芳
賀

正
和

、
藤

田
祐

介
小

学
2
年

生
3
2
名

、
保

護
者

3
2
名

（
計

6
4
名

）

7
月

2
8
日

武
生

第
二

中
学

校
（

越
前

市
）

第
9
回

越
前

市
ロ

ボ
ッ

ト
製

作
教

室
亀

山
建

太
郎

小
中

学
生

6
6
名

、
保

護
者

2
1
名

（
計

8
7
名

）

1
1
月

1
0
日

勝
山

市
教

育
会

館
（

勝
山

市
）

親
子

で
お

も
ち

ゃ
づ

く
り

体
験

田
中

嘉
津

彦
、

芳
賀

正
和

、
藤

田
祐

介
年

中
～

小
学

5
年

生
2
4
名

、
保

護
者

1
6
名

（
計

4
0
名

）

1
1
月

1
7
日

大
虫

小
学

校
（

越
前

市
）

お
も

ち
ゃ

づ
く

り
か

ら
学

ぶ
サ

イ
エ

ン
ス

田
中

嘉
津

彦
、

芳
賀

正
和

、
金

田
直

人
、

藤
田

祐
介

、
山

田
健

太
郎

小
学

5
年

生
6
1
名

、
保

護
者

6
1
名

（
計

1
2
2
名

）

6
月

3
0
日

吉
野

小
学

校
（

永
平

寺
町

）
電

気
の

力
で

パ
ン

を
作

ろ
う

米
田

知
晃

、
大

久
保

茂
、

佐
藤

匡
、

久
保

杏
奈

小
学

校
4
年

生
1
4
名

、
保

護
者

1
5
名

、
そ

の
他

1
名

（
計

3
0

名
）

1
2
月

1
5
日

豊
公

民
館

（
鯖

江
市

）
電

気
の

力
で

パ
ン

を
作

ろ
う

米
田

知
晃

、
松

浦
徹

、
堀

川
隼

世
、

北
野

公
崇

小
学

生
1
5
名

、
保

護
者

1
5
名

（
計

3
0
名

）

1
月

2
6
日

鯖
江

青
年

の
家

（
鯖

江
市

）
親

子
で

簡
単

電
子

工
作

米
田

知
晃

、
山

本
幸

男
、

秋
山

肇
、

丸
山

晃
生

、
中

村
孝

史
小

学
4
年

生
～

中
学

生
1
1
名

、
保

護
者

1
1
名

（
計

2
2
名

）

8
月

2
5
日

武
生

第
二

中
学

校
（

越
前

市
）

第
9
回

越
前

市
ロ

ボ
ッ

ト
製

作
教

室
亀

山
建

太
郎

、
西

仁
司

小
中

学
生

3
2
名

、
保

護
者

6
名

（
計

3
8
名

）

7
月

8
日

富
田

小
学

校
（

大
野

市
）

ス
ラ

イ
ム

時
計

作
製

津
田

良
弘

、
松

井
栄

樹
、

坂
元

知
里

、
片

岡
裕

一
、

舟
洞

久
人

、
廣

部
ま

ど
か

小
学

3
年

生
1
6
名

、
保

護
者

1
6
名

、
そ

の
他

1
名

（
計

3
3
名

）

7
月

2
2
日

春
江

東
小

学
校

（
坂

井
市

）
ス

ラ
イ

ム
時

計
を

つ
く

ろ
う

上
島

晃
智

、
佐

々
和

洋
、

川
村

敏
之

、
松

野
敏

英
、

後
反

克
典

、
西

野
純

一
小

学
6
年

生
4
1
名

、
保

護
者

4
3
名

（
計

8
4
名

）

8
月

4
日

中
央

公
民

館
（

あ
わ

ら
市

）
超

低
温

の
世

界
上

島
晃

智
、

西
野

純
一

、
片

岡
裕

一
、

舟
洞

久
人

小
学

生
2
6
名

、
保

護
者

2
6
名

（
計

5
2
名

）

1
1
月

1
0
日

河
和

田
小

学
校

（
鯖

江
市

）
ス

ラ
イ

ム
時

計
を

つ
く

ろ
う

後
反

克
典

、
松

野
敏

英
、

西
野

純
一

、
舟

洞
久

人
、

片
岡

裕
一

小
学

校
1
～

6
年

生
1
8
名

、
保

護
者

3
名

（
計

2
1
名

）

2
月

2
日

中
藤

島
公

民
館

（
福

井
市

）
ス

ラ
イ

ム
時

計
を

つ
く

ろ
う

後
反

克
典

、
川

村
敏

之
、

西
野

純
一

小
学

1
～

3
年

生
生

1
9
名

、
保

護
者

7
名

（
計

2
6
名

）

出
前

授
業

実
施

内
訳

（
平

成
3
0
年

度
）

　
　

■
　

機
　

械
　

工
　

学
　

科
　

　
　

■
　

電
　

気
　

電
　

子
　

工
　

学
　

科
　

　
　

■
　

電
　

子
　

情
　

報
　

工
　

学
　

科

　
　

■
　

物
　

質
　

工
　

学
　

科
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実
施
日

出
前
授
業
先

概
　

　
　

　
要

担
当

教
職

員
対

象
者

（
参

加
者

数
）

6
月

9
日

明
新

公
民

館
（

福
井

市
）

親
子

防
災

学
習

辻
子

裕
二

小
学

生
6
名

、
保

護
者

6
名

（
計

1
2
名

）

6
月

1
7
日

嚮
陽

会
館

（
鯖

江
市

）
火

っ
て

な
ん

で
つ

く
ん

だ
ろ

う
？

白
﨑

恭
子

、
舟

洞
久

人
、

清
水

幹
郎

、
片

岡
裕

一
小

学
生

2
2
名

、
保

護
者

1
8
名

（
計

4
0
名

）

　
　

■
　

教
　

育
　

研
　

究
　

支
　

援
　

セ
　

ン
　

タ
　

ー
　

計
　

　
　

1
6
　

　
　

件

　
　

■
　

環
　

境
　

都
　

市
　

工
　

学
　

科
　

出
前

授
業

実
施

内
訳

（
平

成
3
0
年

度
）
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実
施
日

出
前
授
業
先

概
　

　
　

　
要

担
当

教
職

員
対

象
者

（
参

加
者

数
）

6
月

1
7
日

大
虫

小
学

校
（

越
前

市
）

お
も

ち
ゃ

づ
く

り
か

ら
学

ぶ
サ

イ
エ

ン
ス

田
中

嘉
津

彦
、

芳
賀

正
和

、
金

田
直

人
、

藤
田

祐
介

小
学

校
5
年

生
5
1
名

、
保

護
者

6
7
名

（
計

1
1
8
名

）

8
月

1
0
日

し
ら

や
ま

学
童

ク
ラ

ブ
（

越
前

市
）

お
も

ち
ゃ

づ
く

り
か

ら
学

ぶ
サ

イ
エ

ン
ス

田
中

嘉
津

彦
、

村
中

貴
幸

小
学

生
1
～

5
年

生
2
0
名

8
月

1
9
日

あ
わ

ら
市

中
央

公
民

館
（

あ
わ

ら
市

）
親

子
で

お
も

ち
ゃ

づ
く

り
と

空
気

砲
体

験
安

丸
尚

樹
、

五
味

伸
之

あ
わ

ら
市

内
の

小
学

生
と

そ
の

保
護

者
4
3
名

1
1
月

1
2
日

春
江

東
小

学
校

（
坂

井
市

）
親

子
で

お
も

ち
ゃ

づ
く

り
と

空
気

砲
体

験
安

丸
尚

樹
、

千
徳

英
介

、
五

味
伸

之
小

学
校

3
～

4
年

生
3
8
名

、
保

護
者

3
8
名

（
計

7
6
名

）

6
月

1
0
日

吉
野

小
学

校
（

吉
田

郡
永

平
寺

町
）

電
気

の
力

で
パ

ン
を

作
ろ

う
西

城
理

志
、

大
久

保
茂

、
佐

藤
匡

、
北

野
公

崇
、

久
保

杏
奈

小
学

校
5
年

生
1
1
名

、
保

護
者

1
9
名

（
計

3
0
名

）

9
月

1
7
日

美
浜

町
エ

ネ
ル

ギ
ー

環
境

教
育

体
験

館
「

き
い

ぱ
す

」
（

美
浜

町
）

組
み

立
て

ブ
ロ

ッ
ク

を
用

い
た

プ
ロ

グ
ラ

ミ
ン

グ
入

門
山

本
幸

男
、

中
村

孝
史

小
学

生
1
4
名

、
保

護
者

8
名

（
計

2
2
名

）

1
1
月

2
6
日

鯖
江

青
年

の
家

（
鯖

江
市

）
親

子
で

簡
単

プ
ロ

グ
ラ

ミ
ン

グ
講

座
米

田
知

晃
、

松
浦

徹
、

堀
川

隼
世

、
中

村
孝

史
小

学
2
～

6
年

生
1
9
名

と
そ

の
保

護
者

1
7
名

（
計

3
6
名

）

2
月

1
2
日

美
浜

町
エ

ネ
ル

ギ
ー

環
境

教
育

体
験

館
「

き
い

ぱ
す

」
（

美
浜

町
）

親
子

ロ
ボ

ッ
ト

教
室

山
本

幸
男

小
学

生
２

０
名

お
よ

び
そ

の
保

護
者

1
6
名

（
計

3
6
名

）

2
月

2
5
日

美
浜

町
エ

ネ
ル

ギ
ー

環
境

教
育

体
験

館
「

き
い

ぱ
す

」
（

美
浜

町
）

親
子

ロ
ボ

ッ
ト

教
室

山
本

幸
男

、
中

村
孝

史
小

学
生

3
5
名

お
よ

び
そ

の
保

護
者

2
8
名

（
計

6
3
名

）

5
月

1
4
日

福
井

県
児

童
科

学
館

（
坂

井
市

）
L
E
G
O
ロ

ボ
ッ

ト
で

プ
ロ

グ
ラ

ミ
ン

グ
斉

藤
徹

、
小

松
貴

大
福

井
県

児
童

科
学

館
の

来
場

者
1
5
名

6
月

2
0
日

武
生

第
5
中

学
校

（
越

前
市

）
※

遠
隔

授
業

情
報

に
関

す
る

技
術

-
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
よ

る
計

測
制

御
-

西
仁

司
中

学
生

1
4
名

、
大

人
5
名

（
計

1
9
名

）

7
月

5
日

武
生

第
二

中
学

校
（

越
前

市
）

※
遠

隔
授

業
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
を

使
っ

た
計

測
・

制
御

西
仁

司
中

学
生

2
6
名

、
教

員
1
名

（
計

2
7
名

）

7
月

2
9
日

越
前

市
技

術
・

家
庭

科
研

究
会

（
越

前
市

）
第

8
回

越
前

市
中

学
生

ロ
ボ

ッ
ト

製
作

教
室

西
仁

司
、

亀
山

建
太

郎
越

前
市

内
の

小
中

学
生

8
7
名

、
大

人
2
2
名

（
計

1
0
9
名

）

6
月

1
0
日

平
章

小
学

校
（

坂
井

市
）

ス
ラ

イ
ム

時
計

を
つ

く
ろ

う
後

反
克

典
、

津
田

良
弘

、
川

村
敏

之
、

片
岡

裕
一

、
舟

洞
久

人
小

学
校

2
年

生
4
8
名

、
保

護
者

4
8
名

（
計

9
6
名

）

7
月

2
8
日

神
明

公
民

館
（

鯖
江

市
）

ス
ラ

イ
ム

時
計

を
つ

く
ろ

う
津

田
良

弘
、

片
岡

裕
一

、
舟

洞
久

人
神

明
小

学
校

・
鳥

羽
小

学
校

の
小

学
生

1
3
名

、
保

護
者

1
2
名

（
計

2
5
名

）

1
1
月

1
1
日

勝
山

市
教

育
会

館
（

勝
山

市
）

極
低

温
の

世
界

後
反

克
典

、
川

村
敏

之
、

松
野

敏
英

、
片

岡
裕

一
、

廣
部

ま
ど

か
小

学
生

1
7
名

、
保

護
者

1
5
名

（
計

3
2
名

）

　
　

■
　

物
　

質
　

工
　

学
　

科
　

出
前

授
業

実
施

内
訳

（
平

成
2
9
年

度
）

　
　

■
　

機
　

械
　

工
　

学
　

科
　

　
　

■
　

電
　

気
　

電
　

子
　

工
　

学
　

科
　

　
　

■
　

電
　

子
　

情
　

報
　

工
　

学
　

科
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実
施
日

出
前
授
業
先

概
　

　
　

　
要

担
当

教
職

員
対

象
者

（
参

加
者

数
）

7
月

2
6
日

福
井

県
民

ホ
ー

ル
（

A
O
S
S
A
6
階

）
養

護
教

諭
の

危
機

管
理

（
災

害
時

の
シ

ュ
ミ

レ
ー

シ
ョ

ン
）

辻
子

裕
二

福
井

県
内

の
養

護
教

諭
6
5
名

7
月

2
7
日

南
条

地
区

公
民

館
（

南
越

前
町

）
学

校
保

健
会

夏
季

研
修

会
辻

子
裕

二
南

条
地

区
教

職
員

4
9
名

8
月

7
日

宝
永

小
学

校
（

福
井

市
）

H
U
G
研

修
（

災
害

時
避

難
所

想
定

）
辻

子
裕

二
教

職
員

2
2
名

8
月

1
8
日

敦
賀

北
公

民
館

（
敦

賀
市

）
幼

稚
園

に
お

け
る

防
災

に
つ

い
て

辻
子

裕
二

幼
稚

園
教

諭
2
2
名

1
0
月

3
0
日

武
生

西
小

学
校

（
越

前
市

）
学

校
が

避
難

所
と

な
っ

た
場

合
の

対
応

辻
子

裕
二

武
生

西
小

学
校

・
西

幼
稚

園
の

教
職

員
3
0
名

3
月

3
日

福
井

県
市

町
村

職
員

共
済

組
合

芦
原

保
養

所
「

超
路

」
（

あ
わ

ら
市

）
「

あ
わ

ら
ふ

く
し

塾
」

克
災

の
た

め
の

老
若

男
女

そ
れ

ぞ
れ

の
役

割
辻

子
裕

二
一

般
市

民
、

民
生

委
員

、
複

視
推

進
員

、
各

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

等
、

5
0
名

計
　

　
　

2
2
　

　
　

件

出
前

授
業

実
施

内
訳

（
平

成
2
9
年

度
）

　
　

■
　

環
　

境
　

都
　

市
　

工
　

学
　

科
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実
　

　
施

　
　

日
講

　
　

　
　

座
　

　
　

　
名

受
講

対
象

者
／

募
集

定
員

受
講

者
数

（
名

）

9
/
2
2
(
火

・
祝

)
，

2
7
(
日

)
，

1
1
/
1
(
日

)
英

検
３

級
合

格
を

め
ざ

し
て

－
受

験
対

策
講

座
－

小
学

生
，

中
学

生
～

一
般

/
2
0
名

8

1
0
/
4
(
日

)
中

学
生

の
た

め
の

英
語

講
座

－
「

高
専

入
試

問
題

」
攻

略
法

と
「

洋
画

・
洋

楽
」

を
用

い
た

英
語

楽
習

法
－

中
学

3
年

生
/
2
0
名

1
9

1
0
/
1
1
（

日
）

「
界

面
活

性
剤

は
鎹

（
か

す
が

い
）

」
！

生
活

の
立

役
者

、
界

面
活

性
剤

を
学

び
ま

し
ょ

う
！

中
学

生
/
2
0
名

9

1
0
/
2
4
（

土
）

中
学

生
の

た
め

の
数

学
講

座
－

高
専

の
入

試
問

題
で

学
ぼ

う
－

中
学

3
年

生
/
2
0
名

1
9

1
1
/
2
1
(
土

)
,
2
2
（

日
）

中
学

生
の

た
め

の
理

科
講

座
2
0
2
0
―

高
専

の
入

試
問

題
で

学
ぼ

う
中

学
3
年

生
/
1
5
名

1
2

合
　

　
　

計
5
件

公
開

講
座

実
施

内
訳

（
令

和
2
年

度
）
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実
　

　
施

　
　

日
講

　
　

　
　

座
　

　
　

　
名

受
講

対
象

者
／

募
集

定
員

受
講

者
数

（
名

）

7
/
1
5
(
月

・
祝

)
粘

菌
を

知
ろ

う
！

小
学

校
3
年

生
～

中
学

生
（

小
学

生
は

保
護

者
同

伴
が

望
ま

し
い

）
/
1
5
名

1
4

7
/
2
1
(
日

)
オ

リ
ジ

ナ
ル

栞
を

つ
く

ろ
う

2
0
1
9

中
学

生
/
1
0
名

9

7
/
2
7
(
土

)
手

作
り

ス
ピ

ー
カ

ー
で

音
楽

を
聞

い
て

み
よ

う
～

電
磁

力
の

応
用

～
中

学
生

/
8
名

8

7
/
2
7
（

土
）

不
思

議
な

タ
イ

ル
張

り
小

学
校

4
年

生
～

中
学

生
/
1
5
名

1
5

7
/
2
8
（

日
）

中
学

生
の

た
め

の
作

文
講

座
中

学
3
年

生
/
1
5
名

1
3

8
/
3
(
土

)
小

学
生

　
夏

休
み

親
子

科
学

教
室

小
学

3
～

6
年

生
(
保

護
者

要
同

伴
)
/
1
6
名

1
4

8
/
4
(
日

)
中

学
生

の
た

め
の

社
会

講
座

—
高

専
の

入
試

問
題

で
学

ぼ
う

－
中

学
3
年

生
/
3
0
名

4
7

8
/
1
8
(
日

)
親

子
で

学
ぶ

Ａ
Ｉ

講
座

小
中

学
生

と
保

護
者

/
1
0
名

7

8
/
1
9
(
月

)
さ

わ
っ

て
学

ぶ
！

　
簡

単
な

制
御

教
室

中
学

生
/
7
名

7

8
/
1
9
(
月

)
放

射
線

検
出

器
を

作
っ

て
み

よ
う

～
放

射
線

を
正

し
く

怖
が

る
た

め
に

～
中

学
生

，
高

校
生

，
一

般
（

大
学

生
含

む
）

/
8
名

7

8
/
2
4
(
土

)
,
2
5
（

日
）

ス
マ

ー
ト

フ
ォ

ン
の

W
e
b
ゲ

ー
ム

ア
プ

リ
を

作
ろ

う
！

〜
自

由
研

究
に

ま
だ

間
に

合
う

。
プ

ロ
グ

ラ
ミ

ン
グ

で
ゲ

ー
ム

開
発

〜
小

学
4
年

生
～

中
学

生
/
各

回
8
名

1
9

8
/
2
6
(
月

)
コ

ー
ヒ

ー
サ

イ
フ

ォ
ン

の
科

学
中

学
生

/
9
名

5

9
/
4
（

水
）

U
A
V
（

ド
ロ

ー
ン

）
を

用
い

た
三

次
元

地
形

モ
デ

ル
作

製
講

座
福

井
県

内
の

建
設

技
術

者
/
8
名

2

9
/
2
1
(
土

)
中

学
生

の
た

め
の

英
語

講
座

－
「

高
専

入
試

問
題

」
攻

略
法

と
「

洋
画

・
洋

楽
」

を
用

い
た

英
語

楽
習

法
－

中
学

2
・

3
年

生
/
2
0
名

3
7

9
/
2
2
(
日

)
，

2
9
(
日

)
，

1
0
/
2
7
(
日

)
英

検
３

級
合

格
を

め
ざ

し
て

－
受

験
対

策
講

座
－

中
学

生
～

一
般

/
2
0
名

9

1
0
/
1
9
（

土
）

中
学

生
の

た
め

の
数

学
講

座
－

高
専

の
入

試
問

題
で

学
ぼ

う
－

中
学

3
年

生
/
2
0
名

3
9

1
0
/
1
9
(
土

)
ロ

ボ
ッ

ト
を

動
か

す
プ

ロ
グ

ラ
ミ

ン
グ

体
験

中
学

生
/
1
0
名

4

1
0
/
2
6
(
土

)
ス

ポ
ー

ツ
カ

イ
ト

(
凧

)
づ

く
り

と
飛

行
演

技
小

学
生

～
中

学
生

(
小

学
校

3
年

生
以

下
は

保
護

者
要

同
伴

)
/
1
0
名

2

1
1
/
1
6
(
土

)
,
1
7
（

日
）

中
学

生
の

た
め

の
理

科
講

座
2
0
1
9
―

高
専

の
入

試
問

題
で

学
ぼ

う
中

学
3
年

生
/
3
0
名

3
6

合
　

　
　

計
1
9
件

公
開

講
座

実
施

内
訳

（
令

和
元

年
度

）
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実
　

　
施

　
　

日
講

　
　

　
　

座
　

　
　

　
名

受
講

対
象

者
／

募
集

定
員

受
講

者
数

（
名

）

6
/
2
3
(
土

)
，

6
/
3
0
(
土

)
ガ

ス
吸

収
の

基
礎

高
校

生
以

上
/
1
0
名

1

7
/
2
2
(
日

)
小

学
生

夏
休

み
親

子
科

学
教

室
小

学
3
～

6
年

生
(
保

護
者

要
同

伴
)
/
1
6
名

8

7
/
2
8
(
土

)
手

作
り

ス
ピ

ー
カ

ー
で

音
楽

を
聞

い
て

み
よ

う
　

～
電

磁
力

の
応

用
～

中
学

生
/
8
名

7

7
/
2
8
(
土

)
オ

リ
ジ

ナ
ル

栞
を

つ
く

ろ
う

2
0
1
8

中
学

生
/
1
0
名

3

8
/
6
(
月

)
中

学
生

の
た

め
の

作
文

講
座

中
学

3
年

生
/
1
5
名

1
3

8
/
7
(
火

)
放

射
線

検
出

器
を

作
っ

て
み

よ
う

　
～

放
射

線
を

正
し

く
怖

が
る

た
め

に
～

中
学

生
～

一
般

/
8
名

6

8
/
7
(
火

)
,
8
/
8
(
水

)
中

学
生

の
た

め
の

社
会

講
座

―
高

専
の

入
試

問
題

で
学

ぼ
う

―
中

学
3
年

生
/
3
0
名

1
4

8
/
1
1
(
土

)
不

思
議

な
タ

イ
ル

張
り

小
学

4
年

生
～

中
学

生
/
1
5
名

8

8
/
1
1
(
土

)
作

っ
て

飛
ば

そ
う

紙
コ

プ
タ

ー
小

学
生

～
中

学
生

(
小

学
校

低
学

年
は

保
護

者
要

同
伴

)
/
2
0
名

7

9
/
1
(
土

)
3
D
プ

リ
ン

タ
で

簡
単

楽
々

も
の

づ
く

り
一

般
/
1
0
名

0

9
/
1
(
土

)
I
c
h
i
g
o
J
a
m
で

ゲ
ー

ム
機

を
つ

く
る

！
？

～
中

学
生

の
た

め
の

プ
ロ
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）
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令和２年度「公開授業週間および FD レポート」のまとめ 

創造教育開発センター 

１ 公開授業の目的と公開授業週間 

目的：授業参観時間の拡大を図り、他の教員の授業方法等を参考とする機会を増やすことで、各教

員の授業改善の参考とする。 

前期：新型コロナウイルス感染症への対応のため遠隔授業になったため、公開授業週間を中止。 

後期：令和２年１２月１６日（水） ～ １２月２２日（火） 

２ 参観教員数 

表１ 令和２年度後期公開授業週間参観状況 

学科等名 現員数 参観者数 レポート提出数 

機械工学科 １０(１) ５ ５ 

電気電子工学科 ９（１） １ １ 

電子情報工学科 ９(１) ２ ２ 

物質工学科 １２ ３ ４ 

環境都市工学科 ８（２） ６ ６ 

一般科目教室（自然科学系） １３ ２ ２ 

一般科目教室（人文社会科学系） １０ ４ ４ 

計 ７１(５) ２３ ２４ 

            参観率（％）               23/76  30.3％  

現員数及び参観者数欄の（ ）は短時間勤務教員数を指し、外数とした。また、参観者率は 

参観した短時間勤務教員を現員数に加えた数を分母とした。 

 

○ 公開授業週間の参観者率の推移（過去 3 年間）については、平成 30 年度は前後期通して 1 回

以上参観した割合が 70％を超えた。令和元年度は前後期通して 1 回以上参観した教員は 60％程度

で例年よりやや低調であった。令和 2 年度前期は新型コロナウイルス感染症の影響により、遠隔授

業となり公開授業が実施できなかったこと、対面授業となった後期についても授業中における感染

対策等のため、授業参観に参加しづらかったものと考えられ、参加率が大幅に減少し約 30％となっ

た。また 2 回以上参観した教員は 4％と低調な結果となった。 
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３ 参観したクラス 

表２ どの学科・教室の公開授業に参加したか？（後期） 

  

参観した授業（学科・教室・専攻科） 

合計 

機械 
電気 

電子 

電子

情報
物質

環境

都市
自然 人文 学際 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械 ３  １    １   ５ 

電気電子  １        １ 

電子情報 １  １       ２ 

物質    ４      ４ 

環境都市     ６     ６ 

自然     １ １    ２ 

人文       ４   ４ 

合計 ４ １ ２ ４ ７ １ ５   ２４ 

 

〇 概ね、所属する学科・教室の授業を参観する傾向にあるが、参観された授業のうち約 17％が他 

学科（学際含む）の授業であった。センターとしても、積極的に他学科の授業を参観して頂くよう 

に働きかけたい。 

 

表３ どの学年の公開授業に参加したか？（後期） 

  
参観した学年 

合計 
１年 ２年 ３年 ４年 ５年 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械  ２ １ １ １  ５ 

電気電子     １  １ 

電子情報  １   １  ２ 

物質  １   ３  ４ 

環境都市  １  ３ ２  ６ 

自然  １  １   ２ 

人文 １   ２ １  ４ 

合計 １ ６ １ ７ ９  ２４ 

 

〇 令和２年度においては、後期は５年と４年の授業を多く参観していたことがわかる。過去 3 年

間では、2 年、3 年、4 年の授業への参観が多い傾向にあったが、今年度は高学年の授業が特に多か

ったようである。 
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令和元年度「公開授業週間および FDレポート」のまとめ 

創造教育開発センター 

１ 公開授業の目的と公開授業週間 

目的：授業参観時間の拡大を図り、他の教員の授業方法等を参考とする機会を増やすことで、各教

員の授業改善の参考とする。 

前期：令和 元年 ６月２４日（月） ～  ６月２８日（金） 

後期：令和 元年１２月１６日（月） ～ １２月２０日（金） 

２ 参観教員数 

表１ 令和元年度前期公開授業週間参観状況 

学科等名 現員数 参観者数 レポート提出数 

機械工学科 ８(１) ６ ６ 

電気電子工学科 １０ １ １ 

電子情報工学科 ９(２) ７ １２ 

物質工学科 １２ ２ ２ 

環境都市工学科 １０ ５ ６ 

一般科目教室（自然科学系） １３ ７ ７ 

一般科目教室（人文社会科学系） １１ ６ ６ 

計 ７３(３) ３４ ４０ 

            参観率（％）               34/76 ４４．７  

表２ 令和元年度後期公開授業週間参観状況 

学科等名 現員数 参観者数 レポート提出数 

機械工学科 ８（１） ４ ５ 

電気電子工学科 １０ ２ ６ 

電子情報工学科 ９(２) ５ ８ 

物質工学科 １１ ３ ３ 

環境都市工学科 １０ ６ ６ 

一般科目教室（自然科学系） １３ ８ ８ 

一般科目教室（人文社会科学系） １１ ７ １４ 

計 ７２(３) ３５ ５０ 

参観者率（％）                35/75 ４６．７  

現員数及び参観者数欄の（ ）は短時間勤務教員数を指し、外数とした。また、参観者率は 

参観した短時間勤務教員を現員数に加えた数を分母とした。 

○ 公開授業週間の参観者率の推移（過去 3年間）については、平成 28年度、平成 30年度は前後 

期通して 1回以上参観した割合が 70％を超えた。平成 29年度においては前期・後期共に 70%を上 

回った。令和元年度は前後期通して 1回以上参観した教員は 60％程度で例年よりやや低調であった。 

参加した教員 44名中 25名（全体の約 35％）の教員は前後期ともに参観しており、積極的に公開 

授業週間に参加している。 
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３ 参観したクラス 

表３ どの学科・教室の公開授業に参加したか？（前期） 

  

参観した授業（学科・教室・専攻科） 

合計 

機械 
電気 

電子 

電子 

情報 
物質 

環境 

都市 
自然 人文 学際 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械 ２     ２  ２  ６ 

電気電子  １        １ 

電子情報 １  ５     ６  １２ 

物質    １  １    ２ 

環境都市     ６     ６ 

自然  １    ５ １   ７ 

人文   １    ５   ６ 

合計 ３ ２ ６ １ ６ ８ ６ ８  ４０ 

 

表４ どの学科・教室の公開授業に参加したか？（後期） 

  

参観した授業（学科・教室・専攻科） 

合計 

機械 
電気 

電子 

電子 

情報 
物質 

環境 

都市 
自然 人文 学際 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械 ２  １ １  １    ５ 

電気電子   ２ ２   ２   ６ 

電子情報   ６ １     １ ８ 

物質    ３      ３ 

環境都市     ６     ６ 

自然    １  ４ ３   ８ 

人文  １  １   １１  １ １４ 

合計 ２ １ ９ ９ ６ ５ １６  ２ ５０ 

 

〇 概ね、所属する学科・教室の授業を参観する傾向にあるが、参観された授業のうち約 30％が他 

学科（学際含む）の授業であった。センターとしても、積極的に他学科の授業を参観して頂くよう 

に働きかけたい。 
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表５ どの学年の公開授業に参加したか？（前期） 

  

参観した学年 

合計 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械   １ ５   ６ 

電気電子    １   １ 

電子情報 １  ５ ４ ２  １２ 

物質  １ １    ２ 

環境都市 ２ ２ １ １   ６ 

自然 １ ５ １    ７ 

人文 １ ３   ２  ６ 

合計 ５ １１ ９ １１ ４  ４０ 

 

表６ どの学年の公開授業に参加したか？（後期） 

  

参観した学年 

合計 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械  ４ １    ５ 

電気電子  ３ １  ２  ６ 

電子情報 １ ４ ２   １ ８ 

物質 ２    １  ３ 

環境都市 １ ４ １    ６ 

自然  ２ ４ １ １  ８ 

人文 ２ ３ ５ ２ １ １ １４ 

合計 ６ ２０ １４ ３ ５ ２ ５０ 

 

〇 令和元年度においては、前期は 2年と 4年の授業を、後期は 2年と 3年の授業を多く参観 

していたことがわかる。過去 3年間では、2年、3年、4年の授業への参観が多い傾向にあったが、 

今年度は 2年の授業が特に多かったようである。 
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平成３０年度「公開授業週間および FDレポート」のまとめ 

創造教育開発センター 

１ 公開授業の目的と公開授業週間 

目的：授業参観時間の拡大を図り、他の教員の授業方法等を参考とする機会を増やすことで、各教

員の授業改善の参考とする。 

前期：平成３０年 ６月２０日（水） ～  ６月２６日（火） 

後期：平成３０年１２月１３日（木） ～ １２月１９日（水） 

２ 参観教員数 

表１ 平成３０年度前期公開授業週間参観状況 

学科等名 現員数 参観者数 レポート提出数 

機械工学科 １０ ６ ６ 

電気電子工学科 １０ ５ ６ 

電子情報工学科 ９(１) ９ ９ 

物質工学科 １２ ８ ９ 

環境都市工学科 １０ ７ ７ 

一般科目教室（自然科学系） １３ ８ ８ 

一般科目教室（人文社会科学系） １１(１) ８(１) ９ 

計 ７５(２) ５１(１) ５４ 

            参観率（％）               52/76 ６８．４  

表２ 平成３０年度後期公開授業週間参観状況 

学科等名 現員数 参観者数 レポート提出数 

機械工学科 １０ ４ ４ 

電気電子工学科 １０ ４ ４ 

電子情報工学科 ９(１) ８ ８ 

物質工学科 １２ ６ ６ 

環境都市工学科 １０ ７ ７ 

一般科目教室（自然科学系） １３ １１ １１ 

一般科目教室（人文社会科学系） １１(１) ８(１) １０ 

計 ７５(２) ４８(１) ５０ 

参観者率（％）                49/76 ６４．５  

現員数及び参観者数欄の（ ）は短時間勤務教員数を指し、外数とした。また、参観者率は 

参観した短時間勤務教員を現員数に加えた数を分母とした。 

○ 公開授業週間の参観者率の推移は、平成23年度54%、平成24年度 75%、平成25年度 73%、

平成 26年度 66%、平成 27年度は 72%であった。平成 28年度は前後期通して、１回以上参観し

た参観者率について 70%を上回り、平成 29年度は前期・後期共に 70%を上回った。平成 30年

度は前後期通して、１回以上参観した参観者率について70%を上回ったため（76名中57名参観）、

来年度は「教務に関する申し合わせ事項集」第 31の「公開授業」を見合わせる。 
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３ 参観したクラス 

表３ どの学科・教室の公開授業に参加したか？（前期） 

  

参観した授業（学科・教室・専攻科） 
 

合計 

機械 
電気 

電子 

電子 

情報 
物質 

環境 

都市 
自然 人文 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械 ５ １       ６ 

電気電子 ２ ３    １   ６ 

電子情報   ９      ９ 

物質    ９     ９ 

環境都市   １  ６    ７ 

自然  １    ４ ３  ８ 

人文      ４ ５  ９ 

合計 ７ ５ １０ ９ ６ ９ ８  ５４ 

○ 電気電子工学科、一般科目教室を除いて、所属する学科、教室の授業を参観する傾向が 

強い。 

 

表４ どの学科・教室の公開授業に参加したか？（後期） 

  

参観した授業（学科・教室・専攻科） 
 

合計 

機械 
電気 

電子 

電子 

情報 
物質 

環境 

都市 
自然 人文 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械 ２ 1      １ ４ 

電気電子 １ ２    １   ４ 

電子情報 １  ５   １  １ ８ 

物質    ６     ６ 

環境都市     ５  １ １ ７ 

自然   １   ８ ２  １１ 

人文      ２ ８  １０ 

合計 ４ ３  ６ ６ ５ １２ １１ ３ ５０ 

○ 所属する学科、教室の授業を参観する傾向が強い。 
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表５ どの学年の公開授業に参加したか？（前期） 

  

参観した学年 

合計 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械 １ １ ３  １  ６ 

電気電子 １  ３ １ １  ６ 

電子情報  ２ ４ １ ２  ９ 

物質 １ ４ １ ３   ９ 

環境都市  １ ２ １ ３  ７ 

自然 １ ４ ２ １   ８ 

人文 ３ ２ １  ３  ９ 

合計 ７ １４ １６ ７ １０  ５４ 

○ 参観した学年について、件数の多い順に 3年生 16件、2年生 14件、5年生 10件となった。 

 専攻科の授業を参観した教員はいなかったが、5年生までは、万遍なく各学年の授業を参観して 

いる。 

表６ どの学年の公開授業に参加したか？（後期） 

  

参観した学年 

合計 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械   ２ １  １ ４ 

電気電子  １ １ １ １  ４ 

電子情報 １ １ １ ３ １ １ ８ 

物質  １ ２ ２ １  ６ 

環境都市 １  １ ３ １ １ ７ 

自然 １ ３ ５ ２   １１ 

人文 ５ ２ ２  １  １０ 

合計 ８ ８ １４ １２ ５ ３ ５０ 

○ 件数の多い順に 3年生 14件、4年生 12件となったが、専攻科を含め、万遍なく各学年の 

授業を参観している。 
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平成２９年度「公開授業週間および FD レポート」のまとめ 

創造教育開発センター 

１ 公開授業の目的と公開授業週間 

目的：授業参観時間の拡大を図り、他の教員の授業方法等を参考とする機会を増やすことで、各教

員の授業改善の参考とする。 

前期：平成２９年 ６月２３日（金） ～  ６月２９日（木） 

後期：平成２９年１２月１１日（月） ～ １２月１５日（金） 

２ 参観教員数 

表１ 平成２９年度前期公開授業週間参観状況 

学科等名 現員数 参観者数 レポート提出数 

機械工学科 １０ ９ ９ 

電気電子工学科 １０ ８ ９ 

電子情報工学科 １０ ７ ７ 

物質工学科 １２(２) １０ １０ 

環境都市工学科 １０ ７ ９ 

一般科目教室（自然科学系） １４ ８ １０ 

一般科目教室（人文社会科学系） ９(１) ５ ６ 

計 ７５(３) ５４ ６０ 

 参観率（％） ７０．１  

表２ 平成２９年度後期公開授業週間参観状況 

学科等名 現員数 参観者数 レポート提出数 

機械工学科 １０ ８ ８ 

電気電子工学科 １０ ６ ６ 

電子情報工学科 １０ ９ ９ 

物質工学科 １２(２) ９ １０ 

環境都市工学科 １０ ４ ４ 

一般科目教室（自然科学系） １４ １０ １０ 

一般科目教室（人文社会科学系） １０(１) ９ １１ 

計 ７６(３) ５５ ５８ 

参観者率（％） ７０．５  

現員数欄の（ ）は短時間勤務教員数を指し、外数とした。 

○ 公開授業週間の参観者率の推移は、平成23年度54%、平成24年度 75%、平成25年度 73%、

平成26年度66%、平成-27年度の参観者率年平均は72%であった。平成28年度は前後期通して、

１回以上参観した参観者率について到達目標値の 70%となった。平成 29 年度は前期・後期共に

70%を上回ったため、来年度は「教務に関する申し合わせ事項集」第 31 の「公開授業」を見合

わせる。 
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３ 参観したクラス 

表３ どの学科・教室の公開授業に参加したか？（前期） 

  

参観した授業（学科・教室・専攻科） 
 

合計 

機械 
電気 

電子 

電子 

情報 
物質 

環境 

都市 
自然 人文 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械 ５     ３  １ ９ 

電気電子  ８    １   ９ 

電子情報 １  ５    １  ７ 

物質    １０     １０ 

環境都市     ７  ２  ９ 

自然  １ １   ８   １０ 

人文 ２     １ ３  ６ 

合計 ８ ９ ６ １０ ７ １３ ６ １ ６０ 

○ 一般科目教室を除いて、所属する学科の授業を参観する傾向が強い。 

 

表４ どの学科・教室の公開授業に参加したか？（後期） 

  

参観した授業（学科・教室・専攻科） 
 

合計 

機械 
電気 

電子 

電子 

情報 
物質 

環境 

都市 
自然 人文 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械 ５     １ １ １ ８ 

電気電子  ６       ６ 

電子情報   ８    １  ９ 

物質    １０     １０ 

環境都市     ３ １   ４ 

自然 １ １    ６ ２  １０ 

人文    １  １ ９  １１ 

合計 ６ ７ ８ １１ ３ ９ １３ １ ５８ 

○ 所属する学科の授業を参観する傾向が強い。 
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表５ どの学年の公開授業に参加したか？（前期） 

  

参観した学年 

合計 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械  ２ ４ ２  １ ９ 

電気電子  ２ ２ ５   ９ 

電子情報 ２  ２ ２ １  ７ 

物質  ２ １ ５ ２  １０ 

環境都市 １ １ ２ ３ ２  ９ 

自然 ４ ２ ３  １  １０ 

人文 ２ １  ２ １  ６ 

合計 ９ １０ １４ １９ ７ １ ６０ 

○ 参観した学年について、件数の多い順に 4 年生 19 件、3 年生 14 件、2 年生 10 件となった。 

  4 年生が突出して多い。 

 

表６ どの学年の公開授業に参加したか？（後期） 

  

参観した学年 

合計 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 専攻科 

参
加
教
員
の
所
属 

機械  ５ １ １  １ ８ 

電気電子 １ １ ４    ６ 

電子情報 ２  ３ ４   ９ 

物質 ３ ２ ３ １ １  １０ 

環境都市 １  １ ２   ４ 

自然 ５ ３ １  １  １０ 

人文 ３  ３ ２ ３  １１ 

合計 １５ １１ １６ １０ ５ １ ５８ 

○ 件数の多い順に 3 年生 16 件、1 年生 15 件、2 年生 11 件となった。 
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■海外先進教育実践支援プログラム

年度 氏名 学科等 渡航期間 渡航先国名 研究題目

常光　幸美 物質工学科
 Ｈ１７.３．３０

～
Ｈ１８．３．２９

連合王国
めっきプロセスによる金属ナ
ノ構造材料創製

吉田　雅穂 環境都市工学科
 Ｈ１７.３．２５

～
Ｈ１８．３．２４

アメリカ合衆国
安全なものづくりのための力
学教育法の構築

■国際研究集会派遣研究員

年度 氏名 学科等 渡航期間 渡航先国名 研究集会名

平成
１７
年度

吉村　忠與志 物質工学科
 Ｈ１７.１２．１５

～
Ｈ１７．１２．２０

アメリカ合衆国 2005環太平洋国際化学会議　

■独立行政法人国立高等専門学校機構内地研究員

年度 氏名 学科等 渡航期間 派遣先大学名 研究題目

岡田　将人 機械工学科
 Ｈ１８.５．１

～
Ｈ１９．２．２８

金沢大学大学院
ＣＢＮ（立方晶窒化ホウ素）
工具を用いたハードミリング
に関する研究

田安　正茂 環境都市工学科
 Ｈ１８.５．１

～
Ｈ１９．２．２８

長岡技術科学大学
大学院

人工構造物に作用する流体力
の数値計算法の開発およびそ
の現地検証

平成
２２
年度

金田　直人 機械工学科
Ｈ２２．５．１

～
Ｈ２３．２．２８

金沢大学大学院
合繊仮燃加工における撚トル
ク発生のメカニズムに関する
研究

■独立行政法人国立高等専門学校機構在外研究員

年度 氏名 学科等 渡航期間 渡航先大学名 取組名称

平成
１９
年度

丸山　晃生 電気電子工学科
 Ｈ２０．３．３０

～
Ｈ２１．３．１

オーストラリア国立
大学（ＡＮＵ）

非古典論理に対する自動推論
システムの構築とその高専教
育への展開

平成
２５
年度

河原林　友美 電気電子工学科
Ｈ２５.４.１０

～
Ｈ２６.４.９

コブレンツ（ドイ
ツ）コブレンツ・ラ
ンダウ大学

意図推定可能な他者モデル構
築とロボット開発の高専教育
への展開

■独立行政法人国際協力機構教師海外研修

年度 氏名 学科等 渡航期間 研修先国名 研修コース名

山本　幸男 電気電子工学科
 Ｈ２４．８．１９

～
Ｈ２４．８．２６

フィリピン共和国
（マニラ、イロイ
ロ）

技術系グローバル人材育成
コース

江本　晃美 環境都市工学科
 Ｈ２４．８．１９

～
Ｈ２４．８．２６

フィリピン共和国
（マニラ、イロイ
ロ）

技術系グローバル人材育成
コース

西　仁司 電子情報工学科
 Ｈ２５．８．２５

～
Ｈ２５．８．３１

ベトナム
技術系グローバル人材育成
コース

川上　由紀 電子情報工学科
 Ｈ２５．８．２５

～
Ｈ２５．８．３１

ベトナム
技術系グローバル人材育成
コース

平成
２６
年度

原口　治 一般科目教室
 Ｈ２６．８．３１

～
Ｈ２６．９．６

フィリピン
技術系グローバル人材育成
コース

西城　理志 電気電子工学科
 Ｈ２７．８．１

～
Ｈ２７．８．８

インドネシア
技術系グローバル人材育成
コース

内藤　岳史 教育研究支援センター
 Ｈ２７．８．１

～
Ｈ２７．８．８

インドネシア
技術系グローバル人材育成
コース

平成
２８
年度

佐々　和洋 物質工学科
 Ｈ２８．７．３１

～
Ｈ２８．８．６

フィリピン
技術系グローバル人材育成
コース

平成
２９
年度

千徳　英介 機械工学科
 Ｈ２９．７．２５

～
Ｈ２９．８．４

フィジー
一般コース（平成29年度より
技術系グローバル人材育成
コースはなくなる）

平成
１６
年度

平成
１８
年度

平成
２４
年度

教員の派遣等一覧  ―　平成16年度以降　―

平成
２５
年度

平成
２７
年度
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■教員グローバル人材育成力強化プログラム

年度 氏名 学科等 渡航期間 渡航先国名 取組名称

平成
２８
年度

江本　晃美 環境都市工学科 1年間
アメリカ合衆国
マレイシア

国立大学改革強化推進補助事
業による国立高等専門学校教
員グローバル人材育成力強化
プログラム

■海外研修（私費）

年度 氏名 学科等 渡航期間 渡航先大学名 研修目的

平成
２６
年度

河原林　友美 電気電子工学科
Ｈ２６.４.１４

～
Ｈ２７.２.２８

コブレンツ（ドイ
ツ）コブレンツ・ラ
ンダウ大学

ロボットの行動予測モデルの
開発，ベンチャー支援体制の
調査，ヨガチェアの開発等

平成
２８
年度

吉田　三郎 一般科目教室
Ｈ２８.６.２８

～
Ｈ２８.８.１２

ニューヨーク州立大
学クイーンズ校ELI

英語を非母国語とする者への
英語教育（教授法）の調査
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